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免責事項
本アニュアルレポートは、ソフトバンクグループ株式会社（以下「ソフトバンクグループ（株）」、または「SBG」）及びその子会社（以下SBGと併せて「当社」）並びに関連会社（以下当社と併せて「当社グループ」）に関する関連情報を提供

するものであり、いかなる法域においても、いかなる証券の購入又は応募の申込みを含む、いかなる投資勧誘を構成又は形成するものでもありません。

本アニュアルレポートには、当社グループの推定、予測、目標及び計画を含む当社グループの将来の事業、将来のポジション及び業績に関する記述など当社グループの将来の見通しに関する記述、見解又は意見が含まれています。

将来の見通しに関する記述には、特段の限定を付すことなく、「目標とする」、「計画する」、「確信する」、「希望する」、「継続する」、「期待する」、「目的とする」、「意図する」、「だろう」、「かもしれない」、「であるべきである」、「したであろう」、「で

きた」、「予想する」、「推定する」、「企図する」若しくは類似する内容の用語若しくは言い回し又はその否定形などが含まれています。本アニュアルレポートに記載されている将来の見通しに関する記述は、当社グループが本アニュアルレ

ポートの日付現在において入手可能な情報を踏まえた、当社グループの現在の前提及び見解に基づくものです。これら将来の見通しに関する記述は、当社グループのメンバー又はその経営陣による将来の業績の保証を意味するもの

ではなく、当社グループのビジネスモデルの成功、当社グループの資金調達力及びその資金調達条件の影響、SBGの経営陣における重要な人物に関するリスク、当社グループの投資活動に関する又はこれに影響を与えるリスク、ソフ

トバンク・ビジョン・ファンド並びにその投資、投資家及び投資先に関するリスク、ソフトバンク株式会社及びその事業の成功に関するリスク、法令・規制・制度などに関するリスク、知的財産権に関するリスク、並びに訴訟を含むこれらに

限られない既知及び未知のリスク、不確実性その他要因を含み、これらの要因により、実際の当社グループの実績、業績、成果又は財務状態は、将来の見通しに関する記述において明示又は黙示されている将来の実績、業績、功績又

は財務状態と著しく異なる可能性があります。当社グループの実績、業績、功績又は財務状況に影響を与える可能性のあるこれら及びその他の要因については、SBGのホームページの「事業等のリスク」（https://group.softbank/ir/

investors/management_policy/risk_factor）をご参照下さい。当社グループ及びその経営陣は、これら将来の見通しに関する記述に明示されている予想が正しいものであると保証するものではなく、実績、業績又は功績は、予想と

著しく異なる可能性があります。本アニュアルレポートを閲覧する者は、将来の見通しに関する記述に過度に依存してはなりません。当社は、本アニュアルレポートに記載される将来の見通しに関する記述その他当社が行う将来の見通

しに関する記述を更新する義務を負いません。過去の業績は、将来の実績を示すものではなく、本アニュアルレポートに記載される当社グループの実績は、当社グループの将来の実績の予測又は予想を示すものではなく、その推定を

示すものでもありません。

本アニュアルレポートに記載されている当社グループ以外の企業（SBファンド（以下に定義します。）の投資先を含みますが、これに限られません。）に関わる情報は、公開情報等から引用したものであり、当社は、情報の正確性につい

て保証するものではありません。

商標について
本アニュアルレポートに記載されている企業、製品及びサービスの名称は、各企業の商標又は登録商標です。

重要なお知らせ ― SBGの普通株式の取引、スポンサーなしADR（米国預託証券）に関する免責事項
SBGの普通株式の売買を希望する場合には、当該普通株式が上場され、主に取引が行われている東京証券取引所において売買を行うことを推奨します。SBGの開示は、スポンサーなしADR（以下「ADR」）の取引の促進を意図する

ものではなく、ADRの取引を決定する際に依拠すべきではありません。SBGは、SBGの普通株式に関するスポンサーなしADRプログラムの設立又はそれに基づき発行されるADRの発行若しくは取引について、過去及び現在に、参加、

支援、推奨その他同意を行ったことはありません。SBGは、ADR保有者、銀行又は預託機関に対して、（i）SBGが1934年米国証券取引所法（以下「証券取引所法」）で定めるところの報告義務を負うこと、又は、（ii）SBGのホームページ

に、SBGが証券取引所法ルール12g3-2（b）に従って証券取引所法に基づくSBGの普通株式の登録の免除を維持するために必要な全ての情報が継続的に記載されることを表明するものではなく、また、当該者又は機関は、そのように

信じてはなりません。適用ある法が許容する最大限の範囲において、SBG及び当社グループは、SBGの普通株式を表象するスポンサーなしADRに関連して、ADR保有者、銀行、預託機関その他企業又は個人に対するいかなる義務又

は責任を負うものではないことを表明します。

上記の免責事項は、ソフトバンク株式会社やZホールディングス株式会社などの、スポンサーなしADRプログラムの対象であるか又は将来対象となる可能性のある当社グループの証券に同様に適用されます。

本アニュアルレポートに記載されるファンド情報に関するお知らせ
本アニュアルレポートは、情報提供を目的として提供されるものであり、法律上、税務上、投資上、会計上その他の助言又はソフトバンクグループ株式会社の子会社（以下「SBファンド運用会社」といい、SB Investment Advisers （UK） 

Ltd.及びその関連会社（以下「SBIA」）を含みます。）により運用されるいずれかのファンド（文脈に応じて、パラレル・ファンド、フィーダー・ファンド、共同投資ビークル又はオルタナティブ投資ビークルと併せて「SBファンド」といい、ソフトバン

ク・ビジョン・ファンド・エル・ピー（以下「ビジョン・ファンド１」）を含みます。）のリミテッド・パートナーシップ持分又は同等の有限責任持分の販売の申込み又は購入の申込みの勧誘を行うものではなく、また、いかなる方法でもそのように依拠

してはなりません。



SBファンド、SBIAを含むSBファンド運用会社、SBファンド運用会社により運用される後続又は将来のファンド、SBG又はそれぞれの関係会社のいずれも、本アニュアルレポートに記載されている情報の正確性又は完全性について、明示

又は黙示であるとにかかわらず表明又は保証するものではなく、また、本アニュアルレポートに記載されているパフォーマンスに関する情報はSBファンドその他本アニュアルレポートに言及される企業の過去若しくは将来のパフォーマンス

又はSBファンド運用会社により運用される後続ファンドの将来のパフォーマンスについての誓約又は表明として依拠されるものではありません。

疑義を避けるために付言すると、SBファンドは、SBファンド運用会社により運用される従前のファンドであり、投資家に対して募集されていません。SBファンドその他本アニュアルレポートに言及される企業のパフォーマンスに関する情報

は、背景説明のみを目的として記載されるものであり、関連するSBファンド、本アニュアルレポートに言及されるその他のファンド又はSBファンド運用会社により将来運用されるファンドの将来のパフォーマンスを示すものとして考慮すべき

ではありません。SBファンドの特定の投資対象に関する言及は、それに含まれる範囲で、関連するSBファンド運用会社の投資プロセス及び運用方針を説明するためだけに述べられたものであり、いずれか特定の投資対象又は証券の推奨

として解釈してはなりません。SBファンドの各投資の投資パフォーマンスは異なる可能性があり、個別に言及した取引のパフォーマンスは、必ずしも全ての適用される従前の投資のパフォーマンスを示唆するものではありません。本アニュ

アルレポートにおいて記載及び説明される特定の投資は、関連するSBファンド運用会社が行う全ての投資を示すものではなく、本アニュアルレポートにおいて記載及び検討される投資が利益を生んだ又は将来利益を生むと仮定すべきで

はありません。

本アニュアルレポートに記載されるSBファンドのパフォーマンスは、ポートフォリオ投資の未実現の評価額に基づくものです。未実現の投資評価額は、関連するSBファンド運用会社がそれぞれ特定の投資に関する状況に基づき合理的と

みなす前提及び要因（例えば、評価日現在における類似の会社の平均株価収益率その他勘案事項等を含みます。）に基づくものです。しかしながら、未実現の投資評価額が本アニュアルレポートに記載されている金額又は本アニュアルレ

ポートに記載されているリターンを算定するために用いられる金額で実現されるという保証はありません。また、かかる実現に関連する取引費用が未知であるため、当該取引費用は、かかる算定に含まれません。未実現額の見積りは、常

に変化する多くの不確定要素の影響を受けます。関連するSBファンドの未実現の投資に対する実際の実現リターンは、いくつか要因がある中で特に、将来の運用実績、処分時の資産価格及び市況、関連する取引費用並びに売却の時期

及び方法によって決まるものであり、これらの要因は全て、関連するSBファンド運用会社の評価の根拠となった前提及び状況と異なる可能性があります。

過去のパフォーマンスは、必ずしも将来の実績を示すものではありません。SBファンド又はSBファンド運用会社により運用される将来のファンドのパフォーマンスは、本アニュアルレポートに示されるパフォーマンス情報よりも大幅に低く

なる可能性があります。各SBファンド又は関連するSBファンド運用会社により運用されるいずれか将来のファンドが、本アニュアルレポートに示される実績と同等の実績を達成するという保証はありません。

SBファンドの未実現の投資に対する実際の実現リターンは、本アニュアルレポートに記載されるパフォーマンス情報と著しく異なる可能性があります。本アニュアルレポートにおいて記載及び検討される投資が利益を生んだ又は将来利

益を生むものである、又は、将来行われる投資が本アニュアルレポートに説明される投資と質又はパフォーマンスの点で同等であると仮定すべきではありません。

本アニュアルレポートに記載される第三者のロゴ及びベンダー情報は、説明目的のためにのみ提供されるものです。かかるロゴの記載は、かかる企業又は事業との提携又はその承認を示唆するものではありません。SBファンド運用会

社、SBファンドのポートフォリオ会社、SBファンド運用会社により運用される将来のファンドの将来のポートフォリオ会社、又はソフトバンクグループ株式会社が、本アニュアルレポートに記載されるロゴを有する企業又は事業のいずれかと

今後業務を行うという保証はありません。

SBIAは、SBGから別個独立した業務プロセスを運用しており、ビジョン・ファンド１を含むSBIAによって運営されているSBファンドは、SBIA単独で運営されています。

IFRSの適用について
当社は、2014年3月31日に終了した1年間（2013年度）より国際会計基準（IFRS）を適用しています。IFRSへの移行日は2012年4月1日であり、2013年3月31日に終了した1年間についても、IFRSに準拠して表示しています。

会計年度の表記について
本アニュアルレポートでは、「2019年度」とは2020年3月31日に終了した会計年度を指し、その他の年度についても同様です。また、「年度末」は当該年度の末日を意味します。例えば、「2019年度末」は2019年度の末日である2020

年3月31日を意味します。

社名の略称について
子会社および関連会社の略称については、111ページをご覧ください。



ソフトバンクグループの志 ―― われわれが何の
ために事業をしているのか、何を成したいのかと
いえば、一人でも多くの人に喜びや感動を伝えた
い、ということに尽きます。同じ志を持つ企業と共
に、情報革命を通じて人々が幸せになれる未来を
築いていきます。



User Guide
このPDFには、使いやすく、また情報を探しやすいように、さまざまな機能を搭載しています。
また外部情報を参照しやすいように、関連サイトへもリンクさせています。
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トップメッセージ

デジタルシフトを牽引し株主価値を増大
新型コロナ危機が生む新しい日常

人類の歴史を振り返ってみると、危機が新しい日
常を生んできたことが分かります。例えば、19世紀に
起こったコレラの大流行では世界で100万人以上の
人々が亡くなりましたが、感染拡大の原因の一つであ
った汚水による飲料水の汚染を解消するためにロン
ドンやパリなどで下水道が整備された結果、人々は新
しい日常として安全な水を飲めるようになりました。
1929年には世界恐慌が起こりました。震源地となっ
た米国では景気が急速に悪化し、失業率が25％に達
するなど深刻な状況に陥りました。しかし、その対策の
一環として雇用創出を目的にニューディール政策が打

ち出され、水力発電ダムや道路などが建設された結
果、新しい日常として電気のある生活や自動車がある
社会が本格的にやってきたのです。

今回の新型コロナ危機は世界の人々に深刻な影響
を与えています。世界中で感染者は増え続けており、
人と人の接触にはさまざまな制限が課されています。
こうした状況を解決するためにデジタルシフトが一気
に加速し、それが新しい日常になりつつあります。会
議、フードデリバリー、教育、診療、ショッピング、エンタ
ーテインメントなどはいずれもオンライン化が進み、人
と接触することなくやり取りをすることが広がってい
ます。これが今後の新しい日常になるでしょう。危機に
直面したとき、人類は知恵を働かせ、最大限の努力を
して問題を解決するのです。

新型コロナ危機への対応に投資先各社が奮闘

われわれは創業以来一貫してデジタルシフトを牽引
することで成長してきました。そして、現在の新型コロ
ナ危機を乗り越えるために、われわれの投資事業の中
核であるソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資先も奮
闘努力を続けています。

Uber Technologies（米国）が展開するフードデリ
バリーサービス「Uber Eats」の2020年1～3月期の
取扱高が前年同期比52％増となる47億米ドルとな
りました*1。Doordash（米国）やGRAB HOLDINGS

（シンガポール）も同種のサービスを急拡大させてい
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株主価値

ソフトバンク・ビジョン・ファンド
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ます。オンライン診療では、2020年1月20日からの 

3週間で11.1億人がPing An Good Doctor（中
国）のアプリを訪問しました*2。オンライン教育では、
学校閉鎖が相次ぐなか、教育サービスを提供する
Zuoyebang Education（中国）の2020年4月の月
間アクティブユーザー数が前年同月比52％増となる
1.37億人となりました*3。エンターテインメントでは、
ByteDance（中国）の動画投稿アプリ「TikTok」のダ
ウンロード数が2020年1～3月期に3.15億回となり、

「WhatsApp」や「Facebook」を上回り世界一となり
ました*4。Slack Technologies（米国）のサービスはリ
モートワークをサポートするツールとして高く評価され
ており、その顧客数は2020年4月に前年同月比28％
増となる12.2万社となりました*5。

このほか、新型コロナに対する直接的な問題解決の
取り組みとして、ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投
資先であるVir Biotechnology（米国）がAIを使って
治療薬やワクチンの開発を進めています。同社は数千
個の抗体を特定し、そのなかで最も有力な2個の抗体
の臨床試験を今年の夏に始める予定です*6。Roivant 

Sciences（英国およびスイス）は、新型コロナによる呼
吸困難の症状向けの治療薬を開発中です*7。こうし
た治療薬やワクチンの開発を通じて、世界中の人々が
直面している問題の解決に貢献できるのではないか
と非常に期待しているところです。

株主価値は新型コロナ危機前を超える水準に

現在のソフトバンクグループ（株）は事業会社ではな
く、戦略的持株会社です。アリババ、ソフトバンク（株）、
アーム、Tモバイル（2020年6月に大部分を売却。次ペ
ージご参照）などの優れた事業会社の株式を保有して
いるほか、ソフトバンク・ビジョン・ファンドを通じて多く
のユニコーン（投資時に企業価値が10億米ドル以上
と推定される非公開企業）にも投資しています。こうし
た持株会社を適切に評価する指標としては、株主価値

トップメッセージ

を用いるべきです。会計上、営業利益にはアリババな
どの保有資産の価値変動が反映されないからです。

例えば、新型コロナの感染拡大が本格化する前、
2019年12月末時点の当社が保有する株式の価値
は29.0兆円で、そこから純負債を差し引いた23.0兆
円がソフトバンクグループ（株）の株主価値でした（図
1ご参照）。2019年度は営業損失が1.4兆円、純損失
が9,616億円といずれも過去最大の赤字となりまし
たが、より大きな問題は23.0兆円あった株主価値が
2020年3月末に21.7兆円に減ったということです。 

図1　株主価値の推移*8

*8  2019年12月末の株価：2019年12月30日終値（日本）、2019年12月31日終値（米国）。2020年3月末の株価：2020年3月31日終値。2020年6月24日の株価：2020年6月24日終値。

（2020年4月1日に合併）

*1  Uberプレスリリース（2020年
5月7日）。Eatsセグメントの
gross bookings

*2  Ping An Good Doctor - 
Annual Report 2019

*3  Zuoyebang Education。宿
題検索アプリの月間アクティ
ブユーザー数

*4  Sensor Towerの報道発表資
料（2020年4月29日）

*5  Slack開示資料。顧客数：課金
顧客と新規顧客を合計した数

*6  Vir Biotechnology プレスリ
リース（2020年3月25日）

*7  Roivant Sciences プレスリリ
ース（2020年3月18日）

株主価値については、11ページの
「株主価値の考え方」をご覧くだ
さい。

2019年12月末 2020年3月末 2020年6月24日
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しかし、2020年6月24日現在、保有する株式の価値
は30.0兆円、株主価値は23.3兆円といずれも2020

年3月末から改善し、新型コロナ危機前を上回ってい
ます。

自己株式取得と負債削減のために 
保有資産を売却・資金化

米国通信市場に進出するのだという当初の意気込
みとは裏腹に、2013年7月にスプリントを買収して以

来、同社は業績の足を引っ張り、財務上の懸念になっ
ているという指摘を受けてきました。しかし、2020年4

月にTモバイルとの合併が成立し、さらに2020年6月
に保有するTモバイルの株式約3億株のうち約2億株
の売却を決定しました（取引の詳細は233ページをご
参照ください）。ここまでで一旦スプリントへの投資を
総括すると、無事に価値を高めてリターンを得ること
ができたといえます。今回の売却対象外である株式な
どは引き続き保有しますので、今後Tモバイルの価値
の増大に伴って投資成果がさらに向上すると期待して

います。
新型コロナ危機のなかで、2020年3月19日にはソ

フトバンクグループ（株）の株価が一時2,609円50銭
まで下落し、時価総額の株主価値に対するディスカウ
ント幅が史上最大になったことを受けて、2020年3月
23日に最大4.5兆円の保有資産の売却または資金化
を行うとの方針を発表しました。得られた資金のうち
最大2兆円を自己株式の取得に充当し、残額を負債
の償還、社債の買入れ、現預金残高に振り向けるもの
です。実現を疑問視する声もありましたが、発表から
の3カ月間で4.5兆円の目標に対して、アリババ株式
の一部資金化とソフトバンク（株）株式の一部譲渡に、
前述のTモバイル株式の売却を加えて8割まで進んで
います（図2ご参照）。残り2割についても目途が立っ
ています。

アリババとアームはいずれも順調に成長

われわれの保有する株式の価値のうち最も大きい
ものがアリババです。株価は上下することもあります
が、大切なのはその事業そのものの価値であり、売
上高と純利益の動きから読み取ることができます。
2020年3月期の売上高は前期比35％増に当たる8.0

兆円、純利益は前期比42％増に当たる2.1兆円でし 

た*12。新型コロナ危機のなかでイーコマースの利用
が急増し、その重要性が改めて認識されています。初
めて使ってみて、その便利さに気づいた方も多いので

2.2兆円*11

0.3兆円*9

1.2兆円*10

最大4.5兆円

3.7兆円
（８割進捗）

トップメッセージ

図2　保有資産の売却・資金化の進捗

*9  2020年5月に実行されたソフトバンク（株）株式の一部譲渡価額（3,102億円）
* 10 2020年4月および5月に締結された、アリババ株式を活用した複数の先渡売買契約（先渡契約・フロア契約・カラー契約）の調達金額の合計額（115億米ドル）
* 11  売却予定価額。2020年6月24日付プレスリリース「当社持分法適用関連会社（T-Mobile US, Inc.）株式の売却に関する売却株式数および売却価額のお知ら

せ」に掲載されている売却価額の総額（20,115百万米ドル）。1米ドル = 106.53円

*12  アリババ開示資料を基に作
成。1米ドル = 109.10円、
6.967中国人民元で換算。
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代表取締役会長 兼 社長

はないでしょうか。今後は、イーコマースが新しい日常
として人々の生活にさらに定着していくことでしょう。

2020年6月25日に同社創業者であるジャック（ユ
ン・マー氏）がソフトバンクグループ（株）の取締役を退
任しました。これまでのジャックの貢献に感謝したいと
思います。それに合わせて、私も同日付でアリババの
取締役を退任しました。退任後もわれわれはアリババ
の筆頭株主であり、アリババはわれわれの最も重要な
財産です。現在、ダニエル・チャンがアリババのCEOを
引き継いでいます。私とジャックがアリババの取締役
から退任するのは、彼を大いに信任するという意味で
もあります。われわれとしては、アリババの株式を今後
もできるだけ長く持ち続けたいと考えています。

2016年に買収し、将来の価値増大を大いに期待し
ているのがアームです。同社のテクノロジーが組み込
まれたチップは、オンラインサービスの進化を支える
基盤の一つです。アームベースのチップの出荷数は増
加を続けており、2019年には累計1,660億個に達し
ました。世界のスマートフォンのほぼ全てに搭載され
ていますが、最近ではほかの分野でも採用が広がっ
ています。近年著しい伸びを見せているのがサーバー
分野で、2019年12月、Amazon.com傘下でクラウド
サービスを手掛けるAmazon Web Services（AWS）
が最新のアームテクノロジーを採用したサーバーチッ
プ「Graviton2」を発表しました。従来のサーバーと比
較して処理速度が最大65％向上するうえに、消費電
力量の削減により同社の顧客にとって最大40％のコ

スト削減を可能にします。世界最大のクラウドコンピ
ューティングカンパニー*13であるAWSがアームテク
ノロジーを採用した以上、競合他社も追随せざるを得
ませんから、サーバー分野におけるアームのシェアは、
2021年、2022年にかけて加速度的に増えていくと確
信しています。

創業来変わらぬ理念  
―― 情報革命で人々を幸せに

大きく俯瞰して成長曲線を見てみると、オールドエコ
ノミー全体の企業価値は安定していますが、大きく伸
びることはありません。一方、デジタルエコノミー全体
の企業価値はボラティリティーが高いものの、二次曲
線で伸びていきます。インターネットのトラフィックも二
次曲線を描いているのは偶然ではありません。デジタ
ルエコノミーの企業価値はインターネットのトラフィッ
クに比例して伸びていくと考えています。われわれは
デジタルエコノミーに特化しているので、その株主価
値は二次曲線で着実に伸びてきましたし、これからも
伸び続けると確信しています。

こうした長期的な成長を確固としたものにするため
にも、ガバナンスを継続的に強化しています。社外取
締役を4人に倍増したほか、任意の指名報酬委員会を
設置しました。これにより、今後の取締役人事の決定
プロセスに関する独立性、客観性、説明責任の強化、
また取締役報酬の決定プロセスに関する公正性、透

明性が強化され、取締役の諮問機関として取締役の
選任および解任、取締役の報酬方針や取締役個人別
の報酬に関して、取締役会に意見具申がなされていく
こととなります。今回の取り組みは、取締役会の多様
性を高め、新たな視点を盛り込むことを目指したもの
で、当社のコーポレート・ガバナンスをグローバルスタ
ンダードに沿ったものとし、国内外の投資家の期待に
沿う試みでもあります。

ちょうど10年前、創業30年の節目を迎えた2010年
6月の株主総会で「ソフトバンク 新30年ビジョン」を発
表しました。2010年から30年以内に脳型コンピュー
ターが実現する、知的ロボットと共存するようになると
申し上げました。また、IoTの普及によりあらゆるもの
がインターネットにつながって、それらのデータを統合
するクラウドが人類最大の財産になるとも申し上げま
した。それから10年が経ち、AI、スマートロボット、クラ
ウドの存在感が急速に高まっており、描いていた未来
が着実に近づいています。「ソフトバンク 新30年ビジ
ョン」で再確認した通り、ソフトバンクグループは、創
業以来一貫して情報革命を通じて人々を幸せにする
ことを目指しています。これからも人々の幸せに少し
でも貢献するために、情報革命を牽引していきます。

2020年7月

トップメッセージ

*13  Canalys “Global cloud 
infrastructure market 
Q4 2019 and full year 
2019”
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ソフトバンクグループが目指すもの

モデルに合わせて自己変革を繰り返していくことが不
可欠です。現在、人工知能（AI）がさまざまなビジネス
モデルに組み込まれることにより、価値創造のあり方
が塗り替えられ、多くの産業が根本から再定義されよ
うとしています。われわれは、AIの活用による市場の
拡大と新産業の創出という大きなチャンスを確実に捉
えるため、「群戦略」という独自の組織戦略を進めなが
ら、300年間という長期間にわたり成長し続ける企業
グループの形成を目指しています。

ソフトバンクグループは、「情報革命で人々を幸せ
に」という経営理念の下、世界の人々が最も必要とす
るテクノロジーやサービスを提供する企業グループと
なることを目指すとともに、企業価値の最大化を図っ
ています。

われわれは情報技術の発展によって社会やライフ
スタイルが変革する「情報革命」を主要な成長機会と
捉えています。情報革命を通じて長きにわたり人々の
幸せに貢献するためには、社会ニーズの変化をいち早
く捉え、今後の牽引役となるテクノロジーやビジネス

経営理念

情報革命で人々を幸せに
ビジョン

世界の人々から最も必要とされる
企業グループ

経営理念とビジョンの詳細につい
ては、ウェブサイト内「新30年ビジ
ョン」をご覧ください。
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ループ（株）は、群を構成する各企業の意思決定に影
響を与えつつも、自律性を重んじ、出資比率は過半に
こだわらず、ブランドの統一を志向しません。また、こ
の持分比率により、成熟した、または想定通りに成長
しない企業の持分のエグジットが容易になり、グルー
プ企業の入れ替えがしやすくなります。
「群戦略」のなかでAIの可能性に注力したのが「AI

群戦略」で、AIをサービスやビジネスモデルに活用し、
業界を一新するようなNo.1、あるいはNo.1になりう
る企業への投資を通じて群を構築するものです。

ソフトバンクグループ（株）は、このような「群戦略」
という独自の組織戦略に取り組むとともに、2017年
に活動を開始した「ソフトバンク・ビジョン・ファンド」を
中心に、投資活動を行っています。

「群戦略」で目指す株主価値の最大化
ソフトバンクグループ（株）は、戦略的投資持株会社

として、各グループ会社を投資ポートフォリオとして統
括するマネジメント体制の下、「株主価値」を最重要指
標に据えています。株主価値は、投資ポートフォリオ全
体の保有株式価値からソフトバンクグループ（株）の
純負債を差し引いて算出されます。「群戦略」を構成す
る各グループ会社の保有株式価値の増大を図ること
で、中長期的な株主価値の最大化を目指しています。

「群戦略」とは
「群戦略」とは、各分野において優れたテクノロジー

やビジネスモデルを持つ多様な企業群が、それぞれ
自律的に意思決定を行いつつも、資本関係と同志的
結合を通じてシナジーを創出しながら共に進化・成長
を続けていくことを志向するものです。ソフトバンクグ

 株主価値の詳細については、11ページをご覧ください。

ソフトバンクグループが目指すもの
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ソフトバンクグループの変遷

1981年～ PCソフトウエア 1996年～ インターネット・ブロードバンド 

創業とパソコン時代の到来 日本のインターネットとブロードバンド普及を牽引

1981年、これからはパソコンの時代が来るとの確信の下、「ソフトウエアの銀行」のように情報化
社会のインフラを担う存在を目指して（株）日本ソフトバンクを設立。創業時のビジネスは、パソコン
用パッケージソフトの流通でした。米国で誕生したビジネスを日本に持ち込む「タイムマシン経営」
を実現するなか、1994年、現地のインターネット関連企業に関する情報収集や戦略的投資などを
担う米国法人SoftBank Holdings Inc.を設立。同社の投資先の一つを通じて、創業したばかりの
米国Yahoo! Inc.を知ることになります。

1996年に、米国Yahoo! Inc.との共同出資でヤフー（株）（現 Zホールディングス（株））を設立。同
年を「インターネット元年」と位置付け、インターネットに関する事業や子会社を次々に立ち上げるな
ど、インターネット企業としての本格的な一歩を踏み出しました。2001年、「Yahoo! BB」を開始し、
ブロードバンドサービスに参入。通信サービスの高速化・低価格化を力強く牽引し、日本におけるブ
ロードバンドの普及に尽力しました。さらに、2004年には日本テレコム（株）を買収して固定通信事
業へ参入。その後、2005年にはプロ野球球団（現 福岡ソフトバンクホークス）を買収。移動通信事
業への参入を見据えて、企業イメージとブランド認知を向上させました。

なお、2000年前後には、世界中のインターネット関連企業への戦略的投資を実行。爆発的
に拡大する中国のイーコマース市場のリーダーとして、今も著しい成長を続けるAlibaba.com 

Corporation（現 アリババ）も投資先の一つでした。

創業来「変わらない」志と「変わり続ける」事業領域

© SoftBank HAWKS
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ソフトバンクグループの変遷

2006年～ モバイルブロードバンド 2015年～ IoT・AI

モバイルブロードバンドの拡大に注力 情報革命を推進する戦略的投資持株会社へ

インターネットの中心がパソコンからモバイルへ移行していくことを予見し、2006年にボーダフ
ォン（株）を買収。「ソフトバンク」ブランドの移動通信サービスをスタートさせ、革新的な料金プラン
の導入やネットワークの増強、端末ラインナップの充実などで顧客基盤を拡大させました。さらに
2008年には日本で初めて「iPhone 3G」を発売し、日本におけるスマートフォンの普及に大きく貢
献しました。そして2013年、日本国内で培った経験・ノウハウを最大限に生かすべく、米国スプリン
ト*を買収し、米国通信事業に参入しました。

2015年7月、戦略的投資持株会社としての位置付けを明確にするため、社名を「ソフトバンクグ
ループ（株）」に変更。2016年9月には半導体設計大手で、スマートフォン分野で9割以上のシェアを
持つ英国アームを買収しました。同社はIoT分野でも中心的役割を担うと期待されています。その
後、2017年5月、AIを活用した成長可能性の大きな企業へ大規模な投資を行うべく、「ソフトバン
ク・ビジョン・ファンド」を稼働させました。さらに、2018年4月にスプリントとTモバイルの合併を発表
する*とともに、2018年12月に国内通信事業を担うソフトバンク（株）を上場させるなど、戦略的投
資持株会社への転換を推し進めました。ソフトバンクグループは、これからも、未来を切り開く革新
的なテクノロジーを活用する起業家たちと共に進化・成長し、長期にわたる企業価値の最大化を目
指していきます。

*  2020年4月にTモバイルとの合併を完了

（注）  iPhoneは、米国および他の国々で登録されたApple Inc.の商標です。 
TM and © 2020 Apple Inc. All rights reserved.
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PCソフトウエア インターネット・ブロードバンド モバイルブロードバンド IoT・AI

2020201520102005200019951981 （年度）

株主価値の拡大に向けて

最重要指標は「株主価値」

（注）  株主価値と時価総額は2020年6月24日までの終値に基づいています。 
株主価値の推移は、入手可能な情報に基づく当社の想定であり、情報の正確性および完全性について保証するものではなく、監査を受けた数値ではありません。 
株主価値の推移は、将来の数値を保証するものではなく、また、ソフトバンクグループ（株）の普通株式を含むいかなる有価証券の価値や投資判断を示唆するものではありません。 別段記載のない限り税金考慮前のデータに基づいて算出しています。

株主価値

23.3兆円

ソフトバンク
グループ（株）の
時価総額

ソフトバンクグループ（株）は、情報・テクノロジー産業において中長期的に株主価値を高めてきました。
2020年6月24日時点で株主価値は23.3兆円に上ります。

1981年9月
創業。
パソコン用パッケージ
ソフトの流通事業を
開始

1994年7月
株式を店頭公開

2016年9月
英国の半導体設計会社アームを買収

2001年9月
「Yahoo!BB」を
開始、ブロードバンド
サービスに参入

2004年7月
日本テレコム（株）
を買収、固定通信
事業に参入

2006年4月
ボーダフォン（株）
を買収、移動通信
事業に参入

2017年5月
ソフトバンク・ビジョン・ファンド活動開始

2010年6月
「新30年ビジョン」
発表

2018年12月
ソフトバンク（株）が東京証
券取引所市場第一部に上場

2020年4月
スプリントとTモ
バイルの合併完了

2013年7月
米国スプリントを買収

2014年9月
アリババが米国ニュー
ヨーク証券取引所に上場

2020年6月24日時点
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保有株式価値

純負債
6.8兆円

株主価値

16.2兆円

2.6兆円ソフトバンク・
ビジョン・ファンド

0.9兆円その他

4.1兆円

3.6兆円

2.6兆円

23.3兆円

■ 主にソフトバンクグループ（株）が保有する未上場株式等の公正価値に基づいて算出
■ ソフトバンク・ビジョン・ファンドの保有資産価値相当におけるソフトバンクグループ（株）の持分 + 成功報酬の見込み金額等
■ ソフトバンクグループ（株）による取得時の対価を基準とし、ソフトバンク・ビジョン・ファンドの保有株式数を除いて算出
■ 以下の（a）～（d）の合計
　 （a）  売却予定のTモバイル株式の価値：2020年6月24日付プレスリリース「当社持分法適用関連会社（T-Mobile US, Inc.）株式の売却に関する

売却株式数および売却価額のお知らせ」に掲載されている売却価額の総額（20,115百万米ドル）（引受手数料その他一定の費用控除前）
　 （b）  株式購入オプションの対象となるTモバイル株式の価値：ドイツテレコムが受領する株式購入オプションの対象となる株式数

（101,491,623株）に、Tモバイル株式の株価を乗じて算出
　 （c）  売却および株式オプションの対象とならないTモバイル株式の価値：当社が2020年4月1日時点で保有している株数のうち、（a）およ

び（b）の対象とならない株式数（4,800,000株）に、Tモバイル株式の株価を乗じて算出
　 （d） 一定の条件下でTモバイル株式（48,751,557株）を無償で再発行してもらえる権利の公正価値
■  ソフトバンクグループ（株）の保有株式数にソフトバンク（株）株式の株価を乗じて算出（2020年5月に実行された同社株式の一部譲渡取

引を反映）
■ 2019年12月末時点のソフトバンクグループ（株）の保有株式数にアリババ株式の株価を乗じて算出

戦略的投資持株会社であるソフトバンクグループ（株）の株主価値を、以下のように評価しています。

株主価値

23.3兆円

株主価値の拡大に向けて

純負債

6.8兆円

保有株式価値

30.0兆円
– =

保有株式価値の算出前提

純負債の算出前提

（注） 別段記載のない限り税金考慮前。2020年3月末時点のデータに基づいて算出。当社の想定であり、ソフトバンクグループ（株）の普通株式を含むいかなる有価証券の価値や投資判断を示唆
するものではありません。

• 純負債 = ソフトバンクグループ（株）の純有利子負債
• 純負債 = ソフトバンクグループ（株）の有利子負債 – ソフトバンクグループ（株）の現預金等
• ソフトバンクグループ（株）の有利子負債 = 連結有利子負債 – 子会社有利子負債（独立採算）
• ソフトバンクグループ（株）の有利子負債：以下の（e）～（h）を調整
 （e） 2016年9月発行 円建てハイブリッド債：連結会計上、全額が負債計上されているため50%を有利子負債から控除
 （f） 2017年7月発行 ドル建てハイブリッド債：連結会計上、全額が資本計上されているため50%を有利子負債に加算
 （g） 2017年11月実行 円建てハイブリッドローン：連結会計上、全額が負債計上されているため50%を有利子負債から控除
 （h）  2020年4月および5月に締結された、アリババ株式を活用した複数の先渡売買契約（先渡契約・フロア契約・カラー契約）の調達金額（コスト控除前）

の合計額
• ソフトバンクグループ（株）の現預金等：以下の（i）～（l）の影響を考慮
  （i）  2020年3月末時点で完了済みのソフトバンクグループ（株）からソフトバンク・ビジョン・ファンドへの資産移管による資金回収およびキャピタル

コールの支払いの見込み額
 （j）  2020年4月および5月に締結された、アリババ株式を活用した複数の先渡売買契約（先渡契約・フロア契約・カラー契約）の調達金額の合計額
 （k）  2020年4月1日から2020年6月15日までにソフトバンクグループ（株）が取得した自己株式の取得価額の総額
 （l）  2020年5月に実行されたソフトバンク（株）株式の一部譲渡価額
• 連結有利子負債：ジャパンネット銀行の銀行業の預金を含まない
• 子会社有利子負債（独立採算）：ソフトバンク（株）、スプリント、ソフトバンク・ビジョン・ファンド、アーム等の有利子負債の合計

30.0兆円

株主価値の考え方
2020年6月24日時点

P13

P12

P13

P12

P12
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株主価値の拡大に向けて

ソフトバンク・ビジョン・ファンド

保有株式価値 2.6兆円 保有株式価値 2.6兆円
2017年に活動を開始したソフトバンク・ビジョン・ファン

ドは、986億米ドルという多額の出資コミットメントを元手
に、「ユニコーン（投資時に企業価値が10億米ドル以上と推
定される非公開企業）」を中心に、AIを活用した成長可能性
の大きな企業に対し大規模な投資を行い、中長期的視点か
ら投資成果を最大化することを目指しています。2020年3

月末現在、同ファンドは88銘柄を保有しており、投資額合
計750億米ドルに対し、公正価値合計696億米ドルです。同
ファンドの投資期間は2019年9月12日に終了しましたが、
存続期間は原則として2029年11月20日までです。
当社は、ビジョン・ファンドに対してリミテッド・パート 

ナーとして出資を行っています。また、ビジョン・ファンドの
運営は当社100%子会社のSB Investment Advisers 

（UK） Limitedが行っており、同社はビジョン・ファンドから
管理報酬および成功報酬を受け取ります。

1990年に設立されたアームは主に、低消費電力型マイ
クロプロセッサーおよび関連テクノロジーのデザインなど、
半導体のIP（回路の設計情報などの知的財産）のライセン
ス事業を行っています。アームのテクノロジーが組み込まれ
たチップの出荷実績は、2019年単年で228億個、累計で
1,660億個に上ります。2019年度のシェアは同社関連市
場全体では34%ですが、モバイルコンピューティング市場
では90%、車載インフォテインメント・運転支援システム市
場では75%のシェアを誇ります。

2016年9月の当社による買収後、アームは、技術関連人
員を増強し、研究開発への投資を加速しています。こうした
研究開発投資は徐々に実を結んできています。2019年に
開始した、あらゆる規模のIoTデバイスやデータのシームレ
スかつセキュアな接続・管理が可能となるプラットフォーム
「Pelion」は、その一例です。

ラジーブ・ミスラ
ソフトバンクグループ（株）取締役副社長
CEO, SoftBank Investment Advisers 

サイモン・シガース
ソフトバンクグループ（株）取締役
CEO, Arm Limited

詳細については、14ページをご覧ください。 詳細については、22ページをご覧ください。

当社における日本の中心的な事業会社であるソフトバン
ク（株）は、「Beyond Carrier」戦略の下、コア事業である通
信事業のさらなる成長を図るとともに、2019年6月に子会
社化したZホールディングス（株）の成長と新規事業の創出
による非通信事業の拡大を目指しています。2020年3月末
現在、「SoftBank」「Y!mobile」「LINEモバイル」の3ブランド
を擁するスマートフォンの累計契約数は2,413万件、光回
線サービスの累計契約数は639万件です。非通信領域で
は、Zホールディングス（株）が2019年11月に衣料品通販
サイトを運営する（株）ZOZOを子会社化したことに加え、当
社やソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資先などとの連携
を通じて新規事業を拡大させています。
同社は2018年12月に株式を上場しました。連結配当性
向85%という高い水準の配当方針を掲げており、2019

年度に当社100%子会社が同社から受け取った配当金は
2,546億円で、重要かつ安
定的なキャッシュの源泉とな
っています。

宮内 謙
ソフトバンクグループ（株）取締役
ソフトバンク（株）代表取締役 
社長執行役員 兼 CEO

保有株式価値 4.1兆円
（東京証券取引所市場第一部：9434）

* 保有株式価値は2020年6月24日時点。株主価値については、11ページをご覧ください。

012SoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020 企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージ

詳細については、ソフトバンク（株）のIRサイトをご覧ください。

https://www.softbank.jp/corp/ir/


株主価値の拡大に向けて

1999年に設立されたアリババは「あらゆるビジネスの
可能性を広げる力になる」ことをミッションとしています。 
同社の事業は、コアコマース（eコマース）やクラウドコンピ
ューティング、デジタルメディア・エンターテインメントなど
からなります。CtoCマーケットプレイス「Taobao」やBtoC

マーケットプレイス「Tmall」などを擁し、世界最大の流通
総額（2020年3月期：7兆530億中国人民元（1兆米ドル））
を誇ります。このほか、同社が33%の株式を保有する
Ant Small and Micro Financial Services Group Co., 

Ltd.（Ant Financial）が電子決済サービス「Alipay」を提
供しています。2019年9月には創業者のジャック・マー氏
が会長を退任し、後継者のダニエル・チャンCEOの指揮下
で成長戦略を推し進めています。
当社は2000年にアリババに対して初めて投資を行いま

した。以来、合弁会社の設立や共同投資などを通じて長年
にわたり同社と緊密な関係
を築いています。

ダニエル・チャン
Chairman and CEO, 
Alibaba Group Holding Limited

保有株式価値 16.2兆円
（ニューヨーク証券取引所：BABA、香港証券取引所：9988）

* 保有株式価値は2020年6月24日時点。株主価値については、11ページをご覧ください。
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保有株式価値 3.6兆円
（NASDAQ：TMUS）

2020年4月1日、当社子会社であったスプリントと
T-Mobile US, Inc.は全ての対価を株式とする合併取引を
完了し、新たなT-Mobile US, Inc.（以下「Tモバイル」）が誕
生しました。合併成立時点のTモバイルに対する持株比率
はDeutsche Telekom AGが約43％、当社が約24％です
（完全希薄化ベース）。
同社の契約件数は約1.1億件（2020年3月末現在）*と

なり、上位のVerizon Communications Inc.とAT&T Inc.

の契約件数に迫る規模となっています。同社は、今後3年で
400億米ドルを投資し、世界で最も先進的な全米5Gネット
ワークを構築する計画です。
なお、2020年6月23日、当社は保有するTモバイルの株
式304,606,049株のうち最大198,314,426株の売却を
発表しました。

マイク・シーバート
CEO, T-Mobile US, Inc.

詳細については、25ページをご覧ください。詳細については、アリババのIRサイトをご覧ください。

*  TモバイルのTotal branded customers
とスプリントのPostpaidとPrepaidの
wireless connectionsの合計

https://www.alibabagroup.com/en/ir/home


ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資戦略

組み込まれたレジリエンスに自信

ラジーブ・ミスラ
ソフトバンクグループ（株）
取締役副社長
CEO, SoftBank Investment 
Advisers

転換点となった1年

2019年度は極めて重要な、転換点の年となりまし
た。たくさんの喜ばしい成功がありましたが、大きな課
題にも直面し、2020年度は新型コロナウイルス感染
拡大の痛みのなかで迎えることになりました。

ソフトバンク・ビジョン・ファンド（ビジョン・ファンド）
は、創設以来、810億米ドル*1を91社*2に投資してき
ました。ソフトバンクグループ（株）を含むリミテッド・パ
ートナーには、これまでに107億米ドル*3を分配・返還
しています。この1年間では、20社への新規投資と、25

件の追加出資を行いました。Guardant Health、Ping 

An Good Doctor、Roivant Sciences、Slackへの投
資から部分的にエグジットしました。5社の投資先が新
たに上場し、今年はもっと、と期待しています。「ソフト
バンク・ビジョン・ファンド2」*4のための投資もソフトバ
ンクグループ（株）の出資で開始し、2020年3月末まで
に6件の投資を行っています。

2019年度、ビジョン・ファンドの純資産総額（Net 

Asset Value）は、リミテッド・パートナーからの出資の
変動分を除くと、148億米ドル下落しました。コンシュ
ーマーセクターの投資先1社への投資は、損失を出し
てエグジットすることになりました。スタートアップへの
投資では、全ての投資先企業が成功するとは限らない

のが現実です。ファンド運用期間の初期に失敗が表面
化したのは幸いと捉えるべきで、大事なのは、過去の
過ちから学び、それを繰り返さないことです。この経験
で得られた学びから、われわれはガバナンスと投資プ
ロセスの強化に取り組んでいます。

レジリエンスを備えたファンド

われわれのポートフォリオに予め組み込まれたレジ
リエンスには自信を持っています。ビジョン・ファンド
は、最長14年間*5の存続期間を持つ長期の投資ビー
クルです。このような長期の設計にしたのは、景気循
環サイクルを想定してのことです。ファンドの存続期間
は約10年残っているので、過去、短期間に起こった状
況を踏まえて、長期的かつ持続的なリターンの創出に
取り組むことができます。

2019年9月、ビジョン・ファンドの投資期間が終わり
ました。2020年3月末時点で134億米ドルの未払込
資金があり、既存投資先への追加投資や、管理報酬や
ファンドの諸費用、固定分配に使われる予定です。この
ドライパウダー（投資待機資金）は多額ですから、リス
クを加味したリターン基準に見合う限り投資を継続す
る体力がわれわれにあるということは、投資先企業の
創業者の安心感につながることでしょう。

新型コロナウイルス感染拡大の影響

われわれは、情報革命を次のステージへと進める力
があると見込む分野に投資を行っています。新型コロ

*1 当社連結ベース
*2  ファンドの組成から2020年3月
末までの期間において。投資先
企業との合弁会社を含みます。
投資に関連するヘッジ取引を除
きます。

*3  ファンドの組成から2020年3月
末までの間にリミテッド・パート
ナーに分配または支払われた実
現利益と優先株式の固定分配
を含みます。これらは、分配また
は支払いと同時に留保・再投資
された再コール可能な拠出金
のリターンを控除したものであ
り、再コール可能な未利用拠出
金のリターンを含みません。

*4  2020年6月現在、ソフトバン
クグループ（株）は「ソフトバン
ク・ビジョン・ファンド2」（以下 
「SVF2」）が一部投資先企業に
投資するための資金拠出を行
っています。本資料に記載の情
報は情報提供のみを目的として
おり、SVF2を含むいかなるファ
ンドのリミテッド・パートナーシッ
プ持分の売却の申し出や購入
の勧誘を意味するものではあり
ません。SVF2は外部投資家の
参画を含むクロージングを行っ
ておらず、参画可能性のある外
部投資家は、クロージングに先
立って、SVF2の投資に関する追
加情報を入手することとなりま
す。

*5  原則2017年11月20日から
2029年11月20日まで。2回の
1年延長オプションあり
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ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資戦略

ナウイルスの感染拡大によって、コマースから教育、フ
ィンテック、フードデリバリー、ヘルスケア、保険業に至
るまで、あらゆる業界で伝統的ビジネスの破壊と再編
が起こっており、その影響はさらに広がっています。

コロナ禍のような経済危機に素早く順応できたビ
ジネスは、競争優位性をさらに高めて復活できるはず
です。われわれが奨励して、2019年9月から多くの投
資先企業が黒字化への道筋を立て、どのような状況
にも耐えられるように、コアビジネスへの回帰と不採
算事業からの撤退に取り組んできました。さらに基盤
を強化するために、統合の機会を模索する企業もあり
ます。

危機を乗り切るには、強固なバランスシートも重要
です。投資金額が大きいと批判を受けたこともありま
したが、このような時代だからこそ、われわれと手を組
むメリットが際立つのではないでしょうか。プライベー
ト・エクイティ・ファンドが後ろ盾となるケースと違って、
われわれの投資先企業はレバレッジをかけておらず、
ほとんどが今後18～24カ月間の事業継続に十分な
資本を有しています。

さらに心強いのは、中国、日本、韓国など、ロック
ダウンから脱した国の状況です。ビジョン・ファンドと

「ソフトバンク・ビジョン・ファンド2」の合計投資額の
28％は中国への投資で、Alibaba Local Servicesや
Beike、ByteDance、Zuoyebangなど多くの投資先企
業のサービスが、予想をはるかに超えるスピードで採
用されています。コロナ禍の悪影響を受けた企業も回
復しつつあり、例えばDiDiの中国のライドシェア事業
はすでに昨年の水準まで戻しました。

この先まだまだ困難があるかもしれません。しかし、
これまでのところ、われわれの投資先企業が困難に打
ち勝つ力があると信じるに足る、多くの理由を見出す
ことができています。

社会への貢献

新型コロナウイルス感染症について、ビジョン・ファ
ンドの投資先企業が行っている救援活動をいくつか
ご紹介しましょう。リソースの提供、専門知識の活用、
コロナ禍に対処するためのイノベーションなどがあり
ます。

例えば、Vir BiotechnologyとRoivant Sciencesは
疾病予防と治療に取り組んでいます。最前線の医療
従事者に、重要な医療用品や寄付された食料品、交通
手段、住居を提供している企業もあります。Flexport

とClutterは、互いの出荷・保管の能力を組み合わせ、
最前線に必需品を届けているほか、REEFとUberは食
料品や日用品を消費者に届けるために力を合わせて
います。われわれの投資先企業で働く人々の善意と創
意工夫を誇りに思います。

今年初めに、バーチャルプログラム「EMERGE」を始
めました。テクノロジー・ベンチャー業界の多様性を推
し広げるため、ソフトバンクグループのエコシステムと
つながる機会を全く新しいスタイルで提供するもので
す。8週間のプログラムで、選ばれたスタートアップ企
業に対し、ビジネス拡大に必要なツールやネットワー
クと出会う場を用意します。女性やマイノリティー出身
の創業者は、ビジネス拡大の鍵となるネットワークやメ

ンターとつながれないことが多いはずです。われわれ
は、このプログラムを通じてこの格差に対処し、テクノ
ロジー・ベンチャー業界がより公平なものとなるように
取り組んでいきます。

将来に向けて

景気後退は困難な課題です。新型コロナウイルスに
よるパンデミックの予測不能さを考えるとなおさらで
す。しかし、このような難しい時期にこそ、レジリエンス
を備えた企業が育ち、将来成功をつかむための態勢
が出来上がるのです。コロナ禍によって、デジタル・サ
ービスは加速度的に導入されています。今後、雪崩を
打つように、われわれの投資先に恩恵をもたらすでし
ょう。

ビジョン・ファンドは、すでに世界最大のユニコー
ングループとなっています。どの会社も、何十億もの
人々の生活や働き方を変え、世界の重要課題に取り
組んでいます。不確実性に満ちた世の中ですが、ビジ
ョナリーな創業者たちが、データとAIを活用して経済
のあらゆる部分に創造的破壊（ディスラプション）をも
たらし、将来莫大な価値を生み出してくれる。われわれ
はそう強く信じています。
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ソフトバンク・ビジョン・ファンド：In Focus

*1 当社連結ベース
*2  投資先企業の2020年3月末
時点の公正価値に基づく

*3 2020年3月末現在
*4  本資料で説明されているSBIA
およびビジョン・ファンドの運
営・プロセスがビジョン・ファ
ンドまたはSBIAが管理する
後継ファンドにおいて存続期
間を通じて継続するという保
証はなく、変更される場合が 
あります。

バリュエーション・プロセス*4

1

2

独立評価機関のバリュエーション・プロセス（年2回）

データ
収集

データ
収集

投資先企業の経営陣、
投資チームとの

電話会議

投資先企業の経営陣、
投資チームとの

電話会議

財務モデルの
アップデート、

バリュエーション
結果案レビュー

バリュエーション結果の
レビュー・討議

事業レビュー
メモ

最終
レビュー

VFRC
レビュー

SBIA
取締役会
レビュー

ファンドの
会計監査人
による監査・

レビュー

SBIAのバリュエーション・プロセス（毎四半期）

投資成果

大規模初回クロージングから3年足らずで、ビジョ
ン・ファンドは2020年3月末までに91社（投資先企業
との合弁事業への出資を含む）に対し総額810億米ド
ル*1を投資してきました。2019年度において、複数の
エグジット（部分売却を含む）により538百万米ドル*1

の実現益を計上し、5つの投資先企業が上場しました。
これまでに、投資の回収や保有株式を活用した借入れ
により、リミテッド・パートナーに対し累計107億米ドル
を分配・返還しています。

ポートフォリオ

ビジョン・ファンドは、さまざまな地域・セクターに投
資しています。地域別では、南北アメリカが36％、ヨー
ロッパ・中東・アフリカが18％、アジアが46％を占めて
います*2。投資するビジネスモデルやテクノロジーも
多岐にわたり、次世代のテクノロジー企業が基盤とす
るような技術インフラから、テクノロジーを駆使して大
きな顧客価値（バリュー）を提供している消費者向けサ
ービスまで、さまざまです。

ビジョン・ファンドの創設以来、投資先企業8社が株
式を公開しました。レイトステージの企業に投資する比
較的新しいファンドとしての、これまでの歩みをあらわ
しています。これら上場会社は、ファンドの投資先とし
ての魅力を公開市場に対してアピールするとともに、

公正価値評価（バリュエーション）が市場価格を用いて
行われるため、バリュエーションの透明性にも貢献し
ているほか、ファンドのバランスシートの流動性資産を
101億米ドル*3底上げしています。

業界を牽引するバリュエーション開示と透明性

ビジョン・ファンドは、業界のベスト・プラクティスを
反映した、包括的で透明性の高いバリュエーション・プ
ロセスを構築しています。投資先企業の公正価値は、
SBIA内部のバリュエーションチームにより、四半期ご
とに6週間かけて評価が行われます。また、半期ごと

に、SBIAのバリュエーションチームによる作業と並行
して、独立評価機関も評価を行います。

バリュエーション・プロセスは投資先企業の情報を
収集することから始まり、投資チームとのミーティン
グや、あらゆる情報の分析を経て、バリュエーション・
モデルがつくられます。算出された公正価値は、ファ
ンドの運営会社であるSBIAの評価・財務リスク委員会

（VFRC）によるレビュー・承認を受けた後、同取締役
会に提出され、最終承認を受けます。これに加え、毎年
度末には、ファンドの会計監査人が財務諸表の監査を
行います。これに並行して独立評価機関が厳密な評価
を行うことで、このプロセスを側面から支えています。

016SoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020 企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージ



ソフトバンク・ビジョン・ファンド：In Focus

SBIAのガバナンス・フレームワークの5要素*4

1 2

35

4

ガバナンス・
フレームワーク

法規制の順守方針と基準

取締役と各委員会

説明責任と透明性

リスクと
パフォーマンスの

管理

ビジョン・ファンドのガバナンス*4

運営会社（SBIA） ジェネラル・パートナー

リミテッド・パートナー

SBIAの取締役会がファンドの
活動を監督し、各順守状況をモニタリング

ジェネラル・パートナーの取締役会と投資家諮問委員
会がガバナンスの追加レイヤーとして機能

投資委員会

コンフリクト委員会

評価・財務リスク委員会

ジェネラル・パートナーの
取締役会

投資家諮問委員会

ビジョン・ファンドのガバナンス

ガバナンスは、ビジョン・ファンドの長期的な成功に
不可欠な要素です。以下の3つの方針が、強固なガバ
ナンス重視の姿勢を揺るぎないものとしています。

•  ソフトバンクグループ（株）を含むリミテッド・パー
トナーに対する受託者責任

•  SBIAが事業運営を行う法域における法規制の 

順守
•  各地で課せられる義務を超え、業界のベスト・プラ

クティスに沿うことを求める。世界中で業界ベス
ト・プラクティスとなることを目指す

SBIAは、投資活動が目立ちがちである一方、その
裏には、ガバナンス、説明責任および透明性に重点を
置いた強固なチームとプロセスを持つ、洗練された 

グローバルな投資顧問としての一面を持っています。
登録に基づき5つの異なる当局によって規制されてお
り*5、その結果、コンプライアンスからリスク、監査に
いたるまで、グローバルかつローカルに適用可能な方
針と手順が組織のすみずみで実現しました。しかしな
がら、必要な法規制を順守するだけでなく、さらに高い
レベルを目指すことがより重要と考えています。 

ガバナンスの枠組み
以下に重点的に取り組んでいます。
• 方針と基準の制定
• 法規制の順守
•  各種委員会および取締役会レベルの責務を含む

統治機構
• 説明責任と透明性
• リスクとパフォーマンスの管理

SBIAが事業活動を行う法域のガバナンス基準はも
とより高いうえ、最高水準の基準をグローバル組織全
体で一貫して適用することにより、コンプライアンス、
説明責任および透明性に対する卓越した統一的な組
織文化を世界中で作り上げています。

ファンドと運営会社のガバナンス
SBIAとビジョン・ファンドの活動におけるガバナンス

は3つのレイヤーがあり、総合的かつ透明性のあるガ
バナンス機能を構成しています。

1つ目のレイヤーはSBIAの取締役会であり、ファ
ンドの運営全体に対する責任を負っています。取締
役会は、SBIAの活動を監督し、ファンドやリミテッド・ 

パートナーに対する義務の順守状況をモニタリングし
ます。ファンドの運営に関する意思決定は、投資委員
会、コンフリクト委員会、評価・財務リスク委員会など
のSBIAに設置された委員会が行います。 

2つ目のレイヤーが、ファンドのジェネラル・パート 

ナーが行うさらなる監督です。ファンドの運営会社の
任命や財務諸表の承認のほか、ジェネラル・パートナー

*5 2020年6月現在
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ソフトバンク・ビジョン・ファンド：In Focus

とビジョン・ファンドによる英国ジャージーの法規制の
順守に対する責任があります。

3つ目のレイヤーが、投資家諮問委員会（IAB）です。
ジェネラル・パートナーまたはファンドの運営会社の関
係者でない一部のリミテッド・パートナーで構成されて
おり、利益相反や関連当事者取引を含む事項を検討
し、承諾を行います。ファンドの運営会社であるSBIA

は、法令およびファンド関連契約の順守状況について
IABに対し立証する義務を負っています。 

これらに加え、SBIAは、組織レベルでも明確なガバ
ナンスを有しています。取締役会は、SBIAの運営が確
実に適用規制の枠組みのなかで行われるよう図って
います。また、運営委員会や行動委員会などの複数の
委員会が、SBIAの主要な機能の監督を行っています。

強力なエコシステム

2019年度のハイライトとして、ビジョン・ファンドの
投資先企業を束ねる取り組みによって、リーダー間の
結び付きが進んだことが挙げられます。2019年9月に

は米国カリフォルニア州パサデナで「So-zo- Summit」
が初開催されました。投資先企業のCEO、リミテッド・
パートナー、そしてソフトバンクグループ（株）の投資
家が一堂に会し、人脈づくりやベスト・プラクティスの
共有、パートナーシップを組む機会の模索が行われる
など、ソフトバンクグループの比類の無いエコシステ
ムを示すうえで、非常に実りの多いイベントとなりま 

した。
また、SBIAの組織にはオペレーティング・グループと

いう価値創造に特化したチームがあり、ソフトバンク
グループのエコシステムを活用した付加価値創造に
注力しています。また、同キャピタル・マーケッツグルー
プは、投資先企業のバランスシート強化を支援すると
ともに、上場株式投資からのリターンの最適化を図っ
ています。

組織文化と人材

SBIAは、グローバルに展開する事業のなかで、知
識、背景および経験の多様性を大切にする環境づくり

に努めてきました。経営陣はいずれもCEOまたは創業
者、実務責任者としての経験を有しています。「チーム
ワーク、インテグリティー、インパクト」という文化指針
を組織全体に根付かせるため総合的な取り組みを実
施しており、組織文化に関するワークショップやコーチ
ング、雇用および人事評価・報酬慣行の見直しなどを
行っているほか、四半期ごとに調査を行い、進捗を確
認しています。

新型コロナウイルスの感染拡大の影響 

今後の展開次第では、投資先企業はコロナ禍から
一層の試練が課されることもあり得ますが、備え持っ
たレジリエンスによって、予想を上回る早さで回復す
る可能性もあります。2020年6月現在、世界の市場は
大きな経済的不確実性に直面していますが、将来を見
据えると、ビジョン・ファンドはいくつもの異なる経済シ
ナリオにも対応することができると見込まれています。
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ビジョン・ファンドは、ソフトバンクグループ（株）の100%子会社であるSBIA

が運営を行っており、ソフトバンクグループ（株）がリミテッド・パートナーとして
参画しています。

2020年3月末現在、ビジョン・ファンドの出資コミットメント総額986億米 

ドルのうち、ソフトバンクグループ（株）のコミットメントは281億米ドル*6に上り
ます。

ビジョン・ファンドに対してリミテッド・パートナーが拠出する資金は、普通出資
（成果分配型出資）と優先出資（固定分配型出資）に分類されます。優先出資

は、その分配と拠出資金の返還において、普通出資に優先します。なお、ソフト
バンクグループ（株）はリミテッド・パートナーとして普通出資にのみ出資を行っ
ています。

また、SBIAは、ビジョン・ファンドから管理報酬および成功報酬を受け取り 

ます。管理報酬は、拠出された普通出資額に対して原則年率1%で計算され 

ます。
投資のエグジットまたは資金化を行った際は、下図のウォーターフォールに

沿って分配を行います。

出資コミットメント

986億米ドル

1

2

3

4

5

586億米ドル

400億米ドル

281億米ドル*6

（普通出資の48%）

固定分配
優先出資投資家へ

投資元本の返還、ハードル利益の分配

ハードル以上の利益の分配

投資元本を返還
優先出資投資家へ

投資元本を返還
普通出資投資家へ

優先分配
普通出資投資家へ

成果報酬を分配
SBIAへ

残存利益を分配
普通出資投資家へ

ソフトバンク・ビジョン・ファンド：In Focus

ソフトバンク・ビジョン・ファンドのエコノミー

�資本構成
2020年3月末現在

分配のウォーターフォール

*6  ビジョン・ファンドに関連する
インセンティブ・スキームへ活
用される予定の50億米ドルを
除く

（注） 
1. 固定分配はビジョン・ファンドのリミテッド・パートナーシップ・アグリーメントに定められた諸条件の制約を受けるため、リミテッド・パートナーに対する実際の固定分配の比率とは異なる場合があります。
2. 本ページ記載の情報は、例示を目的として掲載しています。 ウォーターフォールの構造や分配金は、全ての場合においてビジョン・ファンドのファンド関連文書の規定に従うものとします。

優先出資（固定分配型）
・ 拠出額に対して、一定割合（年率7%）を分配
・ リミテッド・パートナーへの分配は、成果分配型に優先

普通出資（成果分配型）
・ 投資成果の増減に合わせ、リミテッド・パートナーへの分配

も増減
・ リミテッド・パートナーへの投資成果の分配は、固定分配型

に劣後

ソフトバンクグループ（株）は普通出資へ出資
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ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資先企業
2020年3月末現在

ファンド設立以降の上場企業8社

Uberはグローバルに展開する米国発のトラン
スポーテーション・テクノロジー企業で、配車、
フードデリバリー、電動自転車やスクーターな
どのオンデマンド・サービスを提供しています。
2009年創業。

上場日：2019年5月10日

CEO：ダラ・コスロシャヒ

NYSE：UBER トランスポーテーション&ロジスティクス

Guardant Healthは、独自の血液検査、大量
のデータと高度な分析技術を駆使し、がんの
克服を世界規模で支援する、「プレシジョン・オ
ンコロジー（精密がん治療）」のリーディングカ
ンパニーです。2013年にヘルミー・エルトーキ
ーとアミールアリ・タ
ラサズにより創業。米
国本社。

上場日：2018年10月3日

CEO：ヘルミー・エルトーキー

NASDAQ：GH ヘルステック

Vir Biotechnologyは米国のバイオテクノロジ
ー企業で、感染疾患の治療と予防のために、免
疫学的洞察をテクノロジーと融合して提供して
います。2017年にジョージ・スカンゴスにより
創業。

上場日：2019年10月10日

CEO：ジョージ・スカンゴス

NASDAQ：VIR ヘルステック

ZhongAn Insuranceは中国のオンライン保
険会社で、テクノロジーを駆使した保険商品の
エコシステムを顧客に提供しています。2013
年に姜 興（Jiang Xing）、アント・フィナンシャ
ル、テンセントおよび中国平安保険により設立。

上場日：2017年9月28日

CEO：姜 興 （Jiang Xing）

HKSE：6060 フィンテック

Ping An Healthcare and Technology Com-
pany Limitedは「モバイルヘルス＋AI技術」を
組み合わせた、中国の大手ワンストップ・ヘル 
スケア・エコシステムのプラットフォーム会社で
す。2014年創業。

上場日：2018年5月4日

CEO：方 蔚豪（Fang Weihao）

HKSE：1833 ヘルステック

Slackはビジネスコミュニケーションを変革した
グローバルテクノロジー企業です。何百万もの
ユーザーが利用する有数のチャンネルベース・
メッセージプラットフォームを構築し、チーム調
整やシステム統一、ビジネス推進に使われてい
ます。2009年にスチ
ュワート・バターフィ
ールドにより創業。米
国本社。

上場日：2019年6月20日

CEO：スチュワート・バターフィールド

NYSE：WORK エンタープライズ

10x Genomicsは米国のライフサイエンス・テ
クノロジー企業で、人間の健康向上を目指し、
バイオロジーの解明・理解・修得のための製品
を開発しています。2012年にセルジュ・サクソ
ノフ、ベン・ヒンドソンおよびケビン・ネスにより
創業。

上場日：2019年9月12日

CEO：セルジュ・サクソノフ

NASDAQ：TXG ヘルステック

ソフトバンク・ビジョン・ファンドの
投資先企業については、21ペー
ジをご覧ください。

（注） 本情報は、2020年3月末時点のソフトバンク・ビジョン・ファンドの上場投資先企業の例示を目的として掲載しており、全投資先の一覧ではありません。投資の結果は、投資家により異なる可能性があります。個別の投資先への言及は、特定の投資および有価証券を推奨するものではありま
せん。
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OneConnectは金融機関同士をつなぐテクノ
ロジー・プラットフォームを構築している中国企
業です。2015年に中国平安保険グループの
Ping An Financial Technologyにより設立。

上場日：2019年12月13日

CEO：叶 望春 （Ye Wangchun）

NYSE：OCFT フィンテック



ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資先企業
2020年3月末現在、売却した投資を除く

コンシューマー
Brainbees Solutions Private Limited （First Cry）
Brandless, Inc. 

ByteDance Ltd. 

Coupang LLC

Esquared Capital Limited （Klook）
Fanatics Holdings, Inc.

GetYourGuide AG

Grofers International Pte. Ltd.

Oravel Stays Private Limited （OYO）
OYO Hotels Japan （OYO関係会社）
OYO Technology & Hospitality （China） Pte. Ltd. （OYO関係会社）
Plenty United Inc.

PT Tokopedia

Zuoyebang Education Limited

他1件

エンタープライズ
Automation Anywhere, Inc.

Cohesity, Inc.

Cohesity APJ Pte. Ltd. （Cohesity関係会社）
Globality, Inc.

GPCY Holding （Gympass）
MapBox Inc.

OSIsoft LLC

Slack Technologies, Inc.

フィンテック
Creditas Financial Solutions, Ltd.

Etechaces Marketing and Consulting Private Limited （Policybazaar）
Greensill Capital Pty Ltd.

Kabbage, Inc.

OakNorth Holdings Limited

One97 Communications Limited （PayTM）
OneConnect Financial Technology Co., Ltd. 

Pollen, Inc. （C2FO）
VNLife Corporation Joint Stock Company

Zhongan Online P&C Insurance Co., Ltd.

SVF Zen JVCo （Singapore） Pte.Ltd. （Zhongan関係会社）

フロンティアテック
Arm Limited

Brain Corporation

CloudMinds Inc.

Energy Vault, Inc.

Fungible Inc.

Improbable Worlds Limited

Light Labs, Inc. 

Petuum Holdings Ltd.

Zymergen, Inc. 

他1件

ヘルステック
10x Genomics, Inc.

CollectiveHealth, Inc.

Good Doctor Technology Limited

Guardant Health, Inc.

Guardant Health AMEA, Inc. （Guardant Health関係会社）
HealthKonnect Medical and Health Technology Management Company Limited 

（Ping An Medical and Healthcare）
Ping An Healthcare and Technology Company Limited （Ping An Good Doctor）
Relay Therapeutics, Inc.

Roivant Sciences Ltd.

Vir Biotechnology, Inc. 

リアルエステート&コンストラクション
CLUTTER INC.

Katerra Inc.

Katerra Middle East Inc. （Katerra関係会社）
OpenDoor Labs, Inc. 

The We Company

WeWork Greater China Holding Company B.V （The We Company関係会社）
WeWork Asia Holding Company B.V （The We Company関係会社）
WeWork Japan GK （The We Company関係会社）
Urban Compass Inc. （Compass）
View Inc.

他1件

トランスポーテーション&ロジスティクス
ANI Technologies Private Limited （Ola）
APPARATE USA LLC （Uber ATG）
Auto1 Group GmbH

Cambridge Mobile Telematics Inc.

Delhivery Private Limited

Doordash, Inc.

Fair Financial Corp.

Flexport, Inc.

Full Truck Alliance Co. Ltd 

SVF TRUCK （SINGAPORE） PTE.LTD. （Full Truck Alliance関係会社）
Getaround, Inc.

GM Cruise Holdings LLC

GRAB HOLDINGS INC. （Grab）
Guazi.com Inc.

Local Services Holding Limited （Alibaba Local Services）
Loggi Technology International

Nauto, Inc. 

Nuro, Inc.

Rappi Inc.

Reef Global Inc. （前ParkJockey）
Uber Technologies, Inc. （Uber）
Xiaoju Kuaizhi Inc. （DiDi）
Zume, Inc.

累計取得価額：750億米ドル* 
公正価値合計：696億米ドル* 
計88銘柄

* 当社連結ベース
（注） 本項においてソフトバンク・ビジョン・ファンドによる投資は例示を目的に掲載しており、個別の投資先への言及は、特定の投資および有価証券を推奨するものではありません。2020年3月末現在までに、ソフトバンク・ビジョン・ファンドはFlipkart、NVIDIAおよびその他の非開示の投資先

の全株式を売却しました。
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アームの事業戦略

スマートフォン、5Gネットワークとサーバー向けテクノロジーに投資

サイモン・シガース
ソフトバンクグループ（株）
取締役
CEO, Arm Limited

半導体テクノロジーで世界をリード

アームは、半導体技術開発のグローバル・リーダー
として、あらゆるものがつながっている今日の世界を
形成するパーベイシブ・コンピューティング*1の中心
的役割を担っています。アームのプロセッサー・テクノ
ロジーは、高機能プロセッサーのなかでは世界で最も
広くライセンス供与・採用されており、ほぼ全てのスマ
ートフォンや、半分以上のタブレットとデジタルテレビ
に使用されています。組込プロセッサーが搭載された
チップでも、アームのテクノロジーが圧倒的な比率で
活用されています。IoTや自動運転車、産業オートメー

ションなど、続々と出現しつつある新たなエレクトロニ
クス市場でも、アームの最先端のプロセッサー・デザイ
ンが数多く採用されています。

 

アームのビジネスモデル

アームは、アームのテクノロジーを搭載したチップを
製造する半導体企業に対し、プロセッサー・デザインの
ライセンスを供与します。ライセンス供与される企業
は、アームのテクノロジーを利用するにあたって、初期
費用としてライセンス料を支払い、また、アームのテク
ノロジーを使用したチップごとに、その販売価格など

に基づきロイヤルティーを支払います。
アームのデザインは、幅広いアプリケーションで利

用可能です。異なるチップファミリーとして複数の市
場向けに再利用され、新たなロイヤルティー収入を生
み出すこともあります。一つのデザインがさまざまなチ
ップで使用され、25年以上にわたって出荷され続ける
こともあります。

 

アームの経営戦略

世界は目まぐるしく変化を続け、新しいアプリケーシ
ョンやデバイスのカテゴリー、市場が次々と生まれてい
ます。その多くが、性能を発揮するうえで高度な半導体
を必要とします。2016年のソフトバンクグループによ
る買収以降、アームは研究開発投資を大幅に増やし、
新たな事業機会にふさわしいテクノロジーの開発を進
めてきました。以下を重点戦略として掲げています。
・  スマートフォンやコンシューマー・エレクトロニクス、

組込コンピューティングなど、すでにアームが強み
としている領域での市場地位を維持する

・  より多くのテクノロジー（グラフィック・プロセッサー
や機械学習プロセッサーなど）と、より付加価値の
高いテクノロジー（パフォーマンスとセキュリティー
の強化など）が提供できる領域での価値向上を図
ることで、より高いロイヤルティー単価を実現する

・  自動運転車やIoT、拡張現実（AR）ヘッドセットなど
の新興技術分野で、マーケットリーダーとしての地
位を確立する

*1  モバイル、自動運転、IoTなど、 
全てのテクノロジーとネット 
ワーク環境が融合した、コン 
ピューター技術やその環境。
必要な情報に「いつでもどこで
も」簡単かつ安全にアクセスで
きる状態
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・  OEMやクラウド企業へのアームのテクノロジーの
直接ライセンス供与など、競争環境に変化をもた
らすような新しいビジネスモデルを導入する

・  デバイス管理やコネクティビティー管理、データ管
理などのIoTマネージドサービスから新しい収入源
を創出する

成長市場へ投資

アームは、人々の生活や働き方を変容させるような
技術や市場、産業への投資を進めています。

スマートフォンはさらにスマートに、有能に
スマートフォンはアームにとって重要な市場です。ス

マートフォンの年間販売台数は伸びていないかもしれ
ませんが、その性能は世代を重ねるごとに進化してお
り、アームが、より多く、高性能なテクノロジーを提供
する機会を生んでいます。将来、スマートフォンには機
械学習機能が組み込まれ、使用方法や、時間や場所に
よるその変化を学習し、所有者の声を聞き分け、言葉
や体の動作による指示に従えるようになります。所有
者の行動パターンやその他のユーザーの行動に基づ
いて、次に何が必要か予測できるようになります。

ネットワーク・インフラとサーバーは、 
よりスケーラブルに、高エネルギー効率に

何十億個もの5G端末やIoTデバイスからの需要が
今後増えることにより、通信ネットワーク運営者や機器

アームの事業戦略

市場シェア

2019年度 2028年度目標値*2

モバイルコンピューティング*3 > 90% > 90%

ネットワーク・インフラ  32% > 65%

データセンター /クラウド  5% > 25%

IoTアプリケーションプロセッサー  90% > 90%

車載インフォテインメント・運転支援システム > 75% > 90%

IoTデバイスからのアップロードデータ量はいずれダウンロードを超過。世界中のネットワークが再設計を
要し、アームのテクノロジーの活用機会が生まれていく

分析・格納 フィルタリング・対応

クリティカル
データ

5G 膨大な量の
データ

ローカルデバイスの判断

何兆個ものデバイス

クラウドデータ
センター

エッジ

エッジ

エッジ

ベンダーは、より厳しい要件を課されることになるでし
ょう。基地局やスイッチ、ルーターなどの通信ノードは、
電力や設置スペース、フォームファクターなどのキャパ
シティに限りがあるなか、HD動画ストリーミングやIoT

アプリケーションからの大量の信号など、幅広いワー
クロードを同時に処理する必要があります。同様に、デ
ータセンターはコストと消費電力効率を上げながら、
増え続けるエンドユーザーにサービスを提供すること
が求められています。今日、書類や写真、動画、音楽な
どのデータは、アップロードするよりも多くのデータが 

クラウドからストリーミングされています。将来的に
は、IoTデバイスにおいて、アップロードされるデータ
量がダウンロードを超えるでしょう。ネットワークとデ
ータセンターへの要件はさらに厳しいものになり、アー

*2  アームによるモデリングと市
場分析に基づく

*3  スマートフォン、タブレット、ノ
ートパソコンなどにおけるメイ
ンプロセッサー（アプリケーシ
ョンプロセッサー）
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アームの事業戦略

ムのテクノロジーが活用される機会が生まれていくこ
とになります。

全てのモノがつながるIoT時代が到来
かつて単に電気で動いていた、例えば、街灯、エレベ

ーター、パーキングメーター、サーモスタットのようなも
のが、今はよりスマートになり、デジタル機器と接続さ
れるようになりました。同じように今、工場や倉庫では、
産業オートメーションにより、より柔軟性や効率性に優
れたシステムが生まれていて、そこで使用されるデジタ
ル接続のほとんどがアームのテクノロジーに基づいて
います。インターネットに接続される機器の数はやがて
数十億個に達し、これらの機器をインターネットに安全
に接続・管理するために、新たな製品・サービスの事業
機会が生まれています。アームはエンド端末における
高い市場シェアを生かしながら、この分野への投資を
進めていきます。

2019年度の進捗

2019年度、アームは、エンジニアを中心に従業員数
を新たに751人増やし、研究開発投資の強化を着実
に進めました。また、ソフトバンクグループによる買収
後に開発を開始した新テクノロジーの納入が始まり、
将来に向けた新しい収入源が生まれました。しかし、半
導体業界全体にとって2019年度は厳しい年となり、ア
ームが関連する半導体業界の売上高は前年比わずか
0.6％の増加となりました。

一方、技術開発面では、アームは多くの主要市場で
大きく前進しました。主なテクノロジー開発の進展と顧
客向けの発表は下表の通りです。

クラウド分野では、2020年6月、アームのテクノロ
ジーを搭載した「富岳」が、スーパーコンピューターの
計算速度の世界ランキング「TOP500」で世界第1位
を獲得しました。これは、アームの技術を活用した最先
端テクノロジー開発の好事例といえるでしょう。

現在の課題

アームは、長期的成長への投資に注力しています
が、直近の市況も無視することはできません。新型コ
ロナウイルスの感染拡大によって消費や企業による
投資が低調となり、GDP予測が減少すると見込まれて
います。これにより、チップの販売から生じるアームの

市場 2019 年度のアームの技術開発進捗

モバイルコンピューティング*3 AI や5G などの新技術への対応を強化した次世代スマートフォン向けプロセッサーを発表（2020年に上市予定）

ネットワーク・インフラ
多様かつセキュアなエッジエコシステム全体にわたって、クラウドネイティブなエクスペリエンスの実現を目指す業界イニシア
ティブ「Project Cassini」を発表

データセンター/クラウド Amazon Web Services Inc.が同社Graviton2サーバーチップへのアーム「Neoverse」第1世代テクノロジーの採用を発表

IoTアプリケーション 
プロセッサー

組込アプリケーション用新機能「Arm Custom Instructions」を発表。IoTアプリケーションなど特定用途へのアームCPUの
最適化が可能に

車載インフォテインメント・
運転支援システム

自動運転車の実用化促進に向けた技術標準化を目指し自動車業界のパートナーと「Autonomous Vehicle Computing　
Consortium（AVCC）」を設立

ロイヤルティー収入や、顧客の研究開発投資から生じ
るアームのライセンス収入が減少する可能性があり 

ます。
長期的な成長軌道を描くうえでは、2020年度はア

ームの戦略の展開上重要な年になると見込んでいま
す。研究開発投資を引き続き強化し、多くの新プロセ
ッサーと関連テクノロジーの納入や、次世代テクノロ
ジーの開発開始を見込んでいます。通信事業者は5G

ネットワーク用のインフラの導入や拡張を見込んでお
り、これによりスマートフォンのアップグレード・サイク
ルは促進されていくでしょう。在宅勤務や学習、コミュ
ニケーション・スタイルに変革の波が起き、スモールオ
フィス向けネットワークやモバイル・テクノロジー、人々
のインターネット接続に必要なインフラへの投資が活
発化し、今後社会と企業がさまざまな困難に打ち勝つ
力を備えるのに貢献していくことでしょう。
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スプリントとTモバイルの合併、およびTモバイル株式の売却

2020年4月1日、スプリントとT-Mobile US, Inc.は
全ての対価を株式とする合併取引（以下「本合併」）を
完了し、統合を果たしました*1。同日から、スプリント
は当社の子会社ではなくなり、統合後の新会社である
T-Mobile US, Inc.（以下「Tモバイル」）が、株式の約 

24％（完全希薄化ベース）を当社が保有する持分法適
用関連会社となりました。

さらに2020年6月23日、当社は保有するTモバイル
の株式304,606,049株のうち最大198,314,426株
の売却（以下「本売却」）を発表しました*2。本売却に関
しては、2020年6月26日（米国東部時間）に、Tモバイ
ルによる米国内におけるTモバイル株式の公募および
信託を通じた私募の各取引が完了し、その結果Tモバ
イルが当社の持分法適用関連会社から除外されるこ
ととなりました。

本売却を踏まえると、スプリントへの投資のリターン
は次のようになります。スプリントの取得原価は累計
2.1兆円であり、このうち1.65兆円を借入れで賄った
ため、当社の投下した投下資本（株式価値部分）は0.4

兆円でした。今回の株式売却の条件を前提に推定さ
れる、2020年6月24日現在の当社のTモバイル持分
全体の価値は3.6兆円です。借入額がそのまま残って

いたとすると、約7年間で取得原価0.4兆円から1.9兆
円へと5倍近いリターンを生み出し、その株式価値部
分のIRR（内部収益率）は25％となったことになります。

当社の連結業績への影響としては、2019年度は、
年度末時点において、当社は、本合併の完了の可能性
が非常に高いと判断したため、連結損益計算書にお
けるスプリントの純損益は、継続事業と区分して「非継
続事業からの純損益」として表示し、前年度における
同社の純損益についても遡及修正を行い、「非継続事
業からの純損益」として表示しています。また、スプリン
トの資産および負債は、2019年度の連結財政状態計
算書において、売却目的保有に分類された資産およ
び負債として表示されています。

2020年度は、2020年4月1日の統合完了に伴い
第1四半期の連結損益計算書において「非継続事業
からの純利益」にスプリントにかかる支配喪失利益約
7,500億円（税金費用考慮前）を計上する見込みです。

また、第1四半期の連結損益計算書において、前述
の本売却にかかる各取引の完了およびTモバイルの
当社持分法適用関連会社からの除外に伴い、同社株
式の売却に伴う利益約6,000億円（概算値）を計上す
る見込みです。

*1  本合併の詳細については、
230ページをご覧ください。

*2  本売却の詳細については、
233ページをご覧ください。

スプリントへの投資の実績*3

*3  現在（2020年6月24日） = （a）売却予定のTモバイル株式の価値 + （b）株式購入オプションの対象となる株式の
価値 + （c）売却および株式オプションの対象とならない株式の価値 + （d）新Tモバイル株式（48,751,557株）を再
発行してもらえる権利の公正価値

 （a）  売却予定のTモバイル株式の価値：2020年6月24日付プレスリリース「当社持分法適用関連会社（T-Mobile 
US, Inc.）株式の売却に関する売却株式数および売却価額のお知らせ」に掲載されている売却価額の総額 
（20,115百万米ドル）。

  （b）  株式購入オプションの対象となる株式の価値：ドイツテレコムが受領する株式購入オプションの対象となる株式
数（101,491,623株）に、2020年6月24日のTモバイル株の終値を乗じて算出。

  （c）  売却および株式オプションの対象とならない株式の価値：当社が2020年4月1日時点で保有している株数から、 
上記の（a）および（b）の対象とならない株式数を差し引いた株式数（4,800,000株）に、2020年6月24日のTモ
バイル株の終値を乗じて算出。

  （d）  新Tモバイル株式（48,751,557株）を再発行してもらえる権利の公正価値：新Tモバイル普通株式の45日間の
出来高加重平均価格が、2022年4月1日から2025年12月31日の期間に150米ドル以上となった場合に、ソ
フトバンクグループ（株）が新Tモバイルから無償で新Tモバイル株式（48,751,557株）を再発行してもらえる権
利の公正価値。

  売却および関連取引の実施に関連してTモバイルに対して支払う予定の費用（300百万ドル）を考慮。取得原価は付
随費用を含まない。借入は日本円による買収時の調達額（1.65兆円）。IRRは株式価値にかかるIRR。今後、（ｉ）特
定の事項に起因する金銭的損失、および（ⅱ）特定の状況下でのスプリントおよびその子会社の周波数へのTモバイ
ルおよびその子会社のアクセス停止に起因する損失について、原則として当社はTモバイルおよびその子会社に対
し補償を行う可能性があります。現時点で取得可能な情報に基づき、当社は、当社が負担し得る補償額は合計で2
億米ドルを超えないものと想定しています（補償請求を受ける可能性および一定の損失に関してTモバイルとの間
で最初の2億米ドルについて分担することを考慮済み）が、これは本IRRの計算には考慮していません。1米ドル = 
106.53円

株式価値

借入

IRR
25%

取得原価

2.1兆円

0.4兆円
2020年6月24日現在

3.6兆円

1.9兆円
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CFOメッセージ

あらゆる変化に適応できる財務運営

後藤 芳光
ソフトバンクグループ（株）
取締役専務  
CFO 兼 CISO 兼 CSusO

（財務統括、管理統括）

コロナ禍でも強さ際立つ戦略的投資持株会社

2020年に入り、新型コロナウイルスの感染拡大に
よって多くの国が都市封鎖や出入国制限に踏み切り
ました。こうした動きは人・モノの流れを停滞させ、世
界経済に大きな影を落としています。世界の株式相場
は急落し、いまだに不安定な経済情勢が続いていま
す。このような状況下で、投資会社であるわれわれも
市況の悪影響をまともに受けていると見る向きもあり
ますが、実態は異なります。そもそも投資会社という
のは、環境が厳しいときには新規投資を抑えることで

余裕を持ったキャッシュ・マネジメントが可能です。そし
て、攻めのタイミングを見極めながら、環境が戻れば
投資を再開すれば良いだけなのです。コロナ禍の影響
を受けにくい優良企業でポートフォリオが構成されて
いるという観点では、われわれの強さは投資会社のな
かで際立っています。ソフトバンクグループ（株）の保
有株式価値は30.0兆円*1に上り、これは純負債の4倍
超にもなります。また流動性の観点でも、向こう2年分
の社債償還相当額を優に超える3.0兆円*2もの潤沢
な手元流動性があり、十分に賄える高い財務安全性
が確保されている点も強調しておくべきでしょう。

質の高い資産で構成されたポートフォリオ

持株会社でもあるわれわれは個々の事業を直接
手掛けることはありません。子会社を含むグループ会
社を投資ポートフォリオとして統括しながら、株主価値

（保有株式価値 － ソフトバンクグループ（株）の純負
債で算出）の最大化を図っています。足元のポートフォ
リオの株式価値は総額で30.0兆円*1に上り、純負債を
差し引いた株主価値は23.3兆円*1となります。これは
ソフトバンクグループ（株）の時価総額を優に超える水
準です。またポートフォリオは、通信やイーコマースなど
安定したビジネスモデルを備えた、業界内で高い競争
力を持つ企業で構成されており、アリババ、ソフトバン
ク（株）、そしてTモバイルなどは株価がインデックス比
で堅調に推移しています。例えばネットショッピングや
キャッシュレス決済などさまざまなサービスを提供する
アリババのビジネスモデルは、巣ごもりライフスタイル
にマッチしていますし、ソフトバンク（株）やTモバイルと
いった通信会社は、現代社会の最も重要なインフラ企
業として安定した企業価値を誇ります。また、アームに
ついては、人々の生活にITが不可欠な時代のなかで、
同社のICチップは非接触志向の高まりによってさらに
価値が上がるでしょう。

このように、ソフトバンクグループ（株）は、厳しい環
境下にあっても市況からの直接的なダメージをコント
ロールできる投資会社であり、強みを発揮できるポー
トフォリオを統括する持株会社といえます。

株主価値については、11ページの
「株主価値の考え方」をご覧くだ
さい。

*1  2020年6月24日時点
*2  2020年5月18日時点
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10年来の方針を順守し極めて安全な財務を堅持

もう一つの強みは、極めて安全な財務状況を堅持し
ている点です。われわれの財務方針は2008年の金融
危機の経験を踏まえたものです。当時もわれわれの手
元流動性は潤沢でしたが、同時に借入れも多く、金融
恐慌ともいえる危機の環境下でかなり厳しい評価を
受けました。当時の経験から、株式市場と債券市場そ
れぞれから十分な信頼が得られるような財務方針を
はっきり示すべきと学びました。

戦略的投資持株会社として最も重視する財務指標

は、LTV（Loan to Value）*3と呼ばれるものです。これ
はソフトバンクグループ（株）の純負債 ÷ 保有株式価
値で計算されます。金融市場の平時にはこのLTVを25

％未満で運営し、異常時でも35％を上限とする方針を
とっています。平時に25％未満のLTVで運営するとい
うことは、保有株式の株価が仮に半値になった場合に
も、LTVは50％にとどまることから、非常に安全性の高
い基準といえるでしょう。直近のLTVは14％*2と基準
の25％を大きく下回り、極めて安全な水準で推移して
います。

もう一つの重要な財務指標が手元流動性です。少な

くとも今後2年分の社債償還額に相当する潤沢な手元
流動性を維持する方針を堅持しています。これによっ
て社債償還への懸念を払拭するとともに、仮に社債市
場が一時的な機能不全に陥ってもその回復を待つ間
の償還に余裕を持って対応することができます。現在、
向こう2年分の社債償還額を優に上回る3.0兆円*2の
潤沢な手元流動性を有しており、加えて子会社からの
安定的な配当収入もありますので、財務の安全性は揺
るぎないものとご理解いただけるでしょう。

2008年の金融危機以来、10年以上にわたり守り続
けているこの財務方針は、このコロナ禍でもその威力

CFOメッセージ

ソフトバンクグループ（株）の純負債 ÷ 保有株式価値
アセットバックファイナンス等の調整後

保有株式価値 純負債

LTV 
（2020年5月18日時点）

14.2%

 Loan to Value（LTV）の考え方*3

*3   LTVの計算方法は以下の通りで
す。

純負債 /保有株式率 = 純負債 ÷ 
保有株式価値
純負債：以下の（a）～（c）を控除
 （a）  アリババ株式を活用したマージ
ン・ローン負債残高相当額およ
び同社株式を対象としたカラー
契約（2019年11月締結済み）
の株式先渡契約金融負債の合
計額

（b）  2020年4月および5月に締結
されたアリババ株式を活用した
複数の先渡売買契約（先渡契
約・フロア契約・カラー契約）の
調達金額（コスト控除前）の合
計額

（c）  ソフトバンク（株）株式を活用し
たマージン・ローン負債残高相
当額

保有株式価値：以下の（d）～（f）を
控除
（d）  アリババ株式を活用したマージ

ン・ローン負債残高相当額およ
び同社株式を対象としたカラー
契約（2019年11月締結済み）
の満期決済金額（同社株価で
算出）の合計額

（e）  2020年4月および5月に締結
されたアリババ株式を活用した
複数の先渡売買契約（先渡契
約・フロア契約・カラー契約）の
満期決済金額（同社株価で算
出）の合計額

（f）  ソフトバンク（株）株式を活用し
たマージン・ローン負債残高相
当額

主要ポートフォリオの株価はインデックス比で堅調に推移

2020年6月24日時点。2019年12月末時点の終値を100として指数化

+38％：Tモバイル

+7％:アリババ

+13％:ソフトバンクグループ（株）

▲4％:ソフトバンク（株）

▲11％:米ダウ工業株30種平均
▲5％:日経平均株価

140

130
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110

100

90

80

70

60

50 1/1 1/15 1/29 （月 / 日）2/12 2/26 3/11 3/25 4/8 4/22 5/6 5/20 6/3 6/17

28.5兆円

6.8兆円

25.25兆円

3.58兆円

＜  アセットバック 
ファイナンス等の調整

＜  アセットバック 
ファイナンス等の調整
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を存分に発揮しています。足元の財務基盤は、2008

年の金融危機時とは比較にならないほど強靭になっ
ていますし、ほかのどの企業と比較しても際立って見
えるのではないでしょうか。このコロナ禍でも全く不
安のない財務内容に大いに自信を持っています。

安定した調達に不可欠な市場との 
コミュニケーション

投資会社の財務のあるべき姿は、投資資産を適切
なタイミングで売却し、回収した資金を次の投資に充
てるというものです。しかし、「投資」と「売却」はそれぞ
れ異なる意思決定ですから、望むタイミングで実現で

きるとは限りません。しばしば生じる資金ギャップを補
完することと、そして投資効率を高めることが資金調
達の役割です。安定した資金調達を継続することで、
適切なタイミングでの柔軟な投資の実行と回収が実
現できるのです。

2019年度は資金調達の面でさらに前進しました。
従来の金融機関からの借入れや社債による調達に加
え、アリババやソフトバンク（株）などの株式を活用し、
アセットバックファイナンスという返済原資を株式に
依拠するファイナンス手法で調達を行いました。これ
は、従来の資金調達とは異なり、当社のクレジットを毀
損しない手法のため、多くの投資家からも前向きに評
価いただいております。

われわれは足元の事業環境に合わせて、新規調達
やリファイナンスなどを機動的に行っていますが、投資
家の皆様からは、当社の経営スピードが非常に速いた
め実態がつかみにくいとの声を聞きます。この課題へ
の解決策は十分な量の情報開示と丁寧な対外説明に
尽きると思います。株式投資家に対しては、情報開示
の充実や対話を通じて資産価値や投資のパフォーマ
ンスをご理解いただくことが重要と認識しており、例
えば、四半期ごとに開示している投資家向け説明会
資料では経理、財務、ソフトバンク・ビジョン・ファンドに
ついて詳細な情報を掲載しています。また、債券投資
家との対話も株式投資家と同様に重視しています。必
要なときに必要な調達を機動的に実行するには、対話

CFOメッセージ

手元流動性と社債償還スケジュール （2020年5月18日現在）

ソフトバンク・ビジョン・ファンドへ
の資産売却手取金
（+11億米ドル） ※未決済

アリババ株式を活用した資金化
（+115億米ドル）

自己株式取得
（–2,346億円）

’20 ’21 ’22 ’23 ’24 ’25 ’26 ’27 ’28 ’29

1,500

13,056

5,010

9,495

5,831

9,241

5,300
4,209

2,065
909

（年度）

（億円）

3.0兆円 *4

’19年度末

18,195
億円

11,336
億円

手元流動性 社債償還スケジュール*5

日本格付研究所（JCR） A–

スタンダード＆プアーズ BB+

（参考）信用格付

2020年度の財務方針

通常時LTV25%未満で運用 
（異常時でも上限35%）

少なくとも2年分の社債償還資金を保持

ソフトバンク・ビジョン・ファンドや子会社から
継続的な配当収入を確保

*4  手元流動性 = 現金及び現金同
等物 + 流動資産に含まれる短
期投資。ソフトバンクグループ
単体ベース。コミットメントライ
ン未使用枠、ソフトバンク・ビジ
ョン・ファンドへの資産売却手取
金およびアリババ株式を活用し
た資金化を含む。2020年4月の
自己株式取得金額を控除。

*5  2020年3月末時点発行残高。
ハイブリッド社債は、全て初回コ
ール日に早期償還するケース。
外貨建社債は、スワップを締結
しているものはスワップレートに
て換算、それ以外は1米ドル = 
108.83円にて換算。バイバック
により取得した自己保有社債は
除く。
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CFOメッセージ

を通じた信頼関係が重要で、今後もこの信頼関係を
基に債券投資家にとって満足度の高い商品を発行し
ていきたいと考えています。

株主と債権者へ大規模な還元を図る 
4.5兆円プログラム

2020年3月に「自己株式取得と負債削減のための
4.5兆円のプログラム」を発表しました。これは、最大
4.5兆円の保有資産を売却または資金化し、その手取
金を用いて最大2兆円を自己株式取得に、残りを負債
の償還や社債の買入れ、手元資金の拡充に充てるパ
ッケージプログラムです。

保有資産の売却・資金化と自社株買いは、プログラ
ム発表後4四半期にわたって行います。これまでの進
捗*6としては、アリババ株式の先渡売買契約により約
1.2兆円、ソフトバンク（株）株式の一部譲渡により約
0.3兆円、Tモバイル株式の売却により約2.2兆円*7の
資金化を行っており、自己株式取得と財務改善は順調
に進んでいます。

一般的には、安定配当や自社株買いといった株主
還元だけでなく株式価値の成長も期待する株式投資
家と、負債からの利息収入とその返済の確実性を重視
する債券投資家の要望は相容れないといわれていま
す。ですが、このプログラムは4.5兆円の手取金を株
主還元と財務改善でバランスさせ、両投資家の立場
や考え方の違いに十分配慮しています。株式投資家

には株価ディスカウントの縮小を、債券投資家には負
債の大幅削減と手元資金の拡充によるバランスシー
トの強化を期待していただけることでしょう。

株主価値向上の観点からはガバナンス面の改善も
重要です。今年6月には、リップブー・タン、川本 裕子
の両氏が社外取締役として加わり、ソフトバンクグル
ープ（株）の取締役会はダイバーシティの面で一層拡
充しました。投資家の皆様から見て、取締役会の構成
や社内の意思決定プロセスがガバナンスのルールに
基づき、分かりやすいことが大切と考えており、今後は
取締役会をサポートする各委員会も充実させ、より透
明性の高いガバナンスを実現していきたいと考えてい
ます。さらに、執行役員以下のメンバーや従業員にお

いても多様性を重視しながら、その務めを果たせる人
材の確保と教育、さらには人事制度や報酬制度の継
続的な改善を通じた社員の働きがいの向上などに、私
も経営陣の一員として注力する所存です。

最後になりますが、新型コロナウイルスの感染拡大
が一日も早く収束するよう願っています。これは会社
全体の思いでもあり、当社が有する内外のネットワー
クを駆使して抗体検査キットや防護服などの物資を調
達し、必要とされる方々へいち早く届けられるよう努
力しています。このような社会的な取り組みを継続し
ていくことで、株主価値もさらに増大していくと期待し
ています。ステークホルダーの皆様には、引き続きご
支援いただきたくよろしくお願いいたします。

4.5兆円プログラム

保有資産の売却・資金化
最大4.5兆円

株主還元 財務改善 新規投資

自己株式取得最大2兆円
（過去発表分と合わせて2.5兆円）

負債返済
社債の買入れ
手元資金拡充

将来の
投資機会への
備え

*6  2020年6月24日までの発表分
*7  売却予定価額。2020年6月24
日付プレスリリース「当社持分
法適用関連会社（T-Mobile US, 
Inc.）株式の売却に関する売却
株式数および売却価額のお知
らせ」に掲載されている売却価
額の総額（20,115百万米ドル）。 
1米ドル = 106.53円
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コーポレート・ガバナンス

基本的な考え方

当社は、「自由・公正・革新」を基本思想に掲げ、「情
報革命で人々を幸せに」という経営理念の下、世界の
人々が最も必要とするテクノロジーやサービスを提
供する企業グループとなることを目指すとともに、企

業価値の最大化を図っています。ソフトバンクグルー
プ（株）では、このビジョンを実現するためにはコーポ
レート・ガバナンスの実効性の確保が不可欠と認識し
ており、当社グループの基本思想や理念の共有を図る

「ソフトバンクグループ憲章」とグループ会社に対す
る管理方針・管理体制などを規定する「ソフトバンクグ

コーポレート・ガバナンス体制図 コーポレート・ガバナンス体制の早見表

主な項目 内容

機関設計の形態 監査役会設置会社

取締役 定款上の員数  15名以下

人員（うち社外取締役）  13名（4名）

任期  1年

監査役 定款上の員数  5名以下

人数（うち社外監査役）  4名（3名）

任期  4年

独立役員の人数 6名（社外取締役4名、社外監査役2名）

取締役会の任意委員会等 指名報酬委員会、投融資委員会、
ブランド委員会

ループグループ会社管理規程」を定めるとともに、当
社およびその取締役・使用人が順守すべき指針である

「ソフトバンクグループ行動規範」を定め、ガバナンス
を強化しています。

コーポレート・ガバナンスに関する
最新の情報は、ウェブサイト内「コ
ーポレート・ガバナンス」をご覧く
ださい。

2020年6月26日に東京証券取引所へ提出した「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」を基に記載しています。

取締役会
計13名

監査役会
計4名

取締役の
選任・解任

監査役の
選任・解任

招集・
執行状況

報告

メンバーの選任・
一部権限の委譲

監督
選定・解職

監査 説明

報告

連携

連携

会計監査人の
選任・解任

説明・連携

報告 説明

委員長の選任・一部権限の委譲

報告

報告

報告

代表取締役会長 
兼 社長

監査役室

投融資委員会 ブランド委員会

社外取締役
4名

社外監査役
3名

具申
会計監査人指名報酬委員会

内部監査室

株主総会
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コーポレート・ガバナンス

取締役会

ソフトバンクグループ（株）の取締役会は、社外取締
役4名を含む13名の取締役で構成され、代表取締役
会長 兼 社長が議長を務めています。取締役会付議
事項は「取締役会規程」に定められており、取締役会
は、法令で定められた事項のほか、一定金額以上の投
融資・借入れをはじめとした経営に関する重要事項な
どを決定しています。また、会社法第373条第1項に基
づき特別取締役を置き、迅速な意思決定を目的として、

「重要な財産の処分および譲受け」・「多額の借財」に
ついて、特別取締役による決議を行います。

取締役会評価の結果の概要

ソフトバンクグループ（株）は、2019年11月から
2020年4月にかけて、第三者機関を起用し、取締役会
の構成、取締役会の運営、取締役会を支える体制等の
観点から、取締役（取締役社長、取締役副社長および
社外取締役）および監査役の全員を対象としてアンケ
ートおよびインタビューを行い、当該結果に基づき、取
締役会全体の実効性について評価を実施しました。

評価の結果、取締役会全体としての実効性が概ね
確保されていることが確認されました。一方で、アンケ
ートおよびインタビューにおいて、戦略的投資持株会
社であるソフトバンクグループ（株）の取締役会が果た
すべき特に重要な役割として、グループ会社および投

資先の管理・監督ならびに利益相反の監督が多く挙
げられました。このような取締役会の役割に鑑み、グ
ループ会社および投資先の状況の報告と、これらに対
する管理体制に関する議論を充実させる必要がある
ことが認識されました。これに加えて、社外取締役の
人数を増員する必要性や、特に投資案件に関し、取締
役会における説明および取締役会資料の内容をより
充実させる必要性についての指摘がありました。

なお、今回の評価結果については、2020年4月開催
の取締役会において報告され、指摘された課題につい
ても改善していくことが確認されています。

取締役会評価を踏まえた改善

①議案送付の早期化
②説明内容の改善

①報告事項の拡充
② 議案付議の 

プロセス改善

2017年度
2018年度

2019年度

①社外取締役の増員
②女性取締役の選任
③事前説明の改善

PDCAサイクルを
毎年実施

P

C

A D

6月
コーポレート・ガバナンスに関する報告書の更新・開示（評価結果含む）

（6月取締役会）
コーポレート・ガバナンスに関する報告書の決議

7月～12月　
評価計画の検討・策定
（10月取締役会）
評価計画報告

1月～３月
評価実施

４月～５月
評価結果の取りまとめ

評価結果の分析
（4月取締役会）
評価結果報告

取締役会評価の実施スケジュール
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コーポレート・ガバナンス

ブランド委員会
ブランド委員会は、取締役会で選任された委員長

（取締役専務 後藤 芳光）および委員長が任命した
委員4名（常務執行役員 君和田 和子、コーポレート法
務部長 大賀 夏子、広報室長 抜井 武暁および総務部
長 飯田 達矢）の計5名で構成され、ソフトバンクブラ
ンドの管理や使用許諾など「ブランド委員会規程」に
定められる事項の決裁を行います。可決には全メンバ
ーの賛成が必要であり、また、同委員会の全ての決裁
結果は取締役会へ報告されます。

監査役および監査役会

監査役は、取締役会への出席を通じ、取締役会の
意思決定の状況および取締役会の各取締役に対す
る監督義務の履行状況を監視し検証しています。さら
に、取締役の職務執行について監査するため、取締役
や従業員、主要な子会社の監査役などから定期的に
報告を受けるとともに、必要に応じて聴取などを行っ
ています。監査役会は、社外監査役3名を含む計4名
の監査役で構成され（常勤監査役2名、非常勤監査役
2名）、常勤社内監査役が議長を務めています。社外
監査役3名は独立性が十分に確保されているうえ、弁
護士、公認会計士または税理士として豊富な知識と
経験を有しています。監査役会は原則として月1回開

催し、監査方針・監査計画を定めるほか、常勤監査役
のみが出席した社内外の各種ミーティングなどにつ
いて非常勤監査役に報告しています。また、各年度の
監査計画の内容、その中間監査状況および監査結果
について、取締役会にて説明しています。さらに毎期
会計監査人の再任の適否を判断しています。

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人（有限責任監査法人トーマ
ツ）から監査計画、四半期レビュー、監査結果などにつ
いて定期的に説明を受けるとともに、必要に応じて情
報・意見交換を行うなどして、連携を図っています。ま
た、ソフトバンクグループ（株）の内部監査を担当する
内部監査室から、監査計画、社内各部門・主要な子会
社の内部監査の結果などについて説明を受けるとと
もに、必要に応じて情報・意見交換を行うなどして、連
携を図っています。

会計監査人は、内部監査室から監査計画について
説明を受けているほか、必要に応じて内部監査の結果
などについても説明を受けています。内部監査室は、
会計監査人から監査結果などについて定期的に説明
を受けているほか、両者は必要に応じて情報・意見交
換を行うなどして、連携を図っています。

指名報酬委員会

指名報酬委員会は、取締役の選解任基準や候補者
案、個人別報酬、評価・報酬に関する方針等について
審議し、取締役会に意見具申しています。指名報酬委
員は、取締役会が取締役から選任し、委員のうち過半
数を独立社外取締役としています。現在は、取締役3

名（飯島 彰己（委員長/独立社外取締役）、松尾 豊（独
立社外取締役）、孫 正義（代表取締役会長 兼 社長））
で構成されています。

取締役会から委譲された事項の意思決定を 
行う各委員会

投融資委員会
投融資委員会は、取締役6名（孫 正義、ロナルド・ 

フィッシャー、マルセロ・クラウレ、佐護 勝紀、ラジーブ・
ミスラ、および後藤 芳光）で構成され、一定金額未満
の投融資や借入れなど「投融資委員会規程」に定めら
れた事項の決裁を行います。可決には全メンバーの賛
成が必要で、1名でも反対した場合は取締役会へ諮ら
れます。また、同委員会の全ての決裁結果は取締役会
へ報告されます。
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氏名 独立役員 活動状況または選任理由
2019年度における 
取締役会、監査役会
への出席状況と出席率

社外取締役

飯島 彰己 □
グローバルに事業を展開している総合商社の経営者として、企業経営およびコーポレー
ト・ガバナンスに関する豊富な知識と経験を有しており、ソフトバンクグループ（株）の経
営判断・意思決定の過程で、その知識と経験に基づいた助言・提言を行っています。

取締役会
15回中15回（100%）

松尾 豊 □
長年にわたりAIの研究を行っており、AIに関する第一人者として、AIをはじめとしたテク
ノロジーに関する豊富な知識と経験を有しており、ソフトバンクグループ（株）の経営判
断・意思決定の過程で、その知識と経験に基づいた助言・提言を行っています。

取締役会
12回中12回（100%）

リップブー・タン □

1987年12月にWalden International, Inc.を創業して以来、半導体、クラウド・エッジ
インフラストラクチャー、データ管理、セキュリティー、AIや機械学習の分野に特化したス
タートアップ企業に投資を行う国際的なベンチャーキャピタリストとして活躍をしてきま
した。2008年10月にはCadence Design Systems, Inc.のCEOに就任、12年にわた
り経営を指揮し、同社の成長に大きな役割を果たしています。また、Hewlett Packard 
EnterprisesやSchneider Electric Corporationの取締役を務める等、投資および企
業経営に関する豊富な知識と経験を有しています。対処すべき課題の解決および長期
的な株主価値の向上のために、同氏は必要不可欠な人材と判断し、社外取締役として
選任しています。

̶

川本 裕子 □

1988年9月にマッキンゼー・アンド・カンパニー社に入社した後、2001年7月に同社シニ
アエクスパートに就任し、同社の成長に貢献してきました。また、2004年4月に早稲田
大学大学院ファイナンス研究科（現経営管理研究科）教授に就任した後、多くの金融関
連の政府委員や金融機関の社外取締役を歴任する等、金融およびコーポレート・ガバナ
ンスに関する豊富な知識と経験を有しています。対処すべき課題の解決および長期的
な株主価値の向上のために、同氏は必要不可欠な人材と判断し、社外取締役として選
任しています。

̶

遠山 篤 □ 米国カリフォルニア州公認会計士としての豊富な知識と経験に基づく専門的な見地か
ら必要な発言を行っています。

取締役会
15回中15回（100%）
監査役会
10回中10回（100%）

社外監査役 宇野 総一郎 □ 弁護士としての豊富な知識と経験に基づく専門的な見地から必要な発言を行ってい 
ます。

取締役会
15回中15回（100%）
監査役会
10回中10回（100%）

窪川 秀一 □ 公認会計士・税理士としての豊富な知識と経験に基づく専門的な見地から必要な発言
を行っています。

取締役会
15回中15回（100%）
監査役会
10回中10回（100%）

コーポレート・ガバナンス

社外取締役・社外監査役の活動状況または選任理由等独立取締役の独立性判断基準および資質

ソフトバンクグループ（株）では、東京証券取引所が
定める独立性基準に基づき、独立社外取締役の選定
を行っています。取締役会は、企業価値向上に寄与す
る資質・能力、各専門分野に対する深い知見を備えて
いることなどに加えて、取締役会での建設的な議論に
積極的に参加し、臆することなく意見を述べることが
できる人物を社外取締役候補者に選定しています。4
名の社外取締役は独立性が十分に確保されているう
え、企業経営などに関する豊富な知識と経験を有して
います。各社外取締役はいずれも取締役会の議論に
積極的に加わり、経営判断・意思決定を行っています。

活動状況

活動状況

選任理由

選任理由

活動状況

活動状況

活動状況

（注）  取締役 松尾 豊氏については2019年6月19日就任後の状況を記載しています。
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報酬の額またはその算定方法の決定方針の 
開示内容

役員報酬制度の全体像
ソフトバンクグループ（株）の役員報酬は、グローバ
ルタレントを惹きつけるに足る市場競争力のある報酬
水準となるよう、専門機関による報酬調査結果を参考
にしつつ取締役会の決議により決定しています。総報
酬は、固定報酬と業績連動報酬により構成されていま
す。さらに業績連動報酬は、短期業績に基づく現金賞
与と中長期の業績に基づく株式報酬となっており、そ
の構成割合は個別決定しています。なお、子会社・グ
ループ会社の役員を主たる職務とする取締役の報酬
は、当該子会社・グループ会社からの支給となり、各社
報酬ポリシーに基づき決定されています。また、社外
取締役および監査役は、固定報酬のみの支給となりま
す。

業績連動報酬の算定
各役員の発揮能力や成果に基づく個人業績と、連
結営業利益・連結純利益・株価等に基づく当社業績を
総合的に勘案し、個別決定しています。

役員区分ごとの報酬等の総額（2019年度）

役員ごとの連結報酬等の総額等（2019年度）

役員区分 支給人員
（名）

報酬等の種類別の総額（百万円） 報酬等の総額
（百万円）基本報酬 賞与 株式報酬

取締役（社外取締役を除く） 5 704 550 91 1,345
社外取締役 4 53 – – 53
監査役（社外監査役を除く） 1 24 – – 24
社外監査役 3 48 – – 48
合計 13 829 550 91 1,470

（注）
1. 上記のほか、社外役員がソフトバンクグループ（株）子会社から当年度において役員として受けた報酬等はありません。
2.   取締役の報酬限度額は、2018年6月20日開催の第38回定時株主総会において、金銭による報酬額を年額50億円以内とするとともに、当該報酬とは別枠で、ストックオプ
ションとして割り当てる新株予約権に関する報酬額を年額50億円以内とすることを決議しています。

3.    監査役の報酬限度額は、1990年6月28日開催の第10回定時株主総会において、金銭による報酬額を年額80百万円以内とすることを決議しています。

氏名
連結報酬
等の総額
（百万円）

役員区分 会社区分
連結報酬等の種類別の額（百万円）

基本報酬 賞与 株式報酬 
（うち未確定額） その他

孫 正義 209 取締役 ソフトバンクグループ（株） 120 – – –
ソフトバンク（株） – – 89（–） –

ロナルド・フィッシャー 680 取締役
SB Investment Advisers （US） Inc. 436 767 – 70
スプリント 54 – 54（–） –
SOFTBANK Inc. – – △701（–） –

マルセロ・クラウレ 2,113 取締役 SB Group US Inc. 1,417 – – 114
スプリント 110 – 303（–） 169

佐護 勝紀 1,110 取締役 ソフトバンクグループ（株） 560 550 – –
ラジーブ・ミスラ 1,606 取締役 SBIA 1,417 – – 189

宮内 謙 699 取締役 ソフトバンクグループ（株） – – 91（–） –
ソフトバンク（株） 120 200 89（–） 200*

（注）
1.  連結報酬等の総額が1億円以上である者に限定して記載しています。
2. 会社区分とそれぞれの連結報酬等の種類別の額は、各役員と当社グループの報酬にかかる契約に基づいて記載しています。
3.  株式報酬の金額はIFRS第2号「株式に基づく報酬」に則し認識・測定し、2019年度の連結損益計算書に計上した報酬額です。このうち、決済日の株価で報酬が決定する現金決済型株式報酬は、決済日を
迎えていない場合、期末日の株価を基に算定されます。株価が前年度末日から当年度にかけて下落した場合、当年度の報酬額がマイナスとなる場合があります。

4.  株式報酬に含まれる金額（うち未確定額）は、現金決済型株式報酬に基づく報酬額のうち、決済日を迎えていないため期末日の株価を基に算定した金額です。当該金額は今後、決済日までの株価に基づ
き変動します。

*  宮内 謙氏のソフトバンク（株）からのその他の報酬は、2020年6月24日に開催されたソフトバンク（株）の第34回定時株主総会にて導入された、譲渡制限付株式報酬制度による譲渡制限付株式報酬で
す。この譲渡制限付株式は2020年7月20日に付与されるものであり、翌連結会計年度の連結損益計算書に計上されます。
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ポートフォリオ会社のガバナンス・投資指針に関するポリシー
「ポートフォリオ会社のガバナンス・投資指針に関するポリシー」において、ソフトバンクグループ（株）およびその子会社（原則として、ソフトバンク・ビジョン・ファンド

およびソフトバンクグループ（株）の子会社が管理するその他の投資子会社を含みます。）が投資の検討過程において考慮するべき、投資先のコーポレート・ガバナンス
に関わる基準を明確化しています。本ポリシーは、投資先の取締役会の構成、創業者・経営陣の権利、株主の権利（多議決権株式に関する事項を含みます。）、利益相反
の回避などに関連するもので、広範にわたるコーポレート・ガバナンスの重要事項を網羅しています。なお、本ポリシーは一般的な原則を定めたものであり、一定の場合
を除き、各投資元の裁量を認めています。各投資元は各投資先のコーポレート・ガバナンスを監視し、その結果をソフトバンクグループ（株）に定期的に報告することが
義務づけられています。

グループ経営に関する考え方

ソフトバンクグループ（株）は、独自の組織戦略「群
戦略」*の下、子会社や関連会社（例えば、ソフトバン
ク（株）やアーム）への投資に加え、投資ファンド（例え
ば、ソフトバンク・ビジョン・ファンド）への参画による投
資を通じて、情報・テクノロジー分野において多様な事
業を展開する企業グループを構築し、中長期的な企業
価値の最大化を図っていきます。この過程において、
各投資先は自律的な成長を目指す一方、ソフトバンク
グループ（株）は、戦略的投資持株会社として当社グ
ループのネットワークを活用しながら、投資先同士に
よる協業の促進を含めた支援を行い、投資先各社の
企業価値の向上を後押ししていきます。

また、当社は、各投資先がソフトバンクグループ（株）
の「ポートフォリオ会社のガバナンス・投資指針に関す

るポリシー（以下ご参照）」に定めるコーポレート・ガバ
ナンス基準と実質的に同等の基準により運営されて
いることを確認する、または運営されるように合理的
な努力を尽くします。

内部統制システムに関する基本的な考え方 
およびその整備状況

内部統制システムに関する基本的な考え方および
その整備状況については、「コーポレート・ガバナンス
に関する報告書」をご参照ください。

株主との建設的な対話に関する方針

ソフトバンクグループ（株）は、株主や投資家との建
設的な対話を促進するため、取締役専務CFOにIR業

務を管掌させるとともに、専任部署としてIR部を設置
しています。IR部は、経理、財務、法務、総務などの関
連部署と密接に連携しつつ、IR活動を行っています。
こうした体制については、ウェブサイトおよび「コーポ
レート・ガバナンスに関する報告書」にて開示してい 

ます。
株主や投資家からの対話の申し込みに対しては、合

理的な範囲内で、インサイダー取引規制上の重要事実
の取り扱いに細心の注意を払いつつ、経営陣やIR部が
対応しています。また、個別面談以外にも、決算説明会
や個人投資家向け説明会などを開催し、株主や投資
家に対して事業の状況を説明しています。

対話を通じて得られた株主や投資家の意見につい
ては、IR部が取りまとめ、定期的に経営陣に報告して
います。

*  「群戦略」の詳細については、 
 7ページをご覧ください。
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社外取締役メッセージ

事業の方向性はAIが変えるマクロの流れに合致

松尾 豊
ソフトバンクグループ（株）
社外取締役、 独立役員

ジェットコースターのような1年

ソフトバンクグループと関わるようになったのは、
法人顧客向けのイベント「SoftBank World 2016」
で「人工知能（AI）は人間を超えるか」というテーマ 

で講演をしたことがきっかけです。その後、ソフトバン 

ク（株）での講演に招かれ、AIにより全ての領域が変
化し、特にレガシーな産業ほどより大きく変容してい
くなかで、このイノベーションをモノにできれば次の
GAFAになれるといった話をする機会もありました。
その場に孫社長はいらっしゃいませんでしたが、おそ

らくそのころからAIに対する見方は一致していたので
はないでしょうか。1996年から24年間にわたってAI

を研究してきましたが、常々マクロの時代の動きを捉
えた孫社長のビジョンに共感を覚えていましたし、過
去30～40年、事業を通じて世の中を大きく変えるダ
イナミズムを起こしてきたことも素晴らしいと思って
いました。ですから、社外取締役としてその一員とな
れることは純粋にすごくうれしかったです。

しかし、就任してからのこの1年はまさにジェット 

コースターのようでした。2019年9月に米国で開催
されたソフトバンク・ビジョン・ファンド関係のイベント

「So-zo- Summit」がそのピークで、世界のなかでソフ
トバンクグループの存在感がここまで高いのかと思
いました。出来すぎだと感じたほどです。ところがその
後のWeWorkの株式上場計画の撤回をきっかけにい
ろいろな問題が吹き出し、さらに新型コロナウイルス
の感染拡大による影響もあって、業績は大きく落ち込
みました。このようなアップダウンはあったものの、AI

がマクロに世の中を変えていくという視点から見れ
ば、事業の方向性は間違っておらず、変える必要は全
くありません。短期的には今回のような状況に陥るこ
とはあるでしょうが、適切に損失を認識して、そのうえ
でどのように立て直しを図るのか、さらには次に何が
起こるのかを予測し、早めに手を打つことが非常に重
要です。今のソフトバンクグループはこうした対応が
よくできていると思います。

 

取締役会では是々非々で議論

一般的な意味でのガバナンスはよく効いていると
思います。取締役会は利益相反取引等に対する牽制
などの役割を適切に果たしています。それだけではな
く、日本のほかの一般的な会社では、ややもすれば現
状を継続したいという力が働き、急な変化を嫌う傾向
があるものですが、ソフトバンクグループは、驚くほど
迅速に戦略や業績見通しを更新し、きちんと最適化を
図っています。

もう一つの大きな特徴は、取締役会が形式的な承
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認の場ではなく、そこで実質的な議論をしっかりと行
っていることです。本当に是々非々の議論です。私た
ち社外取締役も含めた多様なバックグラウンドや国
籍のメンバーがそれぞれの視点から意見を述べ、孫
社長も交えて議論を戦わせたうえで、最終的な決定
を下すのです。非常に理想的な意思決定プロセスで
はないでしょうか。

孫社長と議論を戦わせられる体制が必要

ただ、孫社長はテクノロジーや金融・財務全般に対
する理解や洞察のレベルが驚くほど高いので、この
ように議論を戦わせるのは簡単なことではありませ
ん。孫社長にきちんとモノ申すということに関しては、
2001年から18年にわたって社外取締役を務められ
た柳井 正氏（（株）ファーストリテイリング会長 兼 社
長）が2019年12月に退任されたのは残念なことでし
た。柳井氏は、孫社長の考えを時に根本から否定する
ような「ダメ出し」ができる方でした。柳井氏の退任後
も、孫社長に反対意見をきちんと言える体制を維持す
ることが重要だと思っています。また、テクノロジーに
関しては僕から孫社長の認識の間違いを指摘するこ
ともあるのですが、高度な金融や財務の動きについて
リスクを指摘できる強固な枠組みが必要です。

今年の株主総会で新たに社外取締役2名、社内取
締役1名が選任されたのは、こうした課題に向き合っ
た動きといえます。国際的なベンチャーキャピタリス

トとして活躍し、企業経営者でもあるリップブー・タン
氏、早稲田大学大学院教授で金融とガバナンスに関
して豊富な知見を持つ川本 裕子氏、そして財務部門
を率いるCFOの後藤 芳光氏が加わったことで、ガバ
ナンスの強化につながると期待しています。

 

AIが引き起こす変化は巨大

強調しておきたいのは、AIはインターネットを超える
ような大きな変化を10～30年かけてもたらすという
ことです。今のAIが置かれた状況はインターネットの
20年前によく似ています。2000年前後にネットバブ
ルの生成と崩壊があったように、この1～2年は玉石
混交でAI関連企業のバリュエーションが上昇してい
たので、いずれは「AIバブル」の崩壊も起こると思って
いました。それが新型コロナウイルスの感染拡大をき
っかけにして、同じような状況が起こっていると現状
を認識しています。しかし、これはあくまで短期的な調
整であって、マクロで見ると長期で右肩上がりのトレ
ンドを描くと常々言っています。

この調整局面は、収益力のない企業が退場する 

一方で、ちゃんとしたビジネスができている企業、でき
る可能性のある企業は生き残るという淘汰の時期で
す。5～10年の視点で見ると、AIを使って大きな付加
価値を提供している企業はこれから順調に伸び続け、
そこに対する投資はリターンを生むはずです。マクロ
に合致していることがとにかく大事です。マクロの方

向性がずれていない以上は短期的な落ち込みがあっ
ても、あまり心配する必要はありません。具体的にい
えば、ソフトバンク・ビジョン・ファンドは足元では大き
な投資損失を計上していますが、約10年もの長い存
続期間を残しているので心配する必要はないと思っ
ています。

新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、欧米だ
けではなく日本でもオンラインの活用が大幅に進ん
できています。オンライン化とはデジタル化であり、さ
まざまな活動がデジタル化されていくと、AIによる自
動化や最適化ができるという一連の流れが生まれま
す。今までデジタル化されていない領域はプログラ
ムで扱えずにAIを活用することが全くできませんでし
た。新型コロナウイルスの感染拡大は不幸な出来事
ですが、嘆くばかりではなく「AIを広く普及させる機会
だ」と考えることが重要だと思っています。
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戦略的投資持株会社におけるガバナンス

遠山 篤
ソフトバンクグループ（株）
常勤監査役、独立役員
米国カリフォルニア州
公認会計士

監査役会設置会社は現状に最も即した 
ガバナンス形態

現在、日本では監査役会設置会社、指名委員会等
設置会社、監査等委員会設置会社という3つのコー
ポレート・ガバナンスの形態が選択できます。そのなか
で、ソフトバンクグループ（株）は監査役会設置会社を
採用しています。多くの日本企業、そしてソフトバンク
グループ（株）の取締役会の構成などを考えると、現状
に一番即したガバナンス形態ではないでしょうか。

海外の方に日本の監査役制度を説明する際に「米

国企業でいうAudit Committee（監査委員会）み
たいなもの」と説明することもありますが、Audit 

Committeeと監査役制度では根本的に違うところが
あります。米国企業の多くは、社外取締役が取締役会
の過半数を占めており、独立性を確保しながら業務執
行を行う経営陣に対して助言や承認を行います。社
外取締役で構成される取締役会の部会であるAudit 

Committeeの役割は外部会計監査人と内部監査部
門の監査の計画・結果をレビューすることであり、経営
陣の業務執行を直接監査・監督する立場にはありませ
ん。これに対してソフトバンクグループ（株）を含む日

本企業の多くは、業務執行を担う社内取締役が取締
役会の過半数を占めています。しかし、監査役の半数
以上を社外監査役が占めるように求められています
ので、監査役は高い独立性を確保しつつ、取締役会の
決定や取締役の業務執行が法令や定款に照らして適
切かどうか監査・監督を行うことができるのです。た
だし、例えば投資の意思決定そのものには関与しませ
ん。それは社外取締役を含む取締役の業務執行の範
疇です。監査役は、株主の立場から見て利益相反が
生じないか、取引がマネーロンダリングなど不適法と 

見なされないか、といった観点で監査・監督を行ってい
ます。

信頼関係を基に海外の投資先をモニタリング

監査役制度のもう一つの特徴として、常勤監査役
の存在が挙げられます。ソフトバンクグループ（株）
には4名の監査役がおり、そのうち私を含む2名が常
勤監査役です。常勤監査役は、ソフトバンクグループ

（株）はもちろん、国内外のグループ会社の役職員
から日々直接話を聞いて、監査・監督を行ううえで必
要な情報を収集しています。従来は1名で、社内の動
静に精通した社内出身者が務めていました。しかし、
2013年にスプリントを買収したころからソフトバンク
グループ（株）の海外展開が急拡大し始めたため、主
に海外のグループ会社のモニタリング機能を一段と
強化するために、2015年に2人目の常勤監査役とし
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社外監査役メッセージ

て私が選任されたのです。社外監査役でありながら、
常勤監査役という少し珍しい立場です。以来、スプリン
ト、アーム、フォートレスなどの海外の主要な投資先や
ソフトバンク・ビジョン・ファンドを運営するSoftBank 

Investment Advisersの米英の拠点に頻繁に足を運
んできました。そうしてフェイス・トゥ・フェイスで築いて
きた信頼関係がありますので、コロナ禍で海外出張が
できない現在の状況下でも、電話会議などできちんと
情報収集を続けられています。

本質理解のために資金の流れに着目

ソフトバンクグループ（株）は、2015年のソフトバン
ク（株）からの社名変更に象徴されるように、通信会社
から戦略的投資持株会社へと転換を進めてきました。
それに伴って監督官庁や順守すべき法令などは変わ
ってきましたが、監査役が監査を行う際の視点が大き
く変わることはありません。大切なのは、法令や定款
に従って適切に執行が行われているか、株主の利益を
損ねていないかということです。監査法人で長年にわ
たりさまざまな業種の企業を監査してきましたから、事
業の転換による戸惑いはありません。

最近では戦略的投資持株会社として複雑な取引も
増えてきましたが、取引の細部を追わず最終的に誰に
資金が流れるのかという大枠を押さえれば、その本質
を理解することは難しくありません。ソフトバンクグル
ープ（株）とソフトバンク・ビジョン・ファンドのそれぞれ

が投資をしており、その切り分けが外部からは分かり
にくいとの指摘を受けることもあります。前者の投資
は、将来的な視点が入った戦略的な投資であるのに対
し、後者は「群戦略」*に基づくマイノリティー投資で、
十年を超えるとはいえファンドの存続期限もあります。
ソフトバンク・ビジョン・ファンドについてもやはり資金
の流れに目を光らせており、その資金がファンドの外
部投資家に渡るべきか、ソフトバンクグループ（株）に
渡るべきなのか、事前にしっかりと整理して立て付け
ておけば、利益相反を避けられると考えています。

監査・監督を行ううえでは、関係者との連携を通じ
た情報共有が非常に重要です。監査役は、会計監査
人や内部監査部門と定期的に連絡をとり、お互いに気
になっている点を共有するなど情報交換を行っていま
す。また、監査役会では各監査役が社内で入手した主
要部門からの説明、さらにはうわさ話にも近いような
非公式なルートで得られた情報まで、幅広く議論の俎
上に載せています。私からもヒアリングを通じて入手し
た海外の現場の最新情報や、投資先の海外の監査法
人から得たトピックを共有しています。これからも関係
者との連携や情報共有をさらに密接に行い、実効性の
ある監査体制を構築していきたいと考えています。

社外取締役増員でガバナンスを強化

2019年12月に柳井 正氏（（株）ファーストリテイリ
ング会長 兼 社長）が社外取締役を退任され、孫社長

に対する取締役会の牽制機能が下がったのではない
かという懸念の声も聞こえています。柳井氏の存在感
が大きかったのは事実ですが、そうした懸念は杞憂だ
と思います。引き続き多様なバックグラウンドを持つ
社内外の取締役全員が積極的に議論を行い、取締役
会としての意思決定を下しています。孫社長や3人の
副社長だけで行っているのではありません。社内取締
役のサイモン・シガース氏やヤシル・アルルマヤン氏、
社外取締役の飯島 彰己氏（三井物産（株）代表取締役
会長）や松尾 豊氏（東京大学大学院工学系研究科教
授）も、積極的に的を射た質問を投げかけ、それに対し
て孫社長も真摯に答えています。

ただ、戦略的投資持株会社の取締役会として考える
と、事業運営の責任者が多く、金融のバックグラウンド
を持ち、金融取引について客観的かつ詳細に議論で
きる社外取締役が必要だとも感じていました。先日の
定時株主総会で社外取締役としてリップブー・タン氏
と川本 裕子氏が選任されたのは、まさにこうした点を
補う良い人選だと思います。これにより、今後、ソフト
バンクグループ（株）のガバナンスが一段と強化され
ていくものと期待しています。

*  「群戦略」の詳細については、 
 7ページをご覧ください。
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リスクマネジメント

リスク管理体制

当社では、グループ各社におけるリスク管理に関わ
る基本的な考え方を定めた「グループ会社管理規程」
に基づき、リスク管理責任者の選任を進めるとともに、
事業活動において発生するリスクの低減および未然
防止に向けた体制を構築しています。また、事業活動
の遂行やレピュテーションに重大な影響を与えるイン
シデントの発生に際しては、ソフトバンクグループ（株）
への即時報告がなされるとともに、状況に応じてグル
ープ各社と連携を図り、グループとして適切に対処す
るための体制を整備しています。

ソフトバンクグループ（株）におけるリスク管理につ
いては、「リスク管理規程」において、各リスクに対応
する責任部門がリスクの低減およびその未然防止を
図ることを含む、各部門の果たすべき役割を定めてい
ます。また、同規程に基づき、リスク管理部署が、各部
門によるリスク管理の状況を定期的に把握・管理する
体制をとっています。2019年には、グループ全体のリ
スク管理を監督する組織としてグループ・リスク・コン
プライアンス委員会（GRCC）を新たに設置しました。
GRCCは四半期ごとに開催され、リスク管理活動の方
針や、重大リスクとその対応策などを審議するなど、グ
ループレベルでのリスク管理体制の強化に取り組ん
でいます。

リスク管理の取り組み

当社グループでは、グループレベルでの重大リスク
やそれに伴う課題を特定するため、GRCCの監督の
下、リスク管理のPDCA（計画、実行、評価、改善）サイ
クルを構築し、運用しています。2019年度には、ソフト
バンクグループ（株）のリスク管理部署が主体となっ
て、各報告セグメントで主要な役割を担う子会社など
グループ会社14社およびソフトバンクグループ（株）
各部門におけるリスク評価に関する情報を収集しまし
た。収集した情報を基にリスクの影響度や発生頻度を
分析・評価することなどにより、グループレベルでの重

ソフトバンクグループ（株）

取締役会

グループ・リスク・コンプライアンス委員会（GRCC）

リスク管理部署

 リスク管理体制

大リスクを特定しています。また、特定した重大リスク
をGRCCおよび取締役会に報告するとともに、そこで
の議論を踏まえ、その対応策についての検討や、対応
策が有効に機能していることを確認するためのモニタ
リングを行っています。これら一連のサイクルを継続
的に実施することにより、リスクの早期把握とその対
応策の検討を行い、当社グループにおける損失の最
小化を目指しています。

リスク管理のPDCAサイクル

1
リスクの

把握

2
対応策の

検討

3
マネジメント

報告
フィードバック

5
モニタリング

4
リスク情報の

開示
グループ各社

リスク管理責任者各部門
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コンプライアンス

法令順守とインテグリティーへのコミットメント

当社は、法令順守にとどまらず、インテグリティー
（誠実さ）へのコミットメントが事業の基盤であると考
えています。当社は、全ての役職員が日々の業務にお
いて高い倫理観を持って行動できるような組織づくり
に取り組んでいます。

当社は、世界のあらゆる場所で、先進的な企業市民
として、また良き隣人の一人として、社会に貢献し続け
ることを目指します。

組織構造

GCOおよびCCO

ソフトバンクグループ（株）の取締役会は、当社のコ
ンプライアンスの最高責任者として、グループ・コン
プライアンス・オフィサー（GCO）を任命する権限を有
しており、2020年6月にはGCOとして、チャド・フェン
トレスを選任しています。同様に子会社は、各社にお
けるコンプライアンスの責任者としてチーフ・コンプラ
イアンス・オフィサー（CCO）を選任しています。

ソフトバンクグループ（株）取締役会

GCO

グループコンプライアンス事務局

子会社CCO子会社CCO

CCO会議
（定期的に開催）

子会社CCO

従業員

ソフトバンクグループ（株）
グループ・リスク・

コンプライアンス委員会（GRCC）

報告

報告

報告・相談

報告・相談

報告

補助

任命 報告

監督

監督

指示・助言・指導

任命

GCOとCCOは、法令を順守し、倫理的な行動を促
進するための体制を整備する役割を担っています。ま
た、GCOとCCOは、コンプライアンスに関する重大な
違反やリスク、コンプライアンス・プログラムの活動状
況についてそれぞれの会社の取締役会に定期的に報
告しています。

2019年度、ソフトバンクグループ（株）は、グローバ
ルCCO会議を四半期ごとに開催し、リスクの最小化、
ベスト・プラクティスの共有および子会社との関係性
の強化を図りました。今後もグローバルCCO会議を
定期的に開催していきます。

グループ・コンプライアンス体制
2020年4月現在
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プログラムの監督
 リーダーシップ
 ガバナンス

リスク評価
 グループ横断的評価
 削減策の監督

監視・監査・レビュー
 ホットライン
 従業員サーベイ
 内部監査

研修と浸透
 eラーニング
 対面研修
 定期的な情報発信

基準と統制
 行動規範
 グループ・ポリシー
 統制

コンプライアンス

コンプライアンス・プログラム構造

コンプライアンス・プログラム

当社のコンプライアンス・プログラムは業界のベス
ト・プラクティスに基づいており、継続的に見直しを図
っています。PDCA（計画、実行、評価、改善）サイクル
を用い、当社のプログラムの有効性を随時評価し、そ
の結果に応じて変更を加えています。

コンプライアンス・プログラムの監督

グループ・リスク・コンプライアンス委員会（GRCC）
では、当社のリスクマネジメントおよびコンプライアン
ス・プログラムの監督を行っています。ソフトバンクグ
ループ（株）の取締役および執行役員がこの委員会の
メンバーとなっています。委員会は、リスク評価、リス
ク低減施策、コンプライアンス違反事案のほか、リス
クマネジメントおよびコンプライアンス・プログラムの
活動の有効性を測る重要な指標を評価します。委員会
はさらに、これらのプログラムの有効性について、ソフ
トバンクグループ（株）の取締役会に定期的に報告し 

ます。

行動規範とグループ・ポリシー

2005年に「ソフトバンクグループ役職員・コンプラ
イアンスコード」を採択して以来、ソフトバンクグルー
プ（株）が世界各地において急速に事業を拡大するな
か、2019年に「ソフトバンクグループ行動規範」*と
グループ・ポリシーの内容を大幅に改定しました。改
定されたソフトバンクグループ行動規範は、当社の役
職員が倫理的な行動をとるうえでの手助けとなるよ
うに、より広範な内容となっており、具体的な事例や
Q&A、定義や危険信号も豊富に取り入れています。

グループ・ポリシーは、リスクの高い分野において
当社が順守すべき最低限の基準を定めるもので、贈
収賄、競争法、利益相反、インサイダー取引、経済制
裁、情報セキュリティー、プライバシー、人権、ブランド
管理やコーポレート・ガバナンスの分野が含まれます。
ソフトバンクグループ（株）は今後も必要に応じて、同
規範ならびにグループ・ポリシーを見直し、改定してい
きます。

*  ソフトバンクグループ行動規範
は、ウェブサイト内「コンプライ
アンス」をご覧ください。
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コンプライアンス

研修と浸透

当社は、役員・従業員がリスク分野を認識し正しい
判断を行うために必要な情報を得られるように、研修
やコンプライアンス浸透のための活動を行っていま
す。その一例として、ソフトバンクグループ（株）では、
国内の主要な子会社の役員・従業員向けに「コンプラ
イアンス浸透月間」を毎年開催し、コンプライアンス標
語コンテストを実施しています。最優秀賞を獲得した
標語は、GCOから従業員へのコミュニケーションに使
われます。またソフトバンクグループ（株）は、取締役・
執行役員・従業員向けに、贈賄や汚職といったコンプ
ライアンス上のリスクが高い領域に関する研修を行っ
ています。これらの取り組みを通じて、当社は、リスク
の最小化と管理効率の向上を図っています。

ソフトバンクグループ（株）はグローバルで研修シス
テムを導入しており、今後は、グループ横断的な最低
限の基準を設け、ソフトバンクグループ行動規範や特
定のリスク分野における研修を標準化するように取り
組んでいきます。

監視、監査および評価

当社は、当社の役員・従業員やその他取引先など
の第三者にアドバイスを提供したり、不正行為に関す
る報告を受け付けたりするために、コンプライアンス
に関する相談窓口を設置しています。この相談窓口に
は外部の弁護士事務所が対応するものも含まれます。
違反行為の通報や相談は、その国の法令で許容され
る限りにおいて匿名で行うことができます。2019年
度においては、数百件の報告や相談がなされていま
す。さらに、当社の役員・従業員が、インターネット上の
ツールを使って、より容易に懸念を報告したり、アドバ

イスを求められるように、グローバルな相談窓口の設
置を進めています。なお、各子会社のCCOは各社に相
談窓口を設置する義務を負っており、コンプライアン
ス違反の事実が認定された重大な事案はGCOに報
告されます。

ソフトバンクグループ（株）では、倫理的な文化が
どれだけ醸成されているかを確認するために、コンプ
ライアンスサーベイを定期的に行っています。その結
果は、コンプライアンス・プログラムの社内に向けた 

周知活動など、適切な対応をとるために活用してい 

ます。

「コンプライアンス浸透月間」2019年度役員・従業員向け特設サイトのトップ画面
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「情報革命で人々を幸せに」というソフトバンクグル
ープの経営理念には、300年後の未来、何世代も先の
人々まで幸せにし続ける、という決意が込められてい
ます。人と地球が、いつまでも共存できる世界をつくっ
ていくために、ソフトバンクグループは、持続可能な社

サステナビリティ

サステナビリティの推進に関する方針

会の実現に向けて、情報革命をリードする企業として
の責任を果たしていきます。

1. ソフトバンクグループサステナビリティ基本方針
お客様、株主、債権者、取引先、従業員などのステー

クホルダーの皆様からの期待を持続的な成長への礎
とするために、当社グループのサステナビリティを支

える指針として「ソフトバンクグループサステナビリテ
ィ基本方針」を定めています。この方針では、グループ
各社がそれぞれの事業特性や社会の要請に応じて優
先課題を特定し自律的に取り組みを推進していくため
の、6つの活動テーマを定めています。

2. 戦略マテリアルイシュー
当社が取り組むべきサステナビリティに関する課題

を検討し、ステークホルダーの皆様からの期待と当社

活動テーマとマテリアルイシュー 戦略マテリアルイシュー

活動テーマ マテリアルイシュー

1. �知恵と知識をつなぎ、社会の成長と
イノベーションを推進する

• イノベーションマネジメント
• 持続可能な金融
• 市場機会

2. �テクノロジーの進歩に伴う 
新たな課題に対応し、 
未来への責任を果たす

•  通信へのアクセス
•  プライバシー保護 /情報セキュリティー

3. �すべての人が自分らしく挑戦できる
環境をつくり、次世代と事業の成長を
図る

• 人材育成
• 労働安全衛生
• 労働慣行

• 人権
• サプライチェーン管理

4. �最先端テクノロジーを活用し、 
エネルギー問題をはじめとした 
環境課題の解決に挑む

• 気候変動
• 資源の循環利用
• グリーン調達

5. �社会をリードする企業にふさわしい
透明性の高いガバナンスと 
コンプライアンスを実践する

• リスク管理
• コーポレート・ガバナンス
• 贈収賄防止

6. �グループの強みを活かし、世界中の
人々とともに、社会のさらなる幸せに
貢献する

• 企業市民活動

自社ビジネスにとっての重要性

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
性

戦略マテリアルイシュー
戦略的に取り組む領域・テーマ

（非常に重要）

（非常に重要）

●

●

● グリーン調達

● サプライチェーン管理
● 企業市民活動
● 人権

● 労働慣行

●

● 労働安全衛生
● リスク管理

● 資源の循環利用

● プライバシー保護/
　 情報セキュリティー

● 贈収賄防止
● コーポレート・ガバナンス

● 気候変動
● 人材育成

● 市場機会 ●
持続可能な金融

● 通信への
　 アクセス

●
イノベーション

マネジメント

●

●

ソフトバンクグループ サステナビリティビジョン
「考えるのは、300年後の人と地球」

詳細については、ウェブサイト内
「サステナビリティ」をご覧くだ
さい。
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サステナビリティ推進体制図

ソフトバンクグループ（株）取締役会

主要子会社

サステナビリティ委員会

委員長：チーフ・サステナビリティ・オフィサー
メンバー： 執行役員およびサステナビリティ 

推進所管部門長

事務局： サステナビリティ 
推進グループ

報告

連携

指示・監督

関係各部
指示・監督

対応・報告

サステナビリティ推進体制グループのビジネスにおける重要性を踏まえ、戦略的
に取り組むべき領域・テーマを「戦略マテリアルイシュ
ー」として特定しました。戦略マテリアルイシューへの
継続的な取り組みを通じて、社会と調和しながら持続
的に成長する企業グループを目指しています。

3. 戦略マテリアルイシューの特定プロセス
戦略マテリアルイシューは以下のプロセスで特定し

ています。

社会課題の抽出　
外部のガイドラインや外部有識者の意見などを参
照し、当社の主要業種を取り巻く社会環境や事業
環境における社会課題を抽出 

社会および当社における社会課題の 

重要性の分析 

Step1で抽出した課題について「社会（ステークホ
ルダー）が重要と考える課題」と「当社が持続的成
長のために重要と考える課題」の2軸で重要度を
分析

社会のなかで当社が取り組むべき 

重要課題の特定
Step2の分析結果に基づき、当社において特に優
先して取り組むべき重要課題（戦略マテリアルイシ
ュー）を特定

4. 今後の取り組み
特定した戦略マテリアルイシューに対しては、今後イ

シューごとに目標を設定するなど、継続的に取り組ん
でいく予定です。また、戦略マテリアルイシューは社会
や環境の変化、ステークホルダーの期待および当社グ
ループ各社の事業内容の変化などに応じて適宜見直
しを行い、グループ全体の持続的な成長を目指してい
きます。

Step 1 
課題の認識

当社は、サステナビリティの推進を強化するため、サ
ステナビリティの推進責任者として「チーフ・サステナ
ビリティ・オフィサー」（CSusO）を新設し、ソフトバンク
グループ（株）取締役専務である後藤 芳光を選任しま
した。また、「サステナビリティ委員会」を設立し、チー
フ・サステナビリティ・オフィサーを委員長、執行役員お
よびサステナビリティ推進所管部門長をメンバーとし
て構成しています。サステナビリティ委員会では、当社
のサステナビリティに関する重要課題や推進方針を継
続的に議論し、取締役会へ定期的に報告します。また、
サステナビリティ委員会とグループ会社との連携を図
り、当社グループ全体でサステナビリティを推進して
いきます。

Step 2 
重要性の分析

Step 3 
重要課題の特定

サステナビリティ
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サステナビリティ

ソフトバンクグループ（株） ソフトバンク・ビジョン・ファンド

新型コロナウイルス感染症への取り組み

抗体検査キットを感染状況の確認を必要とす
る医療機関へ無償で提供しています。2020年
6月末までに約24.6万個の抗体検査キットを提
供しました。

また、マスクやフェイスシールド、ゴーグル、防
護服、ガウン、ニトリルゴム手袋の調達を進め、
医療関係など必要とする関係者へ無利益で提
供しています。

ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資先企業による新型コロナウイルス感染症に関する取り組みは、主に以下の通りです。

Fanatics 米国内の工場を改造し、メジャーリーグ用ユニフォームの素材でマスクとガウンを製造。病院や救急隊員に寄付
Flexport 800万ドル超の資金を集め、1.7億点を超える緊急物資の調達や配送などを支援
Roivant 新型コロナウイルスによって引き起こされる急性呼吸窮迫症候群の治療のための臨床試験を迅速に実施中
VIR 新型コロナウイルス感染症の治療、または感染予防につながる可能性のある抗体の分離に取り組み中
Flexport + Clutter FlexportとClutterが提携し、米国にて防護服などを医療従事者に届ける活動を実施。Flexportが出荷を、Clutterが保管設備の提供と配送を担当

DoorDash
生活に困窮する方々に食料や物資を届けるため、非営利組織のUnited Wayとパートナーシップを結び、米国の市の機関やコミュニティへ配送サー
ビスを提供

OYO 医療従事者向けに部屋を無料で提供（米国で実施中、その他の地域への拡大を検討中）。インドで検疫用の場所を提供
Rappi ラテンアメリカ地域の病院勤務者に50万食を無料で提供予定
Uber 感染が診断されたドライバーに14日間の経済的支援を実施。世界中の医療従事者向けに計1,000万件の乗車と食事の無料提供を予定

REEF + Uber REEFとUberが提携し必要物資を消費者に届ける活動を米国で実施。REEFが駐車場スペースを物流拠点として活用し、UberEatsのプラットフォー
ム上でREEFのオンラインサービス「Stock-Up Mart」をリリース。UberEatsは消費者への配達を担当

Collective Health 自主隔離を促すため、1分で感染リスクを評価できるツールをウェブサイト上で公開
Greensill 英国の医療従事者を支援するため、月末まで待たずに給与を日々受け取ることができる無料アプリをリリース　
Kabbage 中小企業がコロナ禍においても収入を維持できるように、米国内の顧客へギフト券を販売できる無料プラットフォームを開設
Mapbox 米CDC（疾病予防管理センター）やWHOなどの機関が支援のニーズを把握できるよう、感染の拡大状況を可視化したリアルタイムデータを提供

医療への支援　治療法の開発や健康危機への対応を行っています。

社会への支援　生活困窮者に必要な支援を提供しています。

組織への支援　政府、公共機関、企業への支援を行っています。

新型コロナウイルスの感染拡大防止に向け、また感染拡大に伴い生じる課題への支援として、当社グループではさまざまな取り組みを行っています。

抗体検査キット発送の様子

（注）  
1. 2020年5月27日時点。各社プレスリリースなどより。企業名は略称。ソフトバンク・ビジョン・ファンドの全投資先リストについては、21ページをご覧ください。
2.  本ページ記載の情報は、例示を目的として掲載しており、いかなる場合もこれに依拠するものではありません。本ページ記載の情報は、変更される可能性があり、また不確実性やリスクを伴う場合があ
ります。SBIAはいかなる情報も更新する義務を負いません。また、本情報は、SBIAが運用するファンドのリミテッド・パートナーシップの持分の売却の申し出や購入の勧誘を意味するものではありません。
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Tsetsii Wind Farm 
50MW

モンゴル

インド

日本
RJ-200
200MW

AP-350
350MW

RJ-400
400MW

    太陽光発電所
    太陽光発電所（建設中）
    風力発電所

サステナビリティ

当社グループは、2011年の東日本大震災に端を
発した福島第一原子力発電所の事故を機に、安心・安
全かつ永続的に供給可能な再生可能エネルギー事業
へ参入しました。2020年3月末時点で、子会社のSB

エナジー（株）が、日本国内で太陽光発電所41基と風
力発電所2基を稼働させており、その合計発電容量は
491.1MWに上ります。これに加え海外では、モンゴ
ルのゴビ砂漠でSBエナジー（株）初の風力発電事業
となる「Tsetsii Wind Farm」が稼働中のほか、インド
で太陽光発電所が稼働しています。これらの自然エネ
ルギー由来の年間電力供給量は、前年比約21％増の
3,085GWh*1で、一般的な原子力発電所0.5基分の
年間発電量に相当します。また、この供給によるCO2の
年間排出削減量は、前年比約20％増の245万トン*2

で、日本の発電所が1年間に排出するCO2の約0.5％
に相当します。

また、ソフトバンクグループ（株）は、自然エネルギー
の普及・拡大を目指す34の道府県で構成される「自
然エネルギー協議会」および19の政令指定都市で構
成される「指定都市 自然エネルギー協議会」の事務
局をそれぞれ2011年7月の創立以来務めています。
さらに、自然エネルギーを基盤とした社会の構築を目
的に活動する「自然エネルギー財団」をソフトバンクグ
ループ（株）の代表取締役会長 兼 社長の孫 正義が
2011年8月に設立し、同財団の会長に就任していま

す。このほか、パリ協定が定める脱炭素社会に向けた
日本における企業や自治体のネットワークである日
本気候変動イニシアティブ（JCI）の創立メンバーや、
ISA（International Solar Alliance）およびGEIDCO

（Global Energy Interconnection Development 

and Cooperation Organization）などの自然エネ
ルギー関連の国際団体のメンバーとしても活動してお
り、国内外での再生可能エネルギーの発展に大きく貢

再生可能エネルギーの創出と普及・拡大 *1  各発電所の年間予想発電量
に基づく

*2  CO2削減量の算出は、経済
産業省および太陽光発電協
会のガイドラインによる

献しています。
今後、AI・IoTの進展やビッグデータの蓄積、さらに

はモビリティの電動化などに伴い、世界の電力使用量
は大幅に増加することが予見されています。当社グル
ープは情報化社会を推進するうえで必要となるエネ
ルギーの生成までを見据え、環境への取り組みを続け
ていきます。

当社グループの再生可能エネルギー事業
2020年3月末現在

’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19 （年度）

41基国内の太陽光発電所数
（稼働済）

日本国内の
稼働済発電容量

491.1MW

自然エネルギー
由来の電力供給量

年間3,085GWh
CO2排出削減量

年間245万トン
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取締役および監査役
2020年6月25日現在、所有株式数は2020年3月末現在

所有株式数：
439,409千株

代表取締役会長 兼 社長
孫 正義  Masayoshi Son
1981年 9月 （株）日本ソフトバンク（現ソフトバンクグループ（株））設立、代表取締役社長
1996年 1月 ヤフー（株）（現Zホールディングス（株））代表取締役社長
2005年 10月 Alibaba.com Corporation（現Alibaba Group Holding Limited）, Director 
2006年 4月 ボーダフォン（株）（現ソフトバンク（株））取締役会議長、代表執行役社長 兼 CEO
2015年 6月 ヤフー（株）（現Zホールディングス（株））取締役（現任）
2016年 9月  Arm Holdings plc（現SVF HOLDCO （UK） LIMITED）, Chairman and Executive 

Director
2017年 6月 ソフトバンクグループ（株）代表取締役会長 兼 社長（現任）
2018年 3月 Arm Limited, Chairman and Director（現任）
2018年 4月 ソフトバンク（株） 取締役会長（現任）

所有株式数：
1,065千株

取締役副会長
ロナルド・フィッシャー  Ronald D. Fisher
1984年 7月 Interactive Systems Corp., President
1990年 1月 Phoenix Technologies Ltd., CEO
1995年 10月 SoftBank Holdings Inc. （現Star Bright Holdings Inc.）, Director and President （現任）
1997年 6月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））取締役
2014年 1月 Brightstar Global Group Inc., Director
2014年 8月 同社Chairman
2016年 9月 Arm Holdings plc （現SVF HOLDCO （UK） LIMITED）, Director
2016年 12月 SB Investment Advisers （US） Inc., Director
2017年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役副会長（現任）
2017年 12月 SB Investment Advisers （US） Inc., Director and Chairman（現任）
2018年 3月 Arm Limited, Director（現任）

所有株式数：
2,050千株

取締役副社長 COO

マルセロ・クラウレ  Marcelo Claure
1995年 6月 USA Wireless, Inc, Owner
1996年 10月 Small World Communications, Inc., President
1997年 9月 Brightstar Corp.設立、Chairman & CEO
2008年 9月 Bolivar Administracion, Inversiones Y Servicios Asociados S.R.L., Owner（現任）
2014年 8月 Sprint Corporation, President & CEO
2017年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役
2018年 3月 Arm Limited, Director（現任）
2018年 5月 Sprint Corporation, Executive Chairman
2018年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役副社長 COO（現任）
2019年 5月 Fortress Investment Group LLC, Chairman of the Board（現任）
2019年 10月 The We Company, Director Executive Chairman（現任）
2020年 4月 T-Mobile US Inc., Director（現任）

所有株式数：
1,067千株

取締役副社長 CSO

佐護 勝紀  Katsunori Sago
1992年 4月 ゴールドマン･サックス証券会社入社
1997年 5月 同社債券部門金融商品開発部長
2007年 1月  ゴールドマン･サックス証券（株）取締役 パンアジア エクイティ部門、 

債券･為替･コモディティ部門共同統括
2011年 1月 同社取締役副社長
2014年 7月 同社副会長
2015年 2月 金融庁参与
2015年 6月 （株）ゆうちょ銀行執行役副社長
2016年 6月 同行取締役 兼 代表執行役副社長
2018年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役副社長 CSO（現任）

※CSO：Chief Strategy Officer

取締役

所有株式数：
5,039千株

取締役副社長
ラジーブ・ミスラ  Rajeev Misra
1985年 12月 Los Alamos National Laboratory入所
1986年 7月 Realty Technologies Pty Ltd入社
1991年 8月 Merrill Lynch（現Bank of America Merrill Lynch）入社
1997年 5月 Deutsche Bank AG, Managing Director
2001年 5月 同社Global Head of Credit, Emerging Markets
2009年 4月 UBS Group AG入社
2010年 1月 同社Global Co-Head of Fixed Income, Currencies and Commodities
2014年 5月 Fortress Investment Group LLC, Senior Managing Director and Partner
2014年 11月 ソフトバンクグループ,  Head of Strategic Finance
2017年 5月 SoftBank Investment Advisers（ソフトバンク・ビジョン・ファンドの運営会社）, CEO（現任）
2017年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役
2017年 12月 Fortress Investment Group LLC,  Board Director（現任）
2018年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役副社長（現任） 所有株式数：

1,079千株

取締役専務 CFO 兼 CISO 兼 CSusO

後藤 芳光  Yoshimitsu Goto
1987年 4月 安田信託銀行（株）（現みずほ信託銀行（株））入行
2000年 6月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））入社
2000年 10月 同社財務部長
2006年 4月 ボーダフォン（株）（現ソフトバンク（株））取締役
2012年 7月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））常務執行役員
2013年 10月 福岡ソフトバンクホークス（株）代表取締役社長 CEO 兼 オーナー代行（現任）
2014年 6月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））取締役
2015年 6月 同社常務執行役員
2017年 6月 同社専務執行役員
2018年 4月 同社専務執行役員 CFO 兼 CISO
2020年 6月 同社取締役専務 CFO 兼 CISO 兼 CSusO（現任）

※CISO：Chief Information Security Officer
※CSusO：Chief Sustainability Officer
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取締役および監査役
2020年6月25日現在、所有株式数は2020年3月末現在

取締役

所有株式数：
- 株

取締役
サイモン・シガース  Simon Segars
1991年 3月 Advanced RISC Machines Limited （現Arm Limited）入社 
2001年 2月 ARM Holdings plc （現SVF HOLDCO （UK） LIMITED）, Vice President Engineering
2004年 1月 同社Executive Vice President Worldwide Sales 
2005年 1月 同社Executive Director 
2007年 9月 同社EVP and GM, Physical IP Division 
2013年 1月 同社President 
2013年 7月 同社CEO 
2014年 3月 Global Semiconductor Alliance, Director 
2015年 2月 Dolby Laboratories, Inc., Non-Executive Director（現任） 
2017年 5月 TechWorks, Inc., Director（現任）
2017年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）
2018年 3月 Arm Limited, CEO（現任）
2018年 10月 Global Semiconductor Alliance, Vice Chairman and Director（現任）

所有株式数：
- 株

取締役
ヤシル・アルルマヤン  Yasir O. Al-Rumayyan
2010年 12月 Saudi Fransi Capital LLC, CEO and Board Member
2014年 2月 Saudi Stock Exchange （Tadawul）, Board Member
2015年 9月  Public Investment Fund （PIF） of the Kingdom of Saudi Arabia,  

Managing Director and Board Member
2016年 6月 Uber Technologies, Inc., Board Member（現任）
2016年 12月 Saudi Decision Support Center, Chairman（現任）
2017年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）
2017年 7月 Sanabil Investments, Chairman（現任）
2018年 5月 Arm Limited, Director（現任）
2019年 5月  Public Investment Fund （PIF） of the Kingdom of Saudi Arabia, Governor and 

Board Member （現任）
2019年 9月 Saudi Aramco, Chairman of the Board（現任）

所有株式数：
2,832千株

取締役
宮内 謙  Ken Miyauchi
1977年 2月 社団法人日本能率協会入職
1984年 10月 （株）日本ソフトバンク（現ソフトバンクグループ（株））入社
1988年 2月 同社取締役
2006年 4月 ボーダフォン（株）（現ソフトバンク（株））取締役、執行役副社長 兼 COO
2007年 6月 ソフトバンクモバイル（株）（現ソフトバンク（株））代表取締役副社長 兼 COO
2012年 6月 ヤフー（株）（現Zホールディングス（株））取締役（現任）
2013年 6月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））代表取締役副社長
2015年 4月 ソフトバンクモバイル（株）（現ソフトバンク（株））代表取締役社長 兼 CEO
2018年 4月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）
2018年 6月 ソフトバンク（株）代表取締役 社長執行役員 兼 CEO（現任）
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取締役および監査役
2020年6月25日現在、所有株式数は2020年3月末現在

所有株式数：
- 株

取締役、独立役員
川本 裕子  Yuko Kawamoto
1982年 4月 （株）東京銀行（現三菱UFJ銀行（株））入社
1988年 9月 マッキンゼー・アンド・カンパニー入社
2001年 7月 同社シニアエクスパート就任
2004年 4月 早稲田大学大学院ファイナンス研究科（現経営管理研究科）教授（現任）
2004年 6月 （株）大阪証券取引所（現（株）日本取引所グループ）取締役
2006年 6月 東京海上ホールディングス（株）監査役
2007年 6月 イー・モバイル（株）（現ソフトバンク（株））取締役
2011年 9月 トムソンロイターファウンダーズシェアカンパニー ディレクター（現任）
2013年 6月 三菱UFJフィナンシャル・グループ（株）取締役
2014年 12月 国家公安委員会委員
2020年 6月 パナソニック（株）取締役（現任）
2020年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）

社外取締役

所有株式数：
- 株

取締役、独立役員
飯島 彰己  Masami Iijima
1974年 4月 三井物産（株）入社
2006年 4月 同社執行役員鉄鋼原料・非鉄金属本部長
2007年 4月 同社執行役員金属資源本部長
2008年 4月 同社常務執行役員
2008年 6月 同社代表取締役常務執行役員
2008年 10月 同社代表取締役専務執行役員
2009年 4月 同社代表取締役社長（CEO）
2015年 4月 同社代表取締役会長（現任）
2016年 6月 （株）リコー取締役（現任）
2018年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）
2019年 6月 （株）三越伊勢丹ホールディングス取締役（現任）
2019年 6月 日本銀行 参与（現任） 所有株式数：

- 株

取締役、独立役員
松尾 豊  Yutaka Matsuo
2002年 4月 独立行政法人産業技術総合研究所 
  （現国立研究開発法人産業技術総合研究所）研究員
2005年 8月 スタンフォード大学客員研究員
2007年 10月 東京大学大学院工学系研究科准教授
2019年 4月 東京大学大学院工学系研究科教授（現任）
2019年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）

所有株式数：
- 株

取締役、独立役員
リップブー・タン  Lip-Bu Tan
1987年 12月 Walden International, Inc., Founder and Chairman（現任）
2008年 10月 Cadence Design Systems Inc., CEO（現任）
2015年 11月 Hewlett Packard Enterprises, Director of the Board（現任）
2019年 4月 Schneider Electric Corporation, Director of the Board（現任）
2020年 6月 ソフトバンクグループ（株）取締役（現任）
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社外監査役

所有株式数：
- 株

常勤監査役、独立役員
遠山 篤  Maurice Atsushi Toyama 
米国カリフォルニア州 公認会計士

1977年 9月 プライスウォーターハウス（現プライスウォーターハウスクーパース） 
  サンフランシスコ事務所入所
1981年 8月 米国カリフォルニア州公認会計士登録
2006年 6月 あらた監査法人（現PwCあらた有限責任監査法人）パートナー
2015年 6月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））常勤監査役（現任）

所有株式数：
104千株

監査役、独立役員
窪川 秀一  Hidekazu Kubokawa
公認会計士、税理士

1976年 11月 監査法人中央会計事務所入所
1980年 8月 公認会計士登録
1986年 7月  窪川公認会計士事務所（現四谷パートナーズ会計事務所）開業、代表パートナー 

（現任）
1987年 3月 税理士登録
1989年 2月 （株）日本ソフトバンク（現ソフトバンクグループ（株））監査役（現任）
2000年 3月 デジタルアーツ（株）監査役
2005年 6月 共立印刷（株）監査役（現任）
2006年 6月 （株）ぱど監査役
2011年 8月 平和不動産リート投資法人監督役員
2016年 6月 デジタルアーツ（株）取締役（監査等委員）（現任）

所有株式数：
- 株

監査役
宇野 総一郎  Soichiro Uno
弁護士

1988年 4月 長島・大野法律事務所（現長島・大野・常松法律事務所）入所 弁護士登録
1993年 11月 米国ニューヨーク州司法試験合格
2000年 1月 長島・大野・常松法律事務所パートナー弁護士（現任）
2004年 6月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））監査役（現任）
2018年 6月 （株）ドリームインキュベータ取締役（監査等委員）（現任）
2019年 6月 テルモ（株）取締役（監査等委員）（現任）

監査役

所有株式数：
10千株

常勤監査役
須﨑 將人  Masato Suzaki
1975年 4月 三菱商事（株）入社
1983年 12月 米国国際経営大学院修士（MBA）
2002年 2月 ソフトバンク（株）（現ソフトバンクグループ（株））入社、法務部長
2012年 7月 同社執行役員 法務部長
2013年 10月 同社執行役員 法務部長、グループコンプライアンスオフィサー
2016年 9月 同社執行役員 法務統括 兼 法務部長、グループコンプライアンスオフィサー
2017年 6月 同社常勤監査役（現任）

取締役および監査役
2020年6月25日現在、所有株式数は2020年3月末現在
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（注） 1.  2019年度末にスプリントを売却目的保有に分類された処分グループに分類しました。2019年度および2018年度の売上高、営業利益および税引前利益は同社の業績を含みません。
 2.  2019年6月28日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っています。基本的1株当たり純利益については、当該株式分割に伴う影響を加味して遡及修正しています。
 3.  2018年度からIFRS第9号「金融商品」および第15号「顧客との契約から生じる収益」、2019年度からIFRS第16号「リース」を適用しています。それぞれ前年度の情報は修正再表示していません。

Graphs I：主要連結財務データ
各年4月1日から翌年3月31日までの1年間
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*1　 当社は、2020年3月23日、自己株式取得と負債削減のために最大4.5兆円の保有資産の売却または資
金化に関する方針を決定し、当該プログラムにより得られた資金のうち最大2兆円を自己株式取得に振り
向けることを発表しました。同方針に基づき、同年5月15日に取得総額5,000億円（取得株式総数
135,000千株）を上限とする自己株式取得を決定したほか、6月25日に取得総額5,000億円（取得株式
総数115,000千株）を上限とする自己株式取得を決定しました。

（注） 1.  2019年6月28日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っています。1株当たり親会社所有者帰属持分および1株当たり配当金については、当該株式分割に伴う影響を加味して遡及修正しています。
 2.  2018年度からIFRS第9号「金融商品」および第15号「顧客との契約から生じる収益」、2019年度からIFRS第16号「リース」を適用しています。それぞれ前年度の情報は修正再表示していません。

Graphs II：主要連結財務データ
各年4月1日から翌年3月31日までの1年間
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日本基準 IFRS

（単位 ： 百万円） 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,763,406 3,004,640 3,202,436 3,202,536 6,666,651

営業利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 465,871 629,163 675,283 799,399 1,077,044

税引前利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 289,250 480,613 632,257 715,504 924,049

親会社の所有者に帰属する純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 96,716 189,713 313,753 372,481 520,250

資産合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,462,875 4,655,725 4,899,705 7,218,172 16,690,127

親会社の所有者に帰属する持分  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 470,532 619,253 936,695 1,612,756 1,930,441

有利子負債*1  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,195,471 2,075,801 1,568,126 3,707,853 9,170,053

純有利子負債*2  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,501,074 1,209,636 547,299 2,257,806 7,059,286

営業活動によるキャッシュ・フロー  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 668,050 825,837 740,227 813,025 860,245

投資活動によるキャッシュ・フロー  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (277,162) (264,448) (375,656) (874,144) (2,718,188)

財務活動によるキャッシュ・フロー  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (159,563) (397,728) (196,667) 471,477 2,359,375

現金及び現金同等物の増減額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 230,719 159,457 168,069 417,944 524,433

現金及び現金同等物の期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 687,682 847,155 1,014,559 1,439,057 1,963,490

主な指標 （単位）

ROA  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . % 2.2 4.2 6.6 6.0 4.4

ROE  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . % 22.9 34.8 40.3 29.7 29.5

親会社所有者帰属持分比率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . % 10.5 13.3 19.1 22.3 11.6

1株当たり情報*3 （単位）
基本的1株当たり純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 円 44.70 87.64 142.89 166.26 218.48

希薄化後1株当たり純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 円 43.20 84.29 139.38 164.04 217.34

1株当たり親会社所有者帰属持分  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 円 217.37 286.07 426.35 676.78 812.17

1株当たり配当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 円 2.50 2.50 20.00 20.00 20.00

その他の情報 （単位）
発行済株式総数（自己株式控除後）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 千株 1,082,329 1,082,350 1,098,515 1,191,500 1,188,456

子会社数  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 社 172 178 196 235 756

関連会社数  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 社 83 92 97 108 105

公開会社数*4  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 社 12 13 14 14 13

従業員数（連結ベース）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 人 21,885 21,799 22,710 25,891 70,336

過去11年分の主要連結財務データ
各年4月1日から翌年3月31日までの1年間
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IFRS

（単位 ： 百万円） 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,504,135 8,881,777 8,901,004 9,158,765 6,093,548 6,185,093 
営業利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 918,720 908,907 1,025,999 1,303,801 2,073,636 (1,364,633)
税引前利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,213,035 919,161 712,526 384,630 1,682,673 35,492 
親会社の所有者に帰属する純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 668,361 474,172 1,426,308 1,038,977 1,411,199 (961,576)
資産合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21,034,169 20,707,192 24,634,212 31,180,466 36,096,476 37,257,292 
親会社の所有者に帰属する持分  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,846,306 2,613,613 3,586,352 5,184,176 7,621,481 5,913,613 
有利子負債*1  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11,607,244 11,922,431 14,858,370 17,042,188 15,685,106 14,272,208
純有利子負債*2  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,182,817 9,248,363 11,923,065 13,617,254 12,056,031 11,027,565
営業活動によるキャッシュ・フロー  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,155,174 940,186 1,500,728 1,088,623 1,171,864 1,117,879 
投資活動によるキャッシュ・フロー  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,667,271) (1,651,682) (4,213,597) (4,484,822) (2,908,016) (4,286,921)
財務活動によるキャッシュ・フロー  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,719,923 43,270 2,380,746 4,626,421 2,202,291 2,920,863 
現金及び現金同等物の増減額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,295,163 (689,046) (386,505) 1,151,548 523,868 (489,503)
現金及び現金同等物の期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,258,653 2,569,607 2,183,102 3,334,650 3,858,518 3,369,015 

主な指標 （単位）

ROA  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . % 3.5 2.3 6.3 3.7 4.2 (2.6)
ROE  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . % 28.0 17.4 46.0 23.7 22.0 (14.2)
親会社所有者帰属持分比率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . % 13.5 12.6 14.6 16.6 21.1 15.9 

1株当たり情報*3 （単位）

基本的1株当たり純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 円 281.10 201.25 643.50 466.77 634.08 (478.50)
希薄化後1株当たり純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 円 279.38 194.16 637.82 454.19 628.27 (485.33)
1株当たり親会社所有者帰属持分  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 円 1,196.74 1,139.42 1,646.20 2,151.13 3,380.33 2,619.32
1株当たり配当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 円 20.00 20.50 22.00 22.00 22.00 44.00 

その他の情報 （単位）

発行済株式総数（自己株式控除後）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 千株 1,189,197 1,146,900 1,089,282 1,089,498 1,053,833 2,067,996
子会社数  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 社 769 739 763 1,141 1,302 1,475
関連会社数  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 社 120 122 130 385 423 455
公開会社数*4  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 社 14 12 12 18 19 21
従業員数（連結ベース）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 人 66,154 63,591 68,402 74,952 76,866 80,909

(注 ) 1. 当社は2018年度からIFRS第9号「金融商品」および第15号「顧客との契約から生じる収益」を、2019年度からIFRS第16号「リース」を適用しています。
  日本基準とIFRSで用語が異なる項目は、以下の通りです。（「日本基準」／「 IFRS」）
  ・税金等調整前当期純利益／税引前利益　　　　　・当期純利益／親会社の所有者に帰属する純利益　　　　　・総資産／資産合計　　　　　・自己資本／親会社の所有者に帰属する持分　　　　　・自己資本比率／親会社所有者帰属持分比率　　　　　・1株当たり当期純利益／基本的1株当たり純利益 
  ・潜在株式調整後1株当たり当期純利益／希薄化後1株当たり純利益　　　　　・1株当たり純資産／1株当たり親会社所有者帰属持分
 2. 2013年度の数値については、IFRIC第21号「賦課金」の適用に伴い遡及修正を行っています。
 3.  ガンホー・オンライン・エンターテイメント（株）（以下、「ガンホー」）は、2015年6月1日より子会社から新たに持分法適用関連会社となりました。これに伴い、2015年4月1日から2015年6月1日の同社の純損益は、非継続事業に区分しているほか、2014年度の同社の純損益についても遡及修正を行い、非継続事

業に区分しています。なお、当社は、保有するガンホー普通株式の一部について、2016年6月23日よりガンホーが実施した自己株式の公開買付けに応募しました。本公開買付けは同年7月21日に完了し、当社が保有するガンホー普通株式のうち245,592,400株について本公開買付けが成立しました。この結
果、2016年8月16日付で、ガンホーは持分法適用関連会社から除外されました。

 4.  当社は2016年7月29日に、保有するSupercell Oyの全ての株式をTencent Holdings Limitedの関係会社に売却しました。これに伴い、2016年7月29日までの期間の同社の純利益は、非継続事業に区分しているほか、2015年度の純利益についても遡及修正を行い、非継続事業に区分しています。
*1 2019年度からリース負債を含む。また、ジャパンネット銀行の銀行業の預金は含まない。
*2 記載の有利子負債から手元流動性（現金及び現金同等物＋流動資産に含まれる短期投資（いずれもジャパンネット銀行のものを除く））を減じて算出
*3 「基本的1株当たり純利益」および「希薄化後1株当たり純利益」は「親会社の所有者に帰属する純利益」を基に算定

  2019年6月28日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っています。1株当たり情報については、当該株式分割に伴う影響を加味して遡及修正しています。
*4 子会社および関連会社の中で株式公開している会社数（2011年度から2014年度には議決権制限優先出資証券を発行していたSFJ Capital Limitedを含む）

過去11年分の主要連結財務データ
各年4月1日から翌年3月31日までの1年間
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業績ハイライト
1. 営業損失1.4兆円（前年度比3.4兆円悪化）

•  ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業損失が1.9兆円 ： このうちソフトバンク・ビジョン・ファンドが当年度末において保有する投資の未実現評価損失
（純額）1.9兆円。Uber、WeWorkおよびその関係会社3社*1の公正価値が減少したほか、新型コロナウイルスの感染拡大の影響に伴い当第4四半期にその他の投資先の公正価値の
合計も大幅減少

•  ソフトバンク事業の営業利益は前年度比7.4％増と好調

2. 親会社所有者に帰属する純損失9,616億円（前年度比2.4兆円悪化）
•  持分法による投資利益6,387億円 ： アリババによるAnt Financial株式取得に伴う利益2,865億円を含む
• 持分変動利益3,398億円 ： アリババの香港上場時の新株発行などに伴い計上
• アリババ株式先渡売買契約決済益1兆2,185億円 ： 繰延税金資産取崩しによる法人所得税への影響額3,618億円*を加味した利益影響額は8,568億円
• ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家持分の増減額5,409億円 

•  財務費用3,009億円*

• 当社100％子会社からWeWorkへの投資関係で合計7,208億円*の損失を計上（FVTPLの金融商品から生じる損失や損失評価引当金繰入額などとして計上）

（* ： 費用の当年度計上額）

経営成績

（注）  経営成績、財政状態のレビューおよび分析における会計期間の略称 
2020年3月31日に終了した1年間（2019年度／当年度） 
2019年6月30日に終了した3カ月間（当第1四半期） 
2019年9月30日に終了した3カ月間（当第2四半期） 
2019年12月31日に終了した3カ月間（当第3四半期） 
2020年3月31日に終了した3カ月間（当第4四半期） 
2019年3月31日に終了した1年間（2018年度／前年度） 
2020年3月31日（当年度末） 
2019年3月31日（前年度末）

IFRS第16号の適用について
当第1四半期からIFRS第16号「リース」を適用しています。IFRS第16号の適用に当たっては、本基準の適用開始による累積的影響額を適用開始日（2019年4月1日）の利益剰余金期首残高の修正とし

て認識しており、前年度の情報は修正再表示していません。また、無形資産のリース取引に対してはIFRS第16号を適用していません。詳細は「連結財務諸表注記 3.重要な会計方針」をご参照ください。

IFRS第16号適用による主な影響
連結財政状態計算書
適用開始日に、資産合計が1,336,695百万円、負債合計が1,324,055百万円、資本合計が12,640百万円、それぞれ増加しました。
主に、従来賃借処理していたオペレーティング・リースを使用権資産とリース負債として計上したことによるものです。
連結損益計算書
適用開始日に使用権資産とリース負債として計上したオペレーティング・リースに係る費用については、従来の賃借料ではなく、 

減価償却費と支払利息として計上しています。

経営成績、財政状態のレビューおよび分析
2020年6月25日時点
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2019年度の業績全般 

（単位 ： 百万円）
2018年度 2019年度 増減 増減率

継続事業
売上高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,093,548 6,185,093 91,545 1.5%
営業利益（ソフトバンク・ビジョン・ファンド
等SBIAの運営するファンドからの営業利益
を除く） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 816,995 566,712 (250,283) (30.6%)
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの
運営するファンドからの営業利益  . . . . . . 1,256,641 (1,931,345) (3,187,986) –

営業利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,073,636 (1,364,633) (3,438,269) –
財務費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (341,937) (300,948) 40,989 (12.0%)
持分法による投資損益  . . . . . . . . . . . . . 320,101 638,717 318,616 99.5%
持分変動利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44,068 339,842 295,774 671.2%
為替差損益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,894 (11,107) (22,001) –
デリバティブ関連損益 . . . . . . . . . . . . . .  158,423 (71,811) (230,234) –
アリババ株式先渡売買契約決済益  . . . . . – 1,218,527 1,218,527 –
FVTPLの金融商品から生じる損益（注1） . . . 36,832 (668,463) (705,295) –
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンドにおける外部投資家持分の増減額（注2） . . . (586,152) 540,930 1,127,082 –
その他の営業外損益 . . . . . . . . . . . . . . . (33,192) (285,562) (252,370) 760.4%

税引前利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,682,673 35,492 (1,647,181) (97.9%)
法人所得税  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (237,023) (797,697) (560,674) 236.5%

継続事業からの純利益  . . . . . . . . . . . . . . 1,445,650 (762,205) (2,207,855) –
非継続事業 
非継続事業からの純利益  . . . . . . . . . . . . . 8,968 (38,555) (47,523) –
純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,454,618 (800,760) (2,255,378) –
親会社の所有者に帰属する純利益 . . . . . . . 1,411,199 (961,576) (2,372,775) –

包括利益合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,502,295 (1,290,339) (2,792,634) –
親会社の所有者に帰属する包括利益  . . . . . 1,440,235 (1,425,587) (2,865,822) –

（注1）  ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド以外で当社が保有する投資の公正価値の変動により発生する損益です。
（注2）  ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドの投資損益から当社英国100％子会社SBIAに支払われる管理報酬およ

び成功報酬、ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドの営業費用ならびにその他の費用を控除した金額を、持分
に応じて外部投資家に分配した固定分配額および成果分配額の合計です。詳細は「連結財務諸表注記  8.ソフトバンク・ビジョン・
ファンド等SBIAの運営するファンド事業 （2）ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドにおける外部投資家持分」をご
参照ください。

1. 売上高
売上高は、前年度比91,545百万円（1.5%）増の6,185,093百万円となりました。ソフトバンク

事業とアーム事業はいずれも増収となったものの、ブライトスター事業は減収となりました。

（参考：為替換算レート）
期中平均レート

2018年度 2019年度
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

1米ドル . . . . . . . 108.71円 111.55円 112.83円 110.46円 110.00円 107.70円 108.98円 109.22円

期末日レート

2018年度末 2019年度末

1米ドル . . . . . . . 110.99円 108.83円
1英ポンド . . . . . . 144.98円 133.32円
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（単位 ： 百万円）
2018年度 2019年度

財務費用 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 341,937 300,948
（うち）ソフトバンクグループ（株）*2  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 250,070 198,243
（うち）ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド . . 33,140 22,459

持分法による投資損益は、前年度比318,616百万円（99.5%）増の638,717百万円となりまし
た。主にアリババの持分法投資利益が321,458百万円（94.9％）増の660,141百万円となったこ
とによるものです。アリババは、Ant Small and Micro Financial Services Group Co., Ltd.（以
下「Ant Financial」、電子決済サービス「Alipay」を運営）などとの間で2014年に締結した契約（そ
の後の変更を含む）に基づき、2019年9月に保有する知的財産の一部をAnt Financialおよびその
子会社へ譲渡し、その対価をもって、Ant Financialの新規発行株式（33％の持分）を取得しました。
これによりアリババは、①Ant Financialおよびその子会社への当該知的財産の譲渡益と、②Ant 

Financial株式の取得価額とAnt Financialの時価純資産のアリババ持分との差額（税効果影響控
除後）の、合計716億中国人民元を利益として認識しました。この影響で当社におけるアリババの
持分法投資利益が286,473百万円増加しています。

（アリババの純利益および当社における同社の持分法投資損益）
12月31日に終了した1年間

2018年 2019年 増減
アリババ

アリババに帰属する純利益（米国会計基準ベース） . .
百万人民元

69,642
百万人民元
172,126

百万人民元
102,484

アリババに帰属する純利益（IFRSベース） . . . . . . . . .
百万人民元

70,714
百万人民元
164,042

百万人民元
93,328

3月31日に終了した1年間
2019年 2020年 増減

当社におけるアリババの持分法投資損益
参考 ： 12月31日現在の経済的持分比率 . . . . . . . . . 29.12% 25.32% (3.8) ポイント

持分法投資利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .
百万人民元

20,644
百万人民元
42,510

百万人民元
21,866

参考 ： 実効為替レート ： 1人民元 . . . . . . . . . . . . . .
円

16.37
円

15.56
円

(0.81)

持分法投資利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .
百万円

338,683
百万円

660,141
百万円

321,458

2. 営業利益
営業利益は、前年度比3,438,269百万円悪化の1,364,633百万円の損失となりました。
営業利益（ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業利益を除く）は、

前年度比250,283百万円（30.6%）減少の566,712百万円となりました。ソフトバンク事業で
63,505百万円、ブライトスター事業で18,068百万円、それぞれのセグメント利益が改善したもの
の、アーム事業で176,785百万円、その他で159,496百万円、それぞれのセグメント利益が悪化
しましたなお、アーム事業の前年度のセグメント利益には中国子会社の合弁事業化に伴い子会社の
支配喪失に伴う利益176,261百万円が含まれていました。
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業利益は前年度比

3,187,986百万円悪化の1,931,345百万円の損失となりました。Uber Technologies, Inc.（以下
「Uber」）やWeWorkおよびその関係会社3社*1への投資の公正価値が減少したほか、新型コロナ
ウイルスの感染拡大の影響などを受けて当第4四半期にその他の投資先の公正価値の合計も大幅
に減少したことに伴い、当年度末においてソフトバンク・ビジョン・ファンドが保有する投資の未実
現評価損失が1,869,283百万円となりました。詳細は66ページ「ソフトバンク・ビジョン・ファンド
等SBIAの運営するファンド事業」をご参照ください。

3. 税引前利益
税引前利益は前年度比1,647,181百万円（97.9％）減少の35,492百万円の利益となりました。
主な営業外損益の増減は以下のとおりです。

財務費用は、前年度比40,989百万円（12.0%）減少の300,948百万円となりました。主にソフ
トバンク（株）の支払利息が17,313百万円増加した一方、ソフトバンクグループ（株）の支払利息*2

が51,826百万円減少しました。これは主に、ソフトバンク（株）の株式上場実現に向けた準備の一
環として、2018年8月にソフトバンク（株）が1兆6,000億円の借入れを行い、全額をソフトバンクグ
ループ（株）からの借入金の返済に充当するとともに、ソフトバンクグループ（株）はその全額を借入
金の返済に充当したことによるものです。この借入金の期限前返済に伴い借入関連費用24,051

百万円を一括償却処理したことも、ソフトバンクグループ（株）の前年度の支払利息を押し上げてい
ました。
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当社による金融機関からWeWorkへの支払保証枠に対するクレジットサポート、および（c）当社
100%子会社によるWeWorkの無担保債券の買い受けについて、いずれも予想信用損失が当初
認識額から償却累計額を控除した金額を上回ったため、それぞれ52,349百万円、90,210百万円
の損失評価引当金繰入額を計上しました。
また、2020年3月に当社の持分法適用関連会社であるOneWeb Global Limited（以下

「OneWeb」）が米国連邦破産法11条に基づく手続きを申請したため、同社への投資について持分
法投資の減損損失49,198百万円を、同社への貸付金について貸倒引当金65,913百万円を計上
しました。
詳細は以下「WeWorkへの投資」および「OneWebへの投融資」をそれぞれご参照ください。

4. 親会社の所有者に帰属する純利益
親会社の所有者に帰属する純利益は、前年度比2,372,775百万円悪化の961,576百万円の損

失となりました。

法人所得税は、前年度比560,674百万円増加の797,697百万円となり、実際負担税率は日本
の法定実効税率の31.5％を大幅に上回りました。これは、主に、ソフトバンク（株）やヤフー（株）で
は法人所得税を計上しているものの、投資事業を行うエンティティーで計上された損失に対して繰
延税金資産を認識していないことによるものです。

非継続事業からの純利益は、前年度比47,523百万円悪化の38,555百万円の損失となりまし
た。主に2019年4月1日から2020年3月31日までの期間におけるスプリントの純損失を計上した
ことによるものです。

5. 包括利益
包括利益合計は、前年度比2,792,634百万円悪化の1,290,339百万円の損失となりました。こ

のうち、親会社の所有者に帰属する包括利益は前年度比2,865,822百万円悪化の1,425,587百万
円の損失となりました。

持分変動利益は、前年度比295,774百万円（671.2%）増の339,842百万円となりました。
2019年11月26日、アリババは香港証券取引所に上場し、その後のオーバーアロットメントを含め
て575百万株の新株を発行しました。この影響などで当社は持分変動利益339,374百万円を計上
しました。なお、当社および当社100％子会社の保有株式数（合計5,390百万普通株）に変動はあ
りません。

為替差損益は、前年度比22,001百万円悪化の11,107百万円の損失となりました。

デリバティブ関連損益は、前年度比230,234百万円悪化の71,811百万円の損失となりました。
以下「WeWorkへの投資」に記載のとおり、当社は1株当たり0.01米ドルでWeWorkの優先株式
に転換可能なワラントを保有しています。当該ワラントについて、契約時から当年度末までの公正
価値の変動額76,259百万円をデリバティブ関連損失として計上しました。なお、前年度には、2019

年1月にNVIDIA Corporation株式に係るカラー取引を決済するまでに発生したデリバティブ関連
利益177,373 百万円を計上していました。

当年度にアリババ株式先渡売買契約決済益1,218,527百万円を計上しました。アリババ株式の
一部資金化による資金調達の一環として、当社100％子会社のWest Raptor Holdings, LLCが
2016年6月にMandatory Exchangeable Trust（以下「Trust」）との間で締結したアリババ株式の
先渡売買契約について、2019年6月、当社がアリババの米国預託株式73百万株をTrustへ譲渡し、
本契約を決済したことに伴い計上しました。

FVTPLの金融商品から生じる損益は、前年度比705,295百万円悪化の668,463百万円の損失
となりました。主に当社100%子会社が保有するWeWorkへの投資の公正価値の減少により
488,479百万円の損失を計上しました。詳細は以下「WeWorkへの投資」をご参照ください。

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家持分の増減額は、
540,930百万円の減少（利益の増加）となりました（前年度は586,152百万円の増加）。

その他の営業外損益は、前年度比252,370百万円悪化の285,562百万円の損失となりました。
以下「WeWorkへの投資」の「（3）クレジットサポートおよび債券の買い受け」に記載されている、（a）
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WeWorkへの投資
コワーキングスペースビジネス「WeWork」を手がけるWeWorkに対しては、ソフトバン

ク・ビジョン・ファンド以外の当社100％子会社（以下「WeWorkへの投資」において、
WeWorkへの投資またはWeWorkとの契約の当事者である当社100%子会社を総称して
「WeWork投資用100％子会社」と呼びます。）が投資を行っているほか、ソフトバンク・ビジョ
ン・ファンドが同社および同社の関係会社3社（WeWork Greater China Holding 

Company B.V（以下「WeWork China」）、WeWork Asia Holding Company B.V（以下
「WeWork Asia」）、WeWork Japan合同会社（以下「WeWork Japan」））に投資を行ってい
ます。2020年3月末現在、これらのWeWorkへの投資の累計額は103億米ドル、その帳簿
価額は24億米ドルです。
当社評価におけるWeWork株式全体の公正価値は、WeWorkが2019年9月30日に株

式上場計画を撤回するとともに事業計画の大幅な見直しを行ったことに加え、当社と同社が
2019年10月22日に合意した以下（1）～（4）の事項の影響もあり、2019年9月末に78億米
ドルまで下落しました。WeWork株式全体の公正価値は、インカム・アプローチ（割引キャッ
シュ・フロー法）で計算した結果、2019年12月末時点で73億米ドル、2020年3月末時点で
29億米ドルでした。2019年12月末から2020年3月末にかけての大幅な下落は、新型コロ
ナウイルスの感染拡大を受けて、①類似公開企業の株価下落を考慮し、継続価値（Terminal 

Value）を算出する際に用いるマルチプルを大幅に引き下げたこと、および②上場されている
WeWorkのSenior Unsecured Noteの価格変動を考慮し、割引率を引き上げたことによる
ものです。
なお、2019年10月30日にWeWorkのガバナンスが変更され、同社取締役会を構成する

10名の取締役のうち5名の指名権が当社に与えられたことから（うち1名はソフトバンク・ビ
ジョン・ファンドが指名します）、同社は当社の関連会社となりました。

2019年10月22日に当社とWeWorkが合意した内容とその進捗は以下のとおりです。（1）
～（3）はWeWork投資用100％子会社に関するものであり、（4）はソフトバンク・ビジョン・
ファンドに関するものです。

（1）既存コミットメントの行使価格の引き下げおよび早期支払い
WeWork投資用100％子会社が当初2020年4月に払い込みを予定していた15億米ド

ル分の既存コミットメントについて、行使価格を1株当たり110.00米ドルから11.60米ド
ルに引き下げた上で、2019年10月30日に全額を払い込みました。この投資の前払い金
のうち、2億米ドル分は2019年11月に、残りの13億米ドル分は2020年4月に、それぞれ
WeWork優先株式に転換済みです。

（2）公開買付け
WeWork投資用100％子会社が、当社以外の株主を対象として1株当たり19.19米ド

ルで最大30億米ドル分の普通株式および優先株式の公開買付け（以下「本公開買付け」）
を開始することで合意しました。当社は2019年11月に本公開買付けを開始したものの、
当該合意に基づく期限である2020年4月1日までに完了に必要な条件のうち複数が充足
されなかったため、当該時点で本公開買付けを取りやめました。

（3）クレジットサポートおよび債券の買い受け
当社が（a）金融機関によるWeWorkへの17億5千万米ドルの支払保証枠（レターオブ

クレジットファシリティー）に対するクレジットサポートを行ったほか、WeWork投資用
100％子会社がWeWorkの発行する（b）最大11億米ドルの担保付シニア債券および（c）
最大22億米ドルの無担保債券の買い受け、またはアレンジを行うことで合意しました。
このうち、当社と金融機関は（a）に関する契約を2019年12月に締結しました。当該契
約においては、当社はWeWorkと連帯して債務を負担しますが、当社が返済を行った場
合にはWeWorkへ求償可能となる契約を別途締結しています。また、WeWork投資用
100％子会社とWeWorkは（c）に関する契約を2019年12月に締結しました。2020年3

月末日現在、発行実績はありません。
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（a）と（c）に関する契約の締結により、その対価として当社は1株当たり0.01米ドルで優
先株式に行使可能なワラントを取得しています。当該ワラントについては、必要な規制当
局の承認を得て、すでに行使可能な状態ですが、2020年6月25日現在、行使していま
せん。
なお、（b）については、公開買付けの完了を前提および条件としていたため、公開買付
の取りやめに伴い、係る債券の買い受けまたはアレンジを行う義務がなくなりました。

（4）WeWork ChinaおよびWeWork Asia株式のWeWork優先株式への交換
最終契約の締結およびクロージング要件の充足を前提として、ソフトバンク・ビジョン・

ファンドが保有するWeWork ChinaおよびWeWork Asiaの全株式をWeWorkの優先
株式に交換することで合意しました。このうち、WeWork Asia株式を1株当たり11.60米
ドルでWeWork優先株式に交換することは2020年4月に完了しました。一方、2020年
3月31日現在、ソフトバンク・ビジョン・ファンドとその他当事者は、WeWork China株式
のWeWork優先株式への交換について協議を継続しています。

2019年10月22日の当社とWeWorkの合意に基づくこれらの取引（取りやめた公開買
付けを除く）の完了後、当社のWeWork株式に対する経済的持分比率（完全希薄化後；ソ
フトバンク・ビジョン・ファンドの持分を含む）は50％以上となります。しかし、WeWorkの
定款の規定および株主間契約により、当社はWeWorkのいずれの株主総会および取締
役会においても議決権の過半数を保有せず同社を支配できないため、同社は当社の子会
社ではありません。また、当社の事実上の代理人として行動している他の当事者は存在し
ません。

WeWork投資用100％子会社からWeWorkへの投資は、普通株式、優先株式および
15億米ドル分の支払い済コミットメントから成ります。このほかに、当社はクレジットサポー
トおよび無担保債券の買い受けコミットメントの対価として取得した1株当たり0.01米ドル

で優先株式に行使可能なワラントを保有しています。2019年10月30日にWeWorkが当
社の関連会社となったことから、普通株式は同日から持分法で処理していますが、優先株
式と投資の前払い金、1株当たり0.01米ドルで優先株式に行使可能なワラントは公正価値
を測定し、その変動を損益として計上しています。詳細は63ページ「WeWork投資用
100％子会社からWeWorkへの投資（2020年3月末現在）」をご参照ください。
上記「（3）クレジットサポートおよび債券の買い受け」の（a）の金融機関によるWeWork

への17.5億米ドルの支払保証枠に対するクレジットサポートは金融保証契約に該当しま
す。また、（c）の最大22億米ドルの無担保債券の買い受けは、市場金利を下回る金利で貸
付金を提供するコミットメント（以下「ローンコミットメント」）に該当します。契約時におい
て、当該金融保証契約およびローンコミットメントにかかる予想信用損失に対する損失評
価引当金を、連結財政状態計算書の「その他の金融負債（流動）」にそれぞれ360百万米ド
ル（39,107百万円）、508百万米ドル（55,088百万円）計上しました。2020年3月31日に
おいて、金融保証契約およびローンコミットメントの予想信用損失が当初認識額から償却
累計額を控除した金額を上回ったため、それぞれ479百万米ドル（52,349百万円）、826

百万米ドル（90,210百万円）の損失評価引当金繰入額を計上しました。2020年3月31日
において、金融保証契約およびローンコミットメントにかかる損失評価引当金を、連結財
政状態計算書上「その他の金融負債（流動）」にそれぞれ819百万米ドル（89,202百万円）、
1,334百万米ドル（145,133百万円）計上しています。
一方、ソフトバンク・ビジョン・ファンドからWeWorkおよび同社の関係会社3社

（WeWork China、WeWork Asia、WeWork Japan）への投資については、普通株式お
よび優先株式のいずれも公正価値を測定し、その変動を損益として計上しています。2020

年3月末現在、これらの投資の累計額は43億米ドル、その公正価値は9億米ドルです。
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（WeWork投資用100％子会社からWeWorkへの投資（2020年3月末現在））
（単位 ： 百万米ドル）

投資種別
累計

投資額
累計
損益

連結財政状態計算書
計上科目

当年度末の
帳簿価額

連結損益計算書
計上科目

連結損益計算書計上損益額
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 2019年度

普通株式
4,500 (3,663)

投資有価証券 –
FVTPLの金融商品
から生じる損益

内訳省略

(769) – – (417)

持分法で会計処理
されている投資 14

持分法による
投資損益 –

（注1）

(29)
（注1）

(11)
（注1）

(40)

その他の
営業外損益 –

（注2）

(78)
（注2）

(35)
（注2）

(113)

優先株式
投資有価証券

823

FVTPLの
金融商品から
生じる損益

(2,901) 524 (533) (3,075)

15億米ドル分の支払い済
コミットメント（行使価格を
110.00米ド ル →11.60米
ドル／株に引き下げた上で
2019年10月30日に行使済）

行使済

転換後
（注3） 200 (138) 62 – (51) (87) (138)

転換前
（注4） 1,300 (894)

その他の金融資産
406 – (331) (563) (894)

行使前
– –

デリバティブ
金融負債 – デリバティブ

関連損益

（注5）

(1,011)
（注5）

1,196 – –

行使価格0.01米ドル/ 
株のワラント 行使前

–
（注6）

(703)
デリバティブ
金融資産

（注6）

165 –
（注6）

(155)
（注6）

(548)
（注6）

(703)

合計 6,000 (5,398) 1,470 2 (4,681) 1,076 (1,777) (5,380)

金融保証契約に係る負債
– (459) その他の金融負債 819

その他の
営業外損益 – – –

（注7）

(459)
（注7）

(459)

ローンコミットメントに係る負債
– (826) その他の金融負債 1,334

その他の
営業外損益 – – –

（注8）

(826)
（注8）

(826)

（注1）  2019年10月30日にWeWorkが当社の関連会社となったため、同日から2020年3月末までの純損失を普通株式持分（希薄化前ベース ： 2.75％（2020年3月末現在））に応じて取り込んでいます。
（注2）  普通株式の公正価値の大幅な減少に伴う減損損失
（注3）  2019年11月に優先株式に転換した2億米ドル分
（注4）  必要な規制当局の承認を経て優先株式に転換予定の13億米ドル分の投資の前払い金。2020年4月に優先株式に転換済み。
（注5）  WeWork投資用100％子会社は、2020年4月に優先株式に転換されるワラント（15億米ドルの未実行のコミットメント）を保有していたため、前年度末から当第2四半期末までの当該ワラントの累計評価損1,196百万米ドルを当第2四半期末の要約四半期連結財

政状態計算書にデリバティブ金融負債として計上し、当第2四半期累計期間（2019年9月30日に終了した6カ月間）の要約四半期連結損益計算書にデリバティブ関連損失として計上しましたが、当該コミットメント実行義務の契約条件を変更の上、2019年10月
30日に15億米ドルを払い込んだことから、当第3四半期末に当該デリバティブ金融負債を全額取り崩しました。

（注6）  当社はクレジットサポートおよび無担保債券の買い受けコミットメントの対価として1株当たり0.01米ドルで優先株式に転換可能なワラントを取得しており、契約時に当該ワラントの公正価値868百万米ドルを連結財政状態計算書の「デリバティブ金融資産」に計上しま
した。その後、主に、当社評価におけるWeWork株式全体の公正価値が78億米ドル（2019年9月末）から73億米ドル（2019年12月末）、29億米ドル（2020年3月末）に下落したため、行使価格0.01米ドル/株のワラントに係るデリバティブ関連損失を計上しました。

（注7）  金融保証契約に係る負債の損失には規則的な償却に伴う利益20百万米ドルと、予想信用損失が当初認識額から償却累計額を控除した金額を上回ったことに伴う損失評価引当金繰入額479百万米ドルが含まれています。
（注8）  予想信用損失が当初認識額から償却累計額を控除した金額を上回ったため、損失評価引当金繰入額を計上しました。
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（ソフトバンク・ビジョン・ファンドからWeWorkへの投資（2020年3月末現在））
（単位 ： 百万米ドル）

投資先 投資種別
累計

投資額
累計
損益

連結財政状態計算書
計上科目

当年度末の
帳簿価額

連結損益計算書
計上科目

連結損益計算書計上損益額

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 2019年度

WeWork 普通株式
優先株式 3,000 (2,477)

FVTPLで会計処理されてい
るソフトバンク・ビジョン・フ
ァンド等SBIAの運営するフ
ァンドからの投資

523
ソフトバンク・ビジョ
ン・ファンド等SBIA
の運営するファンド
からの営業利益

(32) (3,043) 40 (472) (3,507)

WeWorkの関係会社3社
（合計）

普通株式
優先株式 1,250 (835) 415 (23) (395) (64) (593) (1,075)

合計 4,250 (3,312) 938 (55) (3,438) (24) (1,065) (4,582)

OneWebへの投融資
2020年3月、当社の持分法適用関連会社である通信衛星ベンチャーのOneWebが米国連邦破産法11条に基づく手続きを申請しました。同社への投融資に関連して計上した損失は以下

のとおりです。2020年3月末現在、同社への投融資に関する資産の帳簿価額はゼロです。
（単位 ： 百万米ドル）

投融資種別 投融資累計額 連結損益計算書計上科目
連結損益計算書計上損益額

2018年度 2019年度

普通株式
優先株式

1,000

持分法による投資損益 (34) (67)

その他の営業外損益（持分法投資の減損損失） (446) (453)

貸付金
487

その他の営業外損益（受取利息） 22 95

その他の営業外損益（貸倒引当金繰入額） － (604)

ワラント 426 FVTPLの金融商品から生じる損益 67 (493)

OneWebの株主への貸付金（注） 110 FVTPLの金融商品から生じる損益 (39) (71)

合計 2,023 (430) (1,593)

（注）  当社100％子会社によるOneWebの株主への貸付金。当該株主は、当社100％子会社からの借入金を現金または保有するOneWeb株式で返済するオプションを保有しています。
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セグメント情報サマリー
セグメント名称（報告セグメント）

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業

ソフトバンク事業

アーム事業

ブライトスター事業

主な会社
・  SB Investment Advisers (UK) 

Limited
・  SoftBank Vision Fund L.P.

主な会社
・  ソフトバンク（株）
・  Ｚホールディングス（株）

主な会社
・  Arm Limited

主な会社
・  Brightstar Corp.

主な事業の内容
・  ソフトバンク・ビジョン・ファンドによる投資事業

主な事業の内容
・  日本国内での移動通信サービスの提供、携帯端末の販売、 
ブロードバンドなど固定通信サービスの提供
・  インターネット広告やイーコマースサービスの提供

主な事業の内容
・  マイクロプロセッサーのIPおよび関連テクノロジーのデザイン
・  ソフトウエアツールの販売、ソフトウエアサービスの提供

主な事業の内容
・  海外での携帯端末の流通事業

売上高 セグメント利益

    ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業*1　　  ソフトバンク事業　　  アーム事業
    ブライトスター事業　　    その他*2　　    調整額　　　  連結

*1 本事業は財・サービスの販売ではないため、売上高は計上していません。 
*2  その他には、PayPay（株）やFortress Investment Group LLC、福岡ソフトバンクホークス（株）、ラテンアメリカにおけるファンド事業
などの業績が含まれます。

（年度）’18 ’19

（億円）

（年度）’18 ’19

（億円）

20,000

40,000

60,000

80,000

0

-15,000

0

15,000

30,000

-30,000

1,962
-357

1,937

10,827

2,027

9,554

2,067

48,625

12,566

-53
-428

-2,495

8,598

-901
-234

1,340

-19,313

20,736

9,233

46,521

-13,646

-377

-590

-633

61,85160,935
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ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業

（注1） 「ソフトバンク・ビジョン・ファンド2」（予定）による初期段階の投資として取り扱われる見込みの投資を保有する予定の投資ビークルによる投資成果は含みません。
（注2）  営業外損益に計上されたNVIDIA Corporation株式に関連する利益（NVIDIA Corporation株式を対象としたカラー取引によるデリバティブ関連利益等）を含みます。累計実現益（グロス）は外部投資家持分および税金等の控除前の金額です。

1. 投資損失（純額）1.8兆円の計上により、セグメント損失が1.9兆円に
• ソフトバンク・ビジョン・ファンド（注1）

- 2019年度末保有する投資の未実現評価損失（純額）1.9兆円 ： Uber、WeWorkおよびその関係会社3社*1の公正価値が減少したほか、新型コロナウイルスの感染拡大の影響に伴い当第4

四半期にその他の投資先の公正価値の合計も大幅減少
- 投資の売却による実現益583億円 ： 4銘柄の一部株式および1銘柄の全株式を売却

2. ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資および運営の状況
•  2019年度末現在、88銘柄を保有（エグジットした銘柄を除く） ： 投資額合計750億米ドルに対し、公正価値合計696億米ドル。エグジットした銘柄を含めた、設立来の累計実現益（グロス）は

48億米ドルに（注2）

•  新型コロナウイルスの感染拡大の影響による投資先の業績悪化や手元流動性の低下に備え、事業運営の支援や戦略への指導を提供

’19’18

15,000

10,000

5,000

0

-5,000

-10,000

-20,000

-15,000

-25,000 （年度）

-19,313

12,566

セグメント利益
 

（億円） 

’19’18

9,000

3,000

6,000

0

-3,000

-6,000

-9,000

-12,000

-15,000 （年度）
-14,115

8,146

税引前利益
 

（億円） 

事業概要
当事業の業績には、金融行為規制機構（The Financial Conduct Authority）の認可および規制

を受けた当社の英国100％子会社SBIAが運営する、ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびその他
のファンド（主にデルタ・ファンド）などの投資および事業活動の結果が含まれています。
ソフトバンク・ビジョン・ファンドは2017年に活動を開始しました。同ファンドは、「ユニコーン（企
業価値が10億米ドル以上と推定される非公開企業）」を中心に、AIを活用した成長可能性の大きな
企業に対し大規模な投資を行い、中長期的視点から投資成果を最大化することを目指しています。
同ファンドの投資期間は2019年9月12日に終了しましたが、存続期間は原則として2029年11月
20日までです。
ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドにおける分配の性質や、SBIAが受領する
管理報酬および投資の成果に応じて受領する成果報酬の性質の詳細は「連結財務諸表注記　8.ソ
フトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業（2）ソフトバンク・ビジョン・ファンド
およびデルタ・ファンドにおける外部投資家持分、および（3）SBIAの管理報酬および成功報酬」を
ご参照ください。
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当事業におけるファンドの概要
2020年3月31日現在

ソフトバンク・ビジョン・ファンド デルタ・ファンド

主なリミテッド・
パートナーシップ SoftBank Vision Fund L.P. SB Delta Fund (Jersey) L.P.

出資コミットメント総額 986億米ドル（注1） 44億米ドル（注1）

当社 ： 331億米ドル（注2）

外部投資家 ： 655億米ドル（注1）
当社 ： 44億米ドル
外部投資家 ： −（注1）

ジェネラル・パートナー SVF GP (Jersey) Limited
（当社海外100％子会社）

SB Delta Fund GP (Jersey) Limited
（当社海外100％子会社）

投資期間 2019年9月12日に終了（注3） 2019年9月12日に終了（注3）

存続期間 2029年11月20日まで（原則） 2029年9月27日まで（原則）

（注1）  ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドにおける外部投資家の出資コミットメントは、両ファンドの合計額で定
められているため、それぞれのファンドの出資コミットメント総額およびコミットメント残額は、もう一方のファンドにおける外
部投資家の支払義務の履行状況により変動します。当第2四半期において、Xiaoju Kuaizhi Inc.（以下「DiDi」）への投資に
ついてデルタ・ファンドからソフトバンク・ビジョン・ファンドへの売却が決済され、デルタ・ファンドは当該売却収入を同ファ
ンドのリミテッド・パートナーに分配し、支払義務履行額の返還を行いました。これに伴い、デルタ・ファンドにおける外部投
資家の出資コミットメント総額16億米ドルはソフトバンク・ビジョン・ファンドの出資コミットメントとして返上されました。

（注2）  ソフトバンク・ビジョン・ファンドへの当社の出資コミットメントは、Arm Limited株式を活用した約82億米ドル相当の支払義
務履行分（2018年度末までに全該当株式を拠出済み）のほか、ソフトバンク・ビジョン・ファンドに関連するインセンティブ・ス
キームへ活用される予定の50億米ドルを含みます。

（注3）  ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資期間は、2022年11月20日または累計投資額（リミテッド・パートナーによる支払義
務履行済みかつ投資実行済みの金額と投資のための留保額の合計）が出資コミットメント総額の85％相当に達した後SBIAが
マネージャーとしての裁量によって投資期間の終了を決定するまでのいずれか早いほうまでと定められています。2019年
9月12日、同日までに累計投資額が出資コミットメント総額の85％相当に達したことに伴い、SBIAの決定によりソフトバン
ク・ビジョン・ファンドの投資期間が終了しました。出資コミットメント総額の残りの15％相当額は、合弁会社への投資を含む
既存投資先への追加投資や固定分配、財務関連費用への充当を目的に留保されています。なお、ソフトバンク・ビジョン・ファ
ンドの投資期間の終了に伴いデルタ・ファンドの投資期間も2019年9月12日に終了しました。

ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドの資金の状況
2020年3月31日現在

（単位 ： 十億米ドル）
合計 当社 外部投資家

出資コミットメント　（A）
ソフトバンク・ビジョン・ファンド  . . . . . . . . . . . . 98.6 33.1 （注1） 65.5

デルタ・ファンド . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4.4 4.4 –（注2）

リミテッド・パートナーによる
支払義務履行額合計*3　（B）
ソフトバンク・ビジョン・ファンド  . . . . . . . . . . . . 78.3 28.6 49.7

デルタ・ファンド . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3.8 3.8 *4 –（注2）

（B）のうちリミテッド・パートナーへの返還額
（再コール不可）
　ソフトバンク・ビジョン・ファンド*5  . . . . . . . (5.5) (0.9) (4.6)

　デルタ・ファンド*6   . . . . . . . . . . . . . . . . . (3.5) (3.5) –（注2）

コミットメント残額（C）=（A）–（B）
ソフトバンク・ビジョン・ファンド  . . . . . . . . . . . . 20.3 4.5 15.8

デルタ・ファンド . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 0.6 0.6 –（注2）

（注1）  ソフトバンク・ビジョン・ファンドへの当社の出資コミットメントは、Arm Limited株式を活用した約82億米ドル相当の支払義
務履行分（2018年度末までに全該当株式を拠出済み）のほか、ソフトバンク・ビジョン・ファンドに関連するインセンティブ・ス
キームへ活用される予定の50億米ドルを含みます。

（注2）  当第2四半期において、DiDiへの投資についてデルタ・ファンドからソフトバンク・ビジョン・ファンドへの売却が決済され、
デルタ・ファンドは当該売却収入を同ファンドのリミテッド・パートナーに分配し、支払義務履行額の返還を行いました。これ
に伴い、デルタ・ファンドにおける外部投資家の出資コミットメント総額16億米ドルはソフトバンク・ビジョン・ファンドの出資
コミットメントとして返上されました。

067企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



業績全般
（単位 ： 百万円）

2018年度 2019年度 増減 増減率

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの
運営するファンドからの投資損益 . . . . . 1,302,838 (1,844,867) (3,147,705) –

投資の売却による実現損益  . . . . . . 296,531 58,340 (238,191) (80.3%)

投資の未実現評価損益  . . . . . . . . . 1,013,228 (1,917,694) (2,930,922) –

当年度計上額 . . . . . . . . . . . . . . 1,378,553 (1,877,682) (3,256,235) –

過年度計上額のうち実現損益への 
振替額（注） . . . . . . . . . . . . . . . . . (365,325) (40,012) 325,313 –

投資先からの利息配当収益  . . . . . . 4,522 12,848 8,326 184.1%

デリバティブ関連損益 . . . . . . . . . . – 145 145 –

為替換算影響額 . . . . . . . . . . . . . . (11,443) 1,494 12,937 –

営業費用 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (46,197) (86,478) (40,281) 87.2%

セグメント利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,256,641 (1,931,345) (3,187,986) –

財務費用（支払利息） . . . . . . . . . . . . . (33,141) (22,459) 10,682 (32.2%)

為替差損益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 68 321 253 372.1%

デリバティブ関連損益  . . . . . . . . . . . . 177,373 – (177,373) –

外部投資家持分の増減額 . . . . . . . . . . (586,152) 540,930 1,127,082 –

その他の営業外損益  . . . . . . . . . . . . . (232) 1,067 1,299 –

税引前利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 814,557 (1,411,486) (2,226,043) –

（注）  当年度に4銘柄の一部株式および1銘柄の全株式を売却したことに伴い、これら売却した投資について過年度に計上していた
未実現評価益40,012百万円（純額）を「投資の売却による実現損益」に振り替えました。

セグメント利益
セグメント損失は1,931,345百万円（前年度は1,256,641百万円の利益）となりました。このう

ち、ソフトバンク・ビジョン・ファンドが当年度末に保有する投資88件の未実現評価損益は
1,869,283百万円（17,263百万米ドル）の損失となりました。これは、株価下落に伴いUberにつ
いて5,179百万米ドルの損失、WeWorkおよびその関係会社3社について4,582百万米ドルの損
失（詳細は61ページ「WeWorkへの投資」をご参照ください）、当第4四半期の新型コロナウイルス
の感染拡大の影響に伴う大幅な公正価値減少などにより、その他の投資先について合計7,502

百万米ドルの損失を計上したことによるものです（下表参照）。

（ソフトバンク・ビジョン・ファンドが当年度末に保有する投資の未実現評価損益の内訳）
（単位 ： 百万米ドル）

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 2019年度

Uber . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,076) (3,536) (162) (405) (5,179)

WeWorkおよび関係会社3社 . . . . (55) (3,438) (24) (1,065) (4,582)
その他の投資先 . . . . . . . . . . . . . . 4,877 (1,845) (1,552) (8,982) (7,502)
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,746 (8,819) (1,738) (10,452) (17,263)

その他の投資先については、当第4四半期に合計8,982百万米ドルの評価損失を計上しました。
2020年初頭からの新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に伴い、イーコマースやヘルスケアな
どの事業を営む一部の投資先は堅調な業績となったことにより公正価値が上昇したものの、多くの
投資先において、各国における経済活動の停滞や外出規制などの影響で事業活動上の支障が生じ
キャッシュ・フローの見通しが悪化したことなどにより、公正価値が減少したことによるものです。
とりわけ、Consumerセクターで合計3,257百万米ドル、Transportation & Logisticsセクター
（Uberを除く）で合計2,381百万米ドル、Real Estate & Constructionセクター（WeWorkおよび
関係会社3社を除く）で合計2,196百万米ドル、それぞれ公正価値が減少したため、同減少額を損
失として計上しました。

（再掲）ソフトバンク・ビジョン・ファンドが保有する投資の当年度の公正価値変動内訳
米ドルベース ： 期首帳簿価額（当年度に取得した場合は取得価額）と当年度末公正価値との比較

2019年度の公正価値変動 銘柄数 2019年度に計上した未実現評価損益

増加  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19 3,473百万米ドル 

減少  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 50 (20,736百万米ドル)

変動なし  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19 –

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 88 (17,263百万米ドル)

また、4銘柄の一部株式および1銘柄の全株式を売却したことにより、投資の売却による実現益
58,340百万円を計上しました。
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投資先の公正価値は、公開会社の場合は、取引相場価格を用いて測定しています。未公開会社
の場合は、直近の第三者間取引、あるいはマーケット・アプローチやコスト・アプローチまたはイン
カム・アプローチを用いて公正価値を測定しています。

新型コロナウイルスの感染拡大の影響
新型コロナウイルスの感染拡大に伴う各国における経済活動の停滞や外出規制、株式市場の混
乱は、ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資先の事業活動および公正価値評価に大きな影響をも
たらしており、この影響は今後も継続することが見込まれます。イーコマースやヘルスケアなどの
事業を営む一部の投資先には好影響を与える一方、多くの投資先の事業活動に支障をもたらし、各
社の業績、ひいては当社連結財務諸表において評価される公正価値が悪化する要因となっていま
す。2019年度末における投資先の公正価値評価は、新型コロナウイルスによる投資先固有の影響
の現時点での見込みや各社の手元流動性、市場および類似企業の状況、上昇した市場ボラティリ
ティーなどの要素に基づいて行われています。
投資先の事業への支援として、SBIAは、投資先企業と緊密に連携しながら、収益の減少や流動
性の低下など、事業環境のさらなる悪化に備えるための事業運営の支援や戦略の指導を行い、新
型コロナウイルスの感染拡大による経済悪化局面における事業への悪影響の低減を図っています。
また、投資先に対し、手元資金を活用した精緻なキャッシュ・フロー計画を立てることによりコスト構
造を最適化し、事業の継続と柔軟性を確保するよう促しているほか、現金準備残高および各投資
先のセクターおよびビジネスモデルに基づく新型コロナウイルスの感染拡大への感応度を評価した
上で、①手元資金の保全、②コスト削減、③事業継続のための応急措置、④短期的な善後策、⑤在
宅勤務に基づくオフィススペースの最適化、⑥利用可能な政府補助策の確認、に関する助言を行っ
ています。

ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドの投資の状況
ソフトバンク・ビジョン・ファンド
2020年3月31日現在 ： 売却した投資を除く

（単位 ： 十億米ドル）
セクター 銘柄数 取得価額 公正価値 増減

コンシューマー . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15 11.5 12.8 1.3

エンタープライズ  . . . . . . . . . . . . . . . . 8 2.3 3.4 1.1

フィンテック . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11 4.9 4.8 (0.1)

フロンティアテック . . . . . . . . . . . . . . . . 10 10.8 10.4 (0.4)

ヘルステック  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10 2.5 4.8 2.3

リアルエステート＆コンストラクション . . . . 11 9.9 4.6 (5.3)

トランスポーテーション＆ロジスティクス . . 23 33.1 28.8 (4.3)

合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 88 75.0 69.6 (5.4)

2019年度における新規投資
当年度において、ソフトバンク・ビジョン・ファンドは、合計156億米ドルの投資を行いました（既

存投資先への追加投資を含みます）。
このうち、当社からの売却により、ANI Technologies Private Limited（Ola）への投資および

WeWork Chinaへの投資を合計950百万米ドル（当社が売却を決定した際の公正価値）で取得しま
した。なお、これらの投資の当社の当初取得額は合計696百万米ドルでした。

ソフトバンク・ビジョン・ファンドの全投資先のリストについては、21ページをご覧ください。

公正価値測定の詳細は当社ウェブサイト掲載資料「SoftBank Vision Fund ビジネスモデルと会計処理」をご参照ください。
https://group.softbank/system/files/pdf/ir/presentations/2019/investor_20181107_02.pdf
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当社からの売却によりソフトバンク・ビジョン・ファンドが取得する投資
ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資の中には、同ファンドが直接取得するもののほか、
その投資対象に合致する場合に限り、当社からの売却により取得するものがあります。当
社から売却されうる投資は、①当社でソフトバンク・ビジョン・ファンドへの紹介を前提とし
て取得し、かつ、その取得時点でソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資対象に合致してい
た投資（以下「ブリッジ投資」）のほか、②それ以外の投資（例えば、当社による取得時点で
はソフトバンク・ビジョン・ファンドへの紹介を前提としていない、または紹介を前提として
取得したものの、その取得時点でソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資対象に合致してい
なかったため、ソフトバンク・ビジョン・ファンドへの売却には新たにリミテッド・パートナー
による合意が必要な投資を含みます。）があります。
このような投資について、当社は、ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資委員会などに
よる合意（および必要に応じてリミテッド・パートナーからの合意）や関係規制当局の承認が
得られた時点で、移管が決定されたと認識します。売却は、当社が移管の提案を機関決定
した時点の公正価値を基礎とした価格で行われ、当該価格がファンドにとっての取得額とな
ります。また、連結財務諸表上の表示においては、当該投資は、当社による移管決定の認
識を起因として、ソフトバンク・ビジョン・ファンドによる投資として表示されます。
なお、期中で移管された投資について、期首帳簿価額（または当年度中の取得価額）とソ

フトバンク・ビジョン・ファンドへの売却額との差額は連結損益計算書上の営業外利益に計
上される一方、売却額（ソフトバンク・ビジョン・ファンドにとっての取得額）からの公正価値
の変動はソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業のセグメント利益
として計上されます。当該移管はグループ内取引のため、当社連結財務諸表上、相殺・消
去されています。

デルタ・ファンド
当年度末現在、デルタ・ファンドが保有する投資はありません。
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ソフトバンク事業（旧ヤフー事業含む）

業績全般
コンシューマ向けサービスを中心とする通信事業が牽引し増収増益を達成しました。「SoftBank」、

「Y!mobile」、「LINEモバイル」の3ブランドを擁するスマートフォンの累計契約数が前年度末比205

万件増の2,413万件、光回線サービス「SoftBank 光」の累計契約数が前年度末比47万件増の639

万件となるなど顧客基盤が順調に拡大した結果、コンシューマ向けサービスの通信サービス売上
が伸長し増収となりました。この増収が利益に結び付いた結果、セグメント利益は増益となりました。
なお、2019年6月27日付でヤフー（株）（現Ｚホールディングス（株））はソフトバンク（株）の子会社

となりました。これに伴い、2018年4月1日より、同社の業績をソフトバンク事業の一部として遡及
して表示しています。同事業におけるＺホールディングス（株）の営業利益は前年度比11.8％増加し
ました。主に（株）ZOZOの子会社化や既存のイーコマース事業、広告事業の増収によるものです。 

Ｚホールディングス（株）による（株）ZOZOの子会社化
2019年11月13日、Ｚホールディングス（株）は、イーコマース事業の強化を目的に、衣料品通販

サイトを運営する（株）ZOZOの普通株式152,952,900株（議決権割合50.1％）を400,737 百万円
で取得しました。これに伴い、同日付で（株）ZOZOは当社、ソフトバンク（株）およびＺホールディン
グス（株）の子会社となりました。同日から当年度末までの（株）ZOZOの業績をソフトバンク事業に
含めて表示しています。（株）ZOZOの子会社化の詳細は「連結財務諸表注記　9．企業結合」をご参
照ください。

Ｚホールディングス（株）とLINE（株）の経営統合
2019年12月、Ｚホールディングス（株）とLINE（株）は、日本・アジアから世界をリードする「AI（人

工知能）テックカンパニー」になることを目指して、それぞれの親会社であるソフトバンク（株）と
NAVER Corporationを含む4社間で経営統合（以下「本経営統合」）に関する最終契約を締結しまし

た。ソフトバンク（株）とNAVER Corporationは、本経営統合を実現するための取引の一環として、
2020年5～6月に両社が共同してLINE（株）株式を対象に公開買付けを開始することを目指してい
ます。本経営統合後の上場統合会社であるＺホールディングス（株）は、当社およびソフトバンク（株）
の子会社となる予定です。なお、本経営統合は、競争法、外為法その他法令上必要なクリアランス・
許認可等の取得が完了することを前提としています。

新型コロナウイルスの感染拡大の影響
ソフトバンク（株）においては、通信サービス契約者は引き続き安定的に推移し、外出自粛の影響
で通信サービス契約者のデータ使用量が増加すると見込んでいるものの、店舗へ来店する顧客数
が減少すると見込んでいます。また、法人顧客からのテレワーク需要が増大すると見込んでいる一
方で、対面販売の機会の減少などによる悪影響も見込んでいます。このほか、Ｚホールディングス
（株）においては、イーコマースの利用が増加すると見込んでいるものの、広告出稿や宿泊・飲食予
約サービスの利用の減少を見込んでいます。

（注）  ソフトバンク（株）によるヤフー（株）の子会社化に伴い、2018年4月1日より、同社の業績をソフトバンク事業の一部として遡及
して表示しています。

1. 通信サービスの顧客基盤が順調に拡大し、増収増益を達成

2. 2019年6月、ソフトバンク（株）がヤフー（株）（現Ｚホールディングス（株））を子会社化

3. 2019年12月、Ｚホールディングス（株）がLINE（株）との経営統合に関する最終契約を締結
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ソフトバンク（株）の業績や営業概況に関する詳細な情報は、同社ウェブサイトをご参照ください。
https://www.softbank.jp/corp/ir/

071企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020

https://www.softbank.jp/corp/ir/


アーム事業

事業概要
アームは主に、低消費電力型マイクロプロセッサーおよび関連テクノロジーのデザインなど、半
導体のIP（回路の設計情報などの知的財産）のライセンス事業を行っています。当社による買収後、
アームは、技術関連人員を増強し、研究開発への投資を加速しています。技術力の強化により、既
存市場でのシェア維持・獲得および新規市場の開拓に向けた新技術開発を図っています。

市場の動向とその影響
アームの業績は半導体市場の動向に強く影響を受けることがあり、アームの事業が関連する半
導体市場の売上高は、2018年後半から減少し始め、2018年11月から前年同月比マイナス が続い
ていましたが、2019年10月には前年同月比1.0％*7のプラスに転じました。半導体市場には回復
の兆しが見られるものの、足元で起きている貿易摩擦や特定企業への制裁の影響にさらされてい
ます。このほか、新型コロナウイルスの感染拡大による影響もあり、来年度については、今後、コン
シューマー・エレクトロニクスの出荷数が減少すればロイヤルティ―収入の減少要因となるほか、半
導体企業が売上減少を受けて新規ライセンス契約締結を延期すればライセンス収入の減少要因と
なります。しかしながら、現時点で半導体業界全体、またはアームへの悪影響を見通すことは時期
尚早と考えています。
足元でこうしたリスクは残るものの、今後半導体市場が回復するにつれ、アームは再度成長軌道

に転じるものと見込んでいます。さらに今後テクノロジーの高度化が進むにつれ、アームのテクノ
ロジーが活用される機会は長期的に拡大していくと期待しています。
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（億円） 
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1,340

セグメント利益
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（注）  セグメント利益には、アーム買収時に行った取得原価配分により計上した無形資産の償却費が、当年度は50,544百万円、前
年度は56,535百万円含まれています。

1. 売上高は前年度比2.0％増。セグメント利益は前年度の一時益影響により大幅減
•  ライセンス収入が前年度比6.4％増（米ドルベース） ： ライセンシーへの新テクノロジーの納入が増収に大きく寄与
•   半導体業界の景況悪化の影響を受けるも、ロイヤルティー収入は前年度比1.5%減にとどまる（米ドルベース）
•  セグメント利益は、中国事業の合弁化に伴い前年度に1,763億円の一時益を計上した影響により減少

2. 研究開発強化が徐々に結実
•  新テクノロジーのライセンス契約締結は引き続き好調。未発表のプロセッサーのライセンス契約を当第4四半期に6件締結
•  当第4四半期に次世代アームプロセッサーを含む複数の新テクノロジーの納入を開始し、収益の計上を開始
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（米ドルベースの売上高）　
（単位 ： 百万米ドル）

2018年度 2019年度 対前年度
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 合計 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 合計 増減 増減率

テクノロジー・ライセンス収入  . . . . . . . . 85 124 125 213 547 125 87 130 240 582 35 6.4%
テクノロジー・ロイヤルティ収入  . . . . . . . 261 285 305 247 1,098 240 254 312 275 1,081 (17) (1.5%)
ソフトウエアおよびサービス収入  . . . . . . 35 47 56 53 191 53 55 63 64 235 44 23.0%
売上高合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 381 456 486 513 1,836 418 396 505 579 1,898 62 3.4%

業績全般
売上高（米ドルベース）
アームの売上は主に米ドル建てであるため、本項の売上高は米ドルベースの実績を記載しています。
当年度の売上高は米ドルベースで前年度から3.4％増加しました。半導体市場減速の影響でテク

ノロジー・ロイヤルティー収入が減少したものの、ソフトウエアおよびサービス収入とテクノロジー・
ライセンス収入が前年度を上回りました。

テクノロジー・ライセンス収入
テクノロジー・ライセンス収入は前年度から6.4％増加しました。これは主に、当年度にかけてラ

イセンス契約の締結を進めてきた新テクノロジーの一部を、当第4四半期にライセンシーへ納入し
たことによるものです。新テクノロジーの中には、スマートフォン、サーバー、自動車などのあらゆ
る最終製品市場に特化した新プロセッサーや、モバイルコンピューティングやIoTアプリケーション
向けのAIアクセレレーターの新シリーズなどがあります。アームは、当社による買収直後から、こ
れらの新テクノロジーの開発に取り組んできました。
新テクノロジーのライセンス契約の締結は、当第1四半期から行ってきましたが、テクノロジーが

ライセンシーへ納入されるタイミングで、ライセンス収入として計上されます。当第4四半期に、新
テクノロジーの一部がライセンシーへ納入され、同四半期のライセンス収入はアーム史上最高額と
なりました。当年度アームは、来年度以降に納入予定の新テクノロジーのライセンス契約も順調に
締結し、これらは来年度以降のライセンス収入の底上げに寄与することが見込まれます。また、こ
れらの新テクノロジーの多くは既存テクノロジーよりも機能性に優れていることから、ロイヤルティー
単価の上乗せにつながり、今後長期にわたりアームのテクノロジー・ロイヤルティー収入に貢献す

ることが期待されます。

テクノロジー・ロイヤルティー収入
テクノロジー・ロイヤルティー収入は前年度から1.5%減少しました。これは主に、世界的なスマー

トフォン需要の鈍化とチップの出荷減速の影響によるものです。一方、当第4四半期のテクノロジー・
ロイヤルティー収入は、5G対応スマートフォンの出荷数増加と市場の回復により、前年同期から
11.3%増加しました。

ソフトウエアおよびサービス収入
ソフトウエアおよびサービス収入は前年度比23.0％増となりました。これは主に2018年8月の

Treasure Data, Inc.の買収以降にサービスの提供を開始した、アームのデータマネジメント事業が
順調に拡大を続けていることによるものです。

セグメント利益
前年度においてアーム事業のセグメント利益にはアームの中国子会社が合弁事業化により持分
法適用関連会社となったことに伴い計上した子会社の支配喪失に伴う利益176,261百万円が含ま
れていたことにより、セグメント利益は減益となりました。
なお、当年度末の従業員数は前年度末から751人（12.5％）増加しました。アームは今後も、収
益性を考慮しながら研究開発プロジェクト構成や開発拠点を最適化することにより、ROIの最大化
に取り組んでまいります。
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営業概況
ライセンス

（単位 ： 件）
当第4四半期 

締結分
2019年度末 
累計契約数

プロセッサー・ファミリー別内訳
クラシック（Arm7、Arm9、Arm11） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1 451
Cortex-A . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14 405
Cortex-R . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 112
Cortex-M . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10 595
Mali  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9 204
プロセッサー・ライセンス契約数 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 34 1,767
（注） プロセッサー・ライセンスの累計契約数は、ロイヤルティー収入の発生が将来的に見込まれるライセンス契約のみを含みます。

当第4四半期のプロセッサー・ライセンス契約締結数は、未発表の高度な新テクノロジーに対す
る6件のライセンスを含め、34件となりました。当第4四半期に締結されたライセンス契約では、ス
マートフォン、ネットワーク機器、スポーツ用品に組み込まれる通信チップやセンサーなどのIoT機
器向けの高度なマイクロ・コントローラーなど、広範囲な最終製品市場でアームのテクノロジーの
使用が予定されています。

ロイヤルティー・ユニット*8

2018年 2019年
10～12 
月期

1～3 
月期

4～6 
月期

7～9 
月期

10～12 
月期

ロイヤルティー・ユニット出荷数
（ライセンシーからの報告に 
基づく実績ベース）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . 54億個 48億個 56億個 64億個 60億個
成長率（前年同期比） . . . . . . . . . . . . . . . . . (6.9%) (9.4%) 0.2% 3.2% 11.1%

2019年10～12月期のロイヤルティー・ユニットの出荷数は60億個となり、同期間の半導体業
界のチップ出荷数が前年同期から0.6%の微増*7となる中、前年同期から11.1％増加しました。
一方、上記「市場の動向とその影響」にて記述のとおり、新型コロナウイルスの感染拡大により、来
年度のロイヤルティー・ユニット出荷数は減少影響を受ける可能性があります。この影響を受けつ
つも、アームは引き続き、ターゲットとなる最終製品市場におけるシェアを維持・拡大することを見
込んでいます。
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技術開発
アームは以下を重点投資分野とし、モバイル事業および潜在的成長性の高い事業におけるテク

ノロジーの開発に取り組んでいます。

重点投資分野と主な進捗
モバイルコンピューティング
オポチュニティー ： モバイル端末用メインチップのシェアは既に95％超

ロイヤルティー単価が長年にわたり上昇傾向
当第1四半期 ： AIや5Gなどの新技術への対応を強化した次世代スマートフォン向けプロセッサ

ーを発表（2020年に上市予定）
当第2四半期 ： モバイル端末やコンシューマー機器の性能と安全性を向上させる、IP開発用のプ

ラットフォーム型新アプローチ「Total Compute」を発表 

当第3四半期 ： モバイルやゲーム端末など、幅広いコンシューマー機器にAI対応アプリケーショ
ンを搭載可能となる新プロセッサーを発表

インフラ
オポチュニティー ： ネットワーク・インフラ市場シェアが拡大中

データセンター用サーバー市場シェアも確立途上
当第1四半期 ： クラウド分野におけるアームベースサーバーの技術開発加速に向けた、Marvell 

Technology Group Ltd.との戦略的パートナーシップを発表
当第3四半期 ： •  Amazon Web Service Inc.が同社Graviton2サーバーチップへの「Neoverse」

第1世代テクノロジーの採用を発表。従来のサーバーと比較して、同社の顧客
にとって最大40％のコスト削減が可能

•  理化学研究所と富士通（株）が共同開発した、アームベースのハイパフォーマン
スチップ搭載のスーパーコンピューター富岳が、スーパーコンピューターの消
費電力性能のランキングGreen500において、世界1位を獲得

当第4四半期 ： Marvell Technology Group Ltd.とMellanox Technologies, Ltd.がSmartNICs
の新シリーズを発表。データーセンターにおける、メインサーバーチップからのあら
ゆるタスク処理の負荷が軽減

自動車
オポチュニティー ： 自動車のスマート化に伴い高度処理能力需要が上昇する中、アームのテクノロジ

ーは省電力性で好位置に付け、多くの自動車向けチップ開発企業とライセンス契
約を締結済み

当第2四半期 ： 自動運転車の実用化促進に向けた技術標準化を目指し自動車業界のパートナー
と「Autonomous Vehicle Computing Consortium（AVCC）」を設立

IoT
オポチュニティー ： IoTの真価発揮に不可欠な安全性や耐久性を追求し、IoT機器ネットワーク内での

安全なデータ管理用テクノロジーを開発
当第1四半期 ： Samsung Electronics Co., Ltd.とIoTチップの新製造プロセスのデモを実施
当第2四半期 ： IoTアプリケーションなどで特定用途へのアームCPUの最適化が可能となる新機

能「Arm Custom Instructions」を発表
当第4四半期 •  Bayer AGが、アームとVodafone Groupが共同開発したスマートラベルの使

用を発表。通信接続を活用したIoTで、サプライチェーンにおける商品管理の強
化が可能に

•  新CPUと機械学習アクセレレーターを発表。IoT機器へAIテクノロジーの搭載
が可能に

アームの事業およびテクノロジーに関する詳細な情報は、同社ウェブサイトをご参照ください。
https://www.arm.com
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2018年度 2019年度
（件） 2018年度 2019年度 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

契約締結数  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 125 147 16 35 42 32 28 34 51 34
プロセッサー・ファミリー別内訳
クラシック（Arm7、Arm9、Arm11） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 1 – – – – – – – 1
Cortex-A  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 53 3 14 8 10 7 13 19 14
Cortex-R . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 12 8 1 5 3 3 2 1 5 –
Cortex-M . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 59 65 11 13 21 14 19 18 18 10
Mali . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19 20 1 3 10 5 – 2 9 9

累計契約数 
（ロイヤルティー収入の発生が見込まれるライセンス契約のみ） . . . . . 1,593 1,627 1,662 1,694 1,671 1,692 1,741 1,767
プロセッサー・ファミリー別内訳
クラシック（Arm7、Arm9、Arm11） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 499 499 499 499 452 451 451 451
Cortex-A  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 337 350 353 363 367 373 392 405
Cortex-R . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 95 100 103 106 109 109 113 112
Cortex-M . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 493 506 525 539 556 573 590 595
Mali . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 169 172 182 187 187 186 195 204

契約締結社数  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 85 93 12 26 27 20 24 21 24 24
既存 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 66 71 9 21 21 15 18 14 17 22
新規 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19 22 3 5 6 5 6 7 7 2

アーム事業 主要事業データ
ライセンス

2018年 2019年
（十億個） 2018年 2019年 1–3月 4–6月 7–9月 10–12月 1–3月 4–6月 7–9月 10–12月
ロイヤルティー・ユニット出荷数 
（ライセンシーからの報告に基づく実績ベース） . . . . . . . . . . . . . . . 22.5 22.8 5.3 5.6 6.2 5.4 4.8 5.6 6.4 6.0

ロイヤルティー・ユニット

2018年度 2019年度
（名） 2018年度 2019年度 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4
従業員数  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,707 5,990 5,970 5,987 6,064 6,365 6,520 6,738
（うち）技術関連業務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,697 4,940 4,887 4,858 4,882 5,126 5,181 5,375

従業員数

（注） 1.  従業員数：臨時雇用者数を含む
 2.  技術関連業務従業員：アームのテクノロジー製品およびサービスの調査、開発、メンテナンス、実装、サポートなどに従事する従業員
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その他

日本でスマートフォン決済サービスを手掛けるPayPay（株）が82,234百万円の営業損失を計上
しました。主に、ユーザー獲得と利用促進を目的とした大規模なキャンペーンを実施したことや、
サービス利用可能店舗の拡大に引き続き積極的に取り組んだことによるものです。
また、ラテンアメリカのファンド事業において、ブラジルレアルなどの投資通貨の価値下落や投資
の公正価値の減少により62,212百万円の営業損失を計上しました。

「その他」に含まれるPayPay（株）の業績
（単位 ： 百万円）

2018年度 2019年度 増減 増減率

売上高 . . . . . . . . . . . . . . 595 9,159 8,564 –

営業利益 . . . . . . . . . . . . (36,559) (82,234) (45,675) –

ブライトスター事業
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財政状態

1. 投資の状況
•  ソフトバンク・ビジョン・ファンドからの投資の帳簿価額は6.7兆円（前年度末比4,340億円減）（注1）

ソフトバンク・ビジョン・ファンドが新規投資を実行した一方、Uber、WeWorkおよびその関係会社3社*1の公正価値が減少したほか、新型コロナウイルスの感染拡大の影響に伴い当第4四
半期にその他の投資先の公正価値の合計も大幅減少

•  WeWorkおよびその関係会社への投資の帳簿価額は合計2,620億円（前年度末比6,033億円減）
- 当社100%子会社からの投資の帳簿価額は1,599億円（前年度末比1,155億円減）（注2）

- ソフトバンク・ビジョン・ファンドからの投資の帳簿価額は1,021億円（前年度末比4,878億円減）

2.  スプリント事業を2019年度末に売却目的保有に分類された処分グループに分類し、区分表示（注3）

資産 ： 「売却目的保有に分類された資産」として表示
負債 ： 「売却目的保有に分類された資産に直接関連する負債」として表示

同社の有利子負債およびリース負債合計4.7兆円（当年度末時点）を連結有利子負債およびリース負債から除外
資本 ： 「売却目的保有に分類された資産に直接関連するその他の包括利益累計額」として表示

3. 財務活動
•  ソフトバンクグループ（株）の資金調達を行う100%子会社
アリババ株式やソフトバンク（株）株式を活用し合計1.1兆円を調達

•  ソフトバンク・ビジョン・ファンド
保有株式の一部を活用した借入れにより36.5億米ドルを調達（当第4四半期に元本の一部を返済）のほか、投資の資本効率向上などのために設定した借入枠を利用した借入れを
実施

（注1）  アームは当社の子会社のため、同社への投資はソフトバンク・ビジョン・ファンドからの投資に含まれません。
（注2）  詳細は61ページ、「WeWorkへの投資」をご参照ください。
（注3）  当年度末において区分表示された各科目の主な種類別の内訳については、「連結財務諸表注記　6.非継続事業」をご参照下さい。

（単位 ： 百万円）
2019年3月31日 2020年3月31日 増減 増減率

資産合計 . . . . . . . . . . . . 36,096,476 37,257,292 1,160,816 3.2%

負債合計 . . . . . . . . . . . . 27,087,272 29,884,375 2,797,103 10.3%

資本合計 . . . . . . . . . . . . 9,009,204 7,372,917 (1,636,287) (18.2%)

（注）  IFRS第16号の適用に伴い、当年度の期首において、資産合計が1,336,695百万円、負債合計が1,324,055百万円、資本合計が12,640百万円、それぞれ増加しました。
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資産
（単位 ： 百万円）

2019年3月31日 2020年3月31日 増減

現金及び現金同等物  . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,858,518 3,369,015 (489,503)

営業債権及びその他の債権. . . . . . . . . . . . . . 2,339,977 2,072,326 (267,651) A

その他の金融資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 203,476 313,487 110,011

棚卸資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 365,260 185,097 (180,163) A

その他の流動資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 766,556 460,970 (305,586) B

売却目的保有に分類された資産 . . . . . . . . . . . 224,201 9,236,048 9,011,847 C

流動資産合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,757,988 15,636,943 7,878,955 

有形固定資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,070,704 1,264,516 (2,806,188) D

使用権資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 1,293,692 1,293,692 E

のれん . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,321,467 3,998,167 (323,300) F

無形資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,892,195 1,985,972 (4,906,223) G

契約獲得コスト . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 384,076 212,036 (172,040)

持分法で会計処理されている投資 . . . . . . . . . 2,641,045 3,240,361 599,316 H

FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ビ
ジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドから
の投資 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,115,629 6,892,232 (223,397) I

（うち）ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよび
デルタ・ファンド . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,115,629 6,681,671 (433,958)

投資有価証券 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 924,614 1,211,511 286,897 J

その他の金融資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,185,856 1,159,972 (25,884)

繰延税金資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 586,943 221,371 (365,572) K

その他の非流動資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . 215,959 140,519 (75,440)

非流動資産合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 28,338,488 21,620,349 (6,718,139)

資産合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36,096,476 37,257,292 1,160,816 

主な科目別の増減理由
科目 前年度末からの主な増減理由

流動資産
A  営業債権及びその他
の債権棚卸資産

当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グループ
に分類したことに伴い、同社の営業債権およびその他の債権と棚卸資産の合
計483,223百万円を売却目的保有に分類された資産へ振り替えました。

B その他の流動資産 前年度にソフトバンクグループジャパン（株）（以下「SBGJ」）が行ったソフトバン
クグループ（株）への配当から生じた源泉所得税が2019年7月に還付されたた
め、422,648百万円減少しました。

C  売却目的保有に分類
された資産

•  2016年に締結したアリババ株式を活用した株式先渡売買契約を2019年6
月に決済した結果、224,201百万円減少しました。

•  当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グルー
プに分類したことに伴い、同社の資産9,236,048百万円を区分して表示して
います。

非流動資産
D 有形固定資産 •  IFRS第16号の適用に伴い、当年度の期首において、従来ファイナンス・リース

に分類され有形固定資産として計上されていたリース資産1,157,008百万
円を使用権資産へ振り替えました。これは主にソフトバンク（株）の通信設備
に関するリース資産を使用権資産へ振り替えたことによるものです。

•  ソフトバンク（株）で通信設備の規則的な償却が進みました。
•  当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グルー
プに分類したことに伴い、同社の有形固定資産1,890,600百万円を売却目
的保有に分類された資産へ振り替えました。

E 使用権資産 •  IFRS第16号の適用に伴い、当年度の期首において、新たに使用権資産
1,368,144百万円を計上しました。これは主にスプリントおよびソフトバンク
が、通信設備や事業用不動産に関する従来のオペレーティング・リースにつ
いて、新規に使用権資産を計上したことによるものです。

•  従来有形固定資産として計上されていたリース資産を使用権資産に振り替
えました。

•  当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グルー
プに分類したことに伴い、同社の使用権資産763,529百万円を売却目的保
有に分類された資産へ振り替えました。
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科目 前年度末からの主な増減理由

F のれん •  （株）ZOZOの子会社化に伴い、支配獲得日に同社に係るのれんを新たに認
識しました。詳細は「連結財務諸表注記　9.企業結合」をご参照ください。

•  英ポンドの為替換算レートが前年度末から円高となったことにより、アームの
のれんが223,377百万円減少しました。

•  当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グルー
プに分類したことに伴い、同社に係るのれん322,978百万円を売却目的保
有に分類された資産へ振り替えました。

G  無形資産 •  （株）ZOZOの子会社化に伴い、支配獲得日に顧客基盤および商標権など
の無形資産を新たに認識しました。詳細は「連結財務諸表注記　9.企業結
合」をご参照ください。

•  当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グル
ープに分類したことに伴い、同社の無形資産5,082,956百万円を売却目的
保有に分類された資産へ振り替えました。

H  持分法で会計処理さ
れている投資

持分法投資利益および持分変動利益の計上によりアリババの連結簿価が増
加しました。

I   FVTPLで会計処理さ
れているソフトバンク・
ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファン
ドからの投資

ソフトバンク・ビジョン・ファンドにおいて、156億米ドルの投資を行った一
方、Uber、WeWorkおよびその関係会社3社*1への投資の公正価値が減少し
たほか、新型コロナウイルスの感染拡大の影響に伴い当第4四半期にその他
の投資先の合計公正価値が大幅に減少しました。詳細は66ページ「ソフトバン
ク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業」をご参照ください。

J   投資有価証券 •  WeWorkへの投資の詳細は61ページ「WeWorkへの投資」をご参照ください。
•  当社100％子会社が、ラテンアメリカにおけるファンド事業として13億米ドル
の新規投資を行いました。

K  繰延税金資産 2016年に締結したアリババ株式を活用した株式先渡売買契約を決済したこと
に伴い、対応する繰延税金資産を取り崩しました。

負債
（単位 ： 百万円）

2019年3月31日 2020年3月31日 増減

有利子負債（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,480,960 3,845,153 364,193 

リース負債（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 378,383 378,383

銀行業の預金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 745,943 873,087 127,144

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの 
運営するファンドにおける外部投資家持分（注2） . . . 29,677 24,691 (4,986)

営業債務及びその他の債務. . . . . . . . . . . . . . 1,909,608 1,585,326 (324,282) A

デリバティブ金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . 767,714 9,267 (758,447) B

その他の金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,849 248,010 237,161 C

未払法人所得税  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 534,906 164,298 (370,608) D

引当金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 43,685 11,448 (32,237)

その他の流動負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,158,355 596,499 (561,856) E

売却目的保有に分類された資産に直接 
関連する負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 6,454,971  6,454,971  F

流動負債合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,681,697 14,191,133 5,509,436 

有利子負債（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 12,204,146 9,286,729 (2,917,417)

リース負債（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 761,943 761,943

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの 
運営するファンドにおける外部投資家持分（注2） . . . 4,107,288 4,559,728 452,440

デリバティブ金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . 130,545 128,075 (2,470)

その他の金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 57,115 77,207 20,092

引当金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 157,478 88,791 (68,687)

繰延税金負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,391,072 711,216 (679,856) G

その他の非流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . 357,931 79,553 (278,378) H

非流動負債合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 18,405,575 15,693,242 (2,712,333)

負債合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 27,087,272 29,884,375 2,797,103 

（注1）  IFRS第16号の適用に伴い、当年度の期首において、従来賃借処理されていたオペレーティング・リースについてリース負債
1,449,326百万円を新たに計上しました。また、従来有利子負債に含めていたファイナンス・リースに係るリース債務
892,472百万円をリース負債に振り替えました。

（注2）  詳細は「連結財務諸表注記　8.ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業（2）ソフトバンク・ビジョン・
ファンドおよびデルタ・ファンドにおける外部投資家持分」をご参照ください。
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主な科目別の増減理由
科目 前年度末からの主な増減理由

流動負債
A  営業債務および 
その他の債務

当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グループ
に分類したことに伴い、同社の営業債務およびその他の債務395,415百万円
を売却目的保有に分類された資産に直接関連する負債へ振り替えました。

B  デリバティブ 
金融負債

2016年に締結したアリババ株式を活用した株式先渡売買契約の決済の完了
に伴い、当該契約に含まれていたカラー取引に関するデリバティブ金融負債が
749,846百万円減少しました。

C  その他の金融負債 WeWorkに関する金融保証契約およびローンコミットメントについて、予想信
用損失に対する損失評価引当金を認識した結果、当年度末において上記に係
る損失評価引当金234,335百万円を計上しています。詳細については61ペー
ジ「WeWorkへの投資」をご参照ください。

D 未払法人所得税 SBGJが、前年度に生じたソフトバンク（株）株式売却益などに対する法人税
321,290百万円を納付しました。

E その他の流動負債 前年度にSBGJが行ったソフトバンクグループ（株）への配当から生じた源泉所
得税422,648百万円を納付しました。

F  売却目的保有に 
分類された資産に 
直接関連する負債

当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グループ
に分類したことに伴い、同社の負債6,454,971百万円を区分して表示してい
ます。

非流動資産
Ｇ 繰延税金負債 •  （株）ZOZOの子会社化に伴い、支配獲得日に新たに無形資産を認識した結

果、当年度末において当該無形資産に対する繰延税金負債を148,439百万
円計上しました。

•  当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グルー
プに分類したことに伴い、同社の繰延税金負債746,834百万円を売却目的
保有に分類された資産に直接関連する負債へ振り替えました。

H その他の非流動負債 当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グループ
に分類したことに伴い、同社の確定給付負債など209,515百万円を売却目的
保有に分類された資産に直接関連する負債へ振り替えました。

（別掲）連結有利子負債およびリース負債（流動負債および非流動負債の合計）
（単位 ： 百万円）

2019年3月31日 2020年3月31日 増減

ソフトバンクグループ（株）および
資金調達を行う100%子会社（注1） . . . . . . 7,445,551 8,247,063 801,512
ソフトバンクグループ（株）. . . . . . . . . . 6,157,798 6,528,734 370,936
借入金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,339,409 1,388,240 48,831
社債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,776,389 5,034,494 258,105
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 42,000 106,000 64,000
資金調達を行う100%子会社（注1） . . . . 1,287,753 1,718,329 430,576

借入金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 557,152 1,522,228 965,076

株式先渡契約金融負債 . . . . . . . . . . 730,601 196,101 (534,500)
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業
ソフトバンク・ビジョン・ファンド  . . . . . 36,571 581,543 544,972
借入金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36,571 581,543 544,972

SBIA . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 535 535
リース負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 535 535

ソフトバンク事業
ソフトバンク（株） . . . . . . . . . . . . . . . . 3,186,618 3,828,904 642,286
借入金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,392,843 2,856,027 463,184
社債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 40,000 40,000
リース債務 . . . . . . . . . . . . . . . . . . 786,174 – (786,174)
リース負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 832,877 832,877
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,601 100,000 92,399

Ｚホールディングス（株）（注2） . . . . . . . . 130,099 839,042 708,943
借入金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 463,598 463,598
社債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 130,000 354,327 224,327
リース債務 . . . . . . . . . . . . . . . . . . 99 – (99)
リース負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 21,117 21,117
その他の子会社 . . . . . . . . . . . . . . . . 184,737 413,127 228,390

その他
その他の有利子負債 . . . . . . . . . . . . . 273,152 259,801 (13,351)
リース負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 102,193 102,193

売却目的保有に分類された処分グループ
スプリント . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,428,378 – (4,428,378)

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15,685,106 14,272,208 (1,412,898)
（注1）  アリババ株式を活用した借入れを行うスカイウォークファイナンス合同会社、アリババ株式の先渡売買契約を締結している

West Raptor Holdings, LLC、およびソフトバンク（株）株式を活用した借入れを行うムーンライトファイナンス合同会社（旧
日の出1号合同会社）の有利子負債を記載しています。これらの有利子負債はソフトバンクグループ（株）に対してノンリコー
スです。

（注2） ヤフー（株）の有利子負債およびリース負債を含めて記載しています。
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連結有利子負債およびリース負債
前年度末からの主な会社別の増減理由

ソフトバンクグループ（株）および資金調達を行う100%子会社

ソフトバンクグループ（株）

•  2019年および2020年以降に満期を迎える社債のリファイナンスの一環として、国内普通社
債を合計1兆円発行し、7,000億円を償還しました。

•  640億円（純額）のコマーシャル・ペーパーを発行しました。当該取引による有利子負債は、「そ
の他」に含めて記載しています。

（資金調達を行う100%子会社）

スカイウォークファイナンス合同会社

アリババ株式を活用した43.7億米ドル（468,859百万円）の追加借入れを行いました。

West Raptor Holdings, LLC

2016年に締結したアリババ株式の先渡売買契約を決済したことにより、株式先渡契約金融負
債が730,601百万円減少しました。また、2019年11月に新たにアリババ株式の先渡売買契約
を締結したことに伴い、当年度末において株式先渡契約金融負債196,101百万円を計上しま
した。

ムーンライトファイナンス合同会社（旧日の出1号合同会社）

2020年2月にソフトバンク（株）株式を活用した5,000億円の借入れを行いました。

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業

•  ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、保有株式の一部の資金化を目的とした36.5億米ドルの借
入れ（以下「ポートフォリオ・ファイナンシング・ファシリティー」）を2019年7月に行いました。
このうち11億米ドルについて、2020年3月、市場環境の悪化およびそれに伴う同ファシリ
ティーの担保に供した上場株式の株価の大幅下落を受け、当社を含む全てのリミテッド・パー
トナーへのキャピタル・コールによる調達資金を原資として返済を行いました。詳細は「連結財
務諸表注記 24．有利子負債」をご参照ください。

•  ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、投資の資本効率向上などのために設定した借入枠（以下
「ファンド・レベル・ファシリティー」）を利用した借入れを行いました。

ソフトバンク事業

ソフトバンク（株）

•  ヤフー（株）（現Ｚホールディングス（株））株式の取得資金および減少した運転資金に充当する
ための借入れを行いました。

•  国内普通社債を合計400億円発行しました。
•  IFRS第16号適用による影響（期首時点）

-  従来賃借処理されていたオペレーティング・リースについて、リース負債384,103百万円を
新たに計上しました。

-  従来有利子負債に含めていたファイナンス・リースについて、786,174百万円をリース負債
へ振り替えました。

•  従来リース債務としていた通信設備に関連するソフトウエアのリース取引に係る負債につい
て、当社は無形資産のリース取引にIFRS第16号を適用しないことから、当該負債をIFRS第9
号に基づく金融負債として借入金に含めて計上し、前年度末の残高について修正再表示を行っ
ています。当年度末の借入金には、当該取引にかかる借入金が218,986百万円（前年度末に
は277,157百万円）含まれています。

Ｚホールディングス（株）

•  （株）ZOZO株式の取得資金への充当を目的として、4,000億円を借入れました。
•  国内普通社債を合計2,300億円発行しました。

売却目的保有に分類された処分グループ

当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グループに分類したこと
に伴い、同社の有利子負債およびリース負債4,709,749百万円を売却目的保有に分類された
資産に直接関連する負債へ振り替え、連結有利子負債およびリース負債から除外しています。
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資本
（単位 ： 百万円）

2019年3月31日 2020年3月31日 増減

資本金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 238,772 238,772 –

資本剰余金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,467,762 1,490,325 22,563 A

その他の資本性金融商品 . . . . . . . . . . . . . . . 496,876 496,876 –

利益剰余金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,571,285 3,945,820 (1,625,465) B

自己株式  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (443,482) (101,616) 341,866 C

その他の包括利益累計額 . . . . . . . . . . . . . . . 290,268 (362,259) (652,527) D

売却目的保有に分類された資産に 
直接関連するその他の包括利益累計額 . . . . . . – 205,695 205,695 E

親会社の所有者に帰属する持分合計  . . . . . . . 7,621,481 5,913,613 (1,707,868)

非支配持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,387,723 1,459,304 71,581 

資本合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,009,204 7,372,917 (1,636,287)

主な科目別の増減理由
科目 前年度末からの主な増減理由

A  資本剰余金 主に当社のヤフー（株）（現Ｚホールディングス（株））に対する経済的持分比率
が減少したことに伴い、増加しました。

B  利益剰余金 親会社の所有者に帰属する純損失961,576百万円を計上したことにくわ
え、2019年6月に自己株式55,753千株（消却前の発行済株式総数に対する
割合5.07％）を消却したことに伴い558,136百万円（注1）を減額したほか、合計
68,752百万円の配当を実施しました。なお、IFRS第16号適用に伴う累積的影
響額13,997百万円を利益剰余金の増加として2019年4月1日に計上してい
ます。

C  自己株式 •  取得総額6,000億円を上限とする自己株式取得に関する2019年2月6日の
取締役会決議に基づき、前年度に3,841億円で36,709千株を、当年度に
2,159億円で19,044千株を取得しました。

•  2019年6月に上記自己株式の消却を実施しました。
•  取得総額5,000億円を上限とする自己株式取得に関する2020年3月13日
の取締役会の決議に基づき、当年度に160億円で4,720千株を取得しました。

D  その他の包括利益 
累計額

•  海外を拠点とする子会社・関連会社を円換算する際に生じる在外営業活動
体の為替換算差額が、主要な通貨の為替換算レートが円高となったことによ
り、501,064百万円減少しました。

•  当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グルー
プに分類したことに伴い、同社のその他の包括利益累計額205,695百万円
を振り替えました。

E  売却目的保有に分類
された資産に直接関
連するその他の包括
利益累計額

当年度末において、スプリント事業を売却目的保有に分類された処分グループ
に分類したことに伴い、同社のその他の包括利益累計額205,695百万円を区
分して表示しています。

（注1）  消却された株式数は、2019年2月6日の取締役会決議に基づく自己株式の取得（以下「本自己株式取得」）により取得された
株式数と同一ですが、消却額は本自己株式取得より前に取得され保有されていた株式も含めた帳簿価額に基づいて算出さ
れるため、本自己株式取得の取得総額とは異なっています。
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キャッシュ・フロー

1. ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドの投資活動（注1）

•  収入 ：  投資の売却による収入 1,298億円（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
借入れによる収入 1兆1,329億円（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  外部投資家からの払込収入 1兆8,437億円（財務活動によるキャッシュ・フロー）
•  支出 ：  投資の取得支出 1兆5,970億円（投資活動によるキャッシュ・フロー）
 借入れの返済 5,941億円（財務活動によるキャッシュ・フロー）
  外部投資家に対する分配額・返還額 7,713億円（財務活動によるキャッシュ・フロー）

2.  当社の投資・財務活動
•  WeWorkへ合計35億米ドルを投資
• 手元資金を拡充 ：  アリババ株式を活用し6,480億円、ソフトバンク株式を活用し5,000

億円を調達

（注1） 「ソフトバンク・ビジョン・ファンド2」（予定）による初期段階の投資として取り扱われる見込みの投資を保有する予定の投資 
 ビークルのキャッシュ・フローは含みません。なお、同投資ビークルは当年度に20億米ドルの投資の取得を行っています。

（単位 ： 百万円）
2018年度 2019年度 増減

営業活動によるキャッシュ・フロー  . . . . . . . . . . . 1,171,864 1,117,879 (53,985)

投資活動によるキャッシュ・フロー  . . . . . . . . . . . (2,908,016) (4,286,921) (1,378,905)

財務活動によるキャッシュ・フロー  . . . . . . . . . . . 2,202,291 2,920,863 718,572

（注1）  継続事業からのキャッシュ・フローおよび非継続事業からのキャッシュ・フローが含まれています。非継続事業からのキャッ
シュ・フローについては、「連結財務諸表注記　6.非継続事業」をご参照ください。

（注2）  IFRS第16号の適用に伴い、当年度より従来のオペレーティング・リースについて新規にリース負債を計上しているため、当
該取引に係るリース料（従来は営業活動によるキャッシュ・フローに計上）のうち、利息の支払に関する支出を「利息の支払額
（営業活動によるキャッシュ・フロー）」、負債元本の返済に関する支出を「リース負債の返済による支出（財務活動によるキャッ
シュ・フロー）」に計上しています。
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（株）株式売却益などに対する法人税321,290百万円を納付したことによるものです。
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投資活動によるキャッシュ・フロー
主な科目別の内容
科目 主な内容

有形固定資産及び無形資産の取得に
よる支出
(1,232,551)百万円

スプリントが、リース携帯端末および5G向け通信設備を取得した
ほか、ソフトバンク（株）が5G向けを含む通信設備を取得しました。

投資の取得による支出
(1,098,640)百万円

•  当社100％子会社がWeWorkの優先株式および普通株式を
合計20億米ドルで取得したほか、WeWorkの既存コミットメン
トに係る15億米ドルの払込みを行いました。

•  当社100％子会社が、ラテンアメリカにおけるファンド事業とし
て13億米ドルの新規投資を行いました。

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファンドによる投資
の取得による支出
(1,816,291)百万円

ソフトバンク・ビジョン・ファンドが投資を行ったほか、「ソフトバン
ク・ビジョン・ファンド2」（予定）による初期段階の投資として取り
扱われる見込みの投資を保有する予定の投資ビークルが20億米
ドルの投資を行いました。

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファンドによる投資
の売却による収入
129,832百万円

ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、4銘柄の一部株式および1銘
柄の全株式を売却しました。

子会社の支配獲得による支出
(388,259)百万円

Ｚホールディングス（株）が、（株）ZOZOの普通株式152,952,900
株（議決権割合50.1％）を400,737百万円で取得しました。なお、
子会社の支配獲得による支出は、支配獲得日に（株）ZOZOが保
有していた現金及び現金同等物22,876百万円を取得対価から
差し引いています。

財務活動によるキャッシュ・フロー
主な科目別の内容
科目 主な内容

短期有利子負債の収支
（純額）

133,173百万円

ソフトバンクグループ（株）が490億円（純額）、ソフトバンク（株）
が480億円（純額）のコマーシャル・ペーパーをそれぞれ発行し
ました。

有利子負債の収入
8,601,926百万円
借入れによる収入
7,043,561百万円（注）

•  ソフトバンクグループ（株）が1兆9,101億円の短期借入れを
行ったほか、資金調達を行う当社100％子会社であるスカイ
ウォークファイナンス合同会社がアリババ株式を活用して43.7
億米ドル、ムーンライトファイナンス合同会社がソフトバンク
（株）株式を活用して5,000億円をそれぞれ借入れました。
•  ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、ファンド・レベル・ファシリ
ティーにより68.1億米ドルを借入れました。なお、同ファシリ
ティーは融資極度額を33.8億米ドルと設定し、その範囲内での
借入れを可能とする融資形態であり、当年度においてソフトバン
ク・ビジョン・ファンドは同ファシリティーから複数回の借入れお
よび返済を行っています（下記「借入金の返済による支出」参照）。

•  ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、ポートフォリオ・ファイナン
シング・ファシリティーにより36.5億米ドルを2019年7月に借
入れました。このうち11億米ドルについて、2020年3月、市場
環境の悪化およびそれに伴う同ファシリティーの担保に供した
上場株式の株価の大幅下落を受け、当社を含む全てのリミテッ
ド・パートナーへのキャピタル・コールによる調達資金を原資と
して返済を行いました。詳細は「連結財務諸表注記　24.有利
子負債」をご参照ください。

•  ソフトバンク（株）が、ヤフー（株）（現Ｚホールディングス（株））株
式の取得資金として1,505億円を借入れ、さらに同借入れの長
期資金への借換えなどを目的として3,250億円を借入れまし
た。また、割賦債権の売却および通信設備のセール・アンド・
リースバックにより8,576億円を借入れました。

•  Ｚホールディングス（株）が、（株）ZOZO株式の取得資金への充
当を目的として、4,000億円を借入れました。

•  スプリントが、債権流動化やタームローンにより合計47億米ド
ルを借入れました。
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科目 主な内容

社債発行による収入
1,379,220百万円

•  ソフトバンクグループ（株）が、リファイナンスを目的として合計
1兆円の国内普通社債を発行しました。

•  Ｚホールディングス（株）が合計2,300億円の国内普通社債を発
行しました。

•  ソフトバンク（株）が合計400億円の国内普通社債を発行しました。
•  スプリントが10億米ドルの普通社債を発行しました。

株式先渡売買契約に基づく 
資金調達による収入
179,145百万円

当社100％子会社のWest Raptor Holdings, LLCが、2019年
11月にアリババ株式の先渡売買契約を締結し、1,791億円を調
達しました。

有利子負債の支出
(5,646,727)百万円
借入金の返済による支出
(4,599,878)百万円（注）

•  ソフトバンクグループ（株）が、短期借入金1兆7,848億円を返
済しました。

•  ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、ファンド・レベル・ファシリ
ティーによる借入金40.6億米ドルを返済したほか、ポートフォ
リオ・ファイナンシング・ファシリティーのうち2020年3月に返
済した11億米ドルを含む合計14.1億米ドルを返済しました。詳
細は「連結財務諸表注記　24.有利子負債」をご参照ください。

•  ソフトバンク（株）とスプリントが、借入金を返済しました。
社債の償還による支出
(1,036,765)百万円

•  ソフトバンクグループ（株）が、国内普通社債7,000億円を満期
償還しました。

•  スプリントが社債を総額30億米ドル償還しました。
リース負債の返済による支出
(695,370)百万円

ソフトバンク（株）およびスプリントが、通信設備に関連するリース
負債を返済しました。

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファンドにおける 
外部投資家からの払込による収入
1,843,660百万円

ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、キャピタル・コールに対する資
金を外部投資家から受領しました。

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファンドにおける外
部投資家に対する分配額・返還額
(771,282)百万円

•  ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、ポートフォリオ・ファイナン
シング・ファシリティーにより得られた資金を使って、2019年8
月に外部投資家に33億米ドル（357,302百万円）の分配および
投資元本返還を行いました。それを含め、当年度において外部
投資家に合計611,375百万円の分配および投資元本返還を行
いました。

•  デルタ・ファンドが、ソフトバンク・ビジョン・ファンドへのDiDi
株式の売却収入などを使って、外部投資家に合計159,907
百万円の分配および投資元本返還を行いました。

自己株式の取得による支出
(231,980)百万円

ソフトバンクグループ（株）が自己株式を当第1四半期に2,159億
円、当第4四半期に160億円それぞれ取得しました。

（注）  借入れによる収入および借入金の返済による支出には、契約上の借入期間が1年以内の借入金に係る収入が4,060,150百万円、
支出が(2,851,336)百万円、それぞれ含まれています。

当社の資本の財源および資金の流動性に係る情報

1. ソフトバンクグループ（株）における資本の財源
ソフトバンクグループ（株）は、戦略的投資持株会社として、子会社・関連会社への投資を含む直
接投資（100％子会社を通じた投資を含みます。）またはソフトバンク・ビジョン・ファンドなど投資
ファンドを通じて多数の企業に投資を行っています。また、適切なタイミングでそれらの株式資産を
売却または資金化することで回収した資金や投資先からの配当、投資ファンドからの分配金などを、
成長戦略に基づき新規投資に充当するほか、適切なタイミングで株主還元や負債返済にも振り向
けています。このほか、金融機関からの借入れや社債の発行などによっても、投資活動に必要な資
金や負債の返済原資として資金調達をしています。

2. 2019年度における主な投資・回収
ソフトバンク・ビジョン・ファンドに対し111億米ドルのコミットメントを履行しました（当年度末に
おけるソフトバンク・ビジョン・ファンドに対するコミットメント残高は45億米ドル）。一方で、ソフト
バンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドから分配金および投資元本の返還を受けました。

3. 2019年度における主な資金調達
・ 手元資金の拡充を目的として、資金調達を行う複数の100％子会社を通じ、アリババ株式やソフ
トバンク（株）株式を活用し合計1.1兆円を調達しました。
・ 当年度に満期償還した7,000億円の社債および来年度以降に満期を迎える社債のリファイナン
スの一環として、国内普通社債を合計1兆円発行しました。

4. 自己株式の取得
・ 取得総額6,000億円を上限とする自己株式取得に関する2019年2月6日の取締役会決議に基
づき、当年度に2,159億円で19,044千株を取得しました（前年度末までに3,841億円で36,709

千株を取得）。
・ 取得総額5,000億円を上限とする自己株式取得に関する2020年3月13日の取締役会決議に基
づき、当年度に160億円で4,720千株を取得しました。
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（再掲）主な会社の投資活動および財務活動による主なキャッシュ・フローの内容
ソフトバンクグループ（株）および資金調達を行う100％子会社
ソフトバンクグループ（株）
財務活動によるキャッシュ・フロー

短期有利子負債の収支
（純額）

49,000百万円

コマーシャル・ペーパーにより資金を調達しました。

借入れによる収入
1,925,050百万円

借入れを行いました。

借入金の返済による支出
(1,864,638)百万円

借入金を返済しました。

社債発行による収入
1,000,000百万円

リファイナンスを目的として国内普通社債を発行しました。

社債償還による支出
(700,000)百万円

国内普通社債を満期償還しました。

自己株式取得による支出
(231,980)百万円

自己株式を当第1四半期に2,159億円、当第4四半期に160
億円それぞれ取得しました。

資金調達を行う100％子会社（スカイウォークファイナンス合同会社、West 
Raptor Holdings, LLCおよびムーンライトファイナンス合同会社）
財務活動によるキャッシュ・フロー

借入れによる収入
968,859百万円

•  スカイウォークファイナンス合同会社が、アリババ株式を活用
して43.7億米ドルを借入れました。

•  ムーンライトファイナンス合同会社が、ソフトバンク（株）株式
を活用して5,000億円を借入れました

株式先渡売買契約に 
基づく資金調達による 
収入
179,145百万円

West Raptor Holdings, LLCが、2019年11月にアリババ株
式の先渡売買契約を締結し、1,791億円を調達しました。

5. 最大4.5兆円の当社保有資産の売却または資金化に関する方針
ソフトバンクグループ（株）は、2020年3月23日の取締役会において、最大4.5兆円の当社保有
資産の売却または資金化に関する方針（以下「本プログラム」）を決定しました。本プログラムにおい
て得られた資金は、最大2兆円を自己株式取得に、残額を負債の償還、社債の買入れ、現預金残高
に振り向けます。
本プログラムの一環として、2020年4月以降に、資金調達を行う当社100％子会社を通じて、ア

リババ株式を利用した複数の先渡売買契約を金融機関との間で締結し、総額137億米ドルを調達し
たほか、100％子会社であるソフトバンクグループジャパン（株）を通じて保有するソフトバンク（株）
株式の一部を3,102億円で譲渡しました。また、ソフトバンクグループ（株）は、本プログラムにおけ
る最大2兆円の自社株取得の一環として、2020年5月15日の取締役会において取得総額5,000

億円を上限とする自己株式取得を決定しました。
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ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンド（注1）

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資の取得による支出
(1,596,991)百万円

ソフトバンク・ビジョン・ファンドが投資を行いました。

投資の売却による収入
129,832百万円

ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、4銘柄の一部株式および1銘
柄の全株式を売却しました。

財務活動によるキャッシュ・フロー

借入れによる収入
1,132,873百万円

•  ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、ファンド・レベル・ファシリ
ティーにより68.1億米ドルを借入れました。なお、同ファシリ
ティーは融資極度額を33.8億米ドルと設定し、その範囲内での
借入れを可能とする融資形態であり、当年度においてソフトバン
ク・ビジョン・ファンドは同ファシリティーから複数回の借入れお
よび返済を行っています（下記「借入金の返済による支出」参照）。

•  ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、ポートフォリオ・ファイナンシ
ング・ファシリティーにより36.5億米ドルを2019年7月に借入れ
ました。このうち11億米ドルについて、2020年3月、市場環境
の悪化およびそれに伴う同ファシリティーの担保に供した上場株
式の株価の大幅下落を受け、当社を含む全てのリミテッド・パー
トナーへのキャピタル・コールによる調達資金を原資として返済
を行いました。詳細は「連結財務諸表注記　24.有利子負債」を
ご参照ください。

借入金の返済による支出
(594,067)百万円

ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、ファンド・レベル・ファシリ
ティーによる借入金40.6億米ドルを返済したほか、ポートフォリオ・
ファイナンシング・ファシリティーのうち2020年3月に返済した11
億米ドルを含む合計14.1億米ドルを返済しました。詳細は「連結財
務諸表注記　24.有利子負債」をご参照ください。

外部投資家からの 
払込による収入
1,843,660百万円

ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、キャピタル・コールに対する資
金を外部投資家から受領しました。

外部投資家に対する 
分配額・返還額
(771,282)百万円

•  ソフトバンク・ビジョン・ファンドが、ポートフォリオ・ファイナンシ
ング・ファシリティーにより得られた資金を使って、2019年8月に
外部投資家に33億米ドル（357,302百万円）の分配および投資元
本返還を行いました。それを含め、当年度において外部投資家に
合計611,375百万円の分配および投資元本返還を行いました。

•  デルタ・ファンドが、DiDi株式のソフトバンク・ビジョン・ファンド
への売却収入などを使って、外部投資家に合計159,907百万円
の分配および投資元本返還を行いました。

（注1） 「ソフトバンク・ビジョン・ファンド2」（予定）による初期段階の投資として取り扱われる見込みの投資を保有 
 する予定の投資ビークルのキャッシュ・フローは含みません。

「経営成績、財政状態のレビューおよび分析」における注記事項

*1   ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資先名は、別段の記載がある場合を除き、原則として業績への影響が大きいものを、その影響の
大きさの順で掲載しています。

*2  ソフトバンクグループ（株）の財務費用は、資金調達を行う 100％子会社（スカイウォークファイナンス合同会社、West Raptor 
Holdings, LLC およびムーンライトファイナンス合同会社）の有利子負債に係る支払利息を含めて表示しています。なお、これらの有
利子負債にはソフトバンクグループ（株）による保証は付されておらず、ソフトバンクグループ（株）に対してはノンリコースです。

*3  ソフトバンク・ビジョン・ファンドにおけるリミテッド・パートナーによる支払義務履行額合計は、支払義務履行後に投資計画の変更等
によりリミテッド・パートナーへ返還された金額を差し引いています。

*4  当社のデルタ・ファンドへの支払義務履行額は、当社が取得した後デルタ・ファンドへ売却したDiDiへの投資の売却時の対価と相殺さ
れています。

*5  ソフトバンク・ビジョン・ファンドにおけるリミテッド・パートナーへの返還額は、Flipkart Private Limitedの売却およびポートフォリオ・
ファイナンシング・ファシリティーにより得られた資金を使って返還した投資元本です。

*6  デルタ・ファンドにおけるリミテッド・パートナーへの返還額は、DiDiへの投資をソフトバンク・ビジョン・ファンドへ売却した後に返還し
た、同投資の元本です。

*7  World Semiconductor Trade Statistics（WSTS）、2020年2月時点。プロセッサー技術を含まないメモリーおよびアナログチップを
除く。同データはWSTS Inc.のヒアリングに協力をした半導体企業からの情報を元に作成されています。

*8  ロイヤルティー・ユニット（アームのテクノロジーを含んだチップ）の出荷実績は、出荷の発生から1四半期遅れでライセンシーから報告
を受けるため、本項におけるロイヤルティー・ユニットは、2019年10～12月期までの出荷実績を掲載しています。一方、ロイヤルティー
収入は、出荷が発生する四半期に見積りに基づいて計上しています。

088企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



ソフトバンクグループ（株）は、直接または投資ファンドを通じて多数の企業に投資を行い、その投
資ポートフォリオを管理する戦略的投資持株会社です。投資ポートフォリオには、子会社・関連会社
（以下「グループ会社」）とそれらに分類されない投資先が含まれます（以下、グループ会社と併せて
「投資先」）。これらの投資先は、国内外において多岐にわたる事業を展開しています。ソフトバンク
グループ（株）の投資活動、および投資先の事業活動の遂行にはさまざまなリスクを伴います。2020

年6月25日現在において、投資家の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある主要なリスクは、
以下の通りです。なお、これらは、ソフトバンクグループ（株）および投資先で発生しうるすべてのリ
スクを網羅しているものではありません。また、将来に関する事項については別段の記載のない限
り、2020年6月25日現在において判断したものです。

（1）ビジネスモデルについて
ソフトバンクグループ（株）は、独自の組織戦略「群戦略」（7ページをご参照ください。）の下、グ
ループ会社（例えば、ソフトバンク（株）、アーム、アリババ）への投資を含む直接投資（100％子会社
を通じた投資を含みます。）に加え、投資ファンド（例えば、ソフトバンク・ビジョン・ファンド）を通じ
て、情報・テクノロジー分野において多様な事業を展開する企業から成る投資ポートフォリオを構築
することで、株主価値*1の向上に取り組んでいます。この過程において、ソフトバンクグループ（株）
は投資先同士の協業を促進するなど、その幅広いネットワークやこれまで培ってきた知見を活用し
て投資先各社の資産価値の向上を後押しするともに、適切なタイミングでそれらの株式資産を売却
し、その回収した資金を成長戦略に基づき新規投資に充当するほか、適切なタイミングで株主還元
や負債返済にも振り向けています。しかし、株式相場が下落した場合や投資先の事業展開や業績
がソフトバンクグループ（株）の投資決定時における想定を大幅に下回った場合、その資産価値、す
なわちソフトバンクグループ（株）の保有株式価値が低下し、株主価値が低下、LTV（Loan to 

Value）*2が悪化するとともに、保有株式を含む資産の評価損を計上することにより、ソフトバンク
グループ（株）の連結業績および財政状態、ひいては新規投資や財務政策に悪影響を及ぼす可能性
があります。

*1 株主価値＝保有株式価値－純負債。11ページをご参照ください。
*2 LTV＝純負債÷保有株式価値。27ページをご参照ください。

（2）資金調達について
ソフトバンクグループ（株）（資金調達を行う100％子会社を含みます。）は、新規投資を継続的に
行っていくために必要な資金を、株式資産の売却、投資先からの配当や投資ファンドからの分配金、
保有資産を活用した資金調達（アセット・バック・ファイナンス）などでまかなうことを目指していま
す。しかし、新規投資のための資金が必要な時期に株式資産の売却や資金調達を行うことができ
ない場合、投資機会を逸し、株主価値の継続的な向上に支障が生じる可能性があります。また、一
部の保有株式を活用した資金調達については、株式市場の悪化などにより対象となる保有株式価
値が下落した場合には、追加で現金担保の差し入れが必要となる可能性や期限前の返済義務が発
生する可能性があることに加えて、新たな資金調達が困難になる可能性があります。
ソフトバンクグループ（株）は、金融機関からの借入れや社債の発行などによっても、投資活動に
必要な資金を調達しています。負債による資金調達については、金融政策や金融市場の変化等に
より金利が上昇した場合や、保有資産価値の減少や業績悪化によりソフトバンクグループ（株）の信
用格付けが引き下げられるなど信用力が低下した場合には、調達コストが増加し、ソフトバンクグ
ループ（株）の連結・個別業績に悪影響を及ぼす可能性があるほか、資金調達が予定した時期・規
模・条件で行えない場合には、ソフトバンクグループ（株）の投資活動（投資ファンドを通じた投資を
含みます。）および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。
ソフトバンクグループ（株）（資金調達を行う100％子会社を含みます。）は、負債の返済原資を確
保するために、新たな資金調達やリファイナンス、一部保有資産の売却などを行うことがあります。
市場環境を注視した上で適切と考える時期での資金調達を実施し、財務規律に基づき十分な手元
流動性を安定的に維持することに努めています。しかしながら、資金調達に適さない環境が想定
以上に長期化した場合、返済原資の捻出のために不利な条件での株式資産売却や予定外の株式資
産売却を余儀なくされ、ソフトバンクグループ（株）の保有株式価値や株主価値、連結・個別業績、
投資パフォーマンスに悪影響を及ぼす可能性があります。
ソフトバンクグループ（株）の金融機関からの借入れや社債などの債務には、各種コベナンツが付

されていることがあります。いずれかのコベナンツに抵触する可能性が発生し、抵触を回避するた
めの手段を取ることができない場合、当該債務について期限の利益を喪失する可能性があるほか、
それに伴い、その他の債務についても一括返済を求められる可能性があります。その結果、ソフト
バンクグループ（株）の信用力や財政状態に著しい悪影響を及ぼす可能性があります。

事業等のリスク

089企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



（3）経営陣について
ソフトバンクグループ（株）が投資をしている主要な投資先やファンドは、それぞれのCEOなどを
中心とする経営陣の下で自律的に運営を行っています。例えば、ソフトバンク（株）の代表取締役 社
長執行役員 兼 CEOは宮内 謙（ソフトバンクグループ（株）取締役）が、アームのCEOはサイモン・シ
ガース（ソフトバンクグループ（株）取締役）がそれぞれ務めています。また、ソフトバンク・ビジョン・
ファンドの運営会社であるSoftBank Investment AdvisersのCEOはラジーブ・ミスラ（ソフトバン
クグループ（株）取締役副社長）が務めています。
しかし、ソフトバンクグループ（株）の重要な経営陣、特に代表取締役会長 兼 社長であり当社グ
ループ代表である孫 正義に不測の事態が発生した場合、ソフトバンクグループ（株）の活動全般に
支障が生じる可能性があります。

（4）投資活動について
ソフトバンクグループ（株）は、企業買収、子会社・合弁会社の設立、事業会社（上場・非上場企業

を含みます。）・持株会社（各種契約によって別会社を実質的に支配する会社を含みます。）・投資ファ
ンドへの出資などの投資活動を行っています。これらの投資活動については、以下a～eのような
リスクがあり、これらのリスクが顕在化した場合には、投資先の資産価値、すなわちソフトバンクグ
ループ（株）の保有株式価値が低下し、株主価値が低下、LTVが悪化するとともに、保有株式を含む
資産の評価損を計上することによりソフトバンクグループ（株）の連結業績および財政状態に悪影響
を及ぼす可能性があります。
なお、投資先の中でも、特に連結業績への影響の大きい、ソフトバンク・ビジョン・ファンドとソフ

トバンク（株）の特有のリスクについては、それぞれ「（5）ソフトバンク・ビジョン・ファンドについて」と
「（6）ソフトバンク（株）について」をご覧ください。

a. 政治情勢、金融・財政政策、国際情勢の動向
ソフトバンクグループ（株）は、日本だけでなく、米国、中国、インド、欧州・中南米諸国などの海
外の国・地域に展開する事業体に投資しているため、これらの国・地域における政治情勢や金融・
財政政策の変化、貿易摩擦・紛争などの国際情勢の変化、自然災害の発生、感染症のまん延など
の公衆衛生上の危機（「b. 新型コロナウイルスの感染拡大」をご参照ください。）により、経済情勢
や金融市場が悪化した場合には、ソフトバンクグループ（株）の投資活動や投資先の事業活動が期

待通りに展開できない可能性があります。例えば、ソフトバンクグループ（株）の投資実行や回収の
遅滞、投資回収における条件の悪化などが起こる可能性があるほか、投資先が提供するサービス・
商品に対する需要の低下や供給の停滞により各社の事業や業績が悪影響を受ける可能性がありま
す。また、流動性の低い未上場企業への投資については、市場環境が急激に悪化した場合などに
は、ソフトバンクグループ（株）の希望する時期・規模・条件で投資持分を売却できない可能性があ
ります。これらの結果、ソフトバンクグループ（株）の保有株式価値や株主価値、LTV、連結・個別業
績、投資パフォーマンスに悪影響を及ぼす可能性があります。
このほか、ソフトバンクグループ（株）による海外企業への外貨建投資においては、為替変動に伴
う損失が発生する可能性があります。また、ソフトバンクグループ（株）の連結財務諸表の作成にあ
たり、アームをはじめとする海外のグループ会社の現地通貨建ての収益・費用および資産・負債を
日本円に換算するため、為替相場の変動がソフトバンクグループ（株）の連結業績や財政状態に悪
影響を及ぼす可能性があります。

b. 新型コロナウイルスの感染拡大
「a. 政治情勢、金融・財政政策、国際情勢の動向」で言及した公衆衛生上の危機の具体例として、
新型コロナウイルスの感染拡大が挙げられます。2020年初頭から始まった新型コロナウイルスの
感染拡大は収束の時期がなお見えず、ソフトバンクグループ（株）の投資活動および投資先の事業
活動に与える中期的な影響を具体的に見通すことが困難な状況が続いています。ただ、足元では
すでにソフトバンクグループ（株）の保有株式価値に悪影響が出ており、中でもソフトバンク・ビジョ
ン・ファンドは投資先の公正価値の減少に伴い、当第4四半期に1.1兆円の投資損失を計上しまし
た。感染拡大の収束までの期間が延びれば、来年度も投資活動および投資先の事業活動は先行き
の不透明感が拭えない状況が長引くと見込んでいます。主要な投資先であるソフトバンク（株）にお
いては、現段階では通信事業への影響は軽微と見込んでいます。また、その傘下のZホールディン
グス（株）においては、イーコマースの利用が増加すると見込まれる一方で、広告出稿や宿泊・飲食
予約サービスの利用が減少すると見込んでいます。もう一つの主要な投資先であるアームにおい
ては、コンシューマー・エレクトロニクスの出荷が減少することによりテクノロジー・ロイヤルティー
収入に、またライセンシーによる新規ライセンス契約締結の延期が発生することによりテクノロジー・
ライセンス収入に、それぞれ悪影響が及ぶ可能性があると見込んでいます。
多くの国が都市封鎖や外出制限、出入国制限を実施する中、ソフトバンクグループ（株）および多
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くの投資先はビデオ会議システムやビジネスチャットツールなどを活用して投資活動や事業活動を
継続しています。しかし、そのような環境下では投資活動や事業活動に制約が生じることがあり、
新型コロナウイルス感染拡大の影響が想定以上に長引いた場合、ソフトバンクグループ（株）の保有
株式価値が低下し、株主価値やLTV、連結・個別業績、投資パフォーマンスに悪影響を及ぼす可能
性があります。ソフトバンク・ビジョン・ファンドへの影響については「（5）ソフトバンク・ビジョン・
ファンドについて」「k. 新型コロナウイルス等の感染拡大」をご参照ください。

c. 投資に関する規制
ソフトバンクグループ（株）が行う投資活動は、関係各国の規制当局から承認等が必要となる場合
や投資先への関与に制約を受ける場合があります。また、関係各国において、投資活動に関する規
制の新設や強化が行われる可能性があります。ソフトバンクグループ（株）は、その法務部門と外部
のアドバイザーを含む関係者とで連携し、それぞれの規制に対応していますが、これらの必要な承
認等が得られないなど制約を回避できない場合には、ソフトバンクグループ（株）の期待通りに投資
を実行できない可能性があります。
例えば、ソフトバンクグループ（株）は、一部の米国投資に関して、その投資の対象となる会社（本

（c）において「対象会社」）および米国関係省庁との間で国家安全保障契約を締結しています。この
国家安全保障契約に基づき、ソフトバンクグループ（株）と対象会社は、米国の国家安全保障を確保
するための方策を実行することに合意しています。これら方策の実行に伴いコストが増加する、ま
たは米国内の施設、契約、人事、調達先の選定、事業運営に制約を受ける可能性があります。

d. 投資判断
ソフトバンクグループ（株）が投資ファンド（例えば、ソフトバンク・ビジョン・ファンド）を経由せず
に直接投資（100％子会社を通じた投資を含みます。）を行う場合、その投資判断プロセスにおいて、
社内関係部門に加えて外部の財務・法務・税務アドバイザーなどの協力を得て、対象企業の事業内
容、テクノロジー、ビジネスモデル、市場規模、事業計画、競争環境、財務内容、法令順守状況など
についてデュー・ディリジェンスを実施し、その株式価値を適切に見積るとともに、事業や財務、コー
ポレート・ガバナンス、コンプライアンス、内部統制に係るリスクを把握するように努めています。ま
た、デュー・ディリジェンスで得られた内容が適切かどうか、専門の審査部門が客観的なレビューを
行っています。そうして得られた検討結果を踏まえて、取締役会または取締役会から権限を委譲さ

れた投融資委員会で投資判断を下しています。
特に投資先のコーポレート・ガバナンスに係るリスクについては、「ポートフォリオ会社のガバナン

ス・投資指針に関するポリシー」を定めることにより、ソフトバンクグループ（株）およびその子会社
（原則として、ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびソフトバンクグループ（株）の子会社が管理する
その他の投資子会社を含みます。）が投資の検討過程において考慮するべき、投資先のコーポレー
ト・ガバナンスに関わる基準を明確化しています。本ポリシーは、投資先の取締役会の構成、創業
者・経営陣の権利、株主の権利（多議決権株式に関する事項を含みます。）、利益相反の回避などに
関連するもので、広範にわたるコーポレート・ガバナンスの重要事項を網羅しています。なお、本ポ
リシーは一般的な原則を定めたものであり、一定の制限の下で各投資元に裁量の行使を認めてい
ます。各投資元は各投資先のコーポレート・ガバナンスを監視し、その結果をソフトバンクグループ
（株）に定期的に報告することが義務づけられています。
しかし、このような慎重な投資判断プロセスを経たとしても、対象企業の企業価値やテクノロジー、
ビジネスモデル、市場規模などを実態よりも過大評価する、リスクを過小評価する、または重要な影
響力を持つ創業者や経営者の資質を見誤ったまま投資判断を下す可能性があります。その結果、投
資実行後に、その資産価値、すなわちソフトバンクグループ（株）の保有株式価値が低下し、株主価
値が低下、LTVが悪化するとともに、保有株式を含む資産の評価損を計上することにより連結業績
および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

e. 投資先の資産価値の下落
ソフトバンクグループ（株）は、投資実行後も、投資先の財務・経営情報や重要な経営指標、投資
決定時の事業計画と実際の進捗の差異、コーポレート・ガバナンスの状況など、主なリスク要因を
継続的に監視し、その結果を経営陣に報告する体制を整えています。また、監視の結果を踏まえて、
投資先の経営改善のために必要な助言の提供や、役員・管理職など各種レベルの人材の派遣、協
業先の紹介など、必要に応じて行っています。
しかし、「a. 政治情勢、金融・財政政策、国際情勢の動向」および「b．新型コロナウイルスの感染
拡大」で言及したマクロ外部要因に加えて、テクノロジーやビジネスモデルの陳腐化や競争環境の
激化などにより、ソフトバンクグループ（株）が投資決定時に想定した通りに投資先が事業を展開で
きず、業績が大幅に悪化したり、事業計画の大幅な見直しを迫られたりする可能性があります。ま
た、投資先が1株当たり株式価値の大幅な希薄化を伴う増資などを行う可能性があります。こうし

091企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



た場合、投資先の資産価値が下落し、ソフトバンクグループ（株）が、株式などの金融資産の評価損
や投資に伴い発生したのれん、有形固定資産、無形資産の減損損失を計上する可能性、投資先か
ら期待通りに利益分配などのリターンを得られない可能性、または、投資の回収ができない可能性
があります。
なお、ソフトバンクグループ（株）の個別決算においては、投資活動により取得した出資持分など

を含む資産の価値が下落した場合、評価損が発生し、業績や分配可能額に悪影響を及ぼす可能性
があるほか、投資先の業績が悪化した場合には、投資先から期待通りの配当を得ることができず、
キャッシュ・フローに悪影響を及ぼす可能性があります。
このほか、ソフトバンクグループ（株）は、ソフトバンクグループ（株）の投資決定時に想定した通り
に事業を展開できない場合、他の投資先などとの間で十分なシナジー（相乗効果）を創出できない
場合、または事業展開のために想定以上の資金が必要となった場合など、投資先の株主価値の向
上に必要と判断した場合、投資先に対し一時的に融資や債務保証などを行うことがあり、当該投資
先に係るリスク資産が増加することになります。

（5）ソフトバンク・ビジョン・ファンドについて
ソフトバンク・ビジョン・ファンド（以下「SVF」）は、英国の金融行為規制機構（the Financial 

Conduct Authority）の認可および規制を受けた、ソフトバンクグループ（株）の英国100％子会社
であるSB Investment Advisers （UK） Limited（以下「SBIA」）が運営する投資ファンドであり、テ
クノロジー分野（通信やインターネット、メディアを含みます。）で株式等に投資を行っています。SVF

に対し、ソフトバンクグループ（株）はリミテッド・パートナーとして出資を行っており、また、SBIAは
SVFの投資の状況に応じて、SVFから管理報酬および成功報酬を受け取ります。

2020年3月31日現在、SVFの出資コミットメント総額は986億米ドル（うちソフトバンクグループ（株）
および子会社331億米ドル）*3であり、これに対するリミテッド・パートナーによる累計支払義務履行
額は783億米ドル（うち同286億米ドル）、コミットメント残額は203億米ドル（うち同45億米ドル）です。

*3 SVFに関連するインセンティブ・スキームへ活用される予定の50億米ドルを含みます。

SVFおよびSBIAに存在する特有のリスクは、主として以下a～kに記載する通りです。SBIAは、
リスクマネジメントフレームワーク（以下「RMF」）を定め、SBIA全体の事業プロセスと意思決定にリ
スク管理を組み込んでいますが、これらのリスクの顕在化を完全には回避できない可能性がありま

す。これらのリスクが顕在化した場合には、SVFの投資ポートフォリオの資産価値が下落し、SVFお
よびSBIAの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。SVFの投資ポートフォリオの資産価値が下
落した場合、ソフトバンクグループ（株）の保有株式価値が低下し、株主価値が低下、LTVが悪化す
るとともに、保有株式の評価損を計上することによりソフトバンクグループ（株）の連結業績および
財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。
なお、本（5）において、「投資先」はSVFの投資先を意味します。

SBIAのRMFについて
この枠組みは、事業運営および投資の両面のリスク管理を対象とし、リスクを特定、評価、および
軽減するための枠組みを構築するものです。SBIAのRMFの根幹を成す原則は以下の通りです。 

• 取締役会がリスク管理の最終的な責任を負い、重要な意思決定にはリスクが考慮されなければ
ならない（“経営トップの姿勢”）

• 投資家の期待やSBIAの戦略目標、規制要件を充足するため、組織全体にわたる実効性の高いリ
スクカルチャーを確立する

• 将来を見据えてリスクを特定・軽減することにより、経営陣によるリミテッド・パートナーからの
預かり資産およびSBIAのレピュテーションの保護のため積極的な行動を促す

• 重要な既存または新規発生リスクが能動的に特定、測定、緩和、監視、および報告されることを
確実にする

• 現地および当社における規制当局のリスク管理要件を充足する

a. 業績への影響
SVFを構成する事業体はすべてソフトバンクグループ（株）の連結対象です。SVFからの投資は、

毎四半期末に公正価値で測定されます。公正価値の変動は、投資損益（ただし、子会社株式に対す
る投資損益を除きます。）として、連結損益計算書上の「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの
運営するファンドからの営業利益」に含めて計上されます。公正価値の測定は、取引事例法や割引
キャッシュ・フロー法、類似会社比較法など複数の評価方法を組み合わせて行われます。投資先の
業績の悪化や金融市場、経済情勢の低迷などにより、投資先の公正価値が下落した場合は、SVFの
業績が悪化し、その結果、ソフトバンクグループ（株）の連結業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能
性があります。当年度において、ソフトバンクグループ（株）の連結業績におけるソフトバンク・ビ
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ジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業損失は1.9兆円にのぼりました。また、ソフ
トバンクグループ（株）の個別決算では、SVFの業績が悪化した場合、リミテッド・パートナーとして
の出資に対して評価損が発生し、業績や分配可能額に悪影響を及ぼす可能性があります。

SVFの投資先のうち、IFRSに基づいてソフトバンクグループ（株）が支配をしていると見なされる
投資先は、ソフトバンクグループ（株）の子会社として扱います。当該子会社の業績および資産・負
債はソフトバンクグループ（株）の連結財務諸表に反映されることから、当該子会社たる投資先の業
績が悪化した場合は、ソフトバンクグループ（株）の連結業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性が
あります。なお、SVFで計上した当該子会社への投資に係る投資損益は、内部取引として連結上消
去されます。
なお、適正な公正価値評価を実現するため、SVFの評価プロセスは、SBIAの評価・財務リスク委
員会（以下「VFRC」）が監督を行っています。SVFの投資先の評価を行う際、VFRCは、IFRS第13号
「公正価値測定」および国際プライベート・エクイティ・ベンチャー・キャピタル評価（IPEV）ガイドライ
ンに基づいたSVFの評価方針に従って評価を行います。これに加えて、SVFの投資家諮問委員会
（IAB）に任命された独立第三者評価機関が、SVFの投資先の評価を独立性をもって半期ごとに実施
しています。SBIAは、独立第三者評価機関から受領した評価を（SBIAの規制上の義務に則った適
切な範囲で）すべて考慮する必要があります。

b. 投資成果
SVFの投資成果は、ソフトバンクグループ（株）と外部投資家で構成されるリミテッド・パートナー

に配分されるほか、SBIAに成功報酬として配分されます。SVFの投資採算が悪化し計画通りの投
資成果を挙げられない場合には、ソフトバンクグループ（株）はリミテッド・パートナーとして期待通
りの成果分配を受けることができない、または投資回収できない可能性があるほか、SBIAは期待
通りの成功報酬を受け取ることができない可能性があります。
また、SBIAは、投資の売却や配当および株式の資金化などにより実現した投資利益に基づき成
功報酬相当額を受け取ります。なお、SVFの投資期間（2019年9月12日に終了）の間に資金化され
た投資に対する成功報酬相当額は、リミテッド・パートナーシップ・アグリーメントの定めにより、
SBIAへの支払が留保され、一時的にリミテッド・パートナーに支払われていましたが、投資期間終
了後、留保されていた成功報酬相当額の総額が2020年3月31日までにSBIAに支払われました。
ただし、投資期間終了後においても、受け取った成功報酬には、将来の投資成果に基づく一定の条

件の下、クローバック条項（過去に受け取った成功報酬額を返還する条項）が設定されているため、
SVFの清算時においてSVFの投資成果が一定以上でない場合、SBIAは期待通りの成功報酬を受け
取ることができない可能性があるほか、それまでに受け取った成功報酬相当額が減額される、ま
たは成功報酬を受け取ることができない可能性があります。

c. レバレッジ
SVFは、キャピタル・コール用のつなぎ資金やポートフォリオ・レベルでレバレッジを発生させるこ

とを目的として、借入れを行うことがあります。当該レバレッジはSVFのエクスポージャーを高める
手法を意味し、直接の借入れ、債券またはメザニン証券の発行、証拠金取引、デリバティブ商品や、
その他の形態による直接および間接の借入金などの形態をとることがあります。これらの利用ま
たはレバレッジに対するエクスポージャーにより、SVFの投資は、金利の大幅な上昇、深刻な景気後
退、または投資先の市場環境の悪化を含む、経済的要因の悪化からの影響を受けやすくなります。
これらのレバレッジにより調達した資金を用いた投資が負債の元本および利子の支払いに十分な
キャッシュ・フローを生み出せない場合、SVFの当該投資の価値は大幅に減少または消滅する可能
性があり、また当該レバレッジが複数の投資に対しリコースするものである場合、対象となる他の
投資価値も減少または消滅する可能性があります。借入れに付随する義務を果たすに足る利益を
生み出すことができない場合、投資の早期回収を迫られることとなり、ソフトバンクグループ（株）を
含むリミテッド・パートナーへの分配に悪影響を与える可能性があります。当年度において、SVF

は、保有株式の一部の資金化を目的とした36.5億米ドルの借入れを2019年7月に行いましたが、
このうち11億米ドルについて、2020年3月、市場環境の悪化に伴う当該借入れの担保に供した上
場株式の株価の大幅下落を受け、ソフトバンクグループ（株）を含む全てのリミテッド・パートナーへ
の資金拠出の要請（キャピタル・コール）による調達資金を原資として返済を行いました。
なお、SBIAは、SVFの設立関連契約および借入契約に定められたレバレッジ制限を順守すると同
時に、既存の負債と投資のパイプラインも考慮に入れながら、SVFのレバレッジ水準および関連
キャッシュ・フローを綿密にモニタリングしています。レバレッジ水準と潜在的なキャッシュ・フロー
に関する問題は、財務および投資リスク部門の双方から経営陣に報告され、対策が検討されます。
またSVFは、借入の利払いやその他のSVFの債務へ充当する目的でリミテッド・パートナーからの
未払込資金が一定程度留保されており、潤沢な流動性ポジションを有しています。SBIAは、SVFが
常に適切な予備的現預金を維持し続けるように努めています。
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d. 投資のエグジット機会の不足
SVFが取得する投資は流動性が低いことが多く、SBIAは最終的にどのようなエグジット戦略をと

るかについて、完全かつ確実に予定することはできません。したがって、SVFが当該投資を適時に
回収できる保証はなく、その結果、リミテッド・パートナーへの現金分配のタイミングは不確実かつ
予測不能です。また、経済、法規制、政治またはその他の要因により、投資開始時に可能と思われ
たエグジット戦略が、投資が回収段階に達するまでの間にとりえなくなる場合があります。さらに、
SVFは、契約またはその他の制約により、特定の証券の売却を一定期間禁止される可能性があり、
そのような場合、有利な市場価格で売却する機会を逸する可能性があります。
なお、エグジット戦略の承認はSBIAの投資委員会の重要な検討事項であり、エグジット戦略は

SBIAの投資部門が定期的に見直し、更新しています。また、エグジット戦略の事前計画のために、
投資リスク部門がさまざまな市場環境を想定したストレステストを実施しています。SVFは、原則と
して2029年11月20日まで運用が可能な長期投資ファンドであり、複数の景気後退の可能性や、
エグジットまでに時間を要する投資がありうることも考慮されて設計されています。

e. 支配権を伴わない投資および限定的な株主権利
SVFは、投資先において支配権を伴わない持分を有する場合、保有持分の保護や経営への影響
力行使の能力が限定的となる可能性があります。またSVFは、金融、戦略、またはその他の分野に
おける他社（グループ会社を含みます。）と共同で、合弁会社などを通じて投資を行う場合があり、
当該他社が、当該合弁会社または投資先に対しSVFよりも大きな保有割合もしくは支配権を有する
場合があります。このような場合、SVFは当該他社の経営陣および取締役会（SVFと利害が競合し
得る他の金融投資会社の関係者が構成員に含まれる場合があります。）に大きく依存することとな
ります。

f. 人材の確保・維持
SBIAは、SVFをはじめとして、運営する投資ファンドの保有株式価値の最大化を目的として、投

資先を慎重に選定することに加え、投資後の成長を促すさまざまな支援を行います。このような取
り組みの成功には、テクノロジーや金融市場に関する幅広い知見や投資事業の運営における専門
的スキルを保有する有能な人材の確保・維持が不可欠です。SBIAは、投資・運用体制を幅広く有す
るうえ、研修や能力開発、スタッフが潜在能力を最大限に発揮できるよう行われる社内異動に至る
まで、さまざまな人材サポートプログラムを通じ、スタッフの定着を図っており、SBIAとその報酬委

員会が有する、報酬を成果に連動させる総合的な報酬哲学は、市場と比べ非常に高い競争力に寄
与していると自負しています。しかしながら、このような有能な人材を十分に確保・維持すること
ができない場合（要因には、オルタナティブ・アセット投資会社や金融機関、プライベート・エクイ
ティ、グロース・エクイティおよびベンチャー・キャピタル、投資顧問会社およびその他の市場参加
者との間での、高い能力を有する投資プロフェッショナル人材の獲得および維持の競争激化を含み
ます。）は、運営するファンドの投資規模の維持・拡大や将来の投資成果に悪影響を及ぼす可能性が
あります。

g. リミテッド・パートナー
SBIAは、SVFの投資の実行にあたり、参画するリミテッド・パートナーに対して、資金拠出の要請

（キャピタル・コール）を行いますが、何らかの事情によりリミテッド・パートナーから資金が拠出さ
れない場合は、SVFによる投資金額が制限されるなど、SBIAの計画通りに投資を行えない可能性
があります。また、SVFの出資持分はソフトバンクグループ（株）を含む少数の大口投資家によって
保有されており、このような大口投資家がキャピタル・コールに応じることができない場合、他の
リミテッド・パートナーは一定の範囲内で不足額を補う責務を追うものの、持分がさらに分散して保
有される場合と比して悪影響が大きくなります。さらに、出資コミットメント額の大きな外部のリミ
テッド・パートナーは、一定額以上の投資案件について拒否権を有しているため、当該拒否権が行
使された場合は、SBIAの計画通りに投資を行うことができない可能性があります。

h. 新たな技術やビジネスモデルへの規制
SVFの投資先には、AIやビッグデータなどの新技術の事業への活用や研究開発を行う企業や、

既存の枠組みとは異なる新たなビジネスモデルを展開する企業が多く含まれます。このような新た
な技術やビジネスモデルが提供される事業領域（例えば、自動運転やライドシェアサービス）は、多
くの国・地域において特定的かつ厳格な規制または許認可の対象とされる場合があります。関連
する法令等の整備により、規制が設定または強化された場合は、新たな経済的負担または規制が
課されたり、採用する技術やビジネスモデルまたはこれらに関する研究開発について、内容の変更
や停止または終了が必要になるなど、投資先の事業展開および業績に悪影響を及ぼす可能性があ
ります。また、特定のテクノロジーに関連するサービスの提供に必要な許認可にはさまざまな条件
が課されるものの、SVFの投資先がこれらの条件を満たすことができる保証はありません。
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i. 特定の分野への投資の集中
SVFは、特定の事業領域における複数の企業への投資を有しており、当該事業領域に対する投

資の集中度が高くなる場合があります。例えば、Uber Technologies,Inc.や、Xiaoju Kuaizhi 

Inc.、GRAB HOLDINGS INC.など、ライドシェアサービスを提供する企業に投資を行っています。
こうした事業領域において、需要の低迷や市場競争の激化（投資先間の競合を含みます。）など事
業環境の悪化により、投資先の収益性が低下するなど業績が悪化した場合や、SVFの投資時点に
想定した通りに事業展開ができない場合や、当該事業領域に対する市場の評価が悪化した場合に
は、投資先の業績または公正価値に悪影響を及ぼす可能性があります。
なお、投資の集中度については、SBIAの投資リスク部門が測定および経営陣への報告を行い、

SBIAの投資委員会および取締役会のメンバーが検討を行います。SBIAの投資委員会および必要
に応じ実施されるIABによるレビューなどの投資プロセスの中で、投資を分散させるかまたはリス
クを許容するかが決定されます。

j. 上場企業への投資
SVFの投資ポートフォリオは、上場企業が発行する証券や債券が含まれる場合があり、これらの
投資は、未上場企業への投資におけるリスクとは種類および程度が異なるリスクを伴う可能性があ
ります。当該リスクには、投資の公正価値評価（バリュエーション）に市場価格が用いられることに
よるボラティリティー、投資先に関する情報開示義務の増加、当該証券および債券の処分における
SVFの裁量への制限、投資先の役員および取締役（SBIAの従業員である場合を含みます。）に対す
る投資先株主からの訴訟およびインサイダー取引の告発の可能性の増加、ならびにこれらのリスク
を低減するためのコストの増加が含まれます。さらに、取引所で取引される証券については、上場
証券の一部またはすべてについて取引を一時停止できる取引所の権限の影響下にあるため、この
ような取引停止または制限により保有投資の資金化に制約が生じることで、SVFに損失が生じる可
能性があります。
流動性イベントに伴ってSVFが保有する上場証券に生じる市場リスクを軽減するため、SBIAの投
資活動による市場への影響を最小限に抑え収益を最大化するよう計画的にポジションを売却する
などの仕組みを設定しています。またSBIAは、カバードコール・オプションを売却するなどしてデ
リバティブ契約を締結することでエクスポージャーを低減することもあります。また、米ドルに対す
る為替レートが不安定な通貨建ての証券に投資している場合の為替リスクをヘッジすることも検討

しています。
また、SVFが上場証券のポジションを管理するうえで発生する運用リスクとコンプライアンスリス
クは、SBIAのミドルオフィス、コンプライアンス、投資リスク部門などの運用リスク管理部門が関与
するコントロール・フレームワークを通じて管理されており、これには取引相手の確認などの取引
前の承認プロセス、取引後の調整およびモニタリングが含まれます。

k. 新型コロナウイルス等の感染拡大
新型コロナウイルスをはじめ、その他の感染症および伝染病の蔓延への懸念から、これまでも各
国において公共交通機関の利用を含む移動の制限、検疫の強化、長期にわたる事業所の閉鎖およ
び在宅勤務の義務付けまたは要請などの感染拡大の防止策が講じられてきました。新型コロナウ
イルス感染症のような伝染病の世界規模での発生により、世界の資本市場のボラティリティーが高
まる可能性や地域および世界経済に悪影響が生じる可能性があり、これにより多大な損害が発生
するなどしてSVFの事業および業績が悪化し、ソフトバンクグループ（株）を含むリミテッド・パート
ナーへのリターンが減少する可能性があります。当年度において、ソフトバンク・ビジョン・ファン
ドは、新型コロナウイルスの感染拡大およびそれに伴う世界経済の停滞の影響による投資先の公正
価値の減少などに伴い、当第4四半期に1.1兆円の投資損失を計上しました。新型コロナウイルス
およびその他の感染病・伝染病の拡大防止策やSVFの投資先の役職員の疾病を理由とする欠勤な
どが継続した場合、SVFの投資先の事業およびリターンに悪影響を及ぼす可能性があります。
新型コロナウイルスの感染拡大に対し、SBIAは、投資先と緊密に連携しながら、収益の減少や流
動性の低下など投資先の事業環境のさらなる悪化に備えるための事業運営の支援や戦略の指導を
行い、新型コロナウイルスの感染拡大による経済悪化局面における事業への悪影響の低減を図っ
ています。また、投資先に対し、手元資金を活用した精緻なキャッシュ・フロー計画を立てることに
よりコスト構造を最適化し、事業の継続と柔軟性を確保するよう促しているほか、現金準備残高な
らびに各投資先のセクターおよびビジネスモデルに基づく新型コロナウイルスの感染拡大への感応
度を評価した上で、①手元資金の保全、②コスト削減、③事業継続のための応急措置、④短期的な
善後策、⑤在宅勤務体制下でのオフィススペースの最適化、⑥利用可能な政府補助策の確認、に
関する助言を行っています。さらに、SVFは原則として2029年11月20日まで運用が可能な長期
投資ファンドであり、まだ十分な残存期間があることにより、四半期ごとに起こり得る評価額の洗
い替えから生じる未実現損益の変動に左右されることなく、中長期的な実現リターンの創出にフォー
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カスすることが可能です。しかしながら、これらの取り組みやSVFの長期ファンドという性質をもっ
てしても、全ての投資先の事業運営およびリターンへの悪影響を完全には防ぐことができない可
能性があります。
また、これらの要因は、主要人物を含むSVFの投資先にも影響または発生する可能性があり、そ
の場合、SBIAの事業活動、新規および既存の投資先に対するソーシング、デュー・ディリジェンス
およびモニタリング、その他SVFに関する機能の適切な実行に支障が生じる可能性があります。同
様の懸念は、SVFに役務を提供する事業者にも該当する場合があり、これによりSVF、ひいてはソ
フトバンクグループ（株）の活動に悪影響を及ぼす可能性があります。SBIAは、事業継続戦略を策
定するとともに危機管理部門を設置し、新型コロナウイルス感染症のような事業継続上の重大事象
の発生によるSBIAの事業プロセスへの混乱を最小限に抑えるよう図っています。

（6）ソフトバンク（株）について
主に通信事業、インターネット広告事業、イーコマース事業を営むソフトバンク（株）およびその子
会社（例えば、Zホールディングス（株））（本（6）において併せて「ソフトバンク（株）」）に存在する特有
のリスクは、主として以下a～cに記載する通りです。これらのリスクが顕在化した場合、ソフトバン
ク（株）の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。その結果、その資産価値、すなわちソフトバン
クグループ（株）の保有株式価値が低下し、株主価値が低下、LTVが悪化するとともに、投資に伴い
発生したのれん、有形固定資産、無形資産の減損損失の計上やソフトバンク（株）の業績の取り込み
によりソフトバンクグループ（株）の連結業績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

a. 安定的なサービスの提供
（a）通信ネットワークの増強

　ソフトバンク（株）は、通信サービスの品質を維持・向上させるために、将来のトラフィック（通
信量）を予測し、その予測に基づいて継続的に通信ネットワークを増強（例えば、必要な周波数
の確保）していく必要があります。これらの増強は計画的に行っていますが、実際のトラフィッ
クが予測を大幅に上回った場合、または通信ネットワークの増強を適時に行えなかった場合、
サービスの品質および信頼性や企業イメージの低下を招き顧客の獲得・維持に悪影響を及ぼ
すほか、追加の設備投資が必要となり、その結果、ソフトバンク（株）の事業展開や業績に悪影
響を及ぼす可能性があります。

（b）システム障害などによるサービスの中断・品質低下
　ソフトバンク（株）が提供する通信ネットワークや顧客向けのシステムなどの各種サービスに
おいて、人為的なミスや設備・システム上の問題、または第三者によるサイバー攻撃、ハッキ
ングその他不正アクセスなどが発生した場合、これに起因して各種サービスを継続的に提供
できなくなること、または各種サービスの品質が低下することなどの重大なトラブルが発生す
る可能性があります。各システムの冗長化や、障害などの発生に備えた復旧手順の明確化、
障害などが発生した場合の適切な復旧体制の構築などの対策にもかかわらず、サービスの
中断・品質低下を回避できず、その復旧に相当時間を要した場合、信頼性や企業イメージが
低下し、顧客の獲得・維持が困難になる可能性があります。その結果、ソフトバンク（株）の事
業展開や業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

（c）自然災害など予測困難な事情
　ソフトバンク（株）は、インターネットや通信などの各種サービスの提供に必要な通信ネット
ワークや情報システムなどを構築・整備しています。地震・台風・洪水・津波・竜巻・豪雨・大
雪・火山活動などの自然災害、火災や停電・電力不足、テロ行為、感染症の流行などの予測
困難な事象が発生することにより、通信ネットワークや情報システムなどが正常に稼働しなく
なった場合、ソフトバンク（株）の各種サービスの提供に支障を来す可能性があります。ソフト
バンク（株）においては、こうした事態が発生した場合においても安定した通信環境を確保で
きるようにネットワークの冗長化やネットワークセンターおよび基地局での停電対策等を導入
しているほか、こうした事態による各種サービスの提供への影響の低減を図るべくネットワー
クセンターやデータセンター等の重要拠点を全国に分散するなどの対策を講じています。か
かる対策にもかかわらず、各種サービスの提供に支障を来す場合、およびこれらの影響が広
範囲にわたり、復旧に相当時間を要した場合、信頼性や企業イメージが低下し、顧客の獲得・
維持が困難になる可能性があります。また、通信ネットワークや情報システムなどを復旧・改
修するために多額の費用負担が発生する可能性があります。その結果、ソフトバンク（株）の
業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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b. 他社経営資源への依存
（a）他社設備などの利用

　ソフトバンク（株）は、通信サービスの提供に必要な通信ネットワークを構築する上で、他の
事業者が保有する通信回線設備などを一部利用しています。ソフトバンク（株）は、原則とし
て、複数の事業者の通信回線設備などを利用していますが、今後、複数の事業者の当該設備
などを継続して利用することができなくなった場合、または使用料や接続料などが引き上げ
られるなど利用契約が不利な内容に変更された場合、ソフトバンク（株）の事業活動や業績に
悪影響を及ぼす可能性があります。

（b）「Yahoo!」ブランドの利用
　ソフトバンク（株）は、同社およびヤフー（株）の事業において、「Yahoo! JAPAN」をはじめ
「Y!mobile」や「Yahoo! BB」など、サービス名称の一部に米国のVerizon Communications 

Inc.の子会社が保有する「Yahoo!」ブランドを使用しています。同社との関係に大きな変化が
生じるなどしてこれらのブランドが使用できなくなった場合、ソフトバンク（株）の事業活動に
悪影響を及ぼす可能性があります。

（c）各種機器の調達
　ソフトバンク（株）は、通信機器やネットワーク関連機器など（例えば、携帯端末や基地局の
無線機）を調達しています。ソフトバンク（株）では、原則として複数の取引先から機器を調達し
てネットワークを構築していますが、特定の会社への依存度が高い機器が残る場合がありま
す。特定の会社への依存度が高い機器の調達において、供給停止、納入遅延、数量不足、不
具合などの問題が発生し調達先や機器の切り替えが適時に多額のコストを要さずに行うこと
ができない場合、または性能維持のために必要な保守・点検が打ち切られた場合、ソフトバン
ク（株）のサービスの提供に支障を来し、顧客の獲得・維持が困難になる可能性や調達先の変
更のために追加のコストが生じる可能性のほか、携帯端末の売上が減少する可能性がありま
す。その結果、ソフトバンク（株）の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

（d）業務の委託
　ソフトバンク（株）は、主に通信サービスに係る販売、顧客の獲得・維持、それらに付随する
業務の全部または一部について、他社に委託しているほか、情報検索サービスにおいて他社
の検索エンジンおよび検索連動型広告配信システムを利用しています。ソフトバンク（株）は、
業務委託先の選定時には与信調査を実施し、定期的に業績などの監視を行っていますが、業

務委託先がソフトバンク（株）の期待通りに業務を行うことができない場合、ソフトバンク（株）
の事業活動に悪影響を及ぼす可能性があります。
　また、業務委託先はソフトバンク（株）のサービス・商品を取り扱っていることから、当該業
務委託先の信頼性や企業イメージが低下した場合には、ソフトバンク（株）の信頼性や企業イ
メージも低下し、事業展開や顧客の獲得・維持に悪影響を及ぼす可能性があり、その結果、ソ
フトバンク（株）の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
　このほか、当該業務委託先において法令などに違反する行為があった場合、ソフトバンク
（株）が監督官庁から警告・指導を受けるなど監督責任を追及される可能性があるほか、ソフ
トバンク（株）の信頼性や企業イメージが低下し顧客の獲得・維持が困難になる可能性があり
ます。その結果、ソフトバンク（株）の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

c. 情報の流出や不適切な利用
ソフトバンク（株）は、事業を展開する上で、顧客情報（個人情報を含みます。）やその他の機密情
報を取り扱っています。ソフトバンク（株）においては、情報セキュリティ管理責任者の設置や役職員
へのセキュリティー教育・訓練をはじめ、適切に情報資産を保護・管理するための体制構築を図っ
ています。具体的には、顧客情報やその他の機密情報に関する作業エリアの限定、当該エリア専用
の入退室管理ルールといった物理的管理のほか、役職員による業務パソコン利用や社内ネットワー
ク利用、社内サーバーへのアクセス状況等の監視や、社外からのサイバー攻撃による不正アクセス
を監視・防御することで、セキュリティーレベルの維持・管理を行っています。
これらの取組みにもかかわらず、ソフトバンク（株）（役職員や委託先の関係者を含みます。）の故
意・過失、または悪意を持った第三者のサイバー攻撃、ハッキング、コンピューターウイルス感染、
その他不正アクセスなどにより、これらの情報の流出や消失、法令や規約違反となる不適切な利用
などが発生する可能性があります。こうした事態が生じた場合、ソフトバンク（株）の信頼性や企業
イメージが低下し顧客の獲得・維持が困難になるほか、競争力が低下したり、損害賠償やセキュリ
ティーシステム改修のために多額の費用負担が発生したりする可能性があります。その結果、ソフ
トバンク（株）の事業展開や業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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（7）法令・規制・制度などについて
ソフトバンクグループ（株）は、各国の法令・規制・制度など（以下「法令等」）の下で投資活動を行っ
ています。また、投資先は各国のさまざまな分野にわたる法令等の下で事業活動を行っています。
具体的には、投資に関する各種法令等から、通信サービス、インターネット広告、イーコマース、エ
ネルギー、AI、ロボット、ライドシェアリング、金融・決済などの事業やその他の企業活動に関する
各種法令等（事業許認可、輸出入、個人情報・プライバシー保護、環境、製造物責任、公正な競争、
消費者保護、贈賄禁止、労務、知的財産権、マネー・ロンダリング防止、租税、為替に関するものを
含みますが、これらに限りません。）まで広範に及び、これらの影響を直接または間接的に受けます。
法令等の改正もしくは新たな法令等の施行または解釈・適用（その変更を含みます。）により、ソ

フトバンクグループ（株）の投資活動や投資先の事業活動が期待通りに展開できない、新たな投資
や事業が制限される、投資の回収が遅延もしくは不可能となるなど、ソフトバンクグループ（株）の
投資活動や投資先の事業活動に支障を及ぼす可能性があるほか、金銭的負担の発生・増加により、
ソフトバンクグループ（株）の連結・個別業績に悪影響を及ぼす可能性があります。なお、ソフトバン
クグループ（株）は、その法務部門が外部のアドバイサーからの助言を受けながら主に投資活動に
関する法令等の新設または改正等に関して情報収集などを行っています。
また、ソフトバンクグループ（株）および投資先が活動を行う国・地域において、租税法令または
その解釈・運用が新たに導入・変更された場合や、税務当局との見解の相違により追加の税負担
が生じた場合、ソフトバンクグループ（株）の連結・個別業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性が
あります。
このほか、ソフトバンクグループ（株）は法令順守のためのグループコンプライアンス体制の強化
や研修など役職員の知識や意識向上を促す取り組みを行っていますが、このような取り組みにもか
かわらずソフトバンクグループ（株）や投資先（役職員を含みます。）がこれらの法令等に違反する行
為を行った場合、違反の認識の有無にかかわらず、行政機関から行政処分や行政指導（登録・免許
の取消や罰金を含みます。）を受けたり、取引先から取引契約を解除されたりする可能性がありま
す。その結果、ソフトバンクグループ（株）や投資先の信頼性や企業イメージが低下したり、事業活
動に支障が生じたりする可能性があるほか、金銭的負担の発生により、ソフトバンクグループ（株）
の業績や投資先の資産価値に悪影響を及ぼす可能性があります。

（8）知的財産権について
ソフトバンクグループ（株）が保有する「ソフトバンク」ブランドが第三者により侵害された場合、ソ

フトバンクグループ（株）および「ソフトバンク」ブランドを使用する子会社の企業イメージや信頼性が
低下する可能性があります。また、アームが保有する知的財産権が第三者により侵害された場合、
同社の事業展開や業績に悪影響を及ぼす可能性があります。一方、投資先が意図せずに第三者の
知的財産権を侵害した場合、権利侵害の差止めや損害賠償、ライセンス使用料の請求などを受ける
可能性があります。いずれの場合も、ソフトバンクグループ（株）の保有株式価値や株主価値、LTV、
連結・個別業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

（9）訴訟について
ソフトバンクグループ（株）は、株主（投資先の現在および過去の株主を含みます。）、投資先、取
引先、従業員（投資先の現在および過去の従業員を含みます。）を含む第三者の権利・利益を侵害し
たとして、損害賠償などの訴訟を起こされる可能性があります。その結果、ソフトバンクグループ
（株）の投資活動に支障が生じたり、企業イメージが低下したりする可能性があるほか、金銭的負担
の発生により、ソフトバンクグループ（株）の連結・個別業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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（資産の部）
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

注記 2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日
流動資産
現金及び現金同等物 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10 ¥  3,858,518 ¥  3,369,015 $  30,956,676
営業債権及びその他の債権 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11, 30 2,339,977 2,072,326 19,041,863
その他の金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 12, 30 203,476 313,487 2,880,520
棚卸資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 13 365,260 185,097 1,700,790
その他の流動資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14 766,556 460,970 4,235,689
小計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,533,787 6,400,895 58,815,538
売却目的保有に分類された資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6, 15 224,201 9,236,048 84,866,746
流動資産合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,757,988 15,636,943 143,682,284

非流動資産
有形固定資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 16 4,070,704 1,264,516 11,619,186
使用権資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 17 – 1,293,692 11,887,274
のれん . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 18 4,321,467 3,998,167 36,737,729
無形資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 18 6,892,195 1,985,972 18,248,387
契約獲得コスト . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 384,076 212,036 1,948,323
持分法で会計処理されている投資  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21 2,641,045 3,240,361 29,774,520
FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの投資 . . . . . . . . . . . . . . . . . 30 7,115,629 6,892,232 63,330,258
投資有価証券  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30 924,614 1,211,511 11,132,142
その他の金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 12, 30 1,185,856 1,159,972 10,658,568
繰延税金資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 23 586,943 221,371 2,034,099
その他の非流動資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14 215,959 140,519 1,291,179
非流動資産合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 28,338,488 21,620,349 198,661,665
資産合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥36,096,476 ¥37,257,292 $342,343,949

a. 連結財政状態計算書

連結財務諸表等

（注） 本連結財務諸表は、『SoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020』に掲載されている”Consolidated Financial Statements”を翻訳したものです。
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（負債及び資本の部）
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

注記 2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日
流動負債
有利子負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 24, 30 ¥  3,480,960 ¥  3,845,153 $  35,331,738
リース負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19, 30 – 378,383 3,476,826
銀行業の預金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 25, 30 745,943 873,087 8,022,485
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8, 30 29,677 24,691 226,877
営業債務及びその他の債務 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 26, 30 1,909,608 1,585,326 14,566,994
デリバティブ金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30 767,714 9,267 85,151
その他の金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 27, 30 10,849 248,010 2,278,875
未払法人所得税 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 534,906 164,298 1,509,676
引当金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 29 43,685 11,448 105,192
その他の流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 28 1,158,355 596,499 5,481,016
小計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,681,697 7,736,162 71,084,830
売却目的保有に分類された資産に直接関連する負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6 – 6,454,971 59,312,423
流動負債合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,681,697 14,191,133 130,397,253

非流動負債
有利子負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 24, 30 12,204,146 9,286,729 85,332,436
リース負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19, 30 – 761,943 7,001,222
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8, 30 4,107,288 4,559,728 41,897,712
デリバティブ金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30 130,545 128,075 1,176,835
その他の金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30 57,115 77,207 709,428
引当金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 29 157,478 88,791 815,869
繰延税金負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 23 1,391,072 711,216 6,535,110
その他の非流動負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 28 357,931 79,553 730,983
非流動負債合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 18,405,575 15,693,242 144,199,595
負債合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥27,087,272 ¥29,884,375 $274,596,848
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（負債及び資本の部）
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

注記 2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日
資本
親会社の所有者に帰属する持分
資本金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 ¥     238,772 ¥     238,772 $    2,193,991
資本剰余金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 1,467,762 1,490,325 13,694,064
その他の資本性金融商品 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 496,876 496,876 4,565,616
利益剰余金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 5,571,285 3,945,820 36,256,731
自己株式 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 (443,482) (101,616) (933,713)
その他の包括利益累計額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 290,268 (362,259) (3,328,669)
小計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,621,481 5,707,918 52,448,020
売却目的保有に分類された資産に直接関連するその他の包括利益累計額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6 – 205,695 1,890,058
親会社の所有者に帰属する持分合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,621,481 5,913,613 54,338,078
非支配持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 20 1,387,723 1,459,304 13,409,023
資本合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,009,204 7,372,917 67,747,101
負債及び資本合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥36,096,476 ¥37,257,292 $342,343,949

101企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



（単位：百万円） （単位：千米ドル）

注記
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
継続事業（注1）

売上高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 38 ¥  6,093,548 ¥  6,185,093 $  56,832,610
売上原価 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 39 (3,567,185) (3,485,042) (32,022,806)
売上総利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,526,363 2,700,051 24,809,804
販売費及び一般管理費 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 39 (1,866,315) (2,024,167) (18,599,348)
子会社の支配喪失に伴う利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 40 176,261 11,879 109,152
その他の営業損益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 41 (19,314) (121,051) (1,112,294)
営業利益（ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業利益を除く） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 816,995 566,712 5,207,314
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8 1,256,641 (1,931,345) (17,746,439)
営業利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,073,636 (1,364,633) (12,539,125)
財務費用 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 42 (341,937) (300,948) (2,765,304)
持分法による投資損益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 43 320,101 638,717 5,868,942
持分変動利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44 44,068 339,842 3,122,687
為替差損益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,894 (11,107) (102,058)
デリバティブ関連損益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 45 158,423 (71,811) (659,846)
アリババ株式先渡売買契約決済益. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 46 – 1,218,527 11,196,609
FVTPLの金融商品から生じる損益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 47 36,832 (668,463) (6,142,268)
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家持分の増減額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8 (586,152) 540,930 4,970,413
その他の営業外損益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 48 (33,192) (285,562) (2,623,927)
税引前利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,682,673 35,492 326,123
法人所得税 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 23 (237,023) (797,697) (7,329,753)
継続事業からの純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  1,445,650 ¥    (762,205) $  (7,003,630)

非継続事業（注1）

非継続事業からの純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6 8,968 (38,555) (354,268)
純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  1,454,618 ¥    (800,760) $  (7,357,898)

純利益の帰属
親会社の所有者  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  1,411,199 ¥    (961,576) $  (8,835,578)
継続事業からの純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,402,756 (930,027) (8,545,686)
非継続事業からの純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,443 (31,549) (289,892)
非支配持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 20 43,419 160,816 1,477,680
継続事業からの純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 42,894 167,822 1,542,056
非継続事業からの純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 525 (7,006) (64,376)

¥  1,454,618 ¥    (800,760) $  (7,357,898)

b. 連結損益計算書および連結包括利益計算書
連結損益計算書
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（単位：円） （単位：米ドル）

注記
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
1株当たり純利益（注2）

基本的1株当たり純利益（円）
継続事業 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 50 ¥630.19 ¥(463.29) $(4.26)
非継続事業 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 50 3.89 (15.21) (0.14)
基本的1株当たり純利益合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 50 ¥634.08 ¥(478.50) $(4.40)
希薄化後1株当たり純利益（円）
継続事業 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 50 624.45 (470.12) (4.32)
非継続事業 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 50 3.82 (15.21) (0.14)
希薄化後1株当たり純利益合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 50 ¥628.27 ¥(485.33) $(4.46)
（注1） 2020年3月31日に終了した1年間において、継続事業と非継続事業を区分して表示しています。この表示方法の変更を反映させるため、2019年3月31日に終了した1年間においても同様に組み替えて表示しています。非継続事業の詳細については、「注記6．非継続事業」

をご参照ください。
（注2） 2019年6月28日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っています。2019年3月31日に終了した1年間の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、「基本的1株当たり純利益」および「希薄化後1株当たり純利益」を算定しています。
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（単位：百万円） （単位：千米ドル）

注記
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,454,618 ¥   (800,760) $  (7,357,898)
その他の包括利益（税引後）
純損益に振り替えられることのない項目
確定給付制度の再測定  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 49 (1,204) (21,281) (195,544)
FVTOCIの資本性金融資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30, 49 (3,664) (6,245) (57,383)
純損益に振り替えられることのない項目合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (4,868)  (27,526) (252,927)
純損益に振り替えられる可能性のある項目

FVTOCIの負債性金融資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30, 49 1,145  (1,502) (13,801)
キャッシュ・フロー・ヘッジ . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30, 49 8,766 56,157 516,007
在外営業活動体の為替換算差額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 34, 49 27,228  (521,620) (4,792,980)
持分法適用会社のその他の包括利益に対する持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21, 49 15,406 4,912 45,134
純損益に振り替えられる可能性のある項目合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 52,545 (462,053) (4,245,640)

その他の包括利益（税引後）合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 47,677 (489,579) (4,498,567)
包括利益合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,502,295 ¥(1,290,339) $(11,856,465)

包括利益合計の内訳（注）
継続事業からの包括利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,376,061 (1,169,573) (10,746,789)
非継続事業からの包括利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6 126,234  (120,766) (1,109,676)

包括利益合計の帰属（注）
親会社の所有者 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,440,235 ¥(1,425,587) $(13,099,210)
継続事業からの包括利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,330,698  (1,329,357) (12,214,987)
非継続事業からの包括利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 109,537  (96,230) (884,223)
非支配持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 62,060 135,248 1,242,745

¥1,502,295 ¥(1,290,339) $(11,856,465)
（注） 非継続事業の詳細については、「注記6．非継続事業」をご参照ください。

連結包括利益計算書
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（単位：百万円）
親会社の所有者に帰属する持分

2019年3月31日に終了した1年間 注記 資本金 資本剰余金
その他の資本性

金融商品 利益剰余金 自己株式
その他の包括利益

累計額 合計 非支配持分 資本合計

2018年4月1日  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥238,772 ¥   256,768 ¥496,876 ¥3,940,259 ¥  (66,458) ¥317,959 ¥5,184,176 ¥1,088,846 ¥6,273,022

新基準適用による累積的影響額（注） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – 300,615 – (57,828) 242,787 21,300 264,087

2018年4月1日（修正後） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 238,772 256,768 496,876 4,240,874 (66,458) 260,131 5,426,963 1,110,146 6,537,109

包括利益
純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – 1,411,199 – – 1,411,199 43,419 1,454,618

その他の包括利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – – – 29,036 29,036 18,641 47,677

包括利益合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – 1,411,199 – 29,036 1,440,235 62,060 1,502,295

所有者との取引額等
剰余金の配当 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36 – – – (47,951) – – (47,951) (30,907) (78,858)

その他の資本性金融商品の所有者に対する分配 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 – – – (31,736) – – (31,736) – (31,736)

その他の包括利益累計額から利益剰余金への振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – (1,101) – 1,101 – – –

自己株式の取得及び処分  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 – 739 – – (377,024) – (376,285) – (376,285)

企業結合による変動 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – – – – – 6,115 6,115

支配継続子会社に対する持分変動 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 – 1,164,459 – – – – 1,164,459 236,191 1,400,650

関連会社の支配継続子会社に対する持分変動  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 41,579 – – – – 41,579 – 41,579

関連会社の資本剰余金の変動に対する持分変動 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (1,832) – – – – (1,832) – (1,832)

株式に基づく報酬取引 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 6,049 – – – – 6,049 2,414 8,463

その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – – – – – 1,704 1,704

所有者との取引額等合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 1,210,994 – (80,788) (377,024) 1,101 754,283 215,517 969,800

2019年3月31日  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥238,772 ¥1,467,762 ¥496,876 ¥5,571,285 ¥(443,482) ¥290,268 ¥7,621,481 ¥1,387,723 ¥9,009,204

（注） IFRS第9号「金融商品」および IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」の適用に伴い、遡及修正の累積的影響を利益剰余金およびその他の包括利益累計額に係る期首残高の修正として認識しています。

c. 連結持分変動計算書
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（単位：百万円）
親会社の所有者に帰属する持分

2020年3月31日に終了した1年間 注記 資本金 資本剰余金
その他の資本性

金融商品 利益剰余金 自己株式
その他の包括利益

累計額 小計

売却目的保有に 
分類された資産 
に直接関連する 
その他の包括利 
益累計額 合計 非支配持分 資本合計

2019年4月1日  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥238,772 ¥1,467,762 ¥496,876 ¥5,571,285 ¥(443,482) ¥   290,268 ¥7,621,481 ¥           – ¥7,621,481 ¥1,387,723 ¥9,009,204

新基準適用による累積的影響額（注） . . . . . . . . . . . . . . . 4 – – – 13,997 – – 13,997 – 13,997 (1,357) 12,640

2019年4月1日（修正後） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 238,772 1,467,762 496,876 5,585,282 (443,482) 290,268 7,635,478 – 7,635,478 1,386,366 9,021,844

包括利益
純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – (961,576) – – (961,576) – (961,576) 160,816 (800,760)

その他の包括利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – – – (464,011) (464,011) – (464,011) (25,568) (489,579)

包括利益合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – (961,576) – (464,011) (1,425,587) – (1,425,587) 135,248 (1,290,339)

所有者との取引額等
剰余金の配当 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36 – – – (68,752) – – (68,752) – (68,752) (157,894) (226,646)

その他の資本性金融商品の所有者に対する分配 . . . . 35 – – – (31,071) – – (31,071) – (31,071) – (31,071)

その他の包括利益累計額から利益剰余金への振替 . . – – – (17,179) – 17,179 – – – – –

自己株式の取得及び処分  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 – (739) – (2,748) (216,270) – (219,757) – (219,757) – (219,757)

自己株式の消却 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 – – – (558,136) 558,136 – – – – – –

企業結合による変動 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9 – – – – – – – – – 191,325 191,325

支配継続子会社に対する持分変動 . . . . . . . . . . . . . 35 – 42,358 – – – – 42,358 – 42,358 (94,359) (52,001)

関連会社の支配継続子会社に対する持分変動  . . . . . – (24,843) – – – – (24,843) – (24,843) – (24,843)

関連会社の資本剰余金の変動に対する持分変動 . . . . – 3,583 – – – – 3,583 – 3,583 – 3,583

株式に基づく報酬取引 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 2,204 – – – – 2,204 – 2,204 (750) 1,454

売却目的保有への振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6 – – – – – (205,695) (205,695) 205,695 – – –

その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – – – – – – – (632) (632)

所有者との取引額等合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 22,563 – (677,886) 341,866 (188,516) (501,973) 205,695 (296,278) (62,310) (358,588)

2020年3月31日  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥238,772 ¥1,490,325 ¥496,876 ¥3,945,820 ¥(101,616) ¥(362,259) ¥5,707,918 ¥205,695 ¥5,913,613 ¥1,459,304 ¥7,372,917
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（単位：千米ドル）
親会社の所有者に帰属する持分

2020年3月31日に終了した1年間 注記 資本金 資本剰余金
その他の資本性

金融商品 利益剰余金 自己株式
その他の包括利益

累計額 小計

売却目的保有に 
分類された資産 
に直接関連する 
その他の包括利 
益累計額 合計 非支配持分 資本合計

2019年4月1日  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $2,193,991 $13,486,741 $4,565,616 $51,192,548 $(4,074,998) $   2,667,169 $70,031,067 $              – $70,031,067 $12,751,291 $82,782,358

新基準適用による累積的影響額（注） . . . . . . . . . . . . . . . 4 – – – 128,613 – – 128,613 – 128,613 (12,469) 116,144

2019年4月1日（修正後） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,193,991 13,486,741 4,565,616 51,321,161 (4,074,998) 2,667,169 70,159,680 – 70,159,680 12,738,822 82,898,502

包括利益
純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – (8,835,578) – – (8,835,578) – (8,835,578) 1,477,680 (7,357,898)

その他の包括利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – – – (4,263,632) (4,263,632) – (4,263,632) (234,935) (4,498,567)

包括利益合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – (8,835,578) – (4,263,632) (13,099,210) – (13,099,210) 1,242,745 (11,856,465)

所有者との取引額等
剰余金の配当 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36 – – – (631,738) – – (631,738) – (631,738) (1,450,831) (2,082,569)

その他の資本性金融商品の所有者に対する分配 . . . . 35 – – – (285,500) – – (285,500) – (285,500) – (285,500)

その他の包括利益累計額から利益剰余金への振替 . . – – – (157,852) – 157,852 – – – – –

自己株式の取得及び処分  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 – (6,791) – (25,250) (1,987,227) – (2,019,268) – (2,019,268) – (2,019,268)

自己株式の消却 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35 – – – (5,128,512) 5,128,512 – – – – – –

企業結合による変動 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9 – – – – – – – – – 1,758,017 1,758,017

支配継続子会社に対する持分変動 . . . . . . . . . . . . . 35 – 389,212 – – – – 389,212 – 389,212 (867,031) (477,819)

関連会社の支配継続子会社に対する持分変動  . . . . . – (228,273) – – – – (228,273) – (228,273) – (228,273)

関連会社の資本剰余金の変動に対する持分変動 . . . . – 32,923 – – – – 32,923 – 32,923 – 32,923

株式に基づく報酬取引 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 20,252 – – – – 20,252 – 20,252 (6,892) 13,360

売却目的保有への振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6 – – – – – (1,890,058) (1,890,058) 1,890,058 – – –

その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – – – – – – – (5,807) (5,807)

所有者との取引額等合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 207,323 – (6,228,852) 3,141,285 (1,732,206) (4,612,450) 1,890,058 (2,722,392) (572,544) (3,294,936)

2020年3月31日  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $2,193,991 $13,694,064 $4,565,616 $36,256,731 $   (933,713) $(3,328,669) $52,448,020 $1,890,058 $54,338,078 $13,409,023 $67,747,101

（注） IFRS第16号「リース」の適用に伴い、遡及修正の累積的影響を利益剰余金期首残高の修正として認識しています。これらの修正の内容については、「注記4．会計方針の変更（3）新たな基準書および解釈指針の適用による影響額」をご参照ください。
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（単位：百万円） （単位：千米ドル）

注記
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
営業活動によるキャッシュ・フロー
継続事業からの純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,445,650 ¥  (762,205) $ (7,003,630)
非継続事業からの純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,968 (38,555) (354,268)
純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,454,618 (800,760) (7,357,898)
減価償却費及び償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,694,187 2,051,472 18,850,243
子会社の支配喪失に伴う利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (176,261) (11,879) (109,152)
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの投資損益（（　）は益） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8 (1,302,838) 1,844,867 16,951,824
財務費用 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 633,769 613,483 5,637,076
持分法による投資損益（（　）は益） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (316,794) (636,555) (5,849,077)
持分変動利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (44,068) (339,842) (3,122,687)
デリバティブ関連損益（（　）は益） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (158,230) 66,660 612,515
アリババ株式先渡売買契約決済益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (1,218,527) (11,196,609)
FVTPLの金融商品から生じる損益（（　）は益） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (38,443) 668,405 6,141,735
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家持分の増減額（（　）は益） . . . . . . . . . . . . 586,152 (540,930) (4,970,413)
為替差損益及びその他の営業外損益（（　）は益） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 243 290,578 2,670,018
法人所得税  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 236,684 688,704 6,328,254
営業債権及びその他の債権の増減額（（　）は増加額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (189,651) (242,697) (2,230,056)
棚卸資産の増減額（（　）は増加額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (470,686) (374,722) (3,443,187)
営業債務及びその他の債務の増減額（（　）は減少額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 108,223 88,728 815,290
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44,660 276,332 2,539,118
小計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,061,565 2,423,317 22,266,994
利息及び配当金の受取額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 49,966 49,688 456,565
利息の支払額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (608,146) (597,772) (5,492,713)
法人所得税の支払額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 51 (434,360) (1,201,986) (11,044,620)
法人所得税の還付額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 51 102,839 444,632 4,085,565
営業活動によるキャッシュ・フロー . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,171,864 1,117,879 10,271,791

d. 連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：百万円） （単位：千米ドル）

注記
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産及び無形資産の取得による支出 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 51 (1,364,954) (1,232,551) (11,325,471)
投資の取得による支出 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (822,628) (1,098,640) (10,095,011)
投資の売却または償還による収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 292,582 283,892 2,608,582
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドによる投資の取得による支出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,576,790) (1,816,291) (16,689,249)
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドによる投資の売却による収入  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 428,865 129,832 1,192,980
子会社の支配獲得による支出 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9 (65,134) (388,259) (3,567,573)
子会社の支配喪失による収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 91,016 2,506 23,027
短期運用有価証券の取得による支出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (298,620) (245,070) (2,251,861)
短期運用有価証券の売却または償還による収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 344,031 86,449 794,349
貸付による支出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (302,531) (210,379) (1,933,097)
貸付金の回収による収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 47,895 95,134 874,152
定期預金の預入による支出 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (454,544) (10,583) (97,243)
定期預金の払戻による収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 752,808 693 6,368
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19,988 116,346 1,069,063
投資活動によるキャッシュ・フロー . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2,908,016) (4,286,921) (39,390,984)
財務活動によるキャッシュ・フロー
短期有利子負債の収支（（　）は支出） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 24 (65,411) 133,173 1,223,679
有利子負債の収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 24 6,189,112 8,601,926 79,040,026
有利子負債の支出 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 24 (7,128,379) (5,646,727) (51,885,758)
リース負債の返済による支出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (695,370) (6,389,507)
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家からの払込による収入 . . . . . . . . . . . . . . 8 2,133,682 1,843,660 16,940,733
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家に対する分配額・返還額  . . . . . . . . . . . . 8 (486,388) (771,282) (7,087,035)
非支配持分への子会社持分の一部売却による収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 51 2,350,262 435 3,997
非支配持分からの子会社持分取得による支出 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (229,818) (82,932) (762,033)
その他の資本性金融商品の所有者に対する分配額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (31,736) (31,071) (285,500)
自己株式の取得による支出 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (384,102) (231,980) (2,131,581)
配当金の支払額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (47,918) (68,659) (630,883)
非支配持分への配当金の支払額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 20 (30,901) (156,999) (1,442,608)
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (66,112) 26,689 245,237
財務活動によるキャッシュ・フロー . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,202,291 2,920,863 26,838,767
現金及び現金同等物に係る換算差額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 57,729 (342) (3,144)
売却目的保有に分類された資産への振替に伴う現金及び現金同等物の増減額（（　）は減少額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6 – (240,982) (2,214,298)
現金及び現金同等物の増減額（（　）は減少額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 523,868 (489,503) (4,497,868)
現金及び現金同等物の期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,334,650 3,858,518 35,454,544
現金及び現金同等物の期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥3,858,518 ¥3,369,015 $30,956,676

（注） 継続事業からのキャッシュ・フローおよび非継続事業からのキャッシュ・フローが含まれています。非継続事業からのキャッシュ・フローについては、「注記6．非継続事業」をご参照ください。
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1.報告企業
ソフトバンクグループ（株）は、日本国に所在する株式会社です。ソフトバンクグループ（株）の登記され
ている本社の住所は、ホームぺージ（https://group.softbank/）で開示しています。本連結財務諸表はソ
フトバンクグループ（株）および子会社より構成されています。当社は、「ソフトバンク・ビジョン・ファンド
等SBIAの運営するファンド事業」、「ソフトバンク事業」、「アーム事業」および「ブライトスター事業」を基軸
として、情報産業においてさまざまな事業に取り組んでいます。
詳細は、「注記7．セグメント情報（1）報告セグメントの概要」をご参照ください。なお、2020年3月31日

において、スプリントはTモバイルとの統合により当社の子会社ではなくなる可能性が非常に高まったこ
とから、同社を非継続事業に分類しました。詳細は、「注記6．非継続事業」をご参照ください。

2.連結財務諸表作成の基礎
（1）連結財務諸表が国際会計基準（以下「 IFRS」）に準拠している旨の記載
当社の連結財務諸表は、IFRSに準拠して作成しています。

（2）測定の基礎
連結財務諸表は、「注記3．重要な会計方針」に記載している通り、公正価値で測定している金融商品な

どを除き、取得原価を基礎として作成しています。

（3）表示通貨および単位
連結財務諸表の表示通貨は、ソフトバンクグループ（株）が営業活動を行う主要な経済環境における通
貨（以下「機能通貨」）である日本円であり、百万円未満を四捨五入して表示しています。
日本円金額から米ドル金額への換算は国外の利用者の便宜のために行っており、2020年3月31日の
為替レートである1米ドル＝108.83円を使用しています。これらの換算は日本円金額が当該レートやそ
の他のいかなるレートで米ドル金額へ換算されることを示すものではありません。

（4）表示方法の変更
（連結財政状態計算書）

2019年3月31日において、独立掲記していた非流動負債の「確定給付負債」は、金額的重要性が乏し
くなったため、2020年3月31日より「その他の非流動負債」に含めて表示しています。この表示方法の
変更を反映させるため、2019年3月31日の連結財政状態計算書において、非流動負債の「確定給付負
債」99,351百万円は、「その他の非流動負債」として組み替えています。

（連結損益計算書）
a.  2020年3月31日に終了した1年間において、継続事業と非継続事業を区分して表示しています。こ
の表示方法の変更を反映させるため、2019年3月31日に終了した1年間においても同様に組み替
えて表示しています。非継続事業の詳細については、「注記6．非継続事業」をご参照ください。

b.  2019年3月31日に終了した1年間において、「その他の営業外損益」に含めて表示していた「持分
変動利益」は、金額的重要性が増したため、2020年3月31日に終了した1年間より独立掲記してい
ます。この表示方法の変更を反映させるため、2019年3月31日に終了した1年間の連結損益計算
書において、「その他の営業外損益」に含めていた44,068百万円は、「持分変動利益」として組み替
えています。

（連結キャッシュ・フロー計算書）
a.  2020年3月31日に終了した1年間において、継続事業からの純利益と非継続事業からの純利益を
区分して表示しています。この表示方法の変更を反映させるため、2019年3月31日に終了した1

年間においても同様に組み替えて表示しています。非継続事業の詳細については、「注記6．非継続
事業」をご参照ください。

b.  2019年3月31日において、営業活動によるキャッシュ・フローの「為替差損益及びその他の営業外
損益（（　）は益）」に含めて表示していた「持分変動利益」は、金額的重要性が増したため、2020年3

月31日より独立掲記しています。この表示方法の変更を反映させるため、2019年3月31日の連結
キャッシュ・フロー計算書において、営業活動によるキャッシュ・フローの「為替差損益及びその他の
営業外損益（（　）は益）」に含めていた（44,068）百万円は、営業活動によるキャッシュ・フローの「持
分変動利益」として組み替えています。

（5）未適用の公表済み基準書
連結財務諸表の承認日までに新設または改訂が公表された基準書および解釈指針のうち、当社に重
要な影響があるものはありません。

連結財務諸表注記
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（6）本注記における社名または略称
本注記において、文脈上別異に解される場合または別段の記載がある場合を除き、以下の社名または
略称は以下の意味を有します。
社名または略称 意味
ソフトバンクグループ（株） ソフトバンクグループ（株）（単体）
当社 ソフトバンクグループ（株）および子会社
当社グループ ソフトバンクグループ(株)および子会社・関連会社
※以下の略称の意味は、それぞれの会社の傘下に子会社がある場合、それらを含みます。
ソフトバンク・ビジョン・ファンド、
ビジョン・ファンドまたはSVF

SoftBank Vision Fund L.P.および代替の投資ビークル

デルタ・ファンド SB Delta Fund （Jersey） L.P.
SBIA SB Investment Advisers （UK） Limited
スプリント Sprint Corporation
アーム Arm Limited
ブライトスター Brightstar Global Group Inc.
フォートレス Fortress Investment Group LLC
アリババ Alibaba Group Holding Limited
WeWork The We Company
Tモバイル T-Mobile US, Inc.

2019年12月31日に終了した3カ月間より、勘定科目および報告セグメント名称にかかる「ソフトバン
ク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンド」の表記を、「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営
するファンド」へ下記の通り変更しました。

連結財政状態計算書
旧 新
FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ビジョン・
ファンドおよびデルタ・ファンドからの投資

FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ビジョン・
ファンド等SBIAの運営するファンドからの投資

ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファン
ドにおける外部投資家持分

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンドにおける外部投資家持分

連結損益計算書
旧 新
営業利益（ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデ
ルタ・ファンドからの営業利益を除く）

営業利益（ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの
運営するファンドからの営業利益を除く）

ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファン
ドからの営業利益

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンドからの営業利益

ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファン
ドにおける外部投資家持分の増減額

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンドにおける外部投資家持分の増減額

連結キャッシュ・フロー計算書
旧 新
ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファン
ドからの投資損益（（　）は益）

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンドからの投資損益（（　）は益）

ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファン
ドにおける外部投資家持分の増減額（（　）は益）

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンドにおける外部投資家持分の増減額（（　）は益）

ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファン
ドによる投資の取得による支出

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンドによる投資の取得による支出

ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファン
ドによる投資の売却による収入

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンドによる投資の売却による収入

ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファン
ドにおける外部投資家からの払込による収入

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンドにおける外部投資家からの払込による収入

ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファン
ドにおける外部投資家に対する分配額・返還額

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンドにおける外部投資家に対する分配額・返還額

セグメント情報
旧 新
ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファン
ド事業

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンド事業

3.重要な会計方針
当社が採用する会計方針は、本連結財務諸表に記載されている全ての期間に適用しています。なお、
当社は、2019年6月30日に終了した3カ月間よりIFRS第16号を適用しています。比較情報はIFRS第16

号の経過措置により、修正再表示を行わないことを選択しており、従前の会計方針に準拠しています。
また、ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業に関する重要な会計方針につい
ては、「（21）ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業に関する重要な会計方針」を
ご参照ください。
（1）連結の基礎

a. 子会社
子会社とは、ソフトバンクグループ（株）により支配されている企業をいいます。
支配とは、投資先に対するパワー、投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポー

ジャーまたは権利、および投資先に対するパワーにより当該リターンに影響を及ぼす能力の全てを
有している場合をいいます。なお、ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドについて
は「（21）ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業に関する重要な会計方針　
ａ．当社によるソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドの連結」をご参照ください。
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子会社については、支配獲得日から支配喪失日までの期間を連結しています。
子会社が採用する会計方針が当社の会計方針と異なる場合には、必要に応じて当該子会社の財
務諸表に調整を行っています。
非支配持分は、当初の支配獲得日での持分額および支配獲得日からの非支配持分の変動から構
成されています。
子会社の包括利益は、たとえ非支配持分が負の残高になる場合であっても、原則として親会社の
所有者に帰属する持分と非支配持分に配分します。
グループ内の債権債務残高、取引、およびグループ内取引によって発生した未実現損益は、連結
財務諸表作成にあたり消去しています。
支配を喪失しない子会社に対する持分の変動は、資本取引として会計処理しています。当社の持
分および非支配持分の帳簿価額は、子会社に対する持分の変動を反映して調整しています。
非支配持分を調整した額と支払対価または受取対価の公正価値との差額は資本に直接認識し、親
会社の所有者に帰属させます。
ソフトバンクグループ（株）が子会社の支配を喪失する場合、関連する損益は以下の差額として算
定しています。

• 受取対価の公正価値および残存持分の公正価値の合計
• 子会社の資産（のれんを含む）、負債および非支配持分の支配喪失時の帳簿価額（純額）
子会社について、それまで認識していたその他の包括利益累計額は、純損益に振り替えています。

b. 関連会社および共同支配企業
関連会社とは、ソフトバンクグループ（株）がその企業の財務および経営方針に対して重要な影響
力を有しているものの、支配または共同支配を有していない企業をいいます。
共同支配企業とは、ソフトバンクグループ（株）を含む複数の当事者が、事業活動の重要な意思決
定に関し全員一致の合意を必要とする契約上の取決めに基づき共同支配を有し、当該取決めの純資
産に対する権利を有する投資先をいいます。
関連会社および共同支配企業に対する投資は、持分法で会計処理、または純損益を通じて公正価
値で測定する方法で会計処理しています。
（a）持分法で会計処理する投資
持分法で会計処理する関連会社および共同支配企業に対する投資額は、取得原価で当初認識し

ています。その後、重要な影響力を有した日から喪失する日までの純損益およびその他の包括利益
の当社の持分を認識し、投資額を修正しています。
関連会社または共同支配企業の損失が、当社の当該会社に対する投資持分を超過する場合は、実
質的に当該会社に対する正味投資の一部を構成する長期投資を零まで減額し、当社が当該会社に対
して法的債務または推定的債務を負担する、または代理で支払いを行う場合を除き、それ以上の損

失については認識していません。
関連会社または共同支配企業との取引から発生した未実現損益は、当社の持分を上限として投資

に加減算しています。
関連会社または共同支配企業に対する投資額の取得原価が、取得日に認識された識別可能な資
産および負債の正味の公正価値の当社持分を超える金額は、のれんとして認識し、当該会社に対す
る投資の帳簿価額に含めています。
当該のれんは区分して認識されないため、のれん個別での減損テストは実施していません。これ

に代わり、関連会社または共同支配企業に対する投資の総額を単一の資産として、投資が減損して
いる可能性を示唆する客観的な証拠が存在する場合に、減損テストを実施しています。
関連会社のアリババについては、同社との契約などにより、同社の報告期間を統一することが実
務上不可能であるため、報告期間が3カ月相違した同社の財務諸表に持分法を適用しています。な
お、同社が公表した当該期間差における重要な取引または事象については、必要な調整を行ってい
ます。
（b）純損益を通じて公正価値で測定する投資
関連会社に対する投資のうち、ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドから直接
行われた投資、ソフトバンクグループ（株）またはその子会社がソフトバンク・ビジョン・ファンドおよ
びデルタ・ファンドへ移管することを前提に行った投資、ならびに普通株式投資と特徴が実質的に
異なる優先株式投資については、持分法を適用せず、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
（以下「FVTPLの金融資産」）に分類し会計処理しています。「FVTPLの金融資産」の当社の会計方針
は「（4）金融商品」をご参照ください。また、ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンド
については「（21）ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業に関する重要な会
計方針　ｂ．ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドによる投資　（b）関連会社およ
び共同支配企業への投資」をご参照ください。

（2）企業結合
企業結合は支配獲得日に、取得法によって会計処理しています。
企業結合時に引き渡した対価は、当社が移転した資産、当社が引き受けた被取得企業の旧所有者の負
債、および支配獲得日における当社が発行した資本性金融商品の公正価値の合計として測定していま
す。取得関連費用は発生時に純損益で認識しています。
支配獲得日において、取得した識別可能な資産および引き受けた負債は、以下を除き、支配獲得日に

おける公正価値で認識しています。
•  繰延税金資産または繰延税金負債、および従業員給付に係る資産または負債は、それぞれIAS第12

号「法人所得税」およびIAS第19号「従業員給付」に従って認識し、測定
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•  被取得企業の株式に基づく報酬契約、または被取得企業の株式に基づく報酬契約の当社の制度への
置換えのために発行された負債または資本性金融商品は、支配獲得日にIFRS第2号「株式に基づく
報酬」に従って測定

•  売却目的に分類される資産または処分グループは、IFRS第5号「売却目的で保有する非流動資産及
び非継続事業」に従って測定
のれんは、移転した対価と被取得企業の非支配持分の金額の合計が、支配獲得日における識別可能な
資産および負債の正味価額を上回る場合にその超過額として測定しています。この差額が負の金額であ
る場合には、直ちに純損益で認識しています。
当社は、非支配持分を公正価値、または当社で認識した識別可能純資産に対する非支配持分の比例割
合で測定するかについて、個々の企業結合取引ごとに選択しています。段階的に達成する企業結合の場
合、当社が以前に保有していた被取得企業の持分は支配獲得日の公正価値で再測定し、発生した利得ま
たは損失は純損益で認識しています。
支配獲得日前に計上していた被取得企業の持分の価値の変動に係るその他の包括利益の金額は、当
社がその持分を処分した場合と同じ方法で会計処理しています。
企業結合の当初の会計処理が期末日までに完了しない場合、当社は、完了していない項目については
暫定的な金額で報告しています。その後、新たに入手した支配獲得日時点に存在していた事実と状況に
ついて、支配獲得日時点に把握していたとしたら企業結合処理の認識金額に影響を与えていたと判断さ
れる場合、測定期間の修正として、支配獲得日に認識した暫定的な金額を遡及的に修正します。測定期
間は支配獲得日から最長で1年間としています。

IFRS移行日前の企業結合により生じたのれんは、従前の会計基準（日本基準）で認識していた金額を
IFRS移行日時点で引き継ぎ、これに減損テストを実施した後の帳簿価額で計上しています。

（3）外貨換算
a. 外貨建取引

グループ各社の財務諸表は、その企業の機能通貨で作成しています。機能通貨以外の通貨（外貨）
での取引は取引日の為替レートを用いて換算しています。
外貨建貨幣性項目は、期末日の為替レートで機能通貨に換算しています。公正価値で測定してい

る外貨建非貨幣性項目は、当該公正価値の測定日における為替レートで機能通貨に換算していま
す。
換算によって発生した為替換算差額は、純損益で認識しています。ただし、その他の包括利益を
通じて測定される非貨幣性の金融資産およびキャッシュ・フロー・ヘッジから生じる換算差額はその
他の包括利益で認識しています。

b. 在外営業活動体
連結財務諸表を作成するために、在外営業活動体の資産および負債（取得により発生したのれん

および公正価値の調整を含む）は、期末日の為替レートにより日本円に換算しています。
収益、費用およびキャッシュ・フローについては、四半期中の平均為替レートを用いて日本円に換
算しています。
ただし、取引日の為替レートによる換算の結果と近似しない場合には、取引日の為替レートを用い

て換算しています。
換算に使用した為替レートは、「注記34．為替レート」をご参照ください。
在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる為替換算差額は、その他の包括利益で認識の上、そ

の他の包括利益累計額に累積しています。
在外営業活動体について、支配の喪失および重要な影響力の喪失をした場合には、当該在外営
業活動体に関連する累積為替換算差額は、処分した会計期間に純損益として認識しています。

（4）金融商品
a. 金融商品

金融資産および金融負債は、当社が金融商品の契約上の当事者になった時点で認識しています。
金融資産および金融負債は当初認識時において公正価値で測定しています。FVTPLの金融資産

および純損益を通じて公正価値で測定する金融負債（以下「FVTPLの金融負債」）を除き、金融資産の
取得および金融負債の発行に直接起因する取引コストは、当初認識時において、金融資産の公正価
値に加算または金融負債の公正価値から減算しています。FVTPLの金融資産およびFVTPLの金融
負債の取得に直接起因する取引コストは純損益で認識しています。

b. 非デリバティブ金融資産
非デリバティブ金融資産は、「償却原価で測定する金融資産」、「その他の包括利益を通じて公正
価値で測定する負債性金融資産」（以下「FVTOCIの負債性金融資産」）、「その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性金融資産」（以下「FVTOCIの資本性金融資産」）、「FVTPLの金融資産」に
分類しています。この分類は、金融資産の性質と目的に応じて、当初認識時に決定しています。
通常の方法によるすべての金融資産の売買は、約定日に認識および認識の中止を行っています。
通常の方法による売買とは、市場における規則または慣行により一般に認められている期間内での
資産の引渡しを要求する契約による金融資産の購入または売却をいいます。
（a）償却原価で測定する金融資産
以下の要件がともに満たされる場合に「償却原価で測定する金融資産」に分類しています。
•  契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデル
の中で保有されている。

•  金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・
フローが所定の日に生じる。
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当初認識後、償却原価で測定する金融資産は実効金利法による償却原価から必要な場合には減
損損失を控除した金額で測定しています。実効金利法による利息収益は純損益で認識しています。
（b）FVTOCIの負債性金融資産
以下の要件がともに満たされる場合に「FVTOCIの負債性金融資産」に分類しています。
•  契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モデルの中で
保有されている。

•  金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・
フローが所定の日に生じる。
当初認識後、FVTOCIの負債性金融資産は公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる評価損

益は、その他の包括利益で認識しています。その他の包括利益として認識した金額は、認識を中止
した場合、その累計額を純損益に振り替えています。FVTOCIの負債性金融資産に分類された貨幣
性金融資産から生じる為替差損益およびFVTOCIの負債性金融資産に係る実効金利法による利息
収益は、純損益で認識しています。
（c）FVTOCIの資本性金融資産
資本性金融資産については、当初認識時に公正価値の変動を純損益ではなくその他の包括利益

で認識するという取消不能な選択を行っている場合に「FVTOCIの資本性金融資産」に分類していま
す。当初認識後、FVTOCIの資本性金融資産は公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる評価
損益は、その他の包括利益で認識しています。
認識を中止した場合、もしくは著しくまたは長期に公正価値が取得原価を下回る場合に、その他

の包括利益を通じて認識された利得または損失の累計額を直接利益剰余金へ振り替えています。な
お、FVTOCIの資本性金融資産に係る受取配当金は、純損益で認識しています。
（d）FVTPLの金融資産
「償却原価で測定する金融資産」、「FVTOCIの負債性金融資産」および「FVTOCIの資本性金融資
産」のいずれにも分類しない場合、「FVTPLの金融資産」に分類しています。連結財政状態計算書に
おける「FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドか
らの投資」については、「（21）ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業に関
する重要な会計方針」をご参照ください。
なお、いずれの金融資産も、会計上のミスマッチを取り除くあるいは大幅に削減させるために純
損益を通じて公正価値で測定するものとして指定していません。
当初認識後、FVTPLの金融資産は公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる評価損益、配当
収益および利息収益は純損益で認識しています。

（e）金融資産の減損
償却原価で測定する金融資産、FVTOCIの負債性金融資産およびIFRS第15号「顧客との契約か

ら生じる収益」に基づく契約資産に対する予想信用損失について、貸倒引当金を認識しています。
当社は、期末日ごとに、金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加しているかど

うかを評価しています。金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合に
は、金融資産に係る貸倒引当金を12カ月の予想信用損失と同額で測定しています。一方、金融資
産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合、または信用減損金融資産について
は、金融資産に係る貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同額で測定しています。ただし、営業債
権および契約資産については常に貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同額で測定しています。
予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積っています。
•  一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
•  貨幣の時間価値
•  過去の事象、現在の状況、ならびに将来の経済状況の予測についての、報告日において過大な
コストや労力をかけずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報
当該測定に係る貸倒引当金の繰入額、および、その後の期間において、貸倒引当金を減額する事
象が発生した場合は、貸倒引当金戻入額を純損益で認識しています。
金融資産の全体または一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合には、当該金額

を貸倒引当金と相殺して帳簿価額を直接減額しています。
（f）金融資産の認識の中止
当社は、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、または金
融資産を譲渡し、その金融資産の所有に係るリスクと経済価値を実質的にすべて移転した場合に、
当該金融資産の認識を中止しています。

c. 非デリバティブ金融負債
非デリバティブ金融負債は、「FVTPLの金融負債」または「償却原価で測定する金融負債」に分類

し、当初認識時に分類を決定しています。
非デリバティブ金融負債は、1つ以上の組込デリバティブを含む混合契約全体についてFVTPLの

金融負債に指定した場合に、FVTPLの金融負債に分類します。当初認識後、FVTPLの金融負債は公
正価値で測定し、公正価値の変動から生じる評価損益および利息費用は純損益で認識しています。
償却原価で測定する金融負債は当初認識後、実効金利法による償却原価で測定しています。
金融負債は義務を履行した場合、もしくは債務が免責、取消しまたは失効となった場合に認識を
中止しています。
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d. デリバティブおよびヘッジ会計
（a）デリバティブ
当社は、為替レート、金利および株価の変動によるリスクをヘッジするため、先物為替予約、通貨

スワップおよびカラー取引などのデリバティブ取引を利用しています。
デリバティブは、デリバティブ取引契約が締結された日の公正価値で当初認識しています。当初
認識後は、期末日の公正価値で測定しています。デリバティブの公正価値の変動額は、ヘッジ手段
として指定していないまたはヘッジが有効でない場合は、直ちに純損益で認識しています。ヘッジ
指定していないデリバティブ金融資産は「FVTPLの金融資産」に、ヘッジ指定していないデリバティ
ブ金融負債は「FVTPLの金融負債」にそれぞれ分類しています。
（b） ヘッジ会計
当社は、一部のデリバティブ取引についてヘッジ手段として指定し、キャッシュ・フロー・ヘッジと

して会計処理しています。
当社は、ヘッジ開始時に、ヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係ならびにヘッジを実施するに
当たってのリスク管理目的および戦略について、正式に指定および文書化を行っています。また、
ヘッジ手段がヘッジ対象期間において関連するヘッジ対象の公正価値やキャッシュ・フローの変動
に対して高度に相殺効果を有すると見込まれるかについて、ヘッジ開始時とともに、その後も継続
的に評価を実施しています。具体的には、以下の要件のすべてを満たす場合においてヘッジが有効
と判断しています。
（ⅰ）  ヘッジ対象とヘッジ手段との間に経済的関係があること
（ⅱ）  信用リスクの影響が、当該経済的関係から生じる価値変動に著しく優越するものではないこと
（ⅲ）  ヘッジ関係のヘッジ比率が、実際にヘッジしているヘッジ対象の量とヘッジ対象の当該量を実

際にヘッジするのに使用しているヘッジ手段の量から生じる比率と同じであること
なお、ヘッジ関係がヘッジ比率に関するヘッジ有効性の要件に合致しなくなったとしても、リスク
管理目的に変更がない場合は、ヘッジ関係が再び有効となるようヘッジ比率を調整しています。
キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすデリバティブの公正価値の変動
の有効部分はその他の包括利益で認識し、その他の包括利益累計額に累積しています。その他の
包括利益累計額は、ヘッジ対象のキャッシュ・フローが損益に影響を与えるのと同じ期間に、ヘッジ
対象に関連する連結損益計算書の項目で純損益に振り替えています。デリバティブの公正価値の変
動のうち非有効部分は直ちに純損益で認識しています。
ヘッジ対象である予定取引が非金融資産または非金融負債の認識を生じさせるものである場合

には、以前にその他の包括利益で認識したその他の包括利益累計額を振り替え、非金融資産または
非金融負債の当初認識時の取得原価の測定に含めています（ベーシス・アジャストメント）。
ヘッジ手段が消滅、売却、終了または行使された場合など、ヘッジ関係が適格要件を満たさなく

なった場合にのみ将来に向かってヘッジ会計を中止しています。
ヘッジ会計を中止した場合、その他の包括利益累計額は引き続き資本で計上し、予定取引が最終
的に純損益に認識された時点において純損益として認識しています。予定取引がもはや発生しない
と見込まれる場合には、その他の包括利益累計額は直ちに純損益で認識しています。
（c）組込デリバティブ
主契約である非デリバティブ金融資産に組み込まれているデリバティブ（組込デリバティブ）は、主
契約から分離せず、混合契約全体を一体のものとして会計処理しています。
主契約である非デリバティブ金融負債に組み込まれているデリバティブ（組込デリバティブ）は、組
込デリバティブの経済的特徴とリスクが主契約の経済的特徴とリスクに密接に関連せず、組込デリ
バティブを含む金融商品全体がFVTPLの金融負債に分類されない場合には、組込デリバティブを主
契約から分離し、独立したデリバティブとして会計処理しています。組込デリバティブを主契約から
分離することを要求されているものの、取得時もしくはその後の期末日現在のいずれかにおいて、
その組込デリバティブを分離して測定できない場合には、混合契約全体をFVTPLの金融負債に指定
し会計処理しています。

e. 金融資産および金融負債の相殺
金融資産および金融負債は、認識された金額を相殺する法的に強制力のある権利を有し、かつ純
額で決済するかまたは資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状
態計算書上で相殺し、純額で表示しています。

（5）現金及び現金同等物
現金及び現金同等物は、現金、随時引出し可能な預金、および容易に換金可能でかつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から満期日までの期間が3カ月以内の短期投資で構成されています。

（6）棚卸資産
棚卸資産は、原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しています。棚卸資産は、主として
携帯端末およびアクセサリー類から構成され、原価は、購入原価ならびに現在の場所および状態に至る
までに発生したその他の全ての原価を含めています。原価は、主として移動平均法を用いて算定してい
ます。
正味実現可能価額は、通常の事業の過程における見積販売価格から、販売に要する見積費用を控除し

て算定しています。
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（7）有形固定資産
有形固定資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を
控除した金額で測定しています。取得原価には、当該資産の取得に直接付随する費用、解体・除去およ
び設置場所の原状回復費用の当初見積額を含めています。
減価償却費は、償却可能価額を各構成要素の見積耐用年数にわたって、主として定額法により算定し

ています。償却可能価額は、資産の取得価額から残存価額を差し引いて算出しています。土地および建
設仮勘定は減価償却を行っていません。
主要な有形固定資産項目ごとの見積耐用年数は、以下の通りです。
　建物及び構築物
建物 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10～50年
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  3～22年

　通信設備
無線設備、交換設備およびその他のネットワーク設備  . . . . . . . . . . . . . . .  5～15年
通信用鉄塔 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10～42年
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  5～30年

　器具備品
リース携帯端末 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  2～ 3年
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  2～20年

　機械装置
発電関連設備  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 25年
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  3～ 5年

資産の減価償却方法、耐用年数および残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合は、会計上の見
積りの変更として将来に向かって適用しています。

（8）のれん
当初認識時におけるのれんの測定は、「（2）企業結合」をご参照ください。のれんは、取得原価から減

損損失累計額を控除した金額で測定しています。
のれんは償却を行わず、配分した資金生成単位または資金生成単位グループに減損の兆候がある場
合、および減損の兆候の有無に関わらず各年度の一定時期に、減損テストを実施しています。減損につ
いては「（11）有形固定資産、使用権資産、無形資産およびのれんの減損」をご参照ください。
なお、関連会社の取得により生じたのれんに関する当社の会計方針は、「（1）連結の基礎」をご参照くだ

さい。

（9）無形資産
無形資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額および減損損失累計額を控除した
金額で測定しています。
個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しています。企業結合により取得した無形
資産は、当初認識時にのれんとは区分して認識し、支配獲得日の公正価値で測定しています。当社内部
で発生した研究開発費は、資産計上の要件を満たす開発活動に対する支出（自己創設無形資産）を除き、
発生時に費用として認識しています。自己創設無形資産は当初認識時において、資産計上の要件をすべ
て満たした日から、開発完了までに発生した支出の合計額で測定しています。

無形資産には、耐用年数を確定できるものとできないものがあります。耐用年数を確定できる無形資
産の償却費は、見積耐用年数にわたって定額法により算定しています。
耐用年数を確定できる主要な無形資産項目ごとの見積耐用年数は、以下の通りです。
　ソフトウエア . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  5～10年
　テクノロジー . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  8～20年
　顧客基盤 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  8～25年
　周波数移行費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  18年
　マネジメント契約 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  3～10年
　商標権（耐用年数を確定できるもの）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  8～10年
　その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  2～20年

資産の償却方法、耐用年数および残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合は、会計上の見積り
の変更として将来に向かって適用しています。
周波数移行費用は、ソフトバンク（株）が割り当てを受けた周波数において、「終了促進措置」に基づき、
既存の周波数利用者が他の周波数帯へ移行する際に発生した費用のうち、ソフトバンク（株）が負担した
金額です。なお、耐用年数は過去の周波数利用実績に基づいて見積っています。

耐用年数を確定できない無形資産は、以下の通りです。
•  商標権（耐用年数を確定できないもの）
耐用年数が確定できない無形資産および未だ利用可能でない無形資産は、償却を行っていません。こ

れらの減損については「（11）有形固定資産、使用権資産、無形資産およびのれんの減損」をご参照くだ
さい。
なお、当社は無形資産のリース取引に対して、IFRS第16号を適用しておりません。

116企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



（10）リース
当社は、2019年6月30日に終了した3カ月間よりIFRS第16号を適用しています。ただし、「注記4．会
計方針の変更（2）新たな基準書および解釈指針の適用により変更した重要な会計方針」に記載の通り、修
正再表示を行う無形資産のリース取引を除いて、比較情報はIFRS第16号の経過措置により、修正再表示
を行わないことを選択しています。そのため、無形資産のリース取引を除いて、比較情報はIAS第17号
に準拠しています。2020年3月31日に終了した1年間の会計方針は以下の通りです。

a. 全体
（a）リースの識別
当社は、契約の開始時に、契約がリースまたはリースを含んでいるかを判定しています。契約が
特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合に、当該契約
はリースであるかまたはリースを含んでいると判断しています。当社は、以下の条件を満たす場合
に、特定された資産の使用を支配する権利が移転していると判断しています。
ⅰ          . 契約に特定された資産の使用が規定されており、貸手が資産を入れ替える権利を有していな
い。

ⅱ    . 資産を使用する期間全体を通じて、借手がその資産から生じる経済的便益のほとんど全てを得
る権利を有している。

ⅲ. 借手が資産の使用を指図する権利を有している。事前に資産の使用方法および使用目的が決
められている場合には、下記のいずれかに該当する場合、資産の使用を指図する権利を有して
いると判断する。
　•  借手が資産を稼働させる権利を有している
　•  借手が資産の使用方法および使用目的を事前に決定するように資産を設計した

（b）リース期間
リース期間は、解約不能期間に加え、以下の期間を合計した期間としています。
　•  リースを延長するオプションが付与されており、借手が当該オプションを行使することが合理
的に確実である場合、その対象期間

　•  リースを解約するオプションが付与されており、借手が当該オプションを行使しないことが合
理的に確実である場合、その対象期間

b. 借手側
（a）契約の構成部分の分離
リースまたはリースを含む契約について、当社は、契約における対価をリース構成部分の独立価
格と非リース構成部分の独立価格の総額との比率に基づいてそれぞれに配分することにより、リー
ス構成部分を非リース構成部分から区分して会計処理しています。

（b）無形資産のリース取引
当社は、無形資産のリース取引に対してIFRS第16号を適用していません。

（c）使用権資産
当社は、使用権資産およびリース負債をリースの開始日に認識しています。使用権資産は取得原
価で当初測定を行っています。当該取得原価は、リース負債の当初測定の金額と、リース開始日よ
り前に支払ったリース料、発生した当初直接コストおよび、原資産の解体および除去費用や原資産
または原資産が設置された敷地の原状回復費用の見積りを合計した金額から、受け取ったリース・
インセンティブを控除して算定しています。
使用権資産は、当初測定後、原資産の所有権の移転が確実である場合には見積耐用年数で、確
実でない場合はリース期間とリース資産の見積耐用年数のいずれか短い期間にわたり、定額法を用
いて減価償却しています。使用権資産の見積耐用年数は、有形固定資産と同様の方法で決定して
います。また、IFRS第16号の適用を開始したことに伴い、従来無形資産として認識していた有利な
リース契約のうちFCCライセンス以外の資産にかかるものについては使用権資産に振り替えるとと
もに、関連するその他の流動負債およびその他の非流動負債として認識していた不利なリース契約
を使用権資産から減額しています。また、使用権資産が減損した場合は、減損損失を使用権資産の
帳簿価額から減額しています。各資産クラスのリース期間に関する詳細は、「注記17．使用権資産」
をご参照ください。
（d）リース負債
リース負債は、リースの開始日以降、リース期間にわたって将来支払われるリース料の現在価値
で当初測定しています。現在価値計算においては、リースの計算利子率が容易に算定できる場合、
当該利子率を割引率として使用し、そうでない場合は、当社の追加借入利子率を使用しています。

リース負債の測定に使用するリース料には、主に固定リース料、リース期間がリース延長オプショ
ンの行使を反映している場合、延長期間のリース料、およびリース期間がリース解約オプションの
行使を反映している場合その解約に伴う手数料が含まれます。
当初測定後、リース負債は実効金利法を用いて償却原価で測定しています。そのうえで、指数ま

たはレートの変更により将来のリース料に変更が生じた場合、残価保証に基づいた支払金額の見積
りに変更が生じた場合、または延長オプションや解約オプションの行使可能性の評価に変更が生じ
た場合、リース負債を再測定しています。
リース負債を再測定した場合、使用権資産の帳簿価額もリース負債の再測定の金額で修正しま
す。ただし、リース負債の再測定による負債の減少額が使用権資産の帳簿価額より大きい場合、使
用権資産をゼロまで減額したあとの金額は純損益で認識します。
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c．貸手側
（a）契約の構成部分の分離
リースまたはリースを含む契約について、当社は、契約上の対価をIFRS第15号に従いリース構成
部分と非リース構成部分に配分しています。
（b）リースの分類
当社は、契約の開始時に、契約がファイナンス・リースかオペレーティング・リースかの分類を行っ

ています。リース取引が、原資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてを借手に移転す
る場合はファイナンス・リースに分類し、他のリース取引はオペレーティング・リースに分類していま
す。リース期間が原資産の経済的耐用年数の大部分を占めている場合やリース料の現在価値が資
産の公正価値のほとんどすべてとなる場合などに、資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんど
すべてが移転していると判断しています。
（c）サブリースの分類
当社がサブリース契約の当事者である場合、ヘッドリース（借手側）とサブリース（貸手側）は別個に
会計処理します。サブリースをファイナンス・リースかオペレーティング・リースかに分類する際は、
リース対象資産ではなく、当社がヘッドリースにおいて認識している使用権資産のリスクと経済価
値や耐用年数などを検討します。
（d）認識および測定
ファイナンス・リース取引におけるリース債権は、リースと判定された時点で満期までの正味リー
ス投資未回収額を債権として計上しています。リース料受取額は、金融収益と元本の回収部分に按
分します。リース債権は実効金利法による償却原価で測定しており、実効金利法による利息収益は
利益として認識しています。
オペレーティング・リース取引のリース期間における受取リース料総額は、当該リース期間にわ
たって定額法により収益として認識しています。

（11）有形固定資産、使用権資産、無形資産およびのれんの減損
a. 有形固定資産、使用権資産および無形資産の減損

当社では、期末日に、有形固定資産、使用権資産および無形資産が減損している可能性を示す兆
候の有無を判断しています。
減損の兆候がある場合には、回収可能価額の見積りを実施しています。個々の資産の回収可能
価額を見積ることができない場合には、その資産の属する資金生成単位の回収可能価額を見積って
います。資金生成単位は、他の資産または資産グループからおおむね独立したキャッシュ・イン・フ
ローを生み出す最小単位の資産グループとしています。
耐用年数が確定できない無形資産および未だ利用可能でない無形資産は、減損の兆候がある場
合、および減損の兆候の有無に関わらず各年度の一定時期に、減損テストを実施しています。

回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方で算定しています。
使用価値は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間価値およびその資産の固有のリスクを反映し
た税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いて算定しています。
資産または資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、減損損失は純損益で認識しています。
過年度に認識した減損損失については、期末日において、減損損失の減少または消滅を示す兆候

の有無を判断しています。減損の戻入れの兆候がある場合には、その資産または資金生成単位の回
収可能価額の見積りを行っています。回収可能価額が、資産または資金生成単位の帳簿価額を上回
る場合には、回収可能価額と過年度に減損損失が認識されていなかった場合の償却または減価償
却控除後の帳簿価額とのいずれか低い方を上限として、減損損失の戻入れを実施しています。

b．のれんの減損
当社では、期末日および各四半期末日ごとに、のれんが減損している可能性を示す兆候の有無を
判断しています。
のれんは、企業結合のシナジーから便益を享受できると期待される資金生成単位または資金生成
単位グループに配分し、その資金生成単位または資金生成単位グループに減損の兆候がある場合、
および減損の兆候の有無に関わらず各年度の一定時期に、減損テストを実施しています。減損テス
トにおいて資金生成単位または資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を下回る場合に
は、減損損失は資金生成単位または資金生成単位グループに配分されたのれんの帳簿価額から減
額し、次に資金生成単位または資金生成単位グループにおけるその他の資産の帳簿価額の比例割
合に応じて各資産の帳簿価額から減額しています。
のれんの減損損失は純損益に認識し、その後の期間に戻入れは行いません。

（12）退職給付
確定拠出制度は、雇用主が一定額の掛金を他の独立した基金に拠出し、その拠出額以上の支払につい

て、法的債務または推定的債務を負わない退職給付制度であり、確定給付制度はそれ以外の退職給付制
度をいいます。
当社は、主として確定拠出型年金制度を採用しています。
なお、ソフトバンク（株）は、確定給付型退職一時金制度について、2006年3月および2007年3月を支
給対象期間末として凍結しています。凍結した確定給付型退職一時金制度の債務は、従業員の将来の退
職時に一時金として支払われるまで、確定給付負債として認識しています。
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a. 確定拠出制度
確定拠出制度への拠出は、従業員がサービスを提供した期間に費用として認識し、未払拠出額を
債務として認識しています。

b. 確定給付制度
確定給付制度に関連して認識する負債（確定給付負債）は、期末日現在の確定給付制度債務の現
在価値から、制度資産の公正価値を控除したものです。
確定給付制度債務は、独立した年金数理人が予測単位積増方式を用いて算定し、その現在価値

は、給付が見込まれる期間に近似した優良社債の市場利回りに基づく割引率を用いて算定してい
ます。
確定給付費用は、勤務費用、確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額および確定給付負債（資
産）の純額に係る再測定から構成されます。勤務費用および利息純額については、純損益で認識し、
利息純額の算定には前述の割引率を使用しています。
なお、凍結した確定給付制度債務は、凍結時に確定した退職給付額に基づき算定しています。し

たがって、これらの確定給付制度については勤務費用の発生はありません。
当社では、再測定は数理計算上の差異および制度資産に係る収益（利息純額に含まれる金額を除

く）から構成され、その他の包括利益で認識し、直ちにその他の包括利益累計額から利益剰余金に
振り替えています。

（13）引当金
引当金は、当社が過去の事象の結果として、現在の法的債務または推定的債務を負い、債務の決済を
要求される可能性が高く、かつその債務の金額について信頼性のある見積りが可能な場合に認識してい
ます。
引当金は、期末日における債務に関するリスクと不確実性を考慮に入れた見積将来キャッシュ・フロー

を貨幣の時間価値およびその負債に特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引い
て測定しています。
当社は引当金として、主に資産除去債務および利息返還損失引当金を認識しています。
利息返還損失引当金は、利息制限法の上限金利を超過して支払った債務者等からの利息の返還請求

に備えるため、将来における返還見込額を計上しています。

（14）自己株式
自己株式を取得した場合は、直接取引費用を含む税効果考慮後の支払対価を、資本の控除項目として
認識しています。自己株式の購入、売却または消却において損益は認識していません。なお、帳簿価額
と売却時の対価との差額は資本剰余金として認識しています。

（15）売却目的保有に分類された資産および処分グループ
継続的使用よりも主に売却取引により回収が見込まれる資産および処分グループについて、1年以内

に売却する可能性が非常に高く、現状で直ちに売却することが可能で、経営者が売却計画の実行を確約
している場合には、売却目的保有に分類しています。
当社が、子会社に対する支配の喪失を伴う売却計画を確約し上記の条件を満たす場合は、当社が売却
後にその子会社の非支配持分を保有するか否かにかかわらず、その子会社の資産および負債を売却目
的保有に分類しています。
売却目的保有に分類した資産は、帳簿価額と売却コスト控除後の公正価値のいずれか低い金額で測定

しています。また、売却目的保有への分類後は、有形固定資産および無形資産の減価償却または償却は
行いません。

（16）株式に基づく報酬
当社は、持分決済型の株式に基づく報酬として、ストック・オプション制度および制限付株式報酬

（Restricted Stock Unit）制度、ならびに現金決済型の株式に基づく報酬を導入しています。
持分決済型の株式に基づく報酬は、付与日における公正価値で測定しています。ストック・オプション

の公正価値は、ブラック・ショールズモデルなどを用いて算定し、制限付株式の公正価値は、付与日の株
価を用いて算定しています。付与日に決定した公正価値は、最終的に権利が確定すると予想されるストッ
ク・オプションの数または制限付株式の数の見積りに基づき、権利確定期間にわたって費用として認識
し、同額を資本の増加として認識しています。また、条件については定期的に見直し、必要に応じて権利
確定数の見積りを修正しています。
現金決済型の株式に基づく報酬は、発生した負債の公正価値で測定しています。当該負債の公正価値

は、期末日および決済日に再測定し、公正価値の変動を純損益に認識しています。

（17）収益
当社は、2019年6月30日に終了した3カ月間より報告セグメントを変更しています。詳細は、「注記7．

セグメント情報」をご参照ください。

当社における主要な収益認識基準は、以下の通りです。
ソフトバンク事業
 　ソフトバンク事業では、主にソフトバンク（株）が日本国内における移動通信サービスの提供、携帯端
末の販売、ブロードバンドなど固定通信サービスの提供、Zホールディングス（株）がインターネット広告
やイーコマースサービスの提供を行っています。
a. 移動通信サービスおよび携帯端末の販売

当社は、契約者に対し音声通信、データ通信および関連するオプションサービスからなる移動通
信サービスを提供するとともに、顧客に対し携帯端末の販売を行っています。
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移動通信サービスにおける収益は、主に月額基本使用料および通信料収入（以下「移動通信サー
ビス収入」）と手数料収入により構成されます。また、携帯端末の販売における収益（以下「携帯端末
売上」）は、契約者またはディーラーに対する携帯端末の売上およびアクセサリー類の売上から構成
されます。
上記取引の商流としては、当社がディーラーに対して携帯端末を販売し、ディーラーを通じて契約
者と通信契約の締結を行うもの（以下「間接販売」）と、当社が契約者に対して携帯端末を販売し、直
接、通信契約の締結を行うもの（以下「直接販売」）からなります。
移動通信サービスにおいては、契約者との契約条件に基づいて、契約の当事者が現在の強制可
能な権利及び義務を有している期間を契約期間としています。また、契約者に契約を更新するオプ
ションを付与しており、かつ、当該オプションが契約者へ「重要な権利」を提供すると判断した場合に
は、当該オプションを別個の履行義務として識別しています。なお、ソフトバンク事業は、履行義務と
して識別したオプションの独立販売価格を見積ることの実務的代替として、提供すると予想される
通信サービスおよびそれに対応する予想対価を参照して、取引価格を当該オプションに関連する通
信サービスに配分しています。
移動通信サービス収入は、契約者へ月次で請求され、短期のうちに支払期限が到来します。間接
販売の携帯端末売上は、ディーラーへの販売時に請求され、その後、短期のうちに支払期限が到来
します。また、直接販売の携帯端末売上は、販売時に全額支払う一括払いと、割賦払い期間にわたっ
て月次で請求され、短期のうちに支払期限が到来する割賦払いがあります。当社では、定量的およ
び定性的な分析の結果、これらの取引価格には、支払時期による重大な金融要素は含まれていない
と判断しており、当該金融要素について調整していません。なお、当社では、収益を認識した時点と
支払いまでの期間が1年以内の場合に重大な金融要素の調整を行わない実務上の便法を使用して
います。
移動通信サービスおよび携帯端末の販売において、契約開始後の一定期間については返品およ

び返金の義務を負っています。返品および返金の義務は、過去の経験に基づいて、商品およびサー
ビスの種類ごとに金額を見積り、取引価格から控除しています。
ソフトバンク事業では、携帯端末に関してオプションの追加保証サービスを提供しており、これら
のサービスが提供されている契約においては、追加保証サービスを別個の履行義務として識別し、
契約者にサービスを提供した時点で収益として認識しています。
（a）間接販売
携帯端末売上は、ディーラーが携帯端末に対する支配を獲得したと考えられるディーラーへの引

き渡し時点で収益として認識しています。なお、ソフトバンク事業では、ディーラーに対して支払わ
れる手数料のうち、携帯端末の販売に関する手数料は収益から控除しています。
移動通信サービス収入は契約者にサービスを提供した時点で収益として認識しています。また、
通信料金からの割引については、移動通信サービス収入から控除しています。

手数料収入のうち、契約時に受領する契約事務手数料収入および機種変更手数料収入は契約負
債として認識し、移動通信サービスの提供に応じて取り崩し、収益として認識しています。
（b） 直接販売
携帯端末売上、移動通信サービス収入および手数料収入は一体の取引であると考えられるため、
取引価格の合計額を携帯端末および移動通信サービスの独立販売価格の比率に基づき、携帯端末
売上および移動通信サービス収入に配分します。なお、移動通信サービス収入に関する通信料金の
割引は、取引価格の合計額から控除しています。
また、上記の価格配分の結果、携帯端末販売時点において認識された収益の金額が契約者から
受け取る対価の金額よりも大きい場合には、差額を契約資産として認識し、移動通信サービスの提
供により請求権が確定した時点で営業債権へと振り替えています。また、携帯端末販売時点におい
て認識された収益の金額が契約者から受け取る対価の金額よりも小さい場合には、差額を契約負債
として認識し、移動通信サービスの提供に応じて取り崩し、収益として認識しています。
携帯端末売上および移動通信サービス収入の独立販売価格は、契約開始時において携帯端末お

よび移動通信サービスを独立して顧客に販売する場合に観察可能な価格を利用しています。
携帯端末売上に配分された金額は、契約者が携帯端末に対する支配を獲得したと考えられる契約
者への引き渡し時点で収益として認識しています。
移動通信サービス収入に配分された金額は、契約者にサービスを提供した時点で収益として認識

しています。
なお、契約資産は、連結財政状態計算書上、「その他の流動資産」または「その他の非流動資産」に
含めて表示しています。また、契約負債は、連結財政状態計算書上、「その他の流動負債」または「そ
の他の非流動負債」に含めて表示しています。

b. ブロードバンドサービス
ブロードバンドサービスにおける収益は、主にインターネット接続に関する月額基本使用料および
通信料収入（以下「ブロードバンドサービス収入」）と手数料収入により構成されます。
ブロードバンドサービス収入は、契約者にサービスを提供した時点で、固定の月額料金および従
量料金に基づき収益を認識しています。契約事務手数料収入は受領時に契約負債として認識し、ブ
ロードバンドサービスの提供に応じて取り崩し、収益として認識しています。

c. 固定通信サービス
固定通信サービスにおける収益は、主に音声伝送サービスおよびデータ伝送サービス（以下「固
定通信サービス収入」）からなります。
固定通信サービス収入は、契約者にサービスを提供した時点で、固定の月額料金および従量料金

に基づき収益を認識しています。
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d. 流通サービス
流通サービスにおける収益は、主に日本国内での法人顧客向けのICT、クラウド、IoTソリューショ

ン等に対応したハードウエア、ソフトウエア、サービスなどの商材、個人顧客向けのモバイルアクセサ
リー、PCソフトウエア、IoTプロダクト等の商材の販売からなります。流通サービスの収益は、顧客が
物品等に対する支配を獲得したと考えられる顧客への引き渡し時点で収益として認識しています。
なお、当社が第三者のために代理人として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の
総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を表示しています。

e．インターネット広告
検索連動型広告は、ウェブサイト閲覧者が検索連動型広告をクリックした時点で、顧客が設定した

クリック料金に基づき収益を認識しています。
ディスプレイ広告は、プレミアム広告および「Yahoo!ディスプレイアドネットワーク（YDN）」等から

なります。
プレミアム広告は、ウェブサイト上に広告が掲載される期間にわたって収益を認識しています。
「Yahoo!ディスプレイアドネットワーク（YDN）」は、ウェブサイト閲覧者がコンテンツページ上の広
告をクリックした時点で、顧客が設定したクリック料金に基づき収益を認識しています。

f．イーコマースサービス
物品販売の収益は、顧客が物品の使用を指図し、当該物品から残りの便益のほとんどすべてを獲
得する能力を有することとなる、顧客が物品に対する支配を獲得した時点で収益として認識してい
ます。
イーコマース関連の手数料収入は、「ヤフオク!」等からなります。
「ヤフオク!」については、個人ユーザーや法人向けにネットオークションサービスを提供しており、
オークション取引が成立した時点で、落札金額に応じた出品者に対する落札システム利用料を収益
として認識しています。
会員収入については、個人ユーザー向けに様々な会員特典を受けられる「Yahoo!プレミアム」を

販売しており、会員資格が有効な期間にわたって収益を認識しています。

アーム事業
アーム事業における収益は、主に、アームのテクノロジーのライセンス収入およびライセンス先の企業
がアームのテクノロジーを含むチップを販売することにより生じるロイヤルティー収入からなります。
知的財産を使用する権利に関連したライセンス収入は、顧客がライセンスの使用を指図し、当該ライセ

ンスから残りの便益のほとんどすべてを獲得する能力を有することとなる、顧客がライセンスに対する支
配を獲得した時点で収益として認識しています。

ロイヤルティー収入は、ライセンス先の企業がアームのテクノロジーを含むチップを販売することから生
じており、ライセンス先の企業においてチップが販売された時点で収益として認識しています。

ブライトスター事業
ブライトスター事業における収益は、主に、海外での通信事業者や小売業者への携帯端末の販売から

なります。
ブライトスター事業の収益は、顧客が物品の使用を指図し、当該物品から残りの便益のほとんどすべて

を獲得する能力を有することとなる、顧客が物品に対する支配を獲得した時点で収益として認識していま
す。
なお、当社が第三者のために代理人として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額
から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を表示しています。

（18） 契約獲得コスト
当社は、契約者との通信契約を獲得しなければ発生しなかったコストについて、回収が見込まれるも

のを契約獲得コストにかかる資産として認識しています。当社において、資産計上される契約獲得コスト
は、主に、ディーラーが契約者との間で、当社と契約者との間の移動通信契約の獲得および更新を行った
場合に支払う販売手数料です。
契約獲得コストは、当該コストに関連する財またはサービスが提供されると予想される期間にわたって、
定額法により償却しています。また、当社では、期末日および各四半期末日ごとに、資産化した契約獲得
コストに対する減損の評価を実施しています。
なお、当社では、実務上の便法を使用し、契約獲得コストの償却期間が1年以内である場合には、契約
獲得コストを発生時に費用として認識しています。

（19）法人所得税
法人所得税は当期税金および繰延税金から構成され、企業結合から生じる税金、およびその他の包括
利益または直接資本に認識する項目から生じる税金を除き、純損益で認識しています。
当期税金は税務当局に対する納付または税務当局からの還付が予想される金額で測定し、税額の算定

においては、期末日に制定または実質的に制定されている税率および税法を使用しています。
繰延税金資産は、将来減算一時差異、繰越欠損金および繰越税額控除について、将来の課税所得によ

り使用できる可能性が高い範囲内で認識しています。また、繰延税金資産は期末日に回収可能性の見直
しを実施しています。
ただし、繰延税金資産は、企業結合以外の取引で、かつ会計上の利益にも課税所得にも影響を及ぼさ
ない取引における資産または負債の当初認識から生じる一時差異には認識していません。
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子会社および関連会社に対する投資に係る将来減算一時差異については、一時差異が予測可能な将
来に解消する可能性が高く、かつ当該一時差異が使用できる課税所得の生じる可能性が高い場合のみ、
繰延税金資産を認識しています。
繰延税金負債は、以下の一時差異を除き、原則として将来加算一時差異について認識しています。
•  企業結合以外の取引で、かつ会計上の利益にも課税所得にも影響を及ぼさない取引における資産ま
たは負債の当初認識から生じる一時差異

•  のれんの当初認識から生じる将来加算一時差異
•  子会社および関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異のうち、一時差異の解消時期をコント
ロールすることができ、予測可能な将来に当該一時差異が解消しない可能性が高い場合

繰延税金資産および負債は、期末日に制定または実質的に制定されている法律に基づいて、当該資産
が実現されるまたは負債が決済される時点において適用されると予測される税率を用いて測定していま
す。
繰延税金資産および負債は、当期税金資産および負債を相殺する法律上強制力のある権利を有し、か

つ、法人所得税が同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合に相殺しています。

（20）1株当たり純利益
基本的1株当たり純利益は、親会社の所有者に帰属する純利益を、その期間の自己株式を調整した発
行済普通株式の加重平均株式数で除して算定しています。
希薄化後1株当たり純利益は、全ての希薄化効果のある潜在株式が転換されたと仮定して、親会社の
所有者に帰属する純利益および自己株式を調整した発行済普通株式の加重平均株式数を調整することに
より算定しています。

（21）ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業に関する重要な会計方針
当社は、ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドに対し、以下の会計方針を採用してい

ます。
a. 当社によるソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドの連結

当該ファンドは当社の100％子会社であるジェネラル・パートナーにより設立されたリミテッド・
パートナーシップであり、その組織形態からストラクチャード・エンティティに該当します。当社は、
以下の理由により、当該ファンドを連結しています。
当該ファンドは、SBIAに設置された投資委員会を通じて、投資の意思決定を行います。SBIAは当

社の英国100％子会社であり、当社は、当該ファンドに対しIFRS第10号「連結財務諸表」に規定する
パワーを有しています。また、SBIAが成功報酬を受け取り、当社はリミテッド・パートナーに帰属す

る投資成果に応じた分配をリターンとして受け取ります。当社は、ファンドに対するパワーを通じ、当
該リターンに影響を及ぼす能力を有することから、当該ファンドに対しIFRS第10号に基づく支配力
を有しています。
なお、当該ファンドから支払われるSBIAへの管理報酬および成功報酬等は内部取引として連結
上消去しています。

b. ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドによる投資
（a）子会社への投資
当該ファンドが投資している投資先のうち、当社がIFRS第10号で規定する支配を有している投資

先は当社の子会社であり、その業績および資産・負債を当社の連結財務諸表に取り込んでいます。
なお、当該ファンドで計上した当社の子会社への投資に係る投資損益は、内部取引として連結上
消去します。
（b）関連会社および共同支配企業への投資
当該ファンドが投資している投資先のうち、当社がIAS第28号「関連会社及び共同支配企業に対

する投資」で規定する重要な影響力を有している投資先は当社の関連会社であり、IFRS第11号「共
同支配の取決め」で規定する当該ファンドを含む投資家による共同支配の取決めがあり、投資家が
取決めの純資産に対する権利を有している投資先は当社の共同支配企業です。
当該ファンドを通じた当社の関連会社および共同支配企業への投資については、IAS第28号第

18項に基づきFVTPLの金融商品として会計処理し、連結財政状態計算書上、「FVTPLで会計処理さ
れているソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの投資」として表示してい
ます。また、当該投資の取得による支出は、連結キャッシュ・フロー計算書上、「ソフトバンク・ビジョ
ン・ファンド等SBIAの運営するファンドによる投資の取得による支出（投資活動によるキャッシュ・フ
ロー）」として表示しています。
（c）その他の投資
当該ファンドを通じた当社のその他の会社への投資については、FVTPLの金融商品として会計処
理しています。当該投資の連結財政状態計算書および連結キャッシュ・フロー計算書上の表示は上
記「（b）関連会社および共同支配企業への投資」と同様です。

c. ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業の業績表示
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業から生じる損益は、他の事業から
生じる営業損益と区分して、営業利益の内訳として、連結損益計算書上「ソフトバンク・ビジョン・ファ
ンド等SBIAの運営するファンドからの営業利益」として表示しています。当該科目には、上記「b.ソ
フトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドによる投資」から生じる投資損益（投資の売却
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による実現損益、投資の未実現評価損益、投資先からの利息配当収益。ただし、子会社株式に対す
る投資損益を除く。）と、SBIA等で発生した取引調査費用および各社で発生した管理費用などの営
業費用が含まれます。

d. ブリッジ投資
ソフトバンクグループ（株）またはその子会社がソフトバンク・ビジョン・ファンドへの紹介を前提と

して取得し、かつ、その取得時点でソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資対象に合致していた投資
（以下「ブリッジ投資」）は、FVTPLの金融商品として会計処理しています。
当社は、ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資委員会などによる合意（および必要に応じてリミ

テッド・パートナーからの合意）や関係規制当局の承認が得られることで、移管が決定されたと認識
します。当社は、移管の決定の認識を起因として、移管が決定された年度以降の連結財務諸表にお
ける表示を変更しています。具体的な表示は、投資時期に応じて以下の通りです。

期首から期末日までの間に移管が決定されたと認識した投資（以下「移管が決定された投資」）に
ついては、期首からソフトバンク・ビジョン・ファンドが投資したものとして、連結財政状態計算書上
「FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの
投資」、連結損益計算書上「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業
利益」、連結キャッシュ・フロー計算書上「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド
による投資の取得による支出（投資活動によるキャッシュ・フロー）」として表示しています。
一方、期末日において移管が決定されていない投資については、連結財政状態計算書上「投資
有価証券」、連結損益計算書上「FVTPLの金融商品から生じる損益」、連結キャッシュ・フロー計算書
上「投資の取得による支出（投資活動によるキャッシュ・フロー）」として表示しています。

e．ブリッジ投資以外の移管決定投資
ブリッジ投資以外の投資で移管が決定された投資は、移管決定前の会計処理を継続しています。
これに従い、期首から期末日までの間において移管が決定した投資は、FVTPLの金融商品として
会計処理しています。
期首から期末日までの間に移管が決定された投資は、移管が決定された時点からソフトバンク・

ビジョン・ファンドが投資したものとして、期末日の当該投資の帳簿価額を連結財政状態計算書上
「FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの投
資」、期首における帳簿価額と移管価額の差額を連結損益計算書上「FVTPLの金融商品から生じる
損益」、移管価額と期末日の公正価値の差額から生じた投資損益を「ソフトバンク・ビジョン・ファンド
等SBIAの運営するファンドからの営業利益」として表示しています。なお、当該投資の取得による支
出は連結キャッシュ・フロー計算書上「投資の取得による支出（投資活動によるキャッシュ・フロー）」
として表示します。

f. ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドに対するリミテッド・パートナーの出資持分
当該ファンドは、参画するリミテッド・パートナーに対して資金拠出の要請（以下「キャピタル・コー

ル」）を行います。
（a）当社以外のリミテッド・パートナーの出資持分
当社以外のリミテッド・パートナー（以下「外部投資家」）の出資持分は、リミテッド・パートナーシッ

プ・アグリーメントにおいて存続期間が予め定められており、存続期間満了時におけるリミテッド・
パートナーへの支払いが明記されています。このため、連結財政状態計算書上「ソフトバンク・ビジョ
ン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家持分」として負債に計上し、「償却原価で
測定する金融負債」に分類しています。当該負債の帳簿価額は、各期末で同ファンドを清算したと仮
定した場合、リミテッド・パートナーシップ・アグリーメントに基づき外部投資家に帰属する持分の金
額です。
「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家持分」は、キャピ
タル・コールに基づく外部投資家からの払込、外部投資家への分配・返還、ソフトバンク・ビジョン・
ファンドおよびデルタ・ファンドの業績により変動します。このうち、業績による変動は、連結損益計
算書上、「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家持分の増
減額」として表示しています。
外部投資家からの払込については、連結キャッシュ・フロー計算書上、財務活動によるキャッシュ・

フローの「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家からの払
込による収入」として表示しています。また、外部投資家への分配・返還については、財務活動によ
るキャッシュ・フローの「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投
資家に対する分配額・返還額」として表示しています。
外部投資家に対するキャピタル・コールの将来実行可能額は、IFRS第9号「金融商品」の範囲外で

あるため、連結財政状態計算書に計上しません。
（b）当社の出資持分
リミテッド・パートナーとしての当社のソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドへ
の出資は、連結上消去しています。
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4.会計方針の変更
（1）新たな基準書および解釈指針の適用
当社は、2019年6月30日に終了した3カ月間より以下の基準を適用しています。

基準書 基準名 新設・改訂の概要

IFRS第16号 リース IFRS第16号は従来のIAS第17号およびIFRIC第4号を置換えるもので、主な
改訂内容は下記の通りです。

•  リースの識別に対して支配モデルを適用し、リースとサービスの契約を区
別する改訂

•  借手のリースについてファイナンス・リースとオペレーティング・リースの
分類を廃止し、リース取引に対して使用権資産とリース負債を認識するこ
とを要求する改訂

その他の新たな基準書および解釈指針の適用による当社への重要な影響はありません。

（2）新たな基準書および解釈指針の適用により変更した重要な会計方針
当社は、IFRS第16号「リース」の経過措置に従って、基準適用による遡及修正の累積的影響を適用開

始日である2019年4月1日時点の利益剰余金残高の修正として認識する方法を採用しています。そのた
め、以下に記載する無形資産のリース取引を除いて、2019年3月31日に終了した1年間における比較情
報は修正再表示を行わないことを選択しています。
当社は、無形資産のリース取引に対して、IFRS第16号を適用していません。これに伴い、IAS第8号「会

計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」に従い、2019年3月31日に終了した1年間の無形資産のリー
ス取引に係る比較情報は修正再表示を行っています。
当社は、IFRS第16号の適用時に、契約がリースまたはリースを含んでいるかを見直すことが求められ

ない実務上の便法を採用しています。このため、上述の無形資産のリース契約を除き、当社は適用開始
日において、従来IAS第17号およびIFRIC第4号に基づきリースと識別されていた契約にIFRS第16号を
適用し、リースとして識別されていなかった契約にはIFRS第16号を適用していません。

上記に加えて、当社は実務上の便法のうち、以下のものを採用しています。
•  適用開始日において、借手が使用権資産の減損レビューを実施する代わりに、IAS第37号「引当金、
偶発負債及び偶発資産」に従い、リースごとに契約が不利であるかの評価に依拠することを認める
便法

•  借手が、リースごとに当初直接コストを適用開始日現在の使用権資産の測定から除外することを認
める便法

•  契約にリースを延長または解約するオプションが含まれている場合において、借手がリース期間を算
定する際などに、リースごとに事後的判断を使用することを認める便法

•  過去にIAS第17号を適用しオペレーティング・リースに分類したリースについて、リースごとに適用
開始日の使用権資産をリース負債と同額で測定することを認める便法

（3）新たな基準書および解釈指針の適用による影響額
当社はIFRS第16号の適用開始時に、従来IAS第17号に従いオペレーティング・リースに分類していた

借手のリース取引について、リース負債を認識しています。当該リース負債は、IFRS第16号の適用開始
時点現在の当社の追加借入利子率を用いて、同日現在で支払われていないリース料を割り引いた現在価
値で測定しています。適用開始時においてリース負債に適用した借手の追加借入利子率の加重平均は
3.15％です。
なお、当社は、無形資産のリース取引にIFRS第16号を適用していません。これに伴い、IAS第8号「会
計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」に従い、2019年3月31日に終了した1年間の無形資産のリー
ス取引に係る比較情報は修正再表示を行っています。この結果、当社によるソフトウエアの開発資金の調
達に伴う借入金について、表示方法の変更を行っています。詳細は「注記24．有利子負債（1）有利子負債
の内訳」をご参照ください。
また、スプリントが締結している他者所有の周波数帯ライセンスの賃借契約に関連する支払コミットメ
ントについては、IFRS第16号適用前はオペレーティング・リースに準ずるものとしてオペレーティング・
リースに係る将来の最低支払リース料の注記に含めて開示していましたが、IFRS第16号の適用対象とな
るリース取引に該当しないため、下表の「2019年3月31日時点のオペレーティング・リースに係る将来
の割引前最低支払リース料」に含めていません。除外した金額は、746,787百万円です。

上記支払コミットメントに係る金額を除く2019年3月31日時点のオペレーティング・リースに係る将来
の最低支払リース料と、2019年4月1日に認識したリース負債の差額は以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日時点のオペレーティング・リースに係る 
将来の割引前最低支払リース料 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,917,239 $17,616,824
上記オペレーティング・リースに係る将来の最低支払リース料の 
割引調整額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (206,046) (1,893,283)

2019年4月1日のオペレーティング・リースに係る 
将来の割引後最低支払リース料 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,711,193 15,723,541
ファイナンス・リースに分類されていたリースに係る 
リース債務 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 879,723 8,083,460
リース期間の見直しによる調整 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (124,242) (1,141,615)
非リース構成部分を区分したことによる影響 . . . . . . . . . . . . . (121,406) (1,115,556)
その他の要因による調整 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (3,470) (31,885)

2019年4月1日のリース負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥2,341,798 $21,517,945

IFRS第16号の適用を開始したことに伴い、従来有形固定資産に含めていた借手のファイナンス・リー
スに係る資産を使用権資産に振り替えています。また、従来オペレーティング・リースとして分類し賃貸
借処理していたリース取引を使用権資産として資産計上しています。その結果、2019年4月1日におい
て有形固定資産が1,157,008百万円（10,631,333千米ドル）減少し、使用権資産が2,525,152百万円
（23,202,720千米ドル）増加しました。
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5.重要な判断および見積り
IFRSに準拠した連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用ならびに資産、負債、収益お

よび費用の報告額に影響を及ぼす判断、見積りおよび仮定の設定を行っています。これらの見積りおよ
び仮定は、過去の経験および利用可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々
な要因を勘案した経営者の最善の判断に基づいています。しかし、その性質上、将来において、これらの
見積りおよび仮定とは異なる結果となる可能性があります。
見積りおよびその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、

その見積りを見直した連結会計期間と将来の連結会計期間において認識しています。
当社の連結財務諸表で認識した金額に重要な影響を与える判断、見積りおよび仮定は、以下の通りで

す。
•  連結範囲の決定における投資先を支配しているか否かの重要な判断（「注記3．重要な会計方針」（1）
（21）、「注記20．主要な子会社」）
•  関連会社の範囲および会計処理の決定における重要な判断（「注記3．重要な会計方針」（1）（21）、「注
記21．持分法で会計処理されている投資」）

•  持分法で会計処理されている投資の減損に関する見積り（「注記3．重要な会計方針」（1）、「注記48．
その他の営業外損益」）

•  企業結合により取得した資産および引き受けた負債の公正価値の見積り（「注記3．重要な会計方針」
（2）、「注記9．企業結合」）
•  FVTPLの金融資産、FVTOCIの負債性金融資産およびFVTOCIの資本性金融資産の公正価値測定
（「注記3．重要な会計方針」（4）（21）、「注記8．ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンド事業」、「注記31．金融商品の公正価値」（2）、「注記47．FVTPLの金融商品から生じる損益」）

•  償却原価で測定する金融資産の減損に関する見積り（「注記3．重要な会計方針」（4）、「注記48．その
他の営業外損益」）

•  デリバティブ（組込デリバティブを含む）の公正価値測定（「注記3．重要な会計方針」（4）、「注記31．金
融商品の公正価値」（2））

•  有形固定資産、使用権資産および無形資産の残存価額・耐用年数の見積り（「注記3．重要な会計方
針」（7）（9）（10））

•  有形固定資産、使用権資産、無形資産およびのれんの減損に関する見積り（「注記3．重要な会計方
針」（11）、「注記18．のれんおよび無形資産」、「注記41．その他の営業損益」）

•  リースを含む契約の会計処理に関する判断および見積り（「注記3．重要な会計方針」（10）、「注記17．
使用権資産」、「注記19．リース」）

•  引当金の認識・測定における判断および見積り（「注記3．重要な会計方針」（13）、「注記29．引当金」）
•  売却目的保有への分類における売却の可能性の判断および見積り（「注記3．重要な会計方針」（15）、
「注記6．非継続事業」、「注記15．売却目的保有に分類された資産」）
•  収益の認識・測定における判断および見積り（「注記3．重要な会計方針」（17）、「注記38．売上高」）

•  契約獲得コストの償却期間に関する見積り（「注記3．重要な会計方針」（18））
•  繰延税金資産の回収可能性の評価（「注記3．重要な会計方針」（19）、「注記23．法人所得税」（2）（4））
•  ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドに対する外部投資家の出資持分の測定に関
する見積り（「注記3．重要な会計方針」（21）、「注記8．ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営
するファンド事業」（2））

•  偶発事象に係る負債および費用の認識（「注記53．偶発事象」）
•  新型コロナウイルス感染症の影響

当社は、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大により、主にソフトバンク・ビジョン・ファ
ンドを中心とする投資事業の業績に悪影響が出ており、中でもソフトバンク・ビジョン・ファンドは当
第4四半期に投資先の公正価値の減少に伴い1.1兆円の投資損失を計上しました。一方、投資事業
以外の各事業については直近の業績における影響は限定的でした。現時点では、影響の及ぶ期間
と程度を合理的に推定することはできませんが、感染拡大の収束が遅れた場合には、来期も投資事
業を中心に先行きの不透明感が拭えない状況が長引くと見込んでいます。従って、当社及び投資先
の将来の収益、キャッシュ・フロー、および財政状態には、さまざまな経済活動の自粛の性質と期間、
および当社及び投資先の提供する製品とサービスへの需要に対する長期的な影響により左右され
るリスクと不確実性が存在します。このような状況において、のれん、有形固定資産、使用権資産
および無形資産の減損評価、投資の公正価値評価および当社の有する債権や貸出コミットメントに
関する予想信用損失の評価などは、連結財務諸表作成時点で利用可能な情報・事実に基づき、新型
コロナウイルス感染症の感染拡大の期間とその影響のリスクや不確実性を考慮のうえで、合理的な
金額を見積って計上しています。ただし、将来の不確実性により、最善の見積りを行った結果として
の見積られた金額と事後的な結果との間に乖離が生じる可能性があります。

6.非継続事業
2020年3月31日において、スプリントがTモバイルとの統合により当社の子会社ではなくなる可能性

が非常に高まったことから、スプリントの資産、負債およびその他の包括利益累計額を売却目的保有に分
類された処分グループに分類しています。当合併取引により当社が取得するTモバイル株式の公正価値
がスプリントの帳簿価額を上回っているため、売却目的保有に分類された処分グループは帳簿価額で測
定しています。また、スプリントの経営成績は、連結損益計算書において、継続事業と区分し非継続事業
として表示しています。
なお、2020年4月1日にスプリントとTモバイルの合併取引が完了しました。これに伴い、同日からスプ

リントは当社の子会社ではなくなり、合併後の新会社であるT-Mobile US, Inc.が当社の持分法適用関連
会社となりました。合併の詳細は、「注記56．重要な後発事象（1）スプリントのTモバイルとの合併完了に
ついて」をご参照ください。
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（1）売却目的保有に分類された処分グループ
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

売却目的保有に分類された資産
現金及び現金同等物  . . . . . . . . . . . . . . . . ¥             – ¥   240,982 $  2,214,298
営業債権及びその他の債権  . . . . . . . . . . . – 385,511 3,542,323
その他の金融資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 7,166 65,846
棚卸資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 97,712 897,841
その他の流動資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 131,240 1,205,916
流動資産合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 862,611 7,926,224

有形固定資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 1,890,600 17,372,048
使用権資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 763,529 7,015,795
のれん . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 322,978 2,967,729
無形資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 5,082,956 46,705,467
契約獲得コスト . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 196,438 1,804,999
持分法で会計処理されている投資 . . . . . . . – 3,049 28,016
投資有価証券 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 3,225 29,633
その他の金融資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 47,140 433,153
その他の非流動資産  . . . . . . . . . . . . . . . . – 63,522 583,682
非流動資産合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 8,373,437 76,940,522
　資産合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 9,236,048 84,866,746

売却目的保有に分類された資産に
直接関連する負債
有利子負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 331,881 3,049,536
リース負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 202,743 1,862,933
営業債務及びその他の債務  . . . . . . . . . . . – 395,415 3,633,327
未払法人所得税  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 1,949 17,909
引当金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 8,720 80,125
その他の流動負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 292,041 2,683,460
流動負債合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 1,232,749 11,327,290

有利子負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 3,591,777 33,003,556
リース負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 583,348 5,360,176
デリバティブ金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . – 5,189 47,680
その他の金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 4,298 39,493
引当金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 81,261 746,678
繰延税金負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 746,834 6,862,391
その他の非流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . – 209,515 1,925,159
非流動負債合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 5,222,222 47,985,133
　負債合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥             – ¥6,454,971 $59,312,423

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

売却目的保有に分類された資産に
直接関連するその他の包括利益累計額
キャッシュ・フロー・ヘッジ . . . . . . . . . . . . . ¥             – ¥   (3,454) $    (31,738)
在外営業活動体の為替換算差額 . . . . . . . . – 209,149 1,921,796
その他の包括利益累計額合計 . . . . . . . . ¥             – ¥205,695 $1,890,058

（2）非継続事業の業績
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

売上高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 3,508,688 ¥ 3,321,535 $ 30,520,399
売上原価 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2,180,486) (2,131,312) (19,583,865)
販売費及び一般管理費  . . . . . . . . . . . . . . . . (920,359) (956,029) (8,784,609)
その他の営業損益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (127,548) (78,346) (719,893)
営業外損益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (271,666) (303,396) (2,787,798)
非継続事業からの税引前利益 . . . . . . . . . . . . 8,629 (147,548) (1,355,766)
法人所得税  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 339 108,993 1,001,498
非継続事業からの純利益 . . . . . . . . . . . . . . . ¥        8,968 ¥     (38,555) $     (354,268)

非継続事業からの純利益 . . . . . . . . . . . . . . . 8,968 (38,555) (354,268)
非継続事業からのその他の包括利益 . . . . . . . 117,266 (82,211) (755,408)
非継続事業からの包括利益 . . . . . . . . . . . . . ¥    126,234 ¥   (120,766) $  (1,109,676)

（3）非継続事業のキャッシュ・フロー
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

営業活動によるキャッシュ・フロー . . . . . . . . . ¥593,341 ¥ 641,013 $ 5,890,040
投資活動によるキャッシュ・フロー . . . . . . . . . (526,928) (549,794) (5,051,861)
財務活動によるキャッシュ・フロー . . . . . . . . . (51,115) (612,373) (5,626,877)

¥  15,298 ¥(521,154) $(4,788,698)
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7.セグメント情報
（1）報告セグメントの概要
当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、
経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている事業セグメ
ントを基礎に決定しています。

2019年3月31日に終了した1年間までは、「ソフトバンク事業」、「スプリント事業」、「ヤフー事業」、「アー
ム事業」、「ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンド事業」、「ブライトスター事業」の6つを
報告セグメントとしていましたが、2019年6月にソフトバンク（株）がヤフー（株）を子会社化したことによ
り、取締役会が定期的に検討を行う対象となっている事業セグメントが変更になったことに伴い、2019

年6月30日に終了した3カ月間よりセグメント管理区分を見直し、「ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよ
びデルタ・ファンド事業」、「ソフトバンク事業」、「スプリント事業」、「アーム事業」、「ブライトスター事業」の
5つを報告セグメントとしました。なお、2019年12月31日に終了した3カ月間より、報告セグメント名称
を「ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンド事業」から「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファンド事業」に変更しています。また、2020年3月31日に終了した3カ月間において、
スプリントがTモバイルとの統合により当社の子会社ではなくなる可能性が非常に高まり、同社を非継続
事業に分類したことに伴い、「スプリント事業」を報告セグメントから除外しています。
以上の結果、2020年3月31日における当社の報告セグメントは「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等

SBIAの運営するファンド事業」「ソフトバンク事業」「アーム事業」「ブライトスター事業」の4つとなりました。
「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業」においては、主にソフトバンク・ビジョ
ン・ファンドが、広い範囲のテクノロジー分野で投資活動を行っています。ソフトバンク・ビジョン・ファン
ド等SBIAの運営するファンド事業におけるセグメント利益は、主にソフトバンク・ビジョン・ファンドの投
資損益と、当該ファンドおよびSBIAの営業費用により構成されています。投資損益は、主に子会社株式
を含めたソフトバンク・ビジョン・ファンドが保有する投資およびソフトバンク・ビジョン・ファンドに移管
が決定された投資からの投資損益（ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの投
資損益）により構成されています。
「ソフトバンク事業」においては主に、ソフトバンク（株）が日本国内における移動通信サービスの提供、
携帯端末の販売、ブロードバンドなど固定通信サービスの提供、ヤフー（株）（現Zホールディングス（株））
がインターネット広告やイーコマースサービスの提供を行っています。なお、ヤフー（株）は、2019年10

月1日に持株会社体制に移行し、商号を「ヤフー株式会社」から「Zホールディングス株式会社」へ変更しま
した。
「アーム事業」においては、アームがマイクロプロセッサーに係るIPおよび関連テクノロジーのデザイン、
ソフトウエアツールの販売、ソフトウエアサービスの提供を行っています。
「ブライトスター事業」においては、ブライトスターが海外における携帯端末の流通事業を行っています。

「その他」には、報告セグメントに含まれない事業セグメントに関する情報が集約されています。主なも
のとして、PayPay（株）やフォートレス、ラテンアメリカにおけるファンド事業、福岡ソフトバンクホークス関
連事業などが含まれています。
「調整額」には、セグメント間取引の消去、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれていま
す。全社費用にはソフトバンクグループ（株）や、海外におけるインターネット、通信およびメディア分野へ
の投資活動に関する管理・監督を行うSB Group US, Inc.などの負担する費用が含まれています。
なお、2019年3月31日に終了した1年間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントに組み替えて
表示しています。

（2）報告セグメントの売上高および利益
報告セグメントの利益は、「営業利益」です。セグメント間の取引価格は、独立第三者間取引における価
格に基づいています。
当社は目標とする経営指標として、戦略的持株会社であるソフトバンクグループ（株）が、グループ会社

を投資ポートフォリオとして統括するマネジメント体制のもと、株主価値（保有株式価値－純有利子負債で
算出）を中長期的に最大化することを目指し、保有株式価値の増大を図っています。このため、従来記載
していたEBITDAおよび調整後EBITDAについては、マネジメントへの定期的な報告において提供する主
要な経営指標に該当しなくなったことから、2019年6月30日に終了した3カ月間より記載していません。
なお、財務費用、持分法による投資損益などの営業損益に帰属しない損益は報告セグメントごとに管
理していないため、これらの収益または費用はセグメントの業績から除外しています。
また、非継続事業は含めていません。非継続事業の詳細は「注記6．非継続事業」をご参照ください。
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2019年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

報告セグメント
ソフトバンク・

ビジョン・ファンド等
SBIAの運営する
ファンド事業 ソフトバンク事業 アーム事業 ブライトスター事業 合計 その他 調整額 連結

売上高
外部顧客への売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥              – ¥4,626,597 ¥202,616 ¥1,082,669 ¥5,911,882 ¥181,666 ¥          – ¥6,093,548
セグメント間の内部売上高または振替高 . . . . . . . . . . – 25,519 83 – 25,602 12,076 (37,678) –
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥              – ¥4,652,116 ¥202,699 ¥1,082,669 ¥5,937,484 ¥193,742 ¥(37,678) ¥6,093,548

セグメント利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,256,641 859,809 133,966 (23,396) 2,227,020 (90,053) (63,331) 2,073,636
減価償却費及び償却費 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 89 543,006 66,730 5,929 615,754 36,776 699 653,229
子会社の支配喪失に伴う利益. . . . . . . . . . . . . . . . . – – 176,261 – 176,261 – – 176,261

2020年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

報告セグメント
ソフトバンク・

ビジョン・ファンド等
SBIAの運営する
ファンド事業 ソフトバンク事業 アーム事業 ブライトスター事業 合計 その他 調整額 連結

売上高
外部顧客への売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥              – ¥4,843,657 ¥206,277 ¥955,415 ¥6,005,349 ¥179,744 ¥          – ¥6,185,093
セグメント間の内部売上高または振替高 . . . . . . . . . . – 18,827 375 – 19,202 16,442 (35,644) –
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥              – ¥4,862,484 ¥206,652 ¥955,415 ¥6,024,551 ¥196,186 ¥(35,644) ¥6,185,093

セグメント利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,931,345) 923,314 (42,819) (5,328) (1,056,178) (249,549) (58,906) (1,364,633)
減価償却費及び償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 402 701,984 74,095 7,442 783,923 46,961 1,133 832,017
子会社の支配喪失に伴う利益. . . . . . . . . . . . . . . . . – 11,879 – – 11,879 – – 11,879

128企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



2020年3月31日に終了した1年間
（単位：千米ドル）

報告セグメント
ソフトバンク・

ビジョン・ファンド等
SBIAの運営する
ファンド事業 ソフトバンク事業 アーム事業 ブライトスター事業 合計 その他 調整額 連結

売上高
外部顧客への売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $                – $44,506,634 $1,895,406 $8,778,967 $55,181,007 $1,651,603 $             – $56,832,610
セグメント間の内部売上高または振替高 . . . . . . . . . . – 172,995 3,445 – 176,440 151,080 (327,520) –
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $                – $44,679,629 $1,898,851 $8,778,967 $55,357,447 $1,802,683 $(327,520) $56,832,610

セグメント利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (17,746,439) 8,484,003 (393,448) (48,958) (9,704,842) (2,293,017) (541,266) (12,539,125)
減価償却費及び償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,694 6,450,280 680,832 68,382 7,203,188 431,508 10,411 7,645,107
子会社の支配喪失に伴う利益. . . . . . . . . . . . . . . . . – 109,152 – – 109,152 – – 109,152

（3）地域ごとの情報
a. 外部顧客への売上高

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間

日本 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥4,658,433 ¥4,882,590 $44,864,376
米国  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 718,610 629,988 5,788,735
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 716,505 672,515 6,179,499
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥6,093,548 ¥6,185,093 $56,832,610

売上高は 外部顧客の所在地に基づき分類しています。

b. 非流動資産（金融資産および繰延税金資産を除く）
2020年3月31日において、スプリントの非流動資産を売却目的保有に分類された処分グループ

に分類しています。詳細は「注記6．非継続事業」をご参照ください。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

日本 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  4,151,534 ¥5,337,087 $49,040,586
英国  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,406,626 3,119,675 28,665,579
米国  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,220,717 289,850 2,663,328
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 105,524 148,290 1,362,585
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥15,884,401 ¥8,894,902 $81,732,078
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8.ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業
（1）連結損益計算書に含まれるソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業の損益

a. 概要
当社の連結損益計算書には、ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業を構
成するソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドの損益、各ファンドのジェネラル・パー
トナーの損益、各ファンドのマネージャーであるSBIAの損益が含まれます。ソフトバンク・ビジョン・
ファンドおよびデルタ・ファンドの損益のうち、外部投資家に帰属する金額は、営業外費用の「ソフト
バンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部投資家持分の増減額」として計
上されます。この結果、ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業の税引前利
益には、当社に帰属するリミテッド・パートナーとしての損益、SBIAの管理報酬および成功報酬が含
まれています。

b. ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業の損益
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業の損益は下記の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIA
の運営するファンドからの投資損益
投資の売却による実現損益（注1） . . . . . ¥   296,531 ¥       58,340 $       536,065
投資の未実現評価損益
当期計上額（注2） . . . . . . . . . . . . . 1,378,553 (1,877,682) (17,253,349)
過年度計上額のうち実現損益への 
振替額（注3） . . . . . . . . . . . . . . . . (365,325) (40,012) (367,656)

投資先からの利息配当収益 . . . . . . . 4,522 12,848 118,056
デリバティブ関連損益  . . . . . . . . . . – 145 1,332
為替換算影響額（注4） . . . . . . . . . . . . (11,443) 1,494 13,728

1,302,838 (1,844,867) (16,951,824)
営業費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (46,197) (86,478) (794,615)
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIA
の運営するファンドからの営業利益  . 1,256,641 (1,931,345) (17,746,439)

財務費用（支払利息） . . . . . . . . . . . . . (33,141) (22,459) (206,368)
為替差損益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 68 321 2,950
デリバティブ関連損益（注5） . . . . . . . . . . 177,373 – –
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIA
の運営するファンドにおける外部投資家
持分の増減額 . . . . . . . . . . . . . . . . . (586,152) 540,930 4,970,413
その他の営業外損益 . . . . . . . . . . . . . (232) 1,067 9,804
税引前利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   814,557 ¥(1,411,486) $(12,969,640)

（注1）  2019年3月31日に終了した1年間において、ソフトバンク・ビジョン・ファンドは、Flipkart Private Limited株式を売却し、そ
の投資利益146,682百万円を計上しています。また、2017年11月以降から順次実施したNVIDIA Corporation（以下
「NVIDIA」）株式を活用したカラー取引を、2019年1月に解消し、対象であったNVIDIA株式を借入金の返済に充当しました。
返済の充当に使用したNVIDIAへの投資は、当該充当により実現したものとみなします。さらに、同月において当該カラー取
引の対象ではなかったNVIDIA株式の全てを売却しました。これらの取引に伴い、過年度に「ソフトバンク・ビジョン・ファンド
等SBIAの運営するファンドからの営業利益」として計上したNVIDIA株式に係る未実現評価損益の金額と、2019年3月31日
に終了した1年間における同株式にかかる公正価値変動額の合計金額を「投資の売却による実現損益」として計上しています。
なお、カラー取引から発生した損益は、「デリバティブ関連損益」として計上しています。

（注2）  当社からソフトバンク・ビジョン・ファンドへ移管したまたは移管が決定した投資については、その移管価額と各期末における
公正価値の差額から生じた投資損益（以下「移管価額からの差額」）を「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファ
ンドからの営業利益」として計上しています。2018年12月31日に終了した9カ月間において「FVTPLの金融商品から生じる
損益」に含めて表示していた65,843百万円は、2019年3月31日に終了した3カ月間において当社からソフトバンク・ビジョ
ン・ファンドへ移管したまたは移管が決定した投資に係る「移転価額からの差額」に該当するため、2019年3月31日に終了し
た1年間の連結損益計算書において「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業利益」に振り替え
ています。

（注3）  過年度に「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業利益」として計上していた投資の未実現評価
損益のうち、当期に売却した分について、投資の実現に伴い、「投資の売却による実現損益」に振り替えた金額です。

（注4）  投資の未実現評価損益は当該評価損益が生じた四半期の平均為替レートを用いて換算する一方、投資の売却による実現損益
は当該株式を処分した四半期の平均為替レートを用いて換算します。「為替換算影響額」は、未実現評価損益と実現損益の換
算に使用する為替レートの差により生じた金額です。

（注5）  2019年3月31日に終了した1年間における損益は、主にNVIDIA株式を活用したカラー取引に係るものです。
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（2）ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドにおける外部投資家持分
a. リミテッド・パートナーが拠出する資金の種類と各資金に係る分配の性質

リミテッド・パートナーが拠出する資金は、リミテッド・パートナーシップ・アグリーメントの定める
分配の性質により、エクイティとプリファード・エクイティに分類されます。プリファード・エクイティ
は、その分配と拠出した資金の返還において、エクイティに優先します。
当該ファンドの投資成果は、リミテッド・パートナーシップ・アグリーメントの定める配分方法に従っ

て当社と外部投資家からなるリミテッド・パートナーの持分とSBIAへの成功報酬に配分されます。配
分されたリミテッド・パートナーの持分は、その拠出したエクイティの割合に応じて各リミテッド・パー
トナーの持分となります。当該持分は、投資の売却や配当および株式の資金化により、当該ファンド
に資金が流入した後、各リミテッド・パートナーに成果分配額として支払われます。
プリファード・エクイティを拠出したリミテッド・パートナーには、その拠出したプリファード・エクイ

ティの金額に対して年率7％で算定された固定分配額が、原則、毎年6月および12月の最終営業日
に支払われます。
以下において、エクイティを拠出した外部投資家を成果分配型投資家、プリファード・エクイティを
拠出した外部投資家を固定分配型投資家と呼びます。

b. 外部投資家持分の期中増減表
連結財政状態計算書の「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける外部
投資家持分」の期中の増減は、以下の通りです。

（単位：百万円）
（参考）連結財務諸表との関連

外部投資家持分 
（流動負債と非流動負債の合計）

（内訳）
連結損益計算書
（（　）は費用）

連結キャッシュ・
フロー計算書
（（　）は支出）

2019年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . ¥4,136,965
外部投資家からの払込による収入 . . . 1,843,660 – 1,843,660
外部投資家持分の増減額 . . . . . . . . . (540,930) 540,930 –
固定分配型投資家帰属分  . . . . . . . 179,778
成果分配型投資家帰属分 . . . . . . . . (720,708)

外部投資家に対する分配額・返還額 . . (771,282) – (771,282)
外部投資家持分に係る為替換算差額（注1） . (83,994) – –

2020年3月31日（注2） . . . . . . . . . . . ¥4,584,419

（単位：千米ドル）
（参考）連結財務諸表との関連

外部投資家持分 
（流動負債と非流動負債の合計）

（内訳）
連結損益計算書
（（　）は費用）

連結キャッシュ・
フロー計算書
（（　）は支出）

2019年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . $38,013,094
外部投資家からの払込による収入 . . . 16,940,733 – 16,940,733
外部投資家持分の増減額 . . . . . . . . . (4,970,413) 4,970,413 –
固定分配型投資家帰属分  . . . . . . . 1,651,916
成果分配型投資家帰属分 . . . . . . . . (6,622,329)

外部投資家に対する分配額・返還額 . . (7,087,035) – (7,087,035)
外部投資家持分に係る為替換算差額（注1） . (771,790) – –

2020年3月31日（注2） . . . . . . . . . . . $42,124,589

（注1）  当該為替換算差額は、連結包括利益計算書の「在外営業活動体の為替換算差額」に含まれています。
（注2）  2020年3月31日時点の外部投資家持分残高のうち、固定分配型投資家に帰属する金額は2,881,868百万円（26,480,456千米ド

ル）であり、このうち未払の固定分配額は24,691百万円（226,877千米ドル）です。
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c. 外部投資家に対するキャピタル・コールの将来実行可能額
2020年3月31日におけるソフトバンク・ビジョン・ファンドの外部投資家に対するキャピタル・コー

ルの将来実行可能額は158億米ドルです。

（3）SBIAの管理報酬および成功報酬
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業の税引前利益額に含まれる、ソフトバ
ンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドにかかるSBIAの管理報酬および成功報酬の性質は以下
の通りです。

a. SBIAの管理報酬
SBIAへの管理報酬は、リミテッド・パートナーシップ・アグリーメントに基づき、拠出されたエクイ

ティ額に対して原則年率1％で計算されます。当該管理報酬は、四半期ごとに各ファンドからSBIAへ
支払われますが、将来の投資成績を反映した一定の条件に基づくクローバック条項が設定されてい
ます。

b. SBIAの成功報酬
SBIAへの成功報酬は、成果分配同様、リミテッド・パートナーシップ・アグリーメントに定められた
配分方法に基づき算定されます。SBIAは、投資の売却や配当および株式の資金化により、ソフトバ
ンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドに資金が流入した後、当該成功報酬相当額を受け取
ります。
ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資期間の間に資金化された投資に対する成功報酬相当額は、

リミテッド・パートナーシップ・アグリーメントの定めにより、SBIAへの支払が留保され、一時的にリ
ミテッド・パートナーに支払われていましたが、2019年9月12日の投資期間の終了後、2020年3

月31日までに、留保された成功報酬相当額の総額、439百万米ドル（47,943百万円）が、投資期間
後のリミテッド・パートナーへの拠出資金の返還額および成果分配額から控除され、SBIAへ支払わ
れました。
なお、投資期間後においても、受け取った成功報酬には、将来の投資成績に基づく一定の条件の
下、クローバック条項が設定されています。

9.企業結合
2020年3月31日に終了した1年間
　（株）ZOZO
（1）企業結合の概要

当社の子会社であるZホールディングス（株）は、イーコマース事業のさらなる成長のためにファッ
ションECを強化することを目的として、2019年9月12日開催の取締役会において決議された（株）
ZOZOの普通株式に対する公開買付けを実施しました。当公開買付けは、2019年11月13日をもっ
て終了し、（株）ZOZOの普通株式152,952,900株を現金400,737百万円（3,682,229千米ドル）
にて取得しました。これにより、当社の（株）ZOZOに対する議決権割合は50.1％となり、同社を連
結子会社化しています。また、当企業結合にあたり対象株式の取得資金の一部に充当するために、
400,000百万円（3,675,457千米ドル）の借入を実行しています。

（2）被取得企業の概要
名称 株式会社ZOZO

事業内容 ファッション通販サイト「ZOZOTOWN」の企画・運営
 プライベートブランド「ZOZO」の企画・開発
 カスタマーサポート、物流倉庫「ZOZOBASE」の運用

（3）支配獲得日
2019年11月13日

（4）取得対価およびその内訳
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

支配獲得日
（2019年11月13日）

支配獲得日
（2019年11月13日）

支払現金  . . . . . . . . . . . . . . . . ¥400,737 $3,682,229
取得対価の合計 . . . . . . . . . . . . A ¥400,737 $3,682,229
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（5）支配獲得日における資産・負債の公正価値、非支配持分およびのれん
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

支配獲得日
（2019年11月13日）

支配獲得日
（2019年11月13日）

現金及び現金同等物 . . . . . . . . . . ¥22,876 $210,199
営業債権及びその他の債権  . . . . . 30,443 279,730
その他の流動資産  . . . . . . . . . . . 7,770 71,396
有形固定資産  . . . . . . . . . . . . . . 8,610 79,114
使用権資産 . . . . . . . . . . . . . . . . 20,964 192,631
無形資産（注1） . . . . . . . . . . . . . . . 503,017 4,622,044
その他の非流動資産 . . . . . . . . . . 13,799 126,794
資産合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . 607,479 5,581,908

有利子負債（流動） . . . . . . . . . . . 22,000 202,150
リース負債（流動） . . . . . . . . . . . . 3,854 35,413
営業債務及びその他の債務  . . . . . 28,362 260,608
その他の流動負債  . . . . . . . . . . . 9,263 85,114
リース負債（非流動） . . . . . . . . . . 16,735 153,772
繰延税金負債  . . . . . . . . . . . . . . 150,269 1,380,768
その他の非流動負債 . . . . . . . . . . 3,420 31,427
負債合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . 233,903 2,149,252
純資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . B 373,576 3,432,656
非支配持分（注2） . . . . . . . . . . . . . C 185,750 1,706,790
のれん（注3） . . . . . . . . . . . . . . . . . A–(B–C) ¥212,911 $1,956,363

取得対価は、支配獲得日における公正価値を基礎として、取得した資産および引き受けた負債に
配分しています。2020年3月31日に終了した3カ月間において、取得対価の配分が完了しました。
当初の暫定的な金額と最終的な金額の間に変動はありません。

（注1）  無形資産 
内訳については、以下の通りです。なお、顧客基盤の見積耐用年数は18年～25年です。また、企業結合により識別した無形
資産は、見積将来キャッシュ・フロー、割引率、既存顧客の逓減率、対象商標権から生み出される将来売上収益、ロイヤルティ
レート等の仮定に基づいて測定しています。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
支配獲得日

（2019年11月13日）
支配獲得日

（2019年11月13日）

耐用年数を確定できない無形資産
商標権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥178,720 $1,642,194

耐用年数を確定できる無形資産
顧客基盤 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 322,070 2,959,386

その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,227 20,464

　合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥503,017 $4,622,044

（注2）  非支配持分 
非支配持分は、識別可能な被取得企業の純資産の公正価値に対する持分割合で測定しています。

（注3）  のれん 
のれんは、今後の事業展開や当社グループと被取得企業とのシナジーにより期待される将来の超過収益力を反映したものです。

（6）子会社の支配獲得による支出
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

支配獲得日
（2019年11月13日）

支配獲得日
（2019年11月13日）

現金による取得対価 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(400,737) $(3,682,229)
支配獲得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物 22,876 210,199 
子会社の支配獲得による現金支払額  . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(377,861) $(3,472,030)

（7）被取得企業の売上高および純利益
2020年3月31日に終了した1年間の連結損益計算書に認識している、支配獲得日以降における

内部取引消去前の被取得企業の売上高は57,462百万円（527,998千米ドル）、純利益は5,773百万
円（53,046千米ドル）です。
なお、上記の利益には、支配獲得日に認識した無形資産の償却費などが含まれています。

（8）企業結合が期首に完了したと仮定した場合の、連結売上高および連結純利益
（株）ZOZOの企業結合について、支配獲得日が2019年4月1日であったと仮定した場合の、2020

年3月31日に終了した1年間における当社の連結業績に係るプロフォーマ情報（非監査情報）は、以
下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
売上高（プロフォーマ情報） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥6,252,172 $57,448,975 
純利益（プロフォーマ情報） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (798,430) (7,336,488)
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10.現金及び現金同等物
現金及び現金同等物の内訳は、以下の通りです。
なお、2020年3月31日において、スプリントの現金及び現金同等物を売却目的保有に分類された処分
グループに分類しています。詳細は「注記6．非継続事業」をご参照ください。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

現金および要求払預金（注1）（注2） . . . . . . . . . ¥2,387,533 ¥3,054,482 $28,066,544
定期預金（預入期間が3カ月以内） . . . . . . . 802,797 173,850 1,597,446
MMF . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 532,509 132,071 1,213,553
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 135,679 8,612 79,133
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥3,858,518 ¥3,369,015 $30,956,676

（注1）  銀行業を営む子会社は「準備預金制度に関する法律」により、受け入れている預金等の一定比率以上の金額（法定準備預金額）を日本
銀行に預け入れる義務があります。2020年3月31日において、現金および要求払預金のうち311,897百万円（2,865,910千米ド
ル）（2019年3月31日は237,018百万円）は銀行業を営む子会社の日銀預け金であり、法定準備預金額以上の金額を日本銀行に預
け入れています。

（注2）  2020年3月31日の現金および要求払預金には、ソフトバンクグループ（株）が自己株式取得のために設定した金銭の信託3,969百万
円（36,470千米ドル）が含まれています（2019年3月31日は15,956百万円）。

有利子負債などの担保に供されている現金及び現金同等物の金額については、「注記24．有利子負債
（4）担保差入資産」をご参照ください。

11.営業債権及びその他の債権
営業債権及びその他の債権の内訳は、以下の通りです。
なお、2020年3月31日において、スプリントの営業債権及びその他の債権を売却目的保有に分類され

た処分グループに分類しています。詳細は「注記6．非継続事業」をご参照ください。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

営業債権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,702,466 ¥1,432,614 $13,163,778
割賦債権（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 435,059 410,343 3,770,495
銀行業の債権（注2） . . . . . . . . . . . . . . . . . . 53,772 33,341 306,359
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 209,811 223,961 2,057,897
貸倒引当金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (61,131) (27,933) (256,666)
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥2,339,977 ¥2,072,326 $19,041,863

（注1）  割賦債権は、間接販売において、契約者がディーラーから携帯端末を購入する際の代金の支払方法として、分割払いを選択した場合
に、当社がその代金をディーラーに立替払いしたことにより発生した債権です。当社は当該金額を、分割支払期間にわたり、通信サー
ビス料と合わせて契約者に請求しています。

    なお、割賦債権の分割支払期間は主として24～48カ月であるため、期末日後1年以内に回収する金額を「営業債権及びその他の債
権」に計上し、期末日後1年を超えて回収する金額を「その他の金融資産（非流動）」として計上しています。

（注2）  （株）ジャパンネット銀行に係るものです。

12.その他の金融資産
その他の金融資産の内訳は、以下の通りです。
なお、2020年3月31日において、スプリントのその他の金融資産を売却目的保有に分類された処分グ

ループに分類しています。詳細は「注記6．非継続事業」をご参照ください。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

流動
有価証券  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     84,153 ¥   230,234 $  2,115,538
定期預金（預入期間が3カ月超） . . . . . . . . . 614 9,925 91,197
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 118,709 73,328 673,785
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   203,476 ¥   313,487 $  2,880,520

非流動
割賦債権（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   414,593 ¥   493,526 $  4,534,834
貸付金（注2）（注3） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 211,280 233,521 2,145,741
銀行業の債権（注4） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 147,977 201,770 1,853,992
敷金及び保証金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 53,332 61,327 563,512
前払金（注5） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 166,485 44,161 405,780
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 231,106 268,207 2,464,458
貸倒引当金（注3） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (38,917) (142,540) (1,309,749)
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,185,856 ¥1,159,972 $10,658,568

（注1）  割賦債権については、「注記11．営業債権及びその他の債権」をご参照ください。
（注2）  2019年3月31日の貸付金には、WeWorkに対する転換権付貸付金108,992百万円が含まれています。
（注3）  2020年3月31日の貸付金および貸倒引当金には、当社の持分法適用関連会社であるOneWeb Global Limitedに対する貸付金

65,913百万円（605,651千米ドル）（2019年3月31日は35,441百万円）、貸倒引当金65,913百万円（605,651千米ドル）（2019年
3月31日はなし）が含まれています。  

（注4）  （株）ジャパンネット銀行に係るものです。
（注5）  WeWork株式取得に係るものです。
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13.棚卸資産
棚卸資産の内訳は、以下の通りです。
なお、2020年3月31日において、スプリントの棚卸資産を売却目的保有に分類された処分グループに
分類しています。詳細は「注記6．非継続事業」をご参照ください。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

商品及び製品  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥346,378 ¥169,431 $1,556,841
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 18,882 15,666 143,949
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥365,260 ¥185,097 $1,700,790

有利子負債などの担保に供されている棚卸資産の金額については、「注記24．有利子負債（4）担保差
入資産」をご参照ください。
期中に費用として認識した棚卸資産の評価減の金額は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間

棚卸資産の評価減の金額 . . . . . . . . . . . . . ¥32,063 ¥25,979 $238,712

14.その他の流動資産およびその他の非流動資産
その他の流動資産およびその他の非流動資産の内訳は、以下の通りです。
なお、2020年3月31日において、スプリントのその他の流動資産およびその他の非流動資産を売却
目的保有に分類された処分グループに分類しています。詳細は「注記6.非継続事業」をご参照ください。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

流動
未収税金（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥498,026 ¥291,579 $2,679,215
前払費用 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 123,929 77,077 708,233
契約資産（注2） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 113,209 65,544 602,260
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 31,392 26,770 245,981
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥766,556 ¥460,970 $4,235,689

非流動
長期前払費用 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥174,811 ¥125,618 $1,154,259
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 41,148 14,901 136,920
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥215,959 ¥140,519 $1,291,179

（注1）  2019年3月31日の未収税金には、グループ会社間の配当に係る源泉所得税422,648百万円が含まれています。なお、当該グルー
プ会社間の配当に係る源泉所得税は、2019年7月に還付されています。

    また、2020年3月31日の未収税金には、グループ会社間の配当およびみなし配当に係る源泉所得税167,097百万円（1,535,395
千米ドル）および78,801百万円（724,074千米ドル）がそれぞれ含まれています。

（注2）  IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」の適用に伴い、資産として認識したものです。

15.売却目的保有に分類された資産
（1）スプリント

2020年3月31日において、スプリントがTモバイルとの統合により当社の子会社ではなくなる可能性
が非常に高まったことから、スプリントの資産を「売却目的保有に分類された資産」へ振り替えました。詳
細は、「注記6．非継続事業」をご参照ください。

（2）アリババ株式売却に係る先渡売買契約
当社は2016年6月10日にMandatory Exchangeable Trustとの間で、アリババ株式の売却に係る先

渡売買契約を締結し売却代金の前受けとして54億米ドル（578,436百万円）を受領しました。当該先渡売
買契約の決済において当社は、アリババ株式による決済のほか、現金、または現金およびアリババ株式
の組み合わせによって決済するオプション（以下「現金決済オプション」）を保有していました。
当社は、当該先渡契約の決済において現金決済オプションを行使せず、アリババ株式で決済する可能
性が高くなったことから、2019年3月31日現在の連結財政状態計算書において、決済対象となるアリバ
バ株式を「持分法で会計処理されている投資」から「売却目的保有に分類された資産」へ224,201百万円
振り替えました。当該先渡契約で受け渡されるアリババ株式数はObservation Period間のアリババ株式
の株価動向によって決定され、「売却目的保有に分類された資産」へ分類されたアリババ株式の株数は、
2019年3月31日現在のアリババ株式の株価に基づき計算した株数としました。当該「売却目的保有に分
類された資産」は売却費用控除後の公正価値（売却予定価格）が帳簿価額を上回っていたことから、帳簿
価額で測定しました。
なお、当該先渡売買契約は、2019年6月3日にアリババ株式により決済されました。
当該先渡売買契約および決済の詳細は、「注記46．アリババ株式先渡売買契約決済益」をご参照くだ

さい。
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16.有形固定資産
2019年3月31日に終了した1年間
有形固定資産の取得原価の増減は、以下の通りです。

（単位：百万円）
取得原価 建物及び構築物 通信設備 機械装置 器具備品 土地 建設仮勘定 その他 合計

2018年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥437,533 ¥5,396,424 ¥  82,862 ¥1,445,006 ¥88,308 ¥294,881 ¥20,756 ¥7,765,770
取得 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 26,773 14,748 39,934 296,325 – 700,902 4,216 1,082,898
企業結合 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,749 – 2,428 344 114 100 63 5,798
処分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (12,771) (214,222) (3,519) (632,811) (992) (48,940) (625) (913,880)
科目振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19,009 500,669 7,987 609,299 55 (563,406) 15 573,628
為替換算差額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,966 92,323 (652) 50,837 825 9,587 243 161,129
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (7,244) 7,189 (677) (1,860) 2 (5,586) 91 (8,085)

2019年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥474,015 ¥5,797,131 ¥128,363 ¥1,767,140 ¥88,312 ¥387,538 ¥24,759 ¥8,667,258

有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額の増減は、以下の通りです。
（単位：百万円）

減価償却累計額及び減損損失累計額 建物及び構築物 通信設備 機械装置 器具備品 土地 建設仮勘定 その他 合計

2018年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(205,638) ¥(3,051,326) ¥(17,294) ¥(624,615) ¥(8) ¥(1,120) ¥  (8,922) ¥(3,908,923)
減価償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (30,740) (565,809) (11,951) (577,338) – – (3,044) (1,188,882)
減損損失 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – – – – – –
処分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,854 162,760 3,203 386,962 – 26 576 562,381 
科目振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (7) 27 (2,788) 3,390 – 964 672 2,258 
為替換算差額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (3,778) (52,406) 270 (19,832) – – (14) (75,760)
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,080 3,011 (1,204) 1,474 – – 11 12,372 

2019年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(222,229) ¥(3,503,743) ¥(29,764) ¥(829,959) ¥(8) ¥(130) ¥(10,721) ¥(4,596,554)

有形固定資産の帳簿価額は、以下の通りです。
（単位：百万円）

帳簿価額 建物及び構築物 通信設備 機械装置 器具備品 土地 建設仮勘定 その他 合計

2019年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥251,786 ¥2,293,388 ¥98,599 ¥937,181 ¥88,304 ¥387,408 ¥14,038 ¥4,070,704

有形固定資産に含まれているファイナンス・リース資産の帳簿価額は、以下の通りです。
（単位：百万円）

2019年3月31日

建物及び構築物 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     33,616
通信設備  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,002,889
機械装置  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 13,862
器具備品  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 43,537
建設仮勘定 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,584
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,095,491

なお、当社のファイナンス・リース債務は、貸手がリース資産の所有権を留保することにより担保され
ています。
有利子負債などの担保に供されている有形固定資産の金額については、「注記24．有利子負債（4）担

保差入資産」をご参照ください。
所有権に対する制限がある有形固定資産は、「注記24．有利子負債（5）権利が制限された資産」をご参
照ください。
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2020年3月31日に終了した1年間
有形固定資産の取得原価の増減は、以下の通りです。

（単位：百万円）
取得原価 建物及び構築物 通信設備 機械装置 器具備品 土地 建設仮勘定 その他 合計

2019年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥474,015 ¥ 5,797,131 ¥128,363 ¥ 1,767,140 ¥ 88,312 ¥ 387,538 ¥24,759 ¥ 8,667,258
新基準適用による累積的影響額（注） . . . . . . . . . . . . . (51,484) (2,163,285) (22,932) (72,373) – (3) (65) (2,310,142)

2019年4月1日（修正後） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 422,531 3,633,846 105,431 1,694,767 88,312 387,535 24,694 6,357,116
取得 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,187 25,952 50,039 203,051 685 578,739 7,891 876,544
企業結合 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,749 – – 3,985 – 1,871 5 8,610
処分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (70,372) (473,804) (2,440) (845,139) (7,141) (23,839) (811) (1,423,546)
科目振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 29,493 875,539 5,059 634,452 40 (592,426) 8,301 960,458
為替換算差額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (3,449) (45,810) (9,779) (26,072) (321) (6,701) (1,137) (93,269)
売却目的保有への振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (148,757) (2,340,869) (2,316) (1,209,051) (10,603) (161,467) (2,832) (3,875,895)
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 12,629 7,374 1,285 5,502 – (2,359) (665) 23,766

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥255,011 ¥ 1,682,228 ¥147,279 ¥    461,495 ¥ 70,972 ¥ 181,353 ¥35,446 ¥ 2,833,784

（単位：千米ドル）
取得原価 建物及び構築物 通信設備 機械装置 器具備品 土地 建設仮勘定 その他 合計

2019年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $4,355,555 $53,267,766 $1,179,482 $16,237,618 $811,467 $3,560,948 $227,502 $79,640,338
新基準適用による累積的影響額（注） . . . . . . . . . . . . . (473,068) (19,877,653) (210,714) (665,010) – (28) (597) (21,227,070)

2019年4月1日（修正後） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,882,487 33,390,113 968,768 15,572,608 811,467 3,560,920 226,905 58,413,268
取得 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 93,605 238,464 459,790 1,865,763 6,294 5,317,826 72,508 8,054,250
企業結合 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 25,260 – – 36,617 – 17,192 45 79,114
処分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (646,623) (4,353,616) (22,420) (7,765,680) (65,616) (219,048) (7,452) (13,080,455)
科目振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 271,001 8,045,015 46,485 5,829,753 368 (5,443,591) 76,275 8,825,306
為替換算差額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (31,692) (420,932) (89,856) (239,566) (2,950) (61,573) (10,447) (857,016)
売却目的保有への振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,366,875) (21,509,409) (21,281) (11,109,538) (97,427) (1,483,663) (26,022) (35,614,215)
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 116,042 67,757 11,808 50,556 – (21,675) (6,111) 218,377

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $2,343,205 $15,457,392 $1,353,294 $  4,240,513 $652,136 $1,666,388 $325,701 $26,038,629
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有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額の増減は、以下の通りです。
（単位：百万円）

減価償却累計額及び減損損失累計額 建物及び構築物 通信設備 機械装置 器具備品 土地 建設仮勘定 その他 合計

2019年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(222,229) ¥(3,503,743) ¥(29,764) ¥(829,959) ¥        (8) ¥   (130) ¥(10,721) ¥(4,596,554)
新基準適用による累積的影響額（注） . . . . . . . . . . . . . 18,225 1,099,297 7,722 29,231 – – 20 1,154,495

2019年4月1日（修正後） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (204,004) (2,404,446) (22,042) (800,728) (8) (130) (10,701) (3,442,059)
減価償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (32,867) (407,937) (12,418) (526,302) – – (4,130) (983,654)
減損損失 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (20,465) (4,053) (156) (1,136) (2,123) (4,306) (4) (32,243)
処分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 49,788 445,143 2,119 552,678 2,123 4,355 516 1,056,722
科目振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 413 (181,149) 1,189 (5,840) – 2 (12) (185,397)
為替換算差額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,733 28,593 1,116 11,013 – – 302 42,757
売却目的保有への振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 83,685 1,424,636 1,747 474,599 – – 628 1,985,295
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 738 (905) (79) (5,857) – (5,244) 658 (10,689)

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(120,979) ¥(1,100,118) ¥(28,524) ¥(301,573) ¥        (8) ¥(5,323) ¥(12,743) ¥(1,569,268)

（単位：千米ドル）
減価償却累計額及び減損損失累計額 建物及び構築物 通信設備 機械装置 器具備品 土地 建設仮勘定 その他 合計

2019年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $(2,041,983) $(32,194,643) $(273,491) $(7,626,197) $       (73) $  (1,194) $  (98,512) $(42,236,093)
新基準適用による累積的影響額（注） . . . . . . . . . . . . . 167,463 10,101,048 70,955 268,593 – – 184 10,608,243

2019年4月1日（修正後） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,874,520) (22,093,595) (202,536) (7,357,604) (73) (1,194) (98,328) (31,627,850)
減価償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (302,003) (3,748,387) (114,105) (4,836,001) – – (37,949) (9,038,445)
減損損失 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (188,046) (37,242) (1,433) (10,438) (19,507) (39,566) (37) (296,269)
処分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 457,484 4,090,260 19,471 5,078,361 19,507 40,017 4,741 9,709,841
科目振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,795 (1,664,513) 10,925 (53,662) – 18 (110) (1,703,547)
為替換算差額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15,924 262,731 10,255 101,195 – – 2,775 392,880
売却目的保有への振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 768,952 13,090,471 16,053 4,360,921 – – 5,770 18,242,167
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,781 (8,316) (727) (53,819) (19,507) (48,186) 6,047 (98,220)

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $(1,111,633) $(10,108,591) $(262,097) $(2,771,047) $       (73) $(48,911) $(117,091) $(14,419,443)

「科目振替」の金額には、当社が借手側のリース契約終了に伴い、所有権が当社に移転し、「使用権資産」から振り替えたものが以下の通り含まれています。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

取得原価
減価償却累計額及び
減損損失累計額 取得原価

減価償却累計額及び
減損損失累計額

建物及び構築物 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥    3,955 ¥    (1,823) $     36,341 $     (16,751)
通信設備  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 358,224 (182,308) 3,291,592 (1,675,163)
器具備品  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 32,357 (21,490) 297,317 (197,464)

合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥394,536 ¥(205,621) $3,625,250 $(1,889,378)
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有形固定資産の帳簿価額は、以下の通りです。
（単位：百万円）

帳簿価額 建物及び構築物 通信設備 機械装置 器具備品 土地 建設仮勘定 その他 合計

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥134,032 ¥582,110 ¥118,755 ¥159,922 ¥70,964 ¥176,030 ¥22,703 ¥1,264,516

（単位：千米ドル）
帳簿価額 建物及び構築物 通信設備 機械装置 器具備品 土地 建設仮勘定 その他 合計

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $1,231,572 $5,348,801 $1,091,197 $1,469,466 $652,063 $1,617,477 $208,610 $11,619,186

（注） IFRS第16号の適用を開始したことに伴い、従来有形固定資産に含めていた借手のファイナンス・リースに係る資産を使用権資産に振り替えています。使用権資産の内容は「注記17．使用権資産」をご参照ください。

上表には、貸手のオペレーティング・リースの対象となっている資産が含まれており、その主な資産は「器具備品」に含めて表示しているリース携帯端末です。貸手のオペレーティング・リースの対象となっている「器
具備品」の取得原価の増減、減価償却累計額及び減損損失累計額の増減ならびに帳簿価額は以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
取得原価 器具備品 器具備品

2019年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 1,341,947 $ 12,330,671
取得 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 173,060 1,590,187
企業結合 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – –
処分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (810,422) (7,446,678)
科目振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 599,768 5,511,054
為替換算差額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (23,502) (215,951)
売却目的保有への振替 . . . . . . . . . . . . . (1,114,037) (10,236,488)
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,412 22,163

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥    169,226 $   1,554,958

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
減価償却累計額及び減損損失累計額 器具備品 器具備品

2019年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   (595,676) $(5,473,455)
減価償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (471,401) (4,331,536)
減損損失 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (685) (6,294)
処分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 516,585 4,746,715
科目振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (925) (8,499)
為替換算差額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,280 85,271
売却目的保有への振替 . . . . . . . . . . . . . 418,975 3,849,812
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2,103) (19,324)

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   (125,950) $(1,157,310)

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
帳簿価額 器具備品 器具備品

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥      43,276 $397,648

2019年3月31日に終了した1年間および2020年3月31日に終了した1年間の「器具備品」の「科目振
替」の金額は、主にリース携帯端末を流動資産の「棚卸資産」から振り替えたことによるものです。
減損損失は、連結損益計算書上、「その他の営業損益」および「非継続事業からの純利益」に含めて表
示しています。「その他の営業損益」に含まれる減損損失の内容は「注記41．その他の営業損益」をご参照
ください。
有利子負債などの担保に供されている有形固定資産の金額については、「注記24．有利子負債（4）担
保差入資産」をご参照ください。
所有権に対する制限がある有形固定資産は、「注記24．有利子負債（5）権利が制限された資産」をご参
照ください。
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17.使用権資産
使用権資産の帳簿価額の内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
帳簿価額 2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

通信設備  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥          – ¥   816,546 $  7,502,950
通信事業用不動産  . . . . . . . . . . . . . . . . . – 219,149 2,013,682
事務所及び倉庫等  . . . . . . . . . . . . . . . . . – 229,496 2,108,757
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 28,501 261,885
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥          – ¥1,293,692 $11,887,274

（注） 2020年3月31日に終了した1年間における使用権資産の増加額は217,277百万円（1,996,481千米ドル）です。このうち、（株）ZOZO
を子会社化したことによる増加は20,964百万円（192,631千米ドル）です。

使用権資産の減価償却費の内訳は、以下の通りです。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

減価償却費 2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

通信設備  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥          – ¥(223,869) $(2,057,052)
通信事業用不動産  . . . . . . . . . . . . . . . . . – (48,120) (442,157)
事務所及び倉庫等  . . . . . . . . . . . . . . . . . – (56,163) (516,062)
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (17,373) (159,635)
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥          – ¥(345,525) $(3,174,906)

当社は、主に資金の効率的な運用を目的として、通信設備、通信事業用不動産ならびに事務所及び倉
庫等などのリース取引を行っています。
リース契約の多くには、事業上の柔軟性を高めるため、解約オプションおよび延長オプションが付与さ
れています。これらオプションの多くは、その行使時に、一定の事前通知期間の後取引相手の承諾なく
当社が行使できるオプションです。リース期間を決定する際に、延長オプションの行使ないしは解約オプ
ションを行使しない可能性について、経済的インセンティブを創出するすべての事実および状況を検討し
ています。また、この評価に影響を与えるような事象の発生または事実および状況に重大な変化が生じ
た際には、評価を見直しています。

通信設備
当社における通信設備のリース取引は、通信事業に供される通信関係の機械設備および伝送設備の
賃貸取引です。これらのリース取引契約の多くには、解約オプションおよび延長オプションが付与されて
います。これらのリース取引のリース期間は、主に5年または10年です。当社では、通信サービスを安定
的に提供するため、伝送設備の賃貸取引に関して、必要に応じて当初のリース期間を超えてリース期間を
延長する可能性があります。その場合、主に当初の契約期間と同様の期間を延長することが見込まれま

す。「通信設備」に分類している使用権資産は、主に有形固定資産の「通信設備」に該当するものです。

通信事業用不動産
当社における通信事業用不動産のリース取引は、基地局用設備を設置する鉄塔や支柱を設置するため

の土地、基地局設備を設置する建物および構築物のスペース、通信設備を設置するための土地および建
物やその一部スペースの賃借取引です。これらのリース取引契約の多くには、解約オプション及び延長
オプションが付与されています。基地局用設備を設置するための土地、建物および構築物のスペースに
係るリース取引のリース期間は主に10年～20年です。これら以外のリース取引のリース期間は、土地
および建物は主に20年、一部スペースは主に3年です。当社では、通信サービスを安定的に提供するた
め、必要に応じて当初のリース期間を超えてリースを延長する可能性があります。その場合、主に当初の
契約期間と同様の期間を延長することが見込まれます。「通信事業用不動産」に分類している使用権資産
は、主に有形固定資産の「建物および構築物」または「土地」に該当するものです。

事務所及び倉庫等
当社における事務所及び倉庫等のリース取引は、主に事務所用不動産、倉庫および店舗用不動産の賃
借取引です。これらのリース取引の多くには、その行使時において、取引相手の承諾なく当社が行使でき
る延長オプションが付与されています。これらのリース取引のリース期間は、事務所は主に5年～22年、
倉庫は主に3年～15年および店舗は主に3年です。当社では、事業の継続のため、必要に応じて当初の
リース期間を超えてリースを延長する可能性があります。「事務所及び倉庫等」に分類している使用権資
産は、主に有形固定資産の「建物及び構築物」または「土地」に該当するものです。

その他
当社におけるその他のリース取引は、主にレンタル用携帯端末の賃借取引および太陽光発電用設備の
賃借取引です。「その他」に分類している使用権資産は、主に有形固定資産の「器具備品」および「その他」
に該当するものです。
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18.のれんおよび無形資産
のれんおよび無形資産の取得原価の増減は、以下の通りです。

（単位：百万円）
耐用年数を確定できない無形資産 耐用年数を確定できる無形資産

取得原価 のれん 商標権 FCCライセンス その他 ソフトウエア 顧客基盤 テクノロジー
周波数
移行費用

マネジメント
契約 商標権

有利なリース
契約 FCCライセンス その他 無形資産合計

2018年4月1日（注1） ¥4,381,242 ¥678,258 ¥3,960,597 ¥12,226 ¥1,738,147 ¥1,061,341 ¥587,722 ¥146,078 ¥120,210 ¥66,928 ¥46,367 ¥90,992 ¥196,595 ¥8,705,461
取得 . . . . . . . . – – 17,942 – 35,368 – – – – 7 – – 231,478 284,795
内部開発 . . . . . – – – – 4,052 – – – – – – – 60,100 64,152
企業結合 . . . . . 75,342 197 – – 439 7,415 9,822 – – 240 – – 547 18,660
処分 . . . . . . . . – – – – (144,908) – – – – (34) – (5,290) (14,570) (164,802)
科目振替 . . . . . – – – – 205,747 – – 43,402 – 14 – – (264,757) (15,594)
為替換算差額 . . (54,842) 29,048 177,088 537 17,891 27,642 (15,253) – 5,375 2,518 2,073 3,986 2,220 253,125
その他  . . . . . . 1,494 5 (501) – 177 (985) – – – (50) – – 490 (864)

2019年3月31日 . 4,403,236 707,508 4,155,126 12,763 1,856,913 1,095,413 582,291 189,480 125,585 69,623 48,440 89,688 212,103 9,144,933
新基準適用による 
累積的影響額（注2） . – – – – – – – – – – (48,440) – – (48,440)

2019年4月1日
（修正後） . . . . . . . 4,403,236 707,508 4,155,126 12,763 1,856,913 1,095,413 582,291 189,480 125,585 69,623 – 89,688 212,103 9,096,493
取得 . . . . . . . . – – 13,699 – 56,082 – – – – 19 – – 229,051 298,851
内部開発 . . . . . – – – – 3,793 – – – – – – – 38,102 41,895
企業結合 . . . . . 233,812 178,720 – – 1,813 322,070 – – – 73 – – 341 503,017
処分 . . . . . . . . – – – – (170,467) – – – – (57,794) – (744) (8,029) (237,034)
科目振替 . . . . . – – – (5,243) 188,562 – – – – 11 – – (183,189) 141
為替換算差額 . . (234,923) (13,042) (80,914) (222) (8,789) (27,432) (46,562) – (2,444) (607) – (1,749) (3,365) (185,126)
売却目的保有へ
の振替 . . . . . . (322,978) (645,906) (4,091,250) – (343,142) (714,251) – – – – – (87,195) (100,591) (5,982,335)
その他  . . . . . . (612) – 3,339 (6) 6,905 1,971 – – – 63 – – 1,079 13,351

2020年3月31日 . ¥4,078,535 ¥ 227,280 ¥               – ¥ 7,292 ¥1,591,670 ¥  677,771 ¥535,729 ¥189,480 ¥123,141 ¥ 11,388 ¥          – ¥          – ¥ 185,502 ¥ 3,549,253
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（単位：千米ドル）
耐用年数を確定できない無形資産 耐用年数を確定できる無形資産

取得原価 のれん 商標権 FCCライセンス その他 ソフトウエア 顧客基盤 テクノロジー
周波数
移行費用

マネジメント
契約 商標権

有利なリース
契約 FCCライセンス その他 無形資産合計

2019年3月31日 . $40,459,763 $6,501,038 $38,179,969 $117,275 $17,062,510 $10,065,359 $5,350,464 $1,741,064 $1,153,956 $639,741 $445,098 $824,111 $1,948,939 $84,029,524
新基準適用による 
累積的影響額（注2） . – – – – – – – – – – (445,098) – – (445,098)

2019年4月1日
（修正後） . . . . . . . 40,459,763 6,501,038 38,179,969 117,275 17,062,510 10,065,359 5,350,464 1,741,064 1,153,956 639,741 – 824,111 1,948,939 83,584,426
取得 . . . . . . . . – – 125,875 – 515,317 – – – – 175 – – 2,104,668 2,746,035
内部開発 . . . . . – – – – 34,853 – – – – – – – 350,105 384,958
企業結合 . . . . . 2,148,415 1,642,194 – – 16,659 2,959,386 – – – 671 – – 3,134 4,622,044
処分 . . . . . . . . – – – – (1,566,360) – – – – (531,048) – (6,836) (73,776) (2,178,020)
科目振替 . . . . . – – – (48,176) 1,732,629 – – – – 101 – – (1,683,258) 1,296
為替換算差額 . . (2,158,624) (119,837) (743,490) (2,040) (80,759) (252,063) (427,842) – (22,457) (5,578) – (16,071) (30,920) (1,701,057)
売却目的保有へ
の振替 . . . . . . (2,967,729) (5,935,000) (37,593,035) – (3,153,009) (6,562,997) – – – – – (801,204) (924,295) (54,969,540)
その他  . . . . . . (5,623) – 30,681 (55) 63,447 18,111 – – – 578 – – 9,915 122,677

2020年3月31日 $37,476,202 $2,088,395 $                 – $  67,004 $14,625,287 $6,227,796 $4,922,622 $1,741,064 $1,131,499 $104,640 $             – $             – $1,704,512 $32,612,819

（注1）  当社は無形資産のリース取引に対して、IFRS第16号を適用していません。これに伴い、過去の企業結合において識別し、従来「有利なリース契約」に含めていたFCCライセンスに係る有利な契約を、耐用年数を確定できる「FCCライセンス」に含める修正再表示を行っています。
（注2）  IFRS第16号の適用を開始したことに伴い、従来無形資産として認識していた、FCCライセンスを除いた「有利なリース契約」を、関連する使用権資産に振り替えています。
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のれんおよび無形資産の償却累計額及び減損損失累計額の増減は、以下の通りです。
（単位：百万円）

耐用年数を確定できない無形資産 耐用年数を確定できる無形資産
償却累計額及び
減損損失累計額 のれん 商標権 FCCライセンス その他 ソフトウエア 顧客基盤 テクノロジー

周波数
移行費用

マネジメント
契約 商標権

有利なリース
契約 FCCライセンス その他 無形資産合計

2018年4月1日（注1） . ¥(78,689) ¥(13,380) ¥             – ¥             – ¥(998,246) ¥(728,897) ¥(66,119) ¥(20,212) ¥  (4,877) ¥  (9,571) ¥(29,821) ¥(18,260) ¥(31,528) ¥(1,920,911)
償却費  . . . . . . – – – – (248,999) (90,814) (42,175) (9,746) (25,759) (3,085) – – (4,790) (425,368)
減損損失 . . . . . – – – – – – – – – – – – – –
処分 . . . . . . . . – – – – 136,247 – – – – 29 – 5,290 272 141,838
為替換算差額 . . (3,080) (267) – – (9,676) (25,418) 1,884 – (226) (320) (1,337) (817) 109 (36,068)
その他  . . . . . . – – – – 3,640 (1,256) (3,997) – – 50 (4,056) (7,809) 1,199 (12,229)

2019年3月31日 . (81,769) (13,647) – – (1,117,034) (846,385) (110,407) (29,958) (30,862) (12,897) (35,214) (21,596) (34,738) (2,252,738)
新基準適用による 
累積的影響額（注2） . – – – – – – – – – – 35,214 – – 35,214

2019年4月1日
（修正後） . . . . . . . (81,769) (13,647) – – (1,117,034) (846,385) (110,407) (29,958) (30,862) (12,897) – (21,596) (34,738) (2,217,524)
償却費  . . . . . . – – – – (258,081) (68,823) (40,019) (10,752) (21,097) (48,369) – – (8,151) (455,292)
減損損失 . . . . . – – – – (1,154) – – – (25,710) (1) – – (18,126) (44,991)
処分 . . . . . . . . – – – – 161,804 – – – – 56,997 – 744 3,139 222,684
為替換算差額 . . 1,401 121 – – 4,582 16,400 10,318 – 725 204 – 428 495 33,273
売却目的保有へ
の振替 . . . . . – – – – 171,905 695,734 – – – – – 24,292 7,448 899,379
その他  . . . . . . – – – – 5,644 – – – – (7) – (3,868) (2,579) (810)

2020年3月31日 . ¥(80,368) ¥(13,526) ¥             – ¥             – ¥(1,032,334) ¥(203,074) ¥(140,108) ¥(40,710) ¥(76,944) ¥  (4,073) ¥           – ¥        – ¥(52,512) ¥(1,563,281)
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（単位：千米ドル）
耐用年数を確定できない無形資産 耐用年数を確定できる無形資産

償却累計額及び
減損損失累計額 のれん 商標権 FCCライセンス その他 ソフトウエア 顧客基盤 テクノロジー

周波数
移行費用

マネジメント
契約 商標権

有利なリース
契約 FCCライセンス その他 無形資産合計

2019年3月31日 . $(751,346) $(125,397) $           – $           – $(10,264,026) $(7,777,130) $(1,014,490) $(275,273) $(283,580) $(118,506) $(323,569) $(198,438) $(319,197) $(20,699,606)
新基準適用による 
累積的影響額（注2） . – – – – – – – – – – 323,569 – – 323,569

2019年4月1日
（修正後） . . . . . . . (751,346) (125,397) – – (10,264,026) (7,777,130) (1,014,490) (275,273) (283,580) (118,506) – (198,438) (319,197) (20,376,037)
償却費  . . . . . . – – – – (2,371,414) (632,390) (367,720) (98,797) (193,853) (444,445) – – (74,897) (4,183,516)
減損損失 . . . . . – – – – (10,604) – – – (236,240) (9) – – (166,553) (413,406)
処分 . . . . . . . . – – – – 1,486,759 – – – – 523,726 – 6,836 28,843 2,046,164
為替換算差額 . . 12,873 1,111 – – 42,102 150,694 94,808 – 6,662 1,874 – 3,933 4,548 305,732
売却目的保有へ
の振替 . . . . . – – – – 1,579,574 6,392,851 – – – – – 223,211 68,437 8,264,073
その他  . . . . . . – – – – 51,861 – – – – (65) – (35,542) (23,696) (7,442)

2020年3月31日 . $(738,473) $(124,286) $           – $           – $ (9,485,748) $(1,865,975) $(1,287,402) $(374,070) $(707,011) $(37,425) $            – $            – $(482,515) $(14,364,432)

（注1）  当社は無形資産のリース取引に対して、IFRS第16号を適用していません。これに伴い、過去の企業結合において識別し、従来「有利なリース契約」に含めていたFCCライセンスに係る有利な契約を、耐用年数を確定できる「FCCライセンス」に含める修正再表示を行っています。
（注2）  IFRS第16号の適用を開始したことに伴い、従来無形資産として認識していた、FCCライセンスを除いた「有利なリース契約」を、関連する使用権資産に振り替えています。 
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のれんおよび無形資産の帳簿価額は、以下の通りです。
（単位：百万円）

耐用年数を確定できない無形資産 耐用年数を確定できる無形資産

帳簿価額 のれん 商標権 FCCライセンス その他 ソフトウエア 顧客基盤 テクノロジー
周波数
移行費用

マネジメント
契約 商標権

有利なリース
契約 FCCライセンス その他 無形資産合計

2019年3月31日 ¥4,321,467 ¥693,861 ¥4,155,126 ¥12,763 ¥739,879 ¥249,028 ¥471,884 ¥159,522 ¥94,723 ¥56,726 ¥13,226 ¥68,092 ¥177,365 ¥6,892,195

2020年3月31日 ¥3,998,167 ¥213,754 ¥              – ¥  7,292 ¥559,336 ¥474,697 ¥395,621 ¥148,770 ¥46,197 ¥  7,315 ¥         – ¥         – ¥132,990 ¥1,985,972

（単位：千米ドル）
耐用年数を確定できない無形資産 耐用年数を確定できる無形資産

帳簿価額 のれん 商標権 FCCライセンス その他 ソフトウエア 顧客基盤 テクノロジー
周波数
移行費用

マネジメント
契約 商標権

有利なリース
契約 FCCライセンス その他 無形資産合計

2020年3月31日 $36,737,729 $1,964,109 $              – $67,004 $5,139,539 $4,361,821 $3,635,220 $1,366,994 $424,488 $67,215 $              – $              – $1,221,997 $18,248,387

商標権のうち「Sprint」、「Boost Mobile」、「ZOZO」などの事業が継続する限りは法的に継続使用で
き、かつ、予見可能な将来にわたってサービスを提供することを経営陣が計画している商標権について
は、耐用年数を確定できないと判断しています。

FCCライセンスは、米国連邦通信委員会（FCC）が付与する特定の周波数を利用するためのライセンス
です。FCCライセンスは規制当局の定める規制に準拠している限り、その更新・延長は最低限のコストで
行うことができることから、FCCライセンスの耐用年数を確定できないと判断しています。
顧客基盤は、被取得企業の企業結合時に存在した顧客から期待される将来の超過収益力を反映したも

のです。
テクノロジーは、被取得企業の企業結合時点において既に開発済みの技術、あるいは開発の進んだ技
術から期待される将来の超過収益力を反映したものです。
周波数移行費用は、ソフトバンク（株）が割り当てを受けた周波数において、「終了促進措置」に基づき、
既存の周波数利用者が他の周波数帯へ移行する際に発生した費用のうち、ソフトバンク（株）が負担した
金額です。
有利なリース契約は、企業結合時に、被取得企業の借手のオペレーティング・リース契約の条件が、支
配獲得日時点の市場の条件と比べて有利である場合、その将来キャッシュ・フローの有利な差異に係る公
正価値を見積り、無形資産として認識しているものです。2019年3月31日に終了した1年間における有
利なリース契約の取崩額は、オペレーティング・リース料に計上しています。
償却費は、連結損益計算書上、「売上原価」、「販売費及び一般管理費」、「ソフトバンク・ビジョン・ファン

ド等SBIAの運営するファンドからの営業利益」および「非継続事業からの純利益」に含めて表示していま
す。

減損損失は、連結損益計算書上、「その他の営業損益」に含めて表示しています。減損損失の内容は「注
記41．その他の営業損益」をご参照ください。

「企業結合」による増加は、以下の通りです。

2020年3月31日に終了した1年間
2019年11月に（株）ZOZOを子会社化した結果、のれん212,911百万円、商標権178,720百万円（耐

用年数を確定できない無形資産）、顧客基盤322,070百万円およびその他2,227百万円を認識しました。
この企業結合取引の内容は、「注記9．企業結合」をご参照ください。
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無形資産に含まれている自己創設無形資産の帳簿価額は、以下の通りです。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

ソフトウエア . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥84,347 ¥76,134 $699,568

当社は無形資産のリース取引に対して、IFRS第16号を適用していません。これに伴い、ソフトウエアの
リース取引から生じたファイナンス・リースに係る資産を無形資産として認識しているため、2019年3月
31日に終了した1年間に開示していたソフトウエアのファイナンス・リース資産の帳簿価額に関する注記
を開示していません。なお、これらの取引により、所有権が制限されている無形資産は、「注記24．有利
子負債（5）権利が制限された資産 c．無形資産のリース契約による資産」をご参照ください。
割賦払いで購入したことにより、所有権に対する制限がある無形資産は、「注記24．有利子負債（5）権
利が制限された資産a．割賦購入による資産」をご参照ください。

「売上原価」および「販売費及び一般管理費」に含まれる研究開発費の合計額は、以下の通りです。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

研究開発費 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥165,682 ¥167,095 $1,535,376

企業結合で取得したのれんは、企業結合のシナジーから便益が生じると期待される資金生成単位また
は資金生成単位グループに配分しています。

のれんおよび耐用年数を確定できない無形資産の資金生成単位または資金生成単位グループへの配
分額は、以下の通りです。

のれん
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

報告セグメント
資金生成単位または
資金生成単位グループ 2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

ソフトバンク事業 ソフトバンク（注1） . . . . . ¥   920,479 ¥   922,459 $ 8,476,146
ヤフー（注2） . . . . . . . . . 16,519 16,519 151,787
マーケティング
ソリューション . . . . . . . 23,108 32,625 299,779
ショッピング  . . . . . . . 58,136 272,560 2,504,456
一休  . . . . . . . . . . . . 72,044 72,044 661,987
金融（注3） . . . . . . . . . . 20,891 23,504 215,970
その他 . . . . . . . . . . . 1,524 2,181 20,041
小計 . . . . . . . . . . . 1,112,701 1,341,892 12,330,166

アーム事業 アーム . . . . . . . . . . . 2,833,051 2,607,318 23,957,714
ブライトスター事業 ブライトスター . . . . . . 18,831 18,770 172,471

－ その他 . . . . . . . . . . . 27,495 30,187 277,378

スプリント事業 
（非継続事業） スプリント（注4） . . . . . . . 329,389 – –
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥4,321,467 ¥3,998,167 $36,737,729

耐用年数が確定できない無形資産
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

報告セグメント 資金生成単位 2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日
ソフトバンク事業 ショッピング  . . . . . . . ¥     20,130 ¥198,850 $1,827,162

一休  . . . . . . . . . . . . 10,120 10,120 92,989
小計 . . . . . . . . . . . 30,250 208,970 1,920,151

ブライトスター事業
ブライトスター
米国・カナダ地域 . . . . 3,191 3,129 28,751
ブライトスター
アジア・オセアニア地域 . . 1,695 1,655 15,207
小計 . . . . . . . . . . . 4,886 4,784 43,958

– その他 . . . . . . . . . . . 12,763 7,292 67,004
スプリント事業 
（非継続事業） スプリント（注4） . . . . . . . 4,813,851 – –
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥4,861,750 ¥221,046 $2,031,113

（注1）  ソフトバンクは、ソフトバンク（株）等から構成されています。
（注2）  ソフトバンク事業の個別の資金生成単位ではなくZホールディングス（株）およびその傘下の会社の事業全体に便益が生じると見込ま

れるため、「ヤフー」に配分しています。
（注3）  2019年3月31日に終了した1年間の資金生成単位グループは決済金融でしたが、決済部分が「ショッピング」および「その他」へ配

分されたため、資金生成単位グループを「金融」に変更しています。
（注4）  2020年3月31日において、スプリントを売却目的保有に分類された処分グループに分類したことに伴い、「スプリント事業」を報告セ

グメントから除いています。詳細は「注記6．非継続事業」をご参照ください。
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各資金生成単位または資金生成単位グループの回収可能価額の測定方法は、以下の通りです。 

2019年3月31日に終了した1年間
使用価値：マーケティングソリューション、ショッピング、決済金融、一休
処分コスト控除後の公正価値： ソフトバンク、スプリント、ヤフー、アーム、ブライトスター、ブライトスター

の米国・カナダ地域、アジア・オセアニア地域

2020年3月31日に終了した1年間
使用価値：マーケティングソリューション、ショッピング、金融、一休
処分コスト控除後の公正価値： ソフトバンク、ヤフー、アーム、ブライトスター、ブライトスターの米国・カ

ナダ地域、アジア・オセアニア地域

使用価値は、過去の経験と外部からの情報を反映し、マネジメントが承認した今後5年分の事業計画を
基礎としたキャッシュ・フローの見積額を、当該資金生成単位または資金生成単位グループの税引前の割
引率7.8％～9.6％（2019年3月31日に終了した1年間は9.1％～12.0％）により現在価値に割引いて測
定しています。なお、キャッシュ・フローの見積りにおいて、5年超のキャッシュ・フローは、0.6％（2019

年3月31日に終了した1年間は0.7％）の成長率で逓増すると仮定しています。
処分コスト控除後の公正価値は、ソフトバンクおよびヤフーについては、主に活発な市場における相場
価格に基づいて測定しています。
アームについては、市場参加者の想定する仮定に基づき、市場参加者が将来受け取ると期待するキャッ

シュ・フローを、今後9年分の事業計画を基礎としたキャッシュ・フローの見積額に反映させ、税引後の割
引率13.0％（2019年3月31日に終了した1年間は10.6％）により現在価値に割引いて測定しています。
9年超のキャッシュ・フローについて、10年目は21.2％、11年目は18.5％、12年目は15.7％、13年目
は13.0％、14年目は10.2％の成長率と仮定し、15年目以降は2.0％（2019年3月31日に終了した1年
間は、11年目は19.2％、12年目は9.9％、13年目は3.9％、14年目は2.3％と仮定し、15年目以降は
2.0％）の成長率で逓増すると仮定しています。なお、公正価値測定において、観察可能でないインプット
を使用しているためレベル3に分類しています。
ブライトスター（資金生成単位グループ）および米国・カナダ地域、アジア・オセアニア地域については、

インカム・アプローチおよびマーケット・アプローチを用いて測定しています。インカム・アプローチにお
いては、市場参加者の想定する仮定に基づき、市場参加者が将来受け取ると期待するキャッシュ・フロー
を、今後10年分の事業計画を基礎としたキャッシュ・フローの見積額に反映させ、税引後の割引率10.0％
～12.5％（2019年3月31日に終了した1年間は10.0％～13.0％）により現在価値に割引いて測定してい
ます。なお、10年超のキャッシュ・フローについては2.0％（2019年3月31日に終了した1年間は2.5％）
の成長率と仮定しています。また、マーケット・アプローチにおいては、評価対象会社と比較可能な類似

会社のEV/EBITDAの評価倍率を用いています。なお、公正価値測定において、観察可能でないインプッ
トを使用しているため、レベル3に分類しています。
毎年度一定時期に実施する減損テストにおきましては、いずれの資金生成単位及び資金生成単位グ

ループにおいてものれんおよび耐用年数を確定できない無形資産について減損損失を認識していませ
ん。
アームののれんおよび耐用年数を確定できない無形資産の減損テストの公正価値測定に用いられた
前提には経営者の重要な判断および見積りが含まれています。将来におけるIoT市場全体の成長率の下
落、競合会社の市場シェア拡大やこれによるアームの市場シェアの縮小およびM&Aの実行リスクの上昇
などの事業計画における前提条件の変化は、公正価値測定の見積りに影響し、結果として、将来におい
てのれんおよび耐用年数を確定できない無形資産の大幅な減損につながる可能性があります。
ショッピングののれんおよび耐用年数を確定できない無形資産の減損テストにおいて、仮に税引前の
割引率が約2％上昇または永続成長率が約3％下落した場合、回収可能価額と帳簿価額が等しくなる可
能性があります。
上記以外ののれんおよび耐用年数を確定できない無形資産が配分された各資金生成単位または資金
生成単位グループにおいて、減損テストに用いた主要な仮定が合理的に予測可能な範囲で変化したとし
ても、回収可能価額が帳簿価額を下回る可能性は低いと判断しています。
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19.リース
2019年3月31日に終了した1年間
（1）ファイナンス・リース
（借手側）
当社は、無線設備、交換設備、電源設備および伝送設備などについて、ファイナンス・リース取引を実
施しています。

ファイナンス・リース債務の内訳は、以下の通りです。
（単位：百万円）

2019年3月31日

最低支払リース料総額
1年以内  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥346,277

1年超5年以内 . . . . . . . . . . . . . . . . . . 555,832

5年超 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19,334
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 921,443

控除-将来財務費用 . . . . . . . . . . . . . . . . . (28,971)

ファイナンス・リース債務の現在価値. . . . . . ¥892,472

ファイナンス・リース債務の現在価値の内訳は、以下の通りです。
（単位：百万円）

2019年3月31日

1年以内 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥334,517

1年超5年以内 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 542,715

5年超  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15,240

合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥892,472

ファイナンス・リース債務の1年毎に区分した期日別残高は、「注記30．金融商品（2）財務リスク管理　
ｃ．流動性リスク」をご参照ください。
一部のリース契約については、財務制限条項が付されています。主な内容については、「注記24．有
利子負債（2）財務制限条項」をご参照ください。
当社は、無形資産のリース取引にIFRS第16号を適用していません。これに伴い、2019年3月31日時

点のファイナンス・リース債務の内訳および現在価値の内訳について修正再表示を行っています。当該
修正再表示に関する詳細は「注記24．有利子負債（1）有利子負債の内訳（注5）」をご参照ください。

解約不能サブリースに係る将来の最低受取サブリース料の総額は、以下の通りです。
（単位：百万円）

2019年3月31日

最低受取サブリース料総額 . . . . . . . . . . . . ¥33,660
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（2）オペレーティング・リース
（借手側）
当社は、オペレーティング・リース取引により、通信設備等を設置するための鉄塔、土地および建物、

ならびに伝送路などを使用しており、一部のオペレーティング・リース契約には、自動更新オプションお
よびエスカレーション条項が付されています。
当社では、解約不能期間に加え、リース開始日において自動更新オプションの行使が合理的に確実視

されている期間との合計をリース期間としています。また、エスカレーション条項が付されている、また
はリース期間の一部に無償期間が含まれているオペレーティング・リース取引については、リース期間に
おける支払リース料総額を、当該リース期間にわたって定額法により費用として認識しています。

基地局リース
スプリントにおける基地局リース取引は、主に通信設備等を設置するための鉄塔や土地を提供する移
動通信用鉄塔運営会社との取引です。当該リース取引の契約期間は、5年から12年であり、さらに5年
間の更新オプションを5回まで行使することが可能です。基地局設置時において、契約期間が10年未満
の場合は、少なくとも1回更新オプションを行使することを見込んでいます。
ソフトバンク（株）における基地局リース取引は、基地局設置のための土地または建物のみの賃借取引
です。当該リース取引の契約期間の多くは10年または20年です。基地局設置時において、合理的確実
に取引を継続する期間として契約期間を見込んでいます。

解約不能オペレーティング・リースに係る将来の最低支払リース料の内訳は、以下の通りです。
（単位：百万円）

2019年3月31日

1年以内 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   379,470

1年超5年以内 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,019,023

5年超  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 518,746

合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,917,239

（注） スプリントが締結している他者所有の周波数帯ライセンスの賃借契約に関連する支払コミットメントについては、IFRS第16号適用前は
オペレーティング・リースに準ずるものとして解約不能オペレーティング・リースに係る将来の最低支払リース料に含めて開示していま
したが、IFRS第16号の適用対象となるリース取引に該当しないため、上表に含めていません。

また、当社は2019年1月の取締役会において本社移転を決議し、2020年9月から20年間を契約期間
とする定期建物賃貸借契約を2019年1月23日付で締結しています。
本契約は契約期間内での解約不能期間が設定されており、解約不能期間経過後は本契約を解約する

ことができるオプションが付与されています。
なお、本契約の契約期間にかかる総支払予定額（共益費含む）は200,955百万円です。

2019年3月31日に終了した1年間において費用として認識されたオペレーティング・リース料は
157,317百万円です。

（貸手側）
スプリントは米国内で条件を満たした契約者に対して携帯端末のリースプログラムを提供し、ソフトバン

ク（株）は日本国内で法人向けの携帯端末レンタルサービスを提供しています。当社は、当該携帯端末リー
ス取引の一部をオペレーティング・リース取引として処理しています。
スプリントにおける当該リース取引の契約者は、リース期間終了後、使用端末について、返却するか、
そのままリースとして使用し続けるか、購入するかを選択できます。
携帯端末のリース取引は、当社の通信サービスを受けることを条件に提供されるものであるため、こ

れらの取引から発生する収益の受取額を、携帯端末リースと通信サービスの公正価値を基に、リースによ
る受取額とそれ以外に区分しています。

解約不能オペレーティング・リースに係る将来の最低受取リース料の内訳は、以下の通りです。
（単位：百万円）

2019年3月31日

1年以内 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥409,615

1年超5年以内 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 74,503

5年超  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,163

合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥486,281
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2020年3月31日に終了した1年間
（借手側）
（1）使用権資産
使用権資産に係る資産クラスごとの帳簿価額の内訳、使用権資産に係る資産クラスごとの減価償却費

の内訳および使用権資産の増加額は、「注記17．使用権資産」をご参照ください。

（2）リース負債
リース負債の1年毎に区分した期日別残高は、「注記30．金融商品（2）財務リスク管理　c.流動性リスク

（b）金融負債の期日別残高」をご参照ください。
2020年3月31日時点のリース負債の残高は1,140,326百万円（10,478,048千米ドル）であり、2020

年3月31日の残高に対する加重平均利率は1.52％、返済期限は2020年4月～2049年9月です。
リース負債に係る利息費用は「注記42．財務費用」をご参照ください。

（3）キャッシュ・アウトフロー
リースに係るキャッシュ・アウトフローの合計額は、「注記51．連結キャッシュ・フロー計算書の補足情報」
をご参照ください。

（4）契約しているがまだ開始していないリース
当社が締結している一部の定期建物賃貸借契約または定期建物賃貸借予約契約については、（契約は
締結済みであるものの、）リースの開始日を迎えていないため、リース負債の測定に反映されていません。
当該リース契約により保有する使用権資産の資産クラスはいずれも事務所及び倉庫等であり、2020年4

月1日以降にリースの開始日を迎え、契約期間は6年～20年です。2020年4月1日（もしくは、2021年
3月31日に終了する1年間）以降の総支払予定額は、234,703百万円（2,156,602千米ドル）です。

（貸手側）
当社は、法人向けの携帯端末レンタルサービスを提供しています。携帯端末のリース取引は、当社の
通信サービスを受けることを条件に提供されるものであるため、これらの取引から発生する収益の受取
額を、携帯端末リースと通信サービスの公正価値を基に、リースによる受取額とそれ以外に配分していま
す。
当社は、携帯端末のリース終了後に下取り業者に販売しています。携帯端末の残存資産リスクに対し

て複数の下取り業者から買取価格を入手するとともに、定期的に買取価格を観察して推移を確認してい
ます。

（1）ファイナンス・リース
ファイナンス・リースについて認識した収益の内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2020年3月31日 2020年3月31日

販売損益（純額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥2,053 $18,864
正味投資未回収額に対する金融収益  . . . . . 113 1,038
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥2,166 $19,902

このうち、サブリースによる収益は975百万円（8,959千米ドル）です。
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期末日現在の割引前のリース料総額および正味リース投資未回収額の満期分析は、以下の通りです。

2020年3月31日
（単位：百万円）

割引前の
リース料総額

リース料債権
に関する

未獲得金融収益
割引後の

無保証残存価値
正味リース投資

未回収額

1年以内 . . . . . . . . . . . ¥13,908 ¥  (99) ¥          – ¥13,809

1年超2年以内 . . . . . . . 7,936 (53) – 7,883

2年超3年以内 . . . . . . . 3,113 (20) – 3,093

3年超4年以内 . . . . . . . 567 (3) – 564

4年超5年以内 . . . . . . . 153 – – 153

5年超  . . . . . . . . . . . . – – – –
合計 . . . . . . . . . . . . ¥25,677 ¥(175) ¥          – ¥25,502

（単位：千米ドル）

割引前の
リース料総額

リース料債権
に関する

未獲得金融収益
割引後の

無保証残存価値
正味リース投資

未回収額

1年以内 . . . . . . . . . . . $127,796 $   (910) $          – $126,886

1年超2年以内 . . . . . . . 72,921 (487) – 72,434

2年超3年以内 . . . . . . . 28,604 (184) – 28,420

3年超4年以内 . . . . . . . 5,210 (28) – 5,182

4年超5年以内 . . . . . . . 1,406 – – 1,406

5年超  . . . . . . . . . . . . – – – –
合計 . . . . . . . . . . . . $235,937 $(1,609) $          – $234,328

（2）オペレーティング・リース
オペレーティング・リースに係るリース料の満期分析は、以下の通りです。

2020年3月31日
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2020年3月31日 2020年3月31日

1年以内 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥25,429 $233,658

1年超2年以内 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 13,203 121,318

2年超3年以内 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,585 42,130

3年超4年以内 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 427 3,924

4年超5年以内 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 400 3,675

5年超  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,657 24,414
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥46,701 $429,119

　2020年3月31日に終了した1年間におけるオペレーティング・リースのリース収益（指数又はレートに応
じて決まるものではない変動リース料を除く）は、57,771百万円（530,837千米ドル）です。このうち、サブ
リースによる収益は30,531百万円（280,538千米ドル）です。
　オペレーティング・リースの対象となっている有形固定資産の取得原価の増減、減価償却累計額および
減損損失累計額の増減および帳簿価額は、「注記16．有形固定資産」をご参照ください。
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20．主要な子会社
（1）企業集団の構成
当社の主要な子会社の状況は、以下の通りです。

2020年3月31日現在の主要な子会社
議決権所有割合（単位：％）

会社名 報告セグメント 所在地 2019年3月31日 2020年3月31日
SB Investment Advisers (UK) Limited ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業 英国 100 100
SoftBank Vision Fund L.P.（注1） ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業 ジャージー – –
SoftBank Vision Fund (AIV M1) L.P.（注1） ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業 米国 – –
SoftBank Vision Fund (AIV M2) L.P.（注1） ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業 米国 – –
SoftBank Vision Fund (AIV M3) L.P.（注1） ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業 米国 – –
SoftBank Vision Fund (AIV S1) L.P.（注1） ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業 米国 – –
ソフトバンク（株） ソフトバンク事業 東京都 66.5 67.1
SB C&S（株） ソフトバンク事業 東京都 100 100
Wireless City Planning（株）（注2） ソフトバンク事業 東京都 32.2 32.2
SBテクノロジー（株） ソフトバンク事業 東京都 54.1 53.3
アイティメディア（株） ソフトバンク事業 東京都 53.6 52.8
（株）ベクター（注3） ソフトバンク事業 東京都 52.1 42.4

Zホールディングス（株）（注4） ソフトバンク事業 東京都 48.2 45.5
ヤフー（株） ソフトバンク事業 東京都 – 100
バリューコマース（株） ソフトバンク事業 東京都 52.0 52.0
（株）ZOZO ソフトバンク事業 千葉県 – 50.1
（株）ジャパンネット銀行（注5） ソフトバンク事業 東京都 46.6 46.6
アスクル（株）（注6） ソフトバンク事業 東京都 45.1 45.1
（株）イーブックイニシアティブジャパン（注7） ソフトバンク事業 東京都 43.6 43.5

Arm Limited アーム事業 英国 100 100
Arm PIPD Holdings One, LLC アーム事業 米国 100 100
Arm PIPD Holdings Two, LLC アーム事業 米国 100 100
Brightstar Global Group Inc. ブライトスター事業 米国 89.5 89.9
Brightstar Corp. ブライトスター事業 米国 100 100
ソフトバンクグループジャパン（株） 全社 東京都 100 100
SoftBank Group Capital Limited 全社 英国 100 100
SB Group US, Inc. 全社 米国 100 100
Fortress Investment Group LLC その他 米国 100 100
福岡ソフトバンクホークス（株） その他 福岡県 100 100
SLA ADVISERS CORP. その他 米国 – 100
ＳＢエナジー（株） その他 東京都 100 100
PayPay（株） その他 東京都 100 100
Boston Dynamics, Inc. その他 米国 100 100
ソフトバンクロボティクスグループ（株） その他 東京都 69.7 74.5
スカイウォークファイナンス合同会社 その他 東京都 100 100
SoftBank Ventures Asia Corp. その他 韓国 100 100
SoftBank Korea Corp. その他 韓国 100 100
SB Pan Pacific Corporation その他 ミクロネシア 100 100
STARFISH I PTE. LTD. その他 シンガポール 100 100
Starburst I, Inc. その他 米国 100 100
West Raptor Holdings, LLC その他 米国 100 100
Hayate Corporation その他 ミクロネシア 100 100
Sprint Corporation スプリント事業（非継続事業） 米国 84.4 83.7
Sprint Communications, Inc. スプリント事業（非継続事業） 米国 100 100
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（注1）  リミテッド・パートナーシップ形態はストラクチャード・エンティティに該当するため、議決権を記載していません。詳細は、「注記
22．ストラクチャード・エンティティ（1）連結しているストラクチャード・エンティティ」をご参照ください。

（注2）  当社はWireless City Planning（株）の議決権の過半数を所有していません。しかしながら、ソフトバンクグループ（株）の取締役
ならびにソフトバンク（株）の取締役および執行役員がWireless City Planning（株）の取締役会の構成員の過半数を占めている
ことや、Wireless City Planning（株）の事業活動は当社に大きく依存していることから、当社がWireless City Planning（株）を
実質的に支配していると判断し、連結しています。

（注3）  当社は（株）ベクターの議決権の過半数を所有していません。しかしながら、当社は（株）ベクターの議決権の42.4％を所有し、議
決権の分散状況および過去の株主総会の投票パターン等を勘案した結果、当社が同社を実質的に支配していると判断し、連結し
ています。

（注4）  当社はZホールディングス（株）の議決権の過半数を所有していません。しかしながら、当社はZホールディングス（株）の議決権の
45.5％を所有し、同社の取締役会の構成員の過半数を占めていることから、当社が同社を実質的に支配していると判断し、連結
しています。

（注5）  当社は（株）ジャパンネット銀行の議決権の過半数を所有していません。しかしながら、当社は（株）ジャパンネット銀行の議決権の
46.6％を所有し、同社の取締役会の構成員の過半数を占めていることから、当社が同社を実質的に支配していると判断し、連結
しています。

（注6）  当社はアスクル（株）の議決権の過半数を所有していません。しかしながら、当社はアスクル（株）の議決権の45.1％を所有し、議
決権の分散状況および過去の株主総会の投票パターン等を勘案した結果、当社がアスクル（株）を実質的に支配していると判断し、
連結しています。

（注7）  当社は（株）イーブックイニシアティブジャパンの議決権の過半数を所有していません。しかしながら、当社は（株）イーブックイニ
シアティブジャパンの議決権の43.5％を所有し、同社の取締役会の構成員の過半数を占めていることから、当社が同社を実質的
に支配していると判断し、連結しています。

（2）当社にとって重要な非支配持分がある子会社の要約連結財務情報等
a. ソフトバンク（ソフトバンク（株）およびその傘下の会社）

2019年6月にソフトバンク（株）がヤフー（株）（現　Zホールディングス（株））を子会社化したことに
伴い、2020年3月31日および2020年3月31日に終了した1年間における（a）一般的情報および（b）
要約連結財務諸表はヤフー（ヤフー（株）およびその傘下の会社）の金額を含めて表示しています。
（a）一般的情報

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

非支配持分が保有する所有持分の割合
（％） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 33.5 32.9
子会社グループの非支配持分の累積額 . ¥   375,168 ¥1,041,328 $  9,568,391

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

子会社グループの非支配持分に
配分された純損益 . . . . . . . . . . . . . . . ¥     13,925 ¥   208,836 $  1,918,919

（b）要約連結財務情報
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

流動資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,756,322 ¥3,364,303 $30,913,379
非流動資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,742,159 7,148,056 65,680,934
流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,046,275 4,496,609 41,317,734
非流動負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,464,315 3,588,085 32,969,632
資本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,987,891 2,427,665 22,306,947

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

売上高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥3,746,305 ¥4,861,247 $44,668,262
純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 425,572 506,668 4,655,591
包括利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 365,266 497,048 4,567,197

2020年3月31日に終了した1年間において、ソフトバンク（株）から非支配持分に支払われた配当
金は127,184百万円（1,168,648千米ドル）（2019年3月31日に終了した1年間はなし）です。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

営業活動によるキャッシュ・フロー（純額） . . ¥ 826,582 ¥1,249,535 $11,481,531
投資活動によるキャッシュ・フロー（純額） . . (614,738) (900,145) (8,271,111)
財務活動によるキャッシュ・フロー（純額） . . 25,084 (143,613) (1,319,609)
現金及び現金同等物に係る換算差額  . . – (357) (3,280)
現金及び現金同等物の増減額
（（　）は減少額） . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 236,928 ¥  205,420 $  1,887,531
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b. ヤフー株式会社（現　Zホールディングス株式会社）（ヤフー（株）およびその傘下の会社）
2019年6月にソフトバンク（株）がヤフー（株）（現　Zホールディングス（株））を子会社化したことに
伴い、2020年3月31日および2020年3月31日に終了した1年間のヤフー（ヤフー（株）およびその
傘下の会社）の（a）一般的情報および（b）要約連結財務諸表は、「a．ソフトバンク（ソフトバンク（株）お
よびその傘下の会社）」に含めて表示しています。
（a）一般的情報

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

非支配持分が保有する所有持分の割合
（％） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 51.8 –
子会社グループの非支配持分の累積額 . ¥564,222 ¥              – $              –

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

子会社グループの非支配持分に 
配分された純損益 . . . . . . . . . . . . . . ¥  46,964 ¥              – $              –

（b）要約連結財務情報
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

流動資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,224,363 ¥              – $              –
非流動資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,221,286 – –
流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,277,527 – –
非流動負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 241,551 – –
資本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 926,571 – –

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

売上高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  954,714 ¥              – $              –
純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 77,828 – –
包括利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 83,554 – –

2019年3月31日に終了した1年間において、ヤフー（株）（現　Zホールディングス（株））から非支
配持分に支払われた配当金は28,795百万円です。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

営業活動によるキャッシュ・フロー（純額） . . ¥ 151,369 ¥              – $              –
投資活動によるキャッシュ・フロー（純額） . . (213,605) – –
財務活動によるキャッシュ・フロー（純額） . . (263,303) – –
現金及び現金同等物に係る換算差額  . . 515 – –
現金及び現金同等物の増減額
（（　）は減少額） . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(325,024) ¥              – $              –

c. スプリント（Sprint Corporationおよびその傘下の会社）
（a）一般的情報

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

非支配持分が保有する所有持分の割合
（％） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15.6 16.3
子会社グループの非支配持分の累積額 . ¥430,518 ¥424,746 $3,902,839

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

子会社グループの非支配持分に
配分された純損益 . . . . . . . . . . . . . . . ¥       525 ¥   (7,006) $    (64,376)

154企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



（b）要約連結財務情報
2020年3月31日において、スプリントを売却目的保有に分類された処分グループに分類したこ

とに伴い、2020年3月31日に終了した1年間の要約連結財務情報は記載していません。2020年
3月31日に終了した1年間のスプリントの要約連結財務情報は「注記6．非継続事業」をご参照くださ
い。また、2019年3月31日に終了した1年間におけるスプリントの業績およびキャッシュ・フローの
比較情報についても「注記6．非継続事業」をご参照ください。
なお、2019年3月31日に終了した1年間および2020年3月31日に終了した1年間において、ス
プリントから非支配持分に支払われた配当金はありません。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

流動資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,430,756 ¥              – $              –
非流動資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,999,031 – –
流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,382,646 – –
非流動負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,174,812 – –
資本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,872,329 – –

21.持分法で会計処理されている投資
（1）重要性のある関連会社の要約連結財務情報等

a．Alibaba Group Holding Limited

（ａ）一般的情報
アリババ（所在地：ケイマン）は、傘下の企業を通じて、オンライン市場である「Taobao 

Marketplace」、「Tmall」、「Alibaba.com」などを運営しています。

（b）要約連結財務情報
アリババのIFRS要約連結財務情報は、以下の通りです。
なお、アリババとの契約などにより、同社の報告期間を統一することが実務上不可能であるため、
報告期間が3カ月相違した同社の連結財務諸表に持分法を適用しています。当注記においても3カ
月相違した同社の要約連結財務情報を開示しています。また、アリババが公表した当該期間差にお
ける重要な取引または事象については、必要な調整を行い、当該要約連結財務情報にも反映してい
ます。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

流動資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  4,415,376 ¥  7,032,939 $  64,623,165
非流動資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,590,078 12,600,850 115,784,710
流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,470,290 4,016,839 36,909,300
非流動負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,523,846 3,057,346 28,092,860
資本
親会社の所有者に帰属する持分 . . . . 7,855,322 11,505,557 105,720,454
非支配持分  . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,155,996 1,054,047 9,685,261

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

売上高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥5,735,529 ¥7,636,828 $70,172,085
純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,036,961 2,412,694 22,169,383
その他の包括利益（税引後） . . . . . . . . 52,670 (7,568) (69,539)
包括利益合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,089,631 ¥2,405,126 $22,099,844

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

親会社の所有者に帰属する純利益 . . . . ¥1,161,072 ¥2,546,831 $23,401,920
親会社の所有者に帰属するその他の
包括利益（税引後） . . . . . . . . . . . . . . 43,394 (11,664) (107,176)
親会社の所有者に帰属する
包括利益合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,204,466 ¥2,535,167 $23,294,744

2019年3月31日に終了した1年間および2020年3月31日に終了した1年間において、アリババ
から受け取った配当金はありません。
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また、上記の要約連結財務情報に基づく親会社の所有者に帰属する持分とアリババに対する持分
の帳簿価額の調整は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

親会社の所有者に帰属する持分 . . . . . . ¥7,855,322 ¥11,505,557 $105,720,454
持分割合（％） . . . . . . . . . . . . . . . . . 26.26 25.28 25.28
当社に帰属する持分 . . . . . . . . . . . . . 2,062,807 2,908,605 26,726,133

のれん . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 161,277 145,258 1,334,724
IFRS移行日ののれんの償却累計額（注1） . (6,095) (5,454) (50,115)
新株予約権 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (125,695) (146,357) (1,344,822)
その他（注2） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (29,801) (41,132) (377,948)
アリババに対する持分の帳簿価額  . . . . ¥2,062,493 ¥  2,860,920 $  26,287,972

（注1）  IFRS移行日前の企業結合によりアリババの連結財務諸表に計上されたのれんは、従前の会計基準（日本基準）で持分法を
適用する際、効果が発現すると合理的に見積られる期間にわたって規則的に償却をしていました。本調整額は、IFRS移行
日時点の、のれんの償却累計額です。

（注2）  2005年のTaobao株式の移転および2012年のアリババによる米国Yahoo!Inc.からの自己株式取得による組織再編な
どに伴う調整です。

（ｃ）投資の公正価値
2020年3月31日における、アリババに対する投資の市場価格に基づく公正価値は、14,103,354

百万円（129,590,683千米ドル）（2019年3月31日は13,643,692百万円）です。

b．The We Company

2019年10月22日に当社とWeWorkが合意した契約に基づき、2019年10月30日にWeWork

のガバナンスが変更され、同社取締役会を構成する10名の取締役のうち5名の指名権が当社に与
えられたことから、2019年10月30日に同社は当社の関連会社となりました。
なお、WeWorkの定款の規定および株主間契約により、当社はWeWorkのいずれの株主総会お

よび取締役会においても議決権の過半数を保有しません。また、当社の代理人として行動している
他の当事者は存在しません。

2019年10月22日に当社とWeWorkが合意した内容とその進捗については、「（3）当社と
WeWorkが合意した内容および進捗」をご参照ください。

（ａ）一般的情報
WeWork（所在地：米国）は、北米・欧州・中国を中心に世界各地においてコワーキングスペース

ビジネス「WeWork」を運営しています。

（b）議決権所有割合
当社はWeWorkが発行する株式の20.12％（希薄化前の議決権ベース）を保有しています。なお、

当社が議決権ベースでWeWorkが発行する株式の過半を保有した場合であっても、WeWorkの定
款の規定および株主間契約により、当社の行使可能な議決権の所有割合は49.9％に制限されます。

（c）測定方法
WeWorkに対しては、ソフトバンク・ビジョン・ファンド以外の当社100％子会社（以下、WeWork

への投資またはWeWorkとの契約当事者である当社100％子会社を総称して「WeWork投資用
100％子会社」）およびソフトバンク・ビジョン・ファンドから投資を行っています。ソフトバンク・ビ
ジョン・ファンドが保有する株式については、FVTPLの金融商品として会計処理し公正価値で測定し
ています。WeWork投資用100％子会社が保有する株式については、優先株式をFVTPLの金融商
品として会計処理し公正価値で測定する一方、普通株式を持分法で会計処理しています。
なお、持分法で測定している普通株式の持分割合は2.75％です。

（d）要約連結財務情報
WeWorkのIFRS要約連結財務情報は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2020年3月31日 2020年3月31日

流動資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   238,250 $  2,189,194
非流動資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,183,818 29,254,966
流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 531,300 4,881,926
非流動負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,684,816 24,669,815
資本
親会社の所有者に帰属する持分 . . . . 107,414 986,989
非支配持分  . . . . . . . . . . . . . . . . . 98,538 905,430
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取得対価は、WeWorkが関連会社となった日における公正価値を基礎として、WeWorkの資産
および負債に配分しています。上記金額は現時点での最善の見積りによる公正価値であるため、関
連会社化時点で存在していた事実や状況に関する追加的な情報が得られ評価される場合、関連会
社化時から1年間は修正することがあります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

売上高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 186,311 $ 1,711,945
純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (214,201) (1,968,216)
その他の包括利益（税引後） . . . . . . 6,234 57,282
　包括利益合計 . . . . . . . . . . . . . . ¥(207,967) $(1,910,934)

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

親会社の所有者に帰属する純利益 . . ¥(161,229) $(1,481,476)
親会社の所有者に帰属するその他の
包括利益（税引後） . . . . . . . . . . . . 5,380 49,435
　親会社の所有者に帰属する
　包括利益合計 . . . . . . . . . . . . . . ¥(155,849) $(1,432,041)

WeWorkは2019年10月30日に当社の関連会社となったため、包括利益情報は同社が関連会
社となった日から2020年3月31日までの情報を記載しています。
また、2020年3月31日に終了した1年間において、WeWorkから受け取った配当金はありませ
ん。
上記の要約連結財務情報に基づく親会社の所有者に帰属する持分とWeWorkに対する持分の帳
簿価額の調整は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2020年3月31日 2020年3月31日

親会社の所有者に帰属する持分 . . . . . . ¥107,414 $986,989
持分割合（％） . . . . . . . . . . . . . . . . . 2.75 2.75
当社に帰属する持分 . . . . . . . . . . . . . 2,954 27,143

連結調整およびその他の調整 . . . . . . . (1,461) (13,424)
WeWorkに対する持分の帳簿価額. . . . ¥   1,493 $  13,719

（2）重要性のない関連会社および共同支配企業に対する投資の合算情報
上記「（1）重要性のある関連会社の要約連結財務情報等」を除く、重要性のない持分法で会計処理され

ている投資の合算情報（当社の持分の合計値）は、以下の通りです。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

帳簿価額
関連会社 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥575,436 ¥366,495 $3,367,592
共同支配企業 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,116 11,453 105,238
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥578,552 ¥377,948 $3,472,830

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

純利益
関連会社 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(20,385) ¥(15,709) $(144,344)
共同支配企業 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,505) (1,281) (11,771)
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(21,890) ¥(16,990) $(156,115)

その他の包括利益（税引後）
関連会社 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,640 (1,209) (11,109)
共同支配企業 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (12) 65 598
合計 ¥2,628 ¥(1,144) $(10,511)

包括利益合計
関連会社 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (17,745) (16,918) (155,453)
共同支配企業 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,517) (1,216) (11,173)
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(19,262) ¥(18,134) $(166,626)

157企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



（3）当社とWeWorkが合意した内容および進捗
2019年10月22日に当社とWeWorkが合意した内容とその進捗は以下の通りです。

a．既存コミットメントの行使価格の引き下げおよび早期支払い
WeWork投資用100％子会社が当初2020年4月に1株当たり110.00米ドルで行使を予定してい

た15億米ドル分の既存コミットメントについて、行使価格を1株当たり11.60米ドルに引き下げた上
で、2019年10月30日に全額を払い込みました。この投資の前払い金のうち、2億米ドル分は2019

年11月に、残りの13億米ドル分は2020年4月に、それぞれWeWork優先株式に転換済みです。
2020年3月31日時点において未転換の13億米ドル分については、連結財政状態計算書上、FVTPL

の金融商品として「その他の金融資産（非流動）」に計上しています。

b．公開買付けの実施
WeWork投資用100％子会社が、当社以外の株主を対象として1株当たり19.19米ドルで最大

30億米ドル分の普通株式および優先株式の公開買付けを行うことで合意しました。当社は2019年
11月に本公開買付けを開始したものの、当該合意に基づく期限である2020年4月1日までに必要
な条件のうち複数が充足されなかったため、同日、本公開買付けを取りやめました。

c．クレジットサポートおよび債券の買い受け
当社が（a）金融機関によるWeWorkへの17.5億米ドルの支払保証枠（レターオブクレジットファ

シリティー）に対するクレジットサポートを行ったほか、WeWork投資用100％子会社がWeWorkの
発行する（b）最大11億米ドルの担保付シニア債券および（c）最大22億米ドルの無担保債券の買い
受け、またはアレンジを行うことで合意しました。
このうち、当社と金融機関は（a）に関する契約を2019年12月に締結しました。当該契約におい
ては、当社はWeWorkと連帯して債務を負担しますが、当社が返済を行った場合にはWeWorkへ
求償可能となる契約を別途締結しています。また、WeWork投資用100％子会社とWeWorkは（c）
に関する契約を2019年12月に締結しました。2020年3月31日現在、発行実績はありません。
なお、（b）については公開買付けの完了が前提となっていたため、公開買付の取りやめに伴い履
行義務がなくなりました。
（a）と（c）の契約に関連して、当社はその対価として1株当たり0.01米ドルでWeWorkの優先株に
転換可能なワラントを取得しました。当該ワラントについては、行使に必要な規制当局の承認を2020

年4月に得ています。
当該ワラントは、契約時に公正価値94,195百万円（865,524千米ドル）をデリバティブ資産として

認識し、2020年3月31日における公正価値との差額76,259百万円（700,717千米ドル）は連結損
益計算書上「デリバティブ関連損益」に損失として計上しています。

（a）の金融機関によるWeWorkへの17.5億米ドルの支払保証枠に対するクレジットサポートは金
融保証契約に該当します。また、（c）の最大22億米ドルの無担保債券の買い受けは、市場金利を下
回る金利で貸付金を提供するコミットメント（ローンコミットメント）に該当します。契約時において、当
該金融保証契約およびローンコミットメントの予想信用損失に対する損失評価引当金を、連結財政
状態計算書の「その他の金融負債（流動）」にそれぞれ39,107百万円（359,340千米ドル）、55,088

百万円（506,184千米ドル）計上しました。当該金融負債は当初認識後、当初認識額から償却累計
額を控除した金額と予想信用損失の金額とのいずれか高い方で測定しています。

2020年3月31日において、金融保証契約およびローンコミットメントの予想信用損失が当初認
識額から償却累計額を控除した金額を上回ったため、それぞれ52,349百万円（481,016千米ドル）、
90,210百万円（828,907千米ドル）の損失評価引当金繰入額を連結損益計算書の「その他の営業外
損益」に計上しました。2020年3月31日において、金融保証契約およびローンコミットメントに係
る損失評価引当金を、連結財政状態計算書上「その他の金融負債（流動）」にそれぞれ89,202百万
円（819,645千米ドル）、145,133百万円（1,333,575千米ドル）計上しています。

d．WeWork ChinaおよびWeWork Asia株式のWeWork優先株式への交換
最終契約の締結およびクロージング要件の充足を前提として、ソフトバンク・ビジョン・ファンドが
保有するWeWork ChinaおよびWeWork Asiaの全株式を1株当たり11.60米ドルでWeWorkの
優先株式に交換することで合意しました。このうち、WeWork Asia株式のWeWork優先株式への
交換は2020年4月に完了しました。
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22.ストラクチャード・エンティティ
（1）連結しているストラクチャード・エンティティ
連結しているストラクチャード・エンティティとして、当社が保有する投資ファンドがあります。当該ファ

ンドは、主にリミテッド・パートナーシップ形態のベンチャーファンドおよび投資事業有限責任組合として
組成され、支配の決定に際して議決権または類似の権利が支配の決定的な要因とならないように設計さ
れていますが、当社が運営を支配していると判断したものです。
なお、ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドにおける以下の事業体については「注記

3．重要な会計方針（21）ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業に関する重要な
会計方針　ａ．当社によるソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドの連結」をご参照くださ
い。

 事業体名 所在地

SoftBank Vision Fund L.P.   ジャージー
SoftBank Vision Fund (AIV M1) L.P.  米国
SoftBank Vision Fund (AIV M2) L.P.  米国
SoftBank Vision Fund (AIV M3) L.P.  米国
SoftBank Vision Fund (AIV S1) L.P.  米国
SB Delta Fund (Jersey) L.P.   ジャージー

当社は、一部の連結しているストラクチャード・エンティティに対して投資のコミットメント契約を交わし
ています。
なお、契約上の義務なしに、連結しているストラクチャード・エンティティに対する重要な財務的支援ま

たは、その他の重要な支援を提供したことはなく、提供する意図もありません。

（2）非連結のストラクチャード・エンティティ
非連結のストラクチャード・エンティティとして、当社が保有する投資ファンドがあります。当該ファンド

は、主にパートナーシップ形態のベンチャーファンド、投資事業有限責任組合および投資信託として組成
され、支配の決定に際して議決権または類似の権利が支配の決定的な要因とならないように設計されて
おり、第三者により運営を支配されたものです。当該ファンドは、各パートナーからの出資によって資金
調達しています。

非連結のストラクチャード・エンティティの規模、当社の当該エンティティに対する投資の帳簿価額、お
よび当社の潜在的な最大損失エクスポージャーは、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

非連結のストラクチャード・エンティティの
総資産（合算額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,566,213 ¥1,615,039 $14,840,017

当社の最大損失エクスポージャー
当社が認識した投資の帳簿価額 . . . . . . . 161,643 170,916 1,570,486
追加投資のコミットメント契約 . . . . . . . . . 82,291 111,763 1,026,950
　合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   243,934 ¥   282,679 $2,597,436

連結財政状態計算書上、当社が認識する投資は、「持分法で会計処理されている投資」または「投資有
価証券」に含めて表示しています。当社が非連結のストラクチャード・エンティティに対して認識する負債
はありません。
当該ストラクチャード・エンティティへの関与から生じる潜在的な最大損失エクスポージャーは、当社の
投資の帳簿価額および追加投資に係るコミットメントの合計額に限定されます。
当社の最大損失エクスポージャーは生じうる最大の損失額を示すものであり、ストラクチャード・エン

ティティに関与することにより見込まれる損失の金額を意味するものではありません。
当社が契約上の義務なしに、上記の非連結のストラクチャード・エンティティに対して財務的支援または

その他の重要な支援を提供したことはなく、提供する意図もありません。
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23.法人所得税
（1）税金費用
法人所得税費用の内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

当期税金費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥    (3,065) ¥(299,020) $(2,747,588)
繰延税金費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (233,958) (498,677) (4,582,165)
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(237,023) ¥(797,697) $(7,329,753)

当期税金費用には、従前は未認識であった税務上の欠損金、税額控除又は過去の期間の一時差異か
ら生じた便益の額が含まれています。これに伴う当期税金費用の減少額は、2020年3月31日に終了し
た1年間は77,440百万円（711,569千米ドル）（2019年3月31日に終了した1年間は494,161百万円）
です。

2019年3月31日に終了した1年間の減少額は主に、ソフトバンク株式の上場に際し当社の100％子会
社であるソフトバンクグループジャパン（株）が、所有するソフトバンク株式の一部（所有割合33.50％）を売
出したことによるものです。詳細は、「（2）法定実効税率と実際負担税率の調整表（注2）」をご参照ください。
繰延税金費用には、繰延税金資産の評価減または以前に計上した評価減の戻入により生じた費用の
額が含まれています。これに伴う繰延税金費用の増加額は、2020年3月31日に終了した1年間は905

百万円（8,316千米ドル）（2019年3月31日に終了した1年間は2,197百万円の減少）です。

（2）法定実効税率と実際負担税率の調整表
当社の法定実効税率と実際負担税率との調整は、以下の通りです。実際負担税率は税引前利益に対す

る法人所得税費用の負担割合を表示しています。
（単位：％）

2019年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

法定実効税率（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 31.5 31.5
課税所得算定上加減算されない損益による影響  . . . . . . . . . . (8.2) 1,207.7
繰延税金資産の回収可能性の評価による影響 . . . . . . . . . . . . （注2）(17.4) 1,073.0
ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドの分配 . . 6.1 (334.3)
子会社の適用税率との差異 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (0.8) 123.5
所在地国課税 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 0.6 84.0
子会社投資一時差異  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2.7) 67.0
持分法投資損益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2.0 33.1
外国関係会社合算所得 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2.7 1.8
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 0.3 (39.8)
実際負担税率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14.1 2,247.5

（注1）  当社は、主に法人税、住民税および損金算入される事業税を課されており、これらを基礎として計算した2020年3月31日に終
了した1年間の法定実効税率は31.5％（2019年3月31日に終了した1年間は31.5％）となっています。ただし、海外子会社につ
いてはその所在地における法人税等が課されています。

（注2）  2018年12月19日、ソフトバンク（株）は東京証券取引所市場第一部に上場しました。本上場に際し、当社の100％子会社である
ソフトバンクグループジャパン（株）は、所有するソフトバンク株式の一部（所有割合33.50％）を売出し、手取金2,349,832百万円
を受領しました。この結果、当社のソフトバンク（株）に対する所有割合は99.99％から66.49％となりました。ソフトバンク（株）は
引き続き当社の子会社に該当するため、連結上のソフトバンク株式売却益に対応する法人所得税相当額750,804百万円は「支配
継続子会社に対する持分変動」として資本剰余金から控除しています。本取引に伴い繰延税金資産を認識していなかった繰越欠
損金を使用したことにより、法人所得税が345,228百万円減少しました。また、繰延税金資産を認識していなかったソフトバンク（株）
に対する投資に関する将来減算一時差異の解消により、法人所得税が60,349百万円減少しました。

160企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



（3）繰延税金資産および繰延税金負債の変動の内訳
繰延税金資産および繰延税金負債の変動の内訳は、以下の通りです。

2019年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

2018年3月31日 純損益の認識額
その他の包括利益の

認識額 企業結合 為替換算差額
新基準適用による
累積的影響額 その他 2019年3月31日

繰延税金資産
有形固定資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥    255,053 ¥(140,167) ¥       – ¥        2 ¥ 13,182 ¥          – ¥  (4,404) ¥    123,666
未払費用及びその他の負債 . . . . . . . . . . 207,904 (18,508) 893 64 5,186 (20,310) 3,186 178,415
繰越欠損金及び繰越税額控除（注1） . . . . . . 21,996 212,975 – 547 (421) – (692) 234,405
子会社、関連会社および共同支配企業への
投資に関する一時差異  . . . . . . . . . . . . 386,711 (12,334) (14) (4,096) 125 (2,507) 3,917 371,802
未実現利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 112,511 (11,130) – – – – – 101,381
貸倒引当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 31,744 (565) – – 696 – (404) 31,471
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 72,704 16,168 2,223 940 (2,609) 15,239 4,641 109,306

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,088,623 46,439 3,102 (2,543) 16,159 (7,578) 6,244 1,150,446

繰延税金負債
FCCライセンス . . . . . . . . . . . . . . . . . . (933,601) (11,808) – – (41,613) – – (987,022)
顧客基盤 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (74,765) 24,381 – – (632) – – (51,016)
商標権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (183,046) 1,421 – – (7,712) – (948) (190,285)
テクノロジー . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (89,890) (14,795) – – 2,720 – – (101,965)
子会社、関連会社および共同支配企業への
投資に関する一時差異（注2） . . . . . . . . . . (35,052) (254,683) (993) – (26) – (14,458) (305,212)
契約資産及び契約獲得資産 . . . . . . . . . . – (27,589) – – (1,568) (91,774) – (120,931)
投資有価証券 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (81,028) 26,036 2,724 – (1,954) – 727 (53,495)
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (129,353) (16,983) (262) (3,046) (3,289) 3,530 4,754 (144,649)

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,526,735) (274,020) 1,469 (3,046) (54,074) (88,244) (9,925) (1,954,575)

純額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   (438,112) ¥(227,581) ¥4,571 ¥(5,589) ¥(37,915) ¥(95,822) ¥  (3,681) ¥   (804,129)

（注1）  当社は、2018年3月31日に終了した1年間または2019年3月31日に終了した1年間に損失を生じた会社において、2019年3月31日に繰延税金資産を27,769百万円認識しています。繰延税金資産については、将来の課税所得により使用できる可能性が高い範囲で認
識しています。

（注2）  2019年3月31日に終了した1年間における「子会社、関連会社および共同支配企業への投資に関する一時差異」による繰延税金負債の増加は、主にソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドの留保利益について税効果を認識したことによるもの119,306
百万円とアリババへの投資に関する一時差異について税効果を認識したことによるもの125,579百万円です。
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2020年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

2019年3月31日 純損益の認識額
その他の包括利益の

認識額 企業結合（注1） 為替換算差額
新基準適用による
累積的影響額

売却目的
保有への振替 その他 2020年3月31日

繰延税金資産
有形固定資産 . . . . . . . . . . . . . ¥    123,666 ¥ (76,619) ¥         – ¥        944 ¥ (1,640) ¥      108 ¥              – ¥ (9,760) ¥   36,699
未払費用及びその他の負債 . . . . 178,415 25,512 5,982 1,887 (1,534) (30,125) (79,283) (6,445) 94,409
繰越欠損金及び繰越税額控除（注2） 234,405 217,393 – 41 (4,317) – (420,837) 4,148 30,833
子会社、関連会社および共同支配企業
への投資に関する一時差異（注3） . . . 371,802 (345,672) 7 – (156) – – (4,017) 21,964
未実現利益  . . . . . . . . . . . . . . 101,381 (11,004) – – – – – – 90,377
貸倒引当金  . . . . . . . . . . . . . . 31,471 3,566 – – (296) – (14,652) 90 20,179
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . 109,306 (36,834) (112) 6,181 (942) 29,769 (36,162) 27,044 98,250
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,150,446 (223,658) 5,877 9,053 (8,885) (248) (550,934) 11,060 392,711

繰延税金負債
FCCライセンス . . . . . . . . . . . . (987,022) (9,322) – – 19,219 – 977,206 (81) –
顧客基盤 . . . . . . . . . . . . . . . . (51,016) 15,188 – (96,785) 2,053 – 4,416 (86) (126,230)
商標権  . . . . . . . . . . . . . . . . . (190,285) 12,372 – (53,473) 3,506 – 162,299 – (65,581)
テクノロジー . . . . . . . . . . . . . . (101,965) (1,193) – – 8,321 – – – (94,837)
子会社、関連会社および共同支配企業
への投資に関する一時差異（注4） . . . (305,212) (144,064) 53,294 – 1,278 – – 13,267 (381,437)
契約資産及び契約獲得資産 . . . . (120,931) (14,392) – – 863 – 50,395 – (84,065)
投資有価証券 . . . . . . . . . . . . . (53,495) 16,529 4,805 (25) 563 – – (480) (32,103)
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . (144,649) (36,757) (7,770) (526) 1,972 (2,599) 103,452 (11,426) (98,303)
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,954,575) (161,639) 50,329 (150,809) 37,775 (2,599) 1,297,768 1,194 (882,556)
純額  . . . . . . . . . . . . . . . ¥   (804,129) ¥ (385,297) ¥56,206 ¥(141,756) ¥28,890 ¥  (2,847) ¥   746,834 ¥  12,254 ¥(489,845)
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（単位：千米ドル）

2019年3月31日 純損益の認識額
その他の包括利益の

認識額 企業結合（注1） 為替換算差額
新基準適用による
累積的影響額

売却目的保有資産・
負債へ振替 その他 2020年3月31日

繰延税金資産
有形固定資産 . . . . . . . . . . . . . $   1,136,323 $   (704,025) $           – $        8,674 $(15,069) $        992 $                – $  (89,681) $    337,214
未払費用及びその他の負債 . . . . 1,639,392 234,421 54,966 17,339 (14,095) (276,808) (728,503) (59,221) 867,491
繰越欠損金及び繰越税額控除（注2） 2,153,863 1,997,547 – 377 (39,667) – (3,866,921) 38,114 283,313
子会社、関連会社および共同支配企業
への投資に関する一時差異（注3） . . . 3,416,356 (3,176,257) 64 – (1,433) – – (36,911) 201,819
未実現利益  . . . . . . . . . . . . . . 931,554 (101,112) – – – – – – 830,442
貸倒引当金  . . . . . . . . . . . . . . 289,176 32,767 – – (2,720) – (134,632) 827 185,418
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,004,373 (338,454) (1,029) 56,795 (8,656) 273,537 (332,280) 248,498 902,784
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,0,571,037 (2,055,113) 54,001 83,185 (81,640) (2,279) (5,062,336) 101,626 3,608,481

繰延税金負債
FCCライセンス . . . . . . . . . . . . (9,069,393) (85,657) – – 176,597 – 8,979,197 (744) –
顧客基盤 . . . . . . . . . . . . . . . . (468,768) 139,557 – (889,323) 18,864 – 40,578 (790) (1,159,882)
商標権  . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,748,461) 113,682 – (491,344) 32,215 – 1,491,308 – (602,600)
テクノロジー . . . . . . . . . . . . . . (936,920) (10,962) – – 76,459 – – – (871,423)
子会社、関連会社および共同支配企業
への投資に関する一時差異（注4） . . . (2,804,484) (1,323,753) 489,700 – 11,743 – – 121,906 (3,504,888)
契約資産及び契約獲得資産 . . . . (1,111,192) (132,243) – – 7,930 – 463,062 – (772,443)
投資有価証券 . . . . . . . . . . . . . (491,546) 151,879 44,151 (230) 5,173 – – (4,411) (294,984)
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,329,128) (337,746) (71,395) (4,833) 18,120 (23,881) 950,582 (104,991) (903,272)
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . (17,959,892) (1,485,243) 462,456 (1,385,730) 347,101 (23,881) 11,924,727 10,970 (8,109,492)
純額  . . . . . . . . . . . . . . . $  (7,388,855) $(3,540,356) $516,457 $(1,302,545) $265,461 $  (26,160) $  6,862,391 $ 112,596 $(4,501,011)

（注1）  「企業結合」による増加は、主に（株）ZOZOを子会社化したことによるものです。この企業結合取引の内容は、「注記9．企業結合」をご参照ください。
（注2）  当社は、2019年3月31日に終了した1年間または2020年3月31日に終了した1年間に損失を生じた会社において、2020年3月31日に繰延税金資産を21,327百万円（195,966千米ドル）認識しています。繰延税金資産については、将来の課税所得により使用できる可

能性が高い範囲で認識しています。
（注3）  2020年3月31日に終了した1年間における「子会社、関連会社および共同支配企業への投資に関する一時差異」による繰延税金資産の減少は、主にアリババ株式先渡売買契約の決済により過年度に計上した繰延税金資産361,752百万円（3,324,010千米ドル）を取り崩

したことによるものです。アリババ株式先渡売買契約の内容は、「注記46．アリババ株式先渡売買契約決済益」をご参照ください。
（注4）  2020年3月31日に終了した1年間における「子会社、関連会社および共同支配企業への投資に関する一時差異」による繰延税金負債の増加の内訳は、主にアリババへの投資に関する一時差異について税効果を認識したことによる増加250,404百万円（2,300,873千米ドル）

とソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドの留保利益の減少に伴い過年度に計上した繰延税金負債を取り崩したことによる減少119,306百万円（1,096,260千米ドル）です。
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連結財政状態計算書上の繰延税金資産および繰延税金負債は、以下の通りです。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

繰延税金資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥    586,943 ¥  221,371 $  2,034,099
繰延税金負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,391,072) (711,216) (6,535,110)
純額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   (804,129) ¥(489,845) $(4,501,011)

（4）繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異、繰越欠損金および繰越税額控除
繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異、繰越欠損金および繰越税額控除は、以下の通りで

す。なお、将来減算一時差異、繰越欠損金および繰越税額控除は税額ベースです。
また、スプリントを売却目的保有に分類された処分グループに分類したことに伴い、2020年3月31日
における将来減算一時差異、繰越欠損金および繰越税額控除の金額にはスプリントを含めていません。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

将来減算一時差異  . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   216,639 ¥   472,965 $  4,345,905
繰越欠損金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,323,524 1,053,189 9,677,379
繰越税額控除  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 31,513 15,890 146,008
合計 ¥1,571,676 ¥1,542,044 $14,169,292

繰延税金資産を認識していない繰越欠損金および繰越税額控除の失効予定は、以下の通りです。な
お、将来減算一時差異のうち失効期限があるものはありません。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
繰越欠損金（税額ベース） 2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

1年目  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     20,616 ¥       5,694 $     52,320
2年目  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14,861 3,193 29,339
3年目  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11,879 2,942 27,033
4年目  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,955 6,480 59,542
5年目以降および失効期限なし . . . . . . . . . 1,267,213 1,034,880 9,509,145
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,323,524 ¥1,053,189 $9,677,379

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
繰越税額控除（税額ベース） 2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

1年目  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  2,419 ¥         – $           –
2年目  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,571 – –
3年目  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,591 – –
4年目  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 830 1,045 9,602
5年目以降および失効期限なし . . . . . . . . . 24,102 14,845 136,406
合計 ¥31,513 ¥15,890 $146,008

上記に加えて、2020年3月31日において繰延税金資産を認識していない子会社、関連会社およ
び共同支配企業に対する投資に関する将来減算一時差異の総額（所得ベース）は2,353,908百万円
（21,629,220千米ドル）（2019年3月31日は1,128,590百万円）です。

（5）繰延税金負債を認識していない子会社に対する投資に関する将来加算一時差異
2020年3月31日において繰延税金負債を認識していない子会社に対する投資に関する将来加算一時
差異の総額（所得ベース）は1,282,990百万円（11,788,937千米ドル）（2019年3月31日は1,841,053

百万円）です。
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24.有利子負債
（1）有利子負債の内訳
有利子負債の内訳は、以下の通りです。
なお、2020年3月31日において、スプリントの有利子負債を売却目的保有に分類された処分グループに分類しています。詳細は「注記6．非継続事業」をご参照ください。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日 平均利率（％）（注1） 返済期限（注2）

流動
短期借入金（注3）（注4） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     499,179 ¥1,529,458 $14,053,643 1.25 –
コマーシャル・ペーパー  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 42,000 206,000 1,892,860 0.06 –
1年内返済予定の長期借入金（注3）（注5）（注6） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 820,899 1,949,571 17,913,912 1.80 –
1年内償還予定の社債（注10） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,042,253 159,938 1,469,613 1.38 –
1年内支払予定の割賦購入による未払金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11,511 186 1,710 1.76
1年内決済予定の株式先渡契約金融負債（注7） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 730,601 – – – –
1年内返済予定のリース債務（注8）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 334,517 – – – –
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  3,480,960 ¥3,845,153 $35,331,738

非流動
長期借入金（注3）（注5）（注6） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  5,102,091 ¥3,821,473 35,114,151 1.73 2021年4月～2044年11月
社債（注10） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,538,785 5,268,883 48,413,884 2.60 2021年12月～2043年9月
割賦購入による未払金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,315 272 2,499 1.76 2021年4月～2027年7月
株式先渡契約金融負債（注9） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 196,101 1,801,902 1.65 2021年10月～2021年11月
リース債務（注8） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 557,955 – – – –
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥12,204,146 ¥9,286,729 $85,332,436

（注1） 平均利率は、2020年3月31日の残高に対する加重平均利率を記載しています。
（注2） 返済期限は、2020年3月31日の残高に対する返済期限を記載しています。
（注3） 2020年3月31日において、短期借入金、1年内返済予定の長期借入金および長期借入金には、ソフトバンク・ビジョン・ファンドの借入金が、それぞれ408,465百万円、10,883百万円、162,195百万円（3,753,239 千米ドル、100,000 千米ドル、1,490,352 千米ドル）

（2019年3月31日は、短期借入金が36,571百万円）含まれています。
（注4） 2020年3月31日に終了した1年間における短期借入金の増加は、主にZホールディングス（株）、ソフトバンク・ビジョン・ファンド、およびソフトバンクグループ（株）の短期借入金がそれぞれ463,598百万円、371,894百万円、128,372百万円（4,259,836千米ドル、3,417,201

千米ドル、1,179,564千米ドル）増加したことによるものです。
（注5） 当社は、ソフトバンク事業において、主に通信設備に関連するソフトウエアのリース取引を行っています。当社は、無形資産のリース取引にIFRS第16号を適用していません。これに伴い、従来リース債務としていた当該取引に関連する負債を、IFRS第9号に基づく金融負債と

して、1年内返済予定の長期借入金および長期借入金に含め、2019年3月31日時点の内訳について修正再表示を行っています。2020年3月31日の1年内返済予定の長期借入金および長期借入金には、当該取引にかかる借入金がそれぞれ89,759百万円、143,700百万
円（824,763千米ドル、1,320,408千米ドル）（2019年3月31日はそれぞれ102,879百万円、191,297百万円）含まれています。

（注6） 当社は、ソフトバンク事業において使用している通信設備の一部について、セール・アンド・リースバック取引を通じて資金調達を行っています。これらの取引のうちIFRS第16号の適用開始日以降に実行した取引については、取引の対象となる資産の譲渡が IFRS第15号の
譲渡の要件を満たさないため、売却として会計処理していません。そのため、当該取引により調達した資金を長期借入金として会計処理しています。2020年3月31日時点の1年内返済予定の長期借入金および長期借入金には、当該取引に係る借入金がそれぞれ81,383
百万円（747,799千米ドル）、220,947百万円（2,030,203千米ドル）含まれています。なお、当該取引のうちIFRS第16号の適用開始日前に実行した取引については、IFRS第16号の経過措置に従い、適用開始時にその会計処理の見直しを行わず、IFRS第16号の適用開始
後も引き続きリースとして会計処理しています。

（注7） アリババ株式先渡売買契約が決済されたことにより減少しました。詳細は「注記46．アリババ株式先渡売買契約決済益」をご参照ください。
（注8） IFRS第16号の適用を開始したことに伴い、従来「リース債務」として計上していた負債を「リース負債」に振り替え、連結財政状態計算書上、独立掲記しています。
（注9） 当社の100％子会社であるWest Raptor Holdings, LLC（以下「WRH LLC」）は2019年11月に、金融機関との間で保有するアリババ株式の先渡売買契約を締結し、16.5億米ドル（179,145百万円）を調達しました。当該先渡売買契約に基づくアリババ株式の決済は2021

年10月および11月に実施されますが、その決済株数は決済日に先立つ評価日におけるアリババ株式の市場価格に基づき決定され、決済株価にはキャップおよびフロアの設定があります。当該先渡売買契約はフォワード取引の組込デリバティブを含む混合金融商品であり、
組込デリバティブは公正価値により測定し、2020年3月31日現在における連結財政状態計算書上、「デリバティブ金融資産（非流動）」に5,009百万円（46,026千米ドル）計上しています。

 なお、WRH LLCは当該先渡売買契約を現金、または現金およびアリババ株式の組み合わせによって決済するオプション（以下「現金決済オプション」）を保有しています。WRH LLCが現金決済オプションを選択した場合は、アリババ株式の市場価格に基づき算定された決済
株数のアリババ株式の公正価値と同額の現金が支払われます。

 当該先渡売買契約に基づき、WRH LLCは保有するアリババ株式を金融機関へ担保として提供しており、当該アリババ株式についての使用権を与えていますが、現金決済により当社の裁量で担保を解除することが可能です。当該アリババ株式について継続して持分法を適
用し、2020年3月31日現在における連結財政状態計算書上、「持分法で会計処理されている投資」に含めて計上しています。2020年3月31日現在で当社が担保に供しているアリババ株式の帳簿価額は54,453百万円（500,349千米ドル）です。
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（注10） 社債の発行条件の要約は、以下の通りです。

会社名・銘柄 発行年月日 発行残高（注11）
2019年3月31日

（単位：百万円）（注12）
2020年3月31日

（単位：百万円）（注12）
2020年3月31日

（単位：千米ドル）（注12） 利率（％） 償還期限

ソフトバンクグループ（株）
第44回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2013年11月29日 50,000百万円 ¥� 49,950 ¥� 49,981

(49,981)
$     459,258

(459,258)
1.69 2020年11月27日

第45回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2014年5月30日 – 299,935
(299,935)

– – 1.45 2019年5月30日

第46回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2014年9月12日 – 399,573
(399,573)

– – 1.26 2019年9月12日

第47回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2015年6月18日 100,000百万円 99,697 99,957
(99,957)

918,469
(918,469)

1.36 2020年6月18日

第48回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2015年12月10日 370,000百万円 367,541 368,212 3,383,369 2.13 2022年12月9日
第49回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2016年4月20日 20,000百万円 19,946 19,959 183,396 1.94 2023年4月20日
第50回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2016年4月20日 30,000百万円 29,892 29,908 274,814 2.48 2026年4月20日
第51回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2017年3月16日 400,000百万円 396,438 397,162 3,649,380 2.03 2024年3月15日
第52回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2017年3月8日 50,000百万円 49,841 49,874 458,274 2.03 2024年3月8日
第53回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2018年6月20日 410,000百万円 405,569 406,427 3,734,513 1.57 2024年6月14日
第54回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2018年6月12日 40,000百万円 39,848 39,877 366,416 1.57 2024年6月12日
第55回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2019年4月26日 500,000百万円 – 494,784 4,546,393 1.64 2025年4月25日
第56回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2019年9月20日 400,000百万円 – 395,406 3,633,245 1.38 2026年9月17日
第57回無担保普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2019年9月12日 100,000百万円 – 99,599 915,180 1.38 2026年9月11日
2022年満期ドル建普通社債（注13）（注14） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2015年7月28日 819百万米ドル 81,783 80,386 738,638 5.38 2022年7月30日
2023年満期ドル建普通社債. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2018年4月20日 300百万米ドル 32,949 32,393 297,648 5.50 2023年4月20日
2024年満期ドル建普通社債（注14） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2017年9月19日 1,350百万米ドル 132,694 130,360 1,197,831 4.75 2024年9月19日
2025年満期ドル建普通社債（注13）（注14） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2015年7月28日 712百万米ドル 75,475 74,132 681,172 6.00 2025年7月30日
2025年4月満期ドル建普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2018年4月20日 450百万米ドル 49,385 48,516 445,796 6.13 2025年4月20日
2027年満期ドル建普通社債（注14） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2017年9月19日 2,000百万米ドル 201,221 197,566 1,815,363 5.13 2027年9月19日
2028年満期ドル建普通社債（注13） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2018年4月3日 500百万米ドル 54,874 53,873 495,020 6.25 2028年4月15日
2022年満期ユーロ建普通社債（注13） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2015年7月28日 287百万ユーロ 35,395 34,059 312,956 4.00 2022年7月30日
2023年満期ユーロ建普通社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2018年4月20日 1,000百万ユーロ 123,269 118,621 1,089,966 4.00 2023年4月20日
2025年満期ユーロ建普通社債（注14） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2017年9月19日 1,500百万ユーロ 135,615 130,376 1,197,978 3.13 2025年9月19日
2025年満期ユーロ建普通社債（注13） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2015年7月28日 689百万ユーロ 84,943 81,663 750,372 4.75 2025年7月30日
2025年4月満期ユーロ建普通社債（注14） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2018年4月20日 450百万ユーロ 48,073 46,227 424,763 4.50 2025年4月20日
2027年満期ユーロ建普通社債（注13） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2015年7月28日 211百万ユーロ 25,917 24,912 228,907 5.25 2027年7月30日
2028年満期ユーロ建普通社債（注13） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2018年4月3日 1,174百万ユーロ 144,577 138,933 1,276,606 5.00 2028年4月15日
2029年満期ユーロ建普通社債（注14） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2017年9月19日 750百万ユーロ 84,925 81,602 749,812 4.00 2029年9月19日
第1回無担保社債（劣後特約付） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2014年12月19日 400,000百万円 397,078 398,174 3,658,679 2.50 2021年12月17日
第2回無担保社債（劣後特約付） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2015年2月9日 450,000百万円 446,508 447,741 4,114,132 2.50 2022年2月9日
第1回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付） 
（注15）（注16） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2016年9月16日 55,600百万円 55,122 55,144 506,699 3.00 2041年9月13日
第2回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付） 
（注15）（注17） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2016年9月16日 15,400百万円 15,262 15,268 140,292 3.50 2043年9月16日
第3回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付） 
（注15）（注18） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2016年9月30日 400,000百万円 393,094 393,402 3,614,830 3.00 2041年9月30日
小計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,776,389

(699,508)
5,034,494
(149,938)

46,260,167
(1,377,727)
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会社名・銘柄 発行年月日 発行残高（注11）
2019年3月31日

（単位：百万円）（注12）
2020年3月31日

（単位：百万円）（注12）
2020年3月31日

（単位：千米ドル）（注12） 利率（％） 償還期限

Zホールディングス
第10回普通社債（3年債） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2019年7月31日 60,000百万円 – 59,869 550,115 0.04 2022年7月29日
第11回普通社債（5年債） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2019年7月31日 50,000百万円 – 49,853 458,081 0.18 2024年7月31日
第12回普通社債（7年債） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2019年7月31日 70,000百万円 – 69,788 641,257 0.37 2026年7月31日
第13回普通社債（10年債） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2019年7月31日 50,000百万円 – 49,817 457,751 0.46 2029年7月31日
その他（円建普通社債） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2017年2月28日

～2018年12月6日
125,000百万円 130,000

(5,000)
125,000
(10,000)

1,148,580
(91,886)

0.04  
～ 0.50

2020年2月28日～
2028年12月6日

　小計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 130,000
(5,000)

354,327
(10,000)

3,255,784
(91,886)

ソフトバンク（株）
第1～第4回無担保社債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2020年3月18日 40,000百万円 – 40,000 367,546 0.13  

～ 0.50
2023年3月17日～
2030年3月18日

　小計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 40,000 367,546

Sprint Corporation（注19）

7.25% Senior notes due 2021 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2013年9月11日 – 248,095 – – – –

7.875% Senior notes due 2023 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2013年9月11日 – 467,008 – – – –

7.125% Senior notes due 2024 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2013年12月12日 – 274,486 – – – –

7.625% Senior notes due 2025 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2015年2月24日 – 164,619 – – – –

7.625% Senior notes due 2026 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2018年2月22日 – 163,560 – – – –

　小計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,317,768 – –

Sprint Communications, Inc.（注19）（注20） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .

Export Development Canada Facility (Tranche 3)  . . . . . . . . . . . 2014年12月17日 – 33,265
(33,265)

– – – –

7% Guaranteed notes due 2020 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2012年3月1日 – 112,422
(112,422)

– – – –

7% Senior notes due 2020 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2012年8月14日 – 167,809 – – – –

11.5% Senior notes due 2021 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2011年11月9日 – 124,865 – – – –

6% Senior notes due 2022 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2012年11月14日 – 250,672 – – – –

　小計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 689,033
(145,687)

– –

Sprint Capital Corporation（注19）（注20） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .

6.9% Senior notes due 2019 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1999年5月6日 – 192,058
(192,058)

– – – –

6.875% Senior notes due 2028 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1998年11月16日 – 249,158 – – – –

8.75% Senior notes due 2032 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2002年3月14日 – 226,632 – – – –

　小計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 667,848
(192,058)

– –

　　合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 7,581,038
(1,042,253)

¥5,428,821
(159,938)

$49,883,497
(1,469,613)
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（注11） 発行残高は、2020年3月31日における発行残高です。
（注12） 2019年3月31日および2020年3月31日の欄の（内書）は、1年内償還予定の金額です。
（注13） ソフトバンクグループ（株）は2018年3月7日に、2022年満期ドル建普通社債、2025年満期ドル建普通社債、2022年満期ユーロ建普通社債、2025年満期ユーロ建普通社債、および2027年満期ユーロ建普通社債（以下、「2015年外債」）の社債権者に対し、2028年満期

ドル建普通社債および2028年満期ユーロ建普通社債（以下、「交換債券」）との交換もしくは2015年外債の要項変更の提案を行いました。このうち交換債券への交換を希望する社債権者に対して2018年4月3日に交換債券の発行が完了しましたが、IFRS上は2018年3月
22日の交換決定日に2015年外債の消滅および交換債券の認識要件を満たしたため、同日をもって2015年外債の認識を中止し、交換債券を認識しました。

（注14） ソフトバンクグループ（株）は2019年1月28日に同社が発行した当該社債の一部について買入れを実施しました。これらについて、IFRS上は金融負債の消滅要件を満たしたため、買入れた額面金額に相当する帳簿価額を減額しています。
（注15） 将来利率が上がる条項が付されており、当初の利率を記載しています。
（注16） 2021年9月16日および以降の各利払日に、当社の裁量で繰上償還が可能な特約条項が付されています。
（注17） 2023年9月16日および以降の各利払日に、当社の裁量で繰上償還が可能な特約条項が付されています。
（注18） 2021年9月30日および以降の各利払日に、当社の裁量で繰上償還が可能な特約条項が付されています。
（注19） 2020年3月31日において、スプリントの社債を売却目的保有に分類された処分グループに分類したことに伴い、発行残高、利率および償還期限を記載していません。
（注20） Sprint Communications, Inc.およびSprint Capital Corporationは、スプリントの子会社です。

（2）財務制限条項
a. ソフトバンクグループ（株）の有利子負債に付されている財務制限条項

 ソフトバンクグループ（株）の有利子負債には財務制限条項が付されており、主な内容は次の通りです。
（a） 事業年度末におけるソフトバンクグループ（株）の純資産の額が、前事業年度末におけるソフトバ

ンクグループ（株）の純資産の額の75％を下回らないこと。
（b） 連結会計年度末における当社の連結財政状態計算書およびソフトバンク（株）の事業年度末にお

ける貸借対照表において債務超過とならないこと。
（c） 当社の連結損益計算書において営業損益または親会社の所有者に帰属する純損益が2期連続損

失とならないこと。
（d） 借入契約で定める調整後純有利子負債（注1）またはレバレッジレシオ（注2）が、各連結会計年度末お

よび第2四半期末日において、それぞれ一定の金額または数値を上回らないこと。
（注1）  調整後純有利子負債： 連結財政状態計算書に示される有利子負債から現金及び現金同等物を控除した額。なお、スプ

リントなどの上場子会社を対象から除くなど一定の調整あり。
（注2）  レバレッジレシオ：調整後純有利子負債÷調整後EBITDA（注3）

（注3）  調整後EBITDA：スプリントなどの上場子会社を対象から除くなど、一定の調整をしたEBITDA。

b. ソフトバンク（株）の有利子負債に付されている財務制限条項
ソフトバンク（株）の有利子負債には財務制限条項が付されており、主な内容は次の通りです。
（a） 連結会計年度末および第2四半期末において、ソフトバンク（株）の連結財政状態計算書におけ

る資本の額が、前年同期比75％を下回らないこと。
（b） 事業年度末および第2四半期末において、ソフトバンク（株）の貸借対照表における純資産の額

が、前年同期比75％を下回らないこと。
（c） ソフトバンク（株）の連結損益計算書において営業損益または純損益が2期連続損失とならな
いこと。

（d） ソフトバンク（株）の損益計算書において営業損益または当期純損益が2期連続損失とならな
いこと。

（e） ソフトバンク（株）の連結会計年度末および第2四半期末のネットレバレッジ・レシオ（注1）が一定
の数値を上回らないこと。
（注1）  ネットレバレッジ・レシオ：ネットデット（注2）÷調整後EBITDA（注3）

（注2）   ネットデット： ソフトバンク（株）の連結財政状態計算書に示される有利子負債から現金及び現金同等物に一定の調整を
加えたものを控除した額。なお、資産流動化（証券化）の手法による資金調達取引から生じた有利子負債
を含めないなど一定の調整あり。

（注3）  調整後EBITDA：EBITDAに金融機関との契約で定められた一定の調整を加えたもの。

c. Zホールディングス（株）の有利子負債に付されている財務制限条項
Zホールディングス（株）の有利子負債には財務制限条項が付されており、主な内容は次の通りです。
（a） 事業年度末において、Zホールディングス（株）の貸借対照表における純資産の額が、2019年9

月期比75％を下回らないこと。
（b） 連結会計年度末および第2四半期末において、Zホールディングス（株）の連結財政状態計算書

における資本の額が、2019年9月期比75％を下回らないこと。
（c） 事業年度末におけるZホールディングス（株）の貸借対照表において債務超過とならないこと。
（d） 連結会計年度末および第2四半期末におけるZホールディングス（株）の連結財政状態計算書に

おいて債務超過とならないこと。
（e） 事業年度末におけるZホールディングス（株）の損益計算書における営業損益または当期純損益

が損失とならないこと。
（f） 連結会計年度末におけるZホールディングス（株）の連結損益計算書における営業損益または純
損益が損失とならないこと。

（g） Zホールディングス（株）の各連結会計年度末および第2四半期末のネットレバレッジ・レシオ（注1）

が一定の数値以下であること。
（注1）  ネットレバレッジ・レシオ：ネットデット（注2）÷調整後EBITDA（注3）

（注2）   ネットデット： 同社グループの連結財政状態計算書に示される有利子負債から現金及び現金同等物を控除した額。なお、
ここでいう有利子負債には資産流動化（証券化）の手法による資金調達取引から生じた有利子負債を含
めない、（株）ジャパンネット銀行の有利子負債および現金及び現金同等物は、有利子負債および現金及
び現金同等物に含めない等の一定の調整あり。

（注3）  調整後EBITDA：EBITDAに金融機関との契約で定められた一定の調整を加えたもの。
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（3）株式等貸借取引契約による借入金
2019年3月31日に終了した1年間
子会社株式の一部について株式等貸借取引契約により消費貸借取引を行い、受け入れた現金は、短
期借入金として認識し、「有利子負債」に含めて表示しています。2019年3月31日における当該金額は
199,200百万円です。

（4）担保差入資産
負債の担保に供している担保差入資産は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

現金及び現金同等物 . . . . . . . . . . . . . . . . ¥       7,461 ¥       3,309 $       30,405
営業債権及びその他の債権  . . . . . . . . . . . 14,202 7,024 64,541
その他の金融資産（流動）（注1） . . . . . . . . . . 12,280 21,981 201,976
棚卸資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 1,803 16,567
その他の流動資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,640 173 1,590
売却目的保有に分類された資産（注2） . . . . . . 224,201 – –
有形固定資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 638,388 100,040 919,232
使用権資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 1,851 17,008
無形資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,147 9,200 84,536
持分法で会計処理されている投資（注2）（注3）（注4） 559,656 776,309 7,133,226
FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ 
ビジョン・ファンド等SBIAの運営する 
ファンドからの投資（注1） . . . . . . . . . . . . . . – 857,356 7,877,938
投資有価証券  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,352 10,184 93,577
その他の金融資産（非流動） . . . . . . . . . . . – 1,646 15,125
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,476,327 ¥1,790,876 $16,455,721

これらの担保差入資産に対応する負債は、以下の通りです。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

有利子負債
短期借入金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥       4,472 ¥          354 $         3,253
1年内返済予定の長期借入金（注1）（注3） . . . . 140,077 1,041,811 9,572,829
1年内決済予定の株式先渡契約金融負債（注2）

 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 730,601 – –
1年内支払予定の割賦購入による未払金  . 623 – –
長期借入金（注1）（注3）（注5） . . . . . . . . . . . . . 811,865 748,131 6,874,309
株式先渡契約金融負債（注4） . . . . . . . . . . – 196,101 1,801,902
割賦購入による未払金 . . . . . . . . . . . . . 1,672 – –

デリバティブ金融負債（流動） . . . . . . . . . . – 657 6,037
デリバティブ金融負債（非流動） . . . . . . . . . 278 347 3,188

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,689,588 ¥1,987,401 $18,261,518

（注1） ソフトバンク・ビジョン・ファンドは長期借入金に対して、同ファンドが保有する上場株式を担保に供しており、当該借入契約には、
担保である上場株式の時価の大幅な下落等の一定の事由を条件とした、現金担保差入条項および一部または全部が期限前返済
となる条項が付されています。追加の現金担保を差し入れる条項または期限前返済となる条項が発動した際に、ソフトバンク・ビ
ジョン・ファンドが追加担保を差し入れない、または長期借入金の返済を行わない場合には、債権者は担保株式の処分が可能とな
ります。当該長期借入金はリミテッドリコース債務です。

 2020年3月、市場環境および担保である上場株式の株価下落を考慮し、ソフトバンク・ビジョン・ファンドは任意による102,125
百万円（938,390千米ドル）の一部期限前返済を実施しました。また同月、当該借入金契約は変更され、当該変更契約に基づき、
ソフトバンク・ビジョン・ファンドは17,949百万円（164,927千米ドル）の更なる任意一部返済と2020年4月の長期借入金の任意
一部返済への充当を目的とした現金担保の差し入れを実施しました。

 この結果、2020年3月31日現在、ソフトバンク・ビジョン・ファンドの長期借入金162,195百万円（1,490,352千米ドル）および
1年内返済予定の長期借入金10,883百万円（100,000千米ドル）に対して、同ファンドが保有する上場株式849,088百万円
（7,801,966千米ドル）および現金10,883百万円（100,000千米ドル）（それぞれ2020年3月31日現在の帳簿価額）を担保に供し
ています。当該上場株式は2020年3月31日現在の連結財政状態計算書上、「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営する
ファンドからの投資」に、現金担保は「その他の金融資産（流動）」に含まれています。

（注2） 2019年3月31日において、1年内決済予定の株式先渡契約金融負債730,601百万円に対して、アリババ株式263,457百万円
（連結上の帳簿価額）を担保に供しています。なお、担保に供しているアリババ株式は連結財政状態計算書上、「売却目的保有に分
類された資産」に224,201百万円、「持分法で会計処理されている投資」に39,256百万円計上しています。詳細は「注記46．アリ
ババ株式先渡売買契約決済益」をご参照ください。

（注3） 2020年3月31日において、当社100％子会社の1年内返済予定の長期借入金1,027,839百万円（9,444,445千米ドル）（2019
年3月31日は長期借入金557,152百万円）に対して、当該子会社が保有するアリババ株式721,856百万円（6,632,877千米ド
ル）（2019年3月31日は520,400百万円）（連結上の帳簿価額）を担保に供しています。当該借入金には担保となるアリババ株式
の時価の大幅な下落等の一定の事由が生じた場合、期限前返済となる条項が付されており、借入金の早期返済を求められる可能
性があります。なお、当該借入金はノンリコース債務のため、ソフトバンクグループ（株）には遡及しません。また、期限前返済とな
る条項が発動した際に当該子会社が借入金の返済を行わない場合には、債権者は担保株式の処分が可能となります。

（注4） 2020年3月31日において、株式先渡契約金融負債196,101百万円（1,801,902千米ドル）に対して、アリババ株式54,453百万
円（500,349千米ドル）（連結上の帳簿価額）を担保に供しています。詳細は「（1）有利子負債の内訳（注9）」をご参照ください。

（注5） 2020年3月31日において、当社100％子会社であるムーンライトファイナンス合同会社（旧日の出1号合同会社）の長期借入金
497,356百万円（4,570,027千米ドル）に対して、当社が保有するソフトバンク（株）の株式（所有株式数：3,182,919,470株）の一
部929,022,669株を担保に供しています。当該借入金には担保となるソフトバンク株式の時価の大幅な下落等の一定の事由が
生じた場合、期限前返済となる条項が付されており、借入金の早期返済を求められる可能性があります。また、期限前返済となる
条項が発動した際にムーンライトファイナンス合同会社が借入金の返済を行わない場合には、債権者は担保株式の処分が可能と
なります。なお、当該借入金はノンリコース債務のため、ソフトバンクグループ（株）には遡及しません。
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上記の他、以下の資産を担保に供しています。
a. ブライトスター

2020年3月31日において、ブライトスターの借入金2億米ドル（2019年3月31日は5億米ドル）に
対して同社の資産14億米ドル（2019年3月31日は18億米ドル）（連結消去前）を担保に供していま
す。

b. フォートレス
2020年3月31日において、フォートレス買収取引の資金を調達するために締結された10億米ドル
（2019年3月31日は12億米ドル）のタームローン契約において、フォートレスおよびその買収スト
ラクチャー内の完全子会社4社の出資持分を担保に供しています。

c. その他
2020年3月31日において、銀行業を営む子会社において、主に資金調達や為替決済等の担保とし
て「投資有価証券」47,831百万円（439,502千米ドル）（2019年3月31日は61,595百万円）を差
入れています。また、「その他の金融資産（非流動）」には、中央清算機関差入証拠金115,273百万円
（1,059,202千米ドル）（2019年3月31日は77,655百万円）を含みます。

（5）権利が制限された資産
a. 割賦購入による資産
割賦払いにより購入しているため、所有権が留保されている資産は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

有形固定資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥15,861 ¥538 $4,943
無形資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,666 1 10
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥20,527 ¥539 $4,953

これらの所有権が留保されている資産に対応する負債は、以下の通りです。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

有利子負債
1年内支払予定の割賦購入による未払金  . ¥7,601 ¥185 $1,700
割賦購入による未払金 . . . . . . . . . . . . . 686 272 2,499
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥8,287 ¥457 $4,199

b. 売却として会計処理していないセール・アンド・リースバック取引による資産
セール・アンド・リースバック取引を行った結果、売却として会計処理していないため、当社が引き続
き有形固定資産として計上しているものの、所有権を保有していない資産は以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

有形固定資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥            – ¥287,417 $2,640,972

これらの所有権を保有していない資産に対応する負債は、以下の通りです。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

有利子負債
1年内返済長期借入金  . . . . . . . . . . . . . ¥           – ¥  81,383 $   747,799
長期借入金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 220,947 2,030,203
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥           – ¥302,330 $2,778,002

c. 無形資産のリース契約による資産
無形資産のリース契約により取得した資産であるため、当社が譲渡、転貸または担保に供すること
が制限されている資産は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

無形資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥333,619 ¥348,522 $3,202,444

これらの譲渡、転貸または担保に供することが制限されている資産に対応する負債は、以下の通り
です。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

有利子負債
一年内返済長期借入金 . . . . . . . . . . . . . ¥104,729 ¥107,690 $   989,525
長期借入金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 198,947 208,896 1,919,471
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥303,676 ¥316,586 $2,908,996
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（6）利用が制限された資産
資金調達に係るグループ間保証契約に基づき、利用（売却、移転、処分、もしくは配当分配への利用等）

が制限されている資産の帳簿価額は、以下の通りです。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

FVTPLで会計処理されている投資 . . . . . . . ¥         – ¥33,660 $309,290
持分法で会計処理されている投資 . . . . . . . 53,437 1,426 13,103

（7）短期有利子負債の収支の内訳
連結キャッシュ・フロー計算書上の「短期有利子負債の収支」の内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

短期借入金の純増減額（（　）は減少額） . . . . ¥  (7,411) ¥  36,173 $332,381
コマーシャル・ペーパーの純増減額 
（（　）は減少額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (58,000) 97,000 891,298
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(65,411) ¥133,173 $1,223,679

（8）有利子負債の収入の内訳
連結キャッシュ・フロー計算書上の「有利子負債の収入」の内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

借入れによる収入（注1）（注2） . . . . . . . . . . . . . ¥5,080,337 ¥7,043,561 $64,720,767
社債の発行による収入 . . . . . . . . . . . . . . . 747,744 1,379,220 12,673,160
株式先渡売買契約に基づく資金調達による 
収入（注3） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 179,145 1,646,099
新規取得設備のセール・アンド・リースバックに
よる収入（注1）（注2） . . . . . . . . . . . . . . . . . . 361,031 – –
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥6,189,112 ¥8,601,926 $79,040,026

（注1） 当社は、無形資産を対象としたセール・アンド・リースバック取引を行っています。当社は、2020年3月31日に終了する1年間に
おいて、無形資産のリース取引にIFRS第16号を適用していません。これに伴い、2019年3月31日に終了した1年間の当該取引
に関連する収入を「新規取得設備のセール・アンド・リースバックによる収入」から「借入れによる収入」に修正再表示を行っていま
す。

（注2） 当社は、ソフトバンク事業において使用している通信設備の一部について、セール・アンド・リースバック取引を通じて資金調達を
行っています。これらの取引のうちIFRS第16号の適用開始日以降に実行した取引については、取引の対象となる資産の譲渡が
IFRS第15号の譲渡の要件を満たさないため、売却として会計処理していません。そのため、従来「新規取得設備のセール・アン
ド・リースバックによる収入」に含めていた当該取引に関連する収入は、IFRS第16号の適用開始日以降「借入れによる収入」に含
めています。

（注3） アリババ株式の先渡売買契約に基づき調達した金額です。詳細は「（1）有利子負債の内訳（注9）」をご参照ください。

（9）有利子負債の支出の内訳
連結キャッシュ・フロー計算書上の「有利子負債の支出」の内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

借入金の返済による支出（注1） . . . . . . . . . . ¥(5,627,315) ¥(4,599,878) $(42,266,636)
社債の償還による支出 . . . . . . . . . . . . . . (1,061,732) (1,036,765) (9,526,463)
割賦購入による未払金の支払いによる支出 (18,671) (10,084) (92,659)
リース債務の返済による支出（注1）（注2） . . . . (420,661) – –
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(7,128,379) ¥(5,646,727) $(51,885,758)

（注1） 当社は、無形資産のリース取引にIFRS第16号を適用していません。これに伴い、2019年3月31日に終了した1年間の当該取引
に関連する支出を「リース債務の返済による支出」から「借入金の返済による支出」に修正再表示を行っています。

（注2） IFRS第16号の適用を開始したことに伴い、従来「リース債務の返済による支出」として表示していた支出を「リース負債の返済に
よる支出」として、連結キャッシュ・フロー計算書上、独立掲記しています。

25. 銀行業の預金
銀行業の預金の内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） (単位：千米ドル)

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

普通預金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥643,249 ¥770,572 $7,080,511
定期預金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 102,694 102,515 941,974
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥745,943 ¥873,087 $8,022,485

（株）ジャパンネット銀行に係るものです。

26.営業債務及びその他の債務
営業債務及びその他の債務の内訳は、以下の通りです。
なお、2020年3月31日において、スプリントの営業債務及びその他の債務を売却目的保有に分類され

た処分グループに分類しています。詳細は「注記6．非継続事業」をご参照ください。
（単位：百万円） (単位：千米ドル)

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

営業債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,697,556 ¥1,290,182 $11,855,022
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 212,052 295,144 2,711,972 
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,909,608 ¥1,585,326 $14,566,994
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27.その他の金融負債（流動）
その他の金融負債（流動）の内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） (単位：千米ドル)

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

ローンコミットメント損失評価引当金（注1） . . . ¥         – ¥145,133 $1,333,575
金融保証契約損失評価引当金（注2） . . . . . . . – 96,756 889,056
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,849 6,121 56,244
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥10,849 ¥248,010 $2,278,875

（注1）  2020年3月31日の残高は、WeWorkの発行する無担保債券の買い受けに係る貸出コミットメントの損失評価引当金145,133
百万円（1,333,575千米ドル）です。詳細は「注記21．持分法で会計処理されている投資（3）当社とWeWorkが合意した内容およ
び進捗」をご参照ください。

（注2）  2020年3月31日において、金融機関によるWeWorkへの支払保証枠に対するクレジットサポートに係る保証債務の損失評価引
当金89,202百万円（819,645千米ドル）が含まれています。詳細は「注記21.持分法で会計処理されている投資（3）当社と
WeWorkが合意した内容および進捗」をご参照ください。

28.その他の流動負債およびその他の非流動負債
その他の流動負債およびその他の非流動負債の内訳は、以下の通りです。
なお、2020年3月31日において、スプリントのその他の流動負債およびその他の非流動負債を売却
目的保有に分類された処分グループに分類しています。詳細は「注記6．非継続事業」をご参照ください。

（単位：百万円） (単位：千米ドル)

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

流動
未払従業員給付  . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   201,979 ¥163,097 $1,498,640
契約負債（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 252,812 141,454 1,299,770
預り源泉税（注2） . . . . . . . . . . . . . . . . . . 428,796 131,024 1,203,933
未払消費税等 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 112,090 66,369 609,841
未払利息 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 69,977 32,164 295,544
繰延収益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35,339 4,640 42,635
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 57,362 57,751 530,653
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,158,355 ¥596,499 $5,481,016

非流動
確定給付負債（注3） . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     99,351 ¥  16,448 $   151,135
繰延収益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 26,515 151 1,387
不利なリース契約（注4） . . . . . . . . . . . . . . 38,235 – –
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 193,830 62,954 578,461
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   357,931 ¥  79,553 $   730,983

（注1）  IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」の適用に伴い、負債として認識したものです。
（注2）  2020年3月31日の預り源泉税には、グループ会社間の配当に係る預り源泉税122,548百万円（1,126,050千米ドル）（2019年

3月31日は、422,648百万円）が含まれています。なお、当該預り源泉税は2020年4月（2019年3月31日は、2019年4月）に納
付済みです。

（注3）  2019年3月31日の主な内訳はスプリント84,550百万円およびソフトバンク（株）11,044百万円です。2020年3月31日の主な
内訳はソフトバンク（株）10,467百万円（96,178千米ドル）およびアスクル（株）2,744百万円（25,214千米ドル）です。

（注4）  スプリントの企業結合時に、被取得企業の借手のオペレーティング・リース契約の条件が、支配獲得日時点の市場の条件と比べて
不利である場合、その将来キャッシュ・フローの不利な差異に係る公正価値を見積り、負債として認識しているものです。不利な
リース契約の取崩額は、オペレーティング・リース料から減額しています。
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29.引当金
引当金の増減は、以下の通りです。

（単位：百万円）

資産除去債務
リストラクチャリング

引当金 利息返還損失引当金 その他 合計

2019年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥145,690  ¥ 29,770 ¥12,017 ¥13,686 ¥201,163
新基準適用による累積的影響額（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (10,324) – (1,679) (12,003)
2019年4月1日（修正後） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 145,690 19,446 12,017 12,007 189,160
繰入  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,983 317 – 11,258 19,558
時の経過による増加 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,291 608 – 77 5,976
使用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (13,096) (7,958) (1,941) (7,851) (30,846)
戻入  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (7,989) – (673) (8,662)
見積りの変更 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14,721 104 – – 14,825
為替換算差額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,508) (371) – (422) (2,301)
売却目的保有への振替  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (81,108) (4,237) – (4,636) (89,981)
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,261 80 – 169 2,510
2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  80,234 ¥          – ¥10,076 ¥  9,929 ¥100,239

流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥    4,510 ¥          – ¥  1,753 ¥  5,185 ¥  11,448
非流動負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 75,724 – 8,323 4,744 88,791
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  80,234 ¥          – ¥10,076 ¥  9,929 ¥100,239

（単位：千米ドル）

資産除去債務
リストラクチャリング

引当金 利息返還損失引当金 その他 合計

2019年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $1,338,693 $273,546 $110,420 $125,756 $1,848,415
新基準適用による累積的影響額（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (94,864) – (15,427) (110,291)
2019年4月1日（修正後） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,338,693 178,682 110,420 110,329 1,738,124
繰入  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 73,352 2,913 – 103,446 179,711
時の経過による増加 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 48,617 5,586 – 708 54,911
使用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (120,334) (73,123) (17,835) (72,141) (283,433)
戻入  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (73,408) – (6,184) (79,592)
見積りの変更 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 135,266 956 – – 136,222
為替換算差額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (13,856) (3,409) – (3,878) (21,143)
売却目的保有への振替  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (745,272) (38,932) – (42,599) (826,803)
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 20,776 735 – 1,552 23,063
2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $   737,242 $           – $  92,585 $  91,233 $   921,060

流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $     41,441 $           – $  16,108 $  47,643 $   105,192
非流動負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 695,801 – 76,477 43,590 815,868
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $   737,242 $           – $  92,585 $  91,233 $   921,060

（注1） IFRS第16号の適用を開始したことに伴い、従来「リストラクチャリング引当金」および「その他」に含まれていた借手のオペレーティング・リースに係る引当金を関連する使用権資産から減額しています。
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資産除去債務
主に基地局の一部、本社ビル等の事務所、データセンターおよびネットワークセンターについて、設備
撤去にかかる費用等を合理的に見積り、資産除去債務を認識しています。これらの設備撤去にかかる費
用の金額や支払時期の見積りは、現在の事業計画等に基づくものであり、将来の事業計画等により今後
変更される可能性があります。

リストラクチャリング引当金
主として、ネットワーク閉鎖引当金およびバックホール回線（注2）接続契約引当金です。

（ネットワーク閉鎖引当金）
ネクステル・プラットフォームおよびクリアワイヤ・プラットフォームの閉鎖に伴うリース解約関連費用に
対する引当金です。

（バックホール回線接続契約引当金）
今後経済的便益の流入が見込まれなくなったバックホール回線接続契約の支払関連費用に対する引
当金です。当該引当金の大部分は、スプリントのネットワーク近代化に関連するものです。

（注2）無線基地局と最寄りの通信交換局を繋ぐ中継回線網

利息返還損失引当金
カード事業を営む子会社において、利息制限法の上限金利を超過して支払った債務者等からの利息の
返還請求に備えるため、将来における返還見込額を計上しています。なお、当該利息返還請求額は市場
環境等の変化により変動する可能性があります。

30.金融商品
（1）資本管理
当社は、中長期に持続的成長を続け企業価値を最大化するために、最適な資本構成を実現し維持する

ことを資本管理の基本方針としています。
当社が資本管理において用いる主な指標には以下のものがあります。
• 自己資本額
• 自己資本比率

（注）  自己資本額は「親会社の所有者に帰属する持分」です。自己資本比率は「親会社の所有者に帰属する持分」を「負債及び資本合計」で
除して計算しています。

自己資本額および自己資本比率の金額は、以下の通りです。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日
自己資本額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥7,621,481 ¥5,913,613 $54,338,078
自己資本比率（％） . . . . . . . . . . . . . . . . . 21.1 15.9

なお、当社は、外部から課せられる自己資本規制（会社法等の一般的な規制を除く）はありません。
また、有利子負債に付されている財務制限条項については、「注記24．有利子負債（2）財務制限条項」
をご参照ください。
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（2）財務リスク管理
当社は、多岐にわたる事業を展開しており、事業を営む上で様々な財務上のリスク（為替リスク、価格リ

スク、金利リスク、信用リスクおよび流動性リスク）が発生します。当社は、当該財務上のリスクの未然防
止および低減のために、一定の方針に従いリスク管理を行っています。
なお、当社におけるデリバティブ取引については、デリバティブ取引管理規程に従い、実需に伴う取引

に限定し、定められた取引執行手続を経た上で実行しています。

a. 市場リスク
（a）為替リスク
当社は、投資、出資および合弁会社設立などを通じた国際的な事業展開を行っています。また、
海外子会社との外貨建貸付および借入れや、海外取引先と外貨建取引を行っています。これらの結
果として、主に米ドル、イギリスポンドおよびインドルピーのレートの変動によって生じる為替リスク
に晒されています。
当社は、当該リスクを管理することを目的として、為替相場の継続的なモニタリングおよび当社の
為替エクスポージャーの管理を行っています。また、当該リスクを回避する目的で為替予約取引、通
貨スワップ取引および金利通貨スワップ取引を利用しています。

ⅰ. 為替感応度分析
日本円を機能通貨とする会社における主要な外貨である米ドルに係る金融商品の為替リスク・

エクスポージャーは、以下の通りです。

米ドル（機能通貨：日本円）
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

税引前利益に影響を及ぼす 
エクスポージャー純額（（　）は負債） . . ¥198,110 ¥(252,961) $(2,324,368)
その他の包括利益に影響を及ぼす 
エクスポージャー純額（（　）は負債） . . 6,906 21,627 198,723

上記のほか、日本円以外を機能通貨とする子会社における主要な為替リスク・エクスポージャー
は以下の通りです。

米ドル（機能通貨：イギリスポンド）
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

税引前利益に影響を及ぼす 
エクスポージャー純額（（　）は負債） ¥56,634 ¥110,355 $1,014,013

インドルピー（機能通貨：米ドル）
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

税引前利益に影響を及ぼす 
エクスポージャー純額（（　）は負債） ¥(6,163) ¥86,815 $797,712

税引前利益に影響を及ぼすエクスポージャー純額は、為替差額を純損益で認識する外貨建貨幣
性金融商品（内部取引を含む）および予定取引に係るデリバティブから生じる為替リスク・エクス
ポージャーです。
その他の包括利益に影響を及ぼすエクスポージャー純額は、為替差額をその他の包括利益で認
識する金融資産および予定取引に係るデリバティブ（キャッシュ・フロー・ヘッジ）から生じる為替リ
スク・エクスポージャーです。

上記の為替リスク・エクスポージャーを有する金融商品において、他のすべての変数が一定で
あると仮定した上で、日本円が1％円高となった場合の税引前利益およびその他の包括利益（税効
果考慮前）に与える影響は、以下の通りです。なお、当該分析には在外営業活動体の資産および
負債の表示通貨への換算による影響額は含まれていません。当該影響額は、「注記34．為替レー
ト（3）在外営業活動体の為替換算差額における為替感応度分析」をご参照ください。

米ドル
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

税引前利益への影響額 
（（　）は減少額） . . . . . . . . . . . . . . ¥(1,981) ¥2,530 $23,247
その他の包括利益（税効果考慮前） 
への影響額（（　）は減少額） . . . . . . (69) (216) (1,985)
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イギリスポンドが米ドルに対して1％イギリスポンド高となった場合の連結損益計算書の税引前
利益に与える影響は、以下の通りです。

米ドル
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

税引前利益への影響額 
（（　）は減少額） . . . . . . . . . . . . . . ¥(566) ¥(1,104) $(10,144)

米ドルがインドルピーに対して1％米ドル高となった場合の連結損益計算書の税引前利益に与え
る影響は、以下の通りです。

インドルピー
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

税引前利益への影響額 
（（　）は減少額） . . . . . . . . . . . . . . ¥62 ¥(868) $(7,976)

ii. 為替契約
外貨建取引の支払金額および受取金額の為替リスクに対するエクスポージャーを低減するため

に、一部の外貨建取引について為替予約取引、通貨スワップ取引および金利通貨スワップ取引を
実施しています。
為替契約の詳細は、以下の通りです。なお、金利通貨スワップについては、「（c）金利リスク」に
記載しています。

ヘッジ会計を適用している為替契約
2019年3月31日

（単位：百万円）

契約額等
（うち1年超）

帳簿価額（公正価値）
資産 負債

ヘッジ非有効
部分を認識する
基礎として用い
たヘッジ手段の
公正価値の変動 平均レート

通貨スワップ
受取米ドル・支払円 ¥   646,210

(646,210)
¥6,597 ¥   (42,769) ¥   10,478

113.34円／
米ドル

受取ユーロ・支払円 734,603
(734,603)

– (69,441) (51,031)
132.61円／

ユーロ
　合計  . . . . . . . . . ¥1,380,813

(1,380,813)
¥6,597 ¥ (112,210) ¥ (40,553)

2020年3月31日
（単位：百万円）

契約額等
（うち1年超）

帳簿価額（公正価値）
資産 負債

ヘッジ非有効
部分を認識する
基礎として用い
たヘッジ手段の
公正価値の変動 平均レート

通貨スワップ
受取米ドル・支払円 ¥   646,210

(646,210)
¥29,422 ¥   (18,273) ¥47,321

113.34円／
米ドル

受取ユーロ・支払円 734,603
(734,603)

– (89,755) (20,314)
132.61円／

ユーロ
　合計  . . . . . . . . . ¥1,380,813

(1,380,813)
¥29,422 ¥ (108,028) ¥27,007

（単位：千米ドル）

契約額等
（うち1年超）

帳簿価額（公正価値）
資産 負債

ヘッジ非有効
部分を認識する
基礎として用い
たヘッジ手段の
公正価値の変動

通貨スワップ
受取米ドル・支払円 $5,937,792

(5,937,792)
$270,348 $(167,904) $434,816

受取ユーロ・支払円 6,750,005
(6,750,005)

– (824,727) (186,658)

　合計  . . . . . . . . . $12,687,797
(12,687,797)

$270,348 $(992,631) $248,158
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ヘッジ指定したヘッジ手段の帳簿価額は、連結財政状態計算書上、「その他の金融資産」又は「デ
リバティブ金融負債」に計上しています。満期までの期間が1年超の金額は非流動資産又は非流
動負債に分類しています。
上記の為替契約は、キャッシュ・フロー・ヘッジに指定しています。ヘッジ関係の開始時にヘッ

ジ対象の数量とヘッジ手段の数量に基づいて適切なヘッジ比率を設定しており、原則として1対
1となるよう設定しています。
ヘッジ有効性評価の目的上、ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が一致しているか又は密接

に合致しているかどうかの定性的な評価、あるいはヘッジ対象とヘッジ手段の価値が同一のリス
クにより価値変動が相殺しあう関係にあることの定量的評価を通じて、ヘッジ対象とヘッジ手段
との間の経済的関係の存在を確認しています。なお、ヘッジの非有効部分に金額的重要性はあり
ません。ヘッジ非有効部分を認識する基礎として用いたヘッジ対象の価値の変動はヘッジ手段の
公正価値の変動に近似しています。

ヘッジ指定したヘッジ手段に係るその他の包括利益累計額（税効果考慮後）の増減は、以下の
通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

通貨スワップ
期首残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(59,744) ¥(43,752) $(402,022)
当期発生額 . . . . . . . . . . . . . . . . 473 17,465 160,480
組替調整額（注1） . . . . . . . . . . . . . . 15,519 42,801 393,283
期末残高（注2） . . . . . . . . . . . . . . . ¥(43,752) ¥ 16,514 $ 151,741

（注1）  ヘッジ対象が純損益に影響を与えたことによる、その他の包括利益から純損益への振替額であり、連結損益計算書上「デ
リバティブ関連損益」に計上しています。また、2020年3月31日に終了した1年間において、ヘッジ会計を適用したが
発生が見込まれなくなったため、ヘッジ会計を中止したヘッジ関係から生じたキャッシュ・フロー・ヘッジから純損益へ
の振替額2,956百万円（27,162千米ドル）（2019年3月31日に終了した1年間は（4,888）百万円）が含まれています。

（注2）  2020年3月31日において、ヘッジ会計を中止したヘッジ関係に係るその他の包括利益累計額（税効果考慮後）
12,359百万円（113,562千米ドル）（2019年3月31日は15,315百万円）が含まれています。

ヘッジ会計を適用していない為替契約
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日
契約額等

（うち1年超） 資産
帳簿価額（公正価値）

負債
契約額等

（うち1年超） 資産
帳簿価額（公正価値）

負債
契約額等

（うち1年超） 資産
帳簿価額（公正価値）

負債
為替予約  . . . . ¥   317,802

(1,301)
¥  5,273 ¥   (1,462)

¥ 125,499
(17,262)

¥  5,729 ¥   (2,168)
$ 1,153,165 

(158,615)
$  52,642 $   (19,921)

通貨スワップ . . 126,200
(115,050)

3 (9,941)
152,834

(139,180)
3,232 (9,735)

1,404,337 
(1,278,875)

29,697 (89,451)

外国為替証拠金
取引（注） . . . . . 

587,224
(–)

17,054 (2,014)
581,384

(–)
24,792 (2,462)

5,342,130 
(–)

227,805 (22,622)

合計 . . . . . . ¥1,031,226
(116,351)

¥22,330 ¥ (13,417)
¥ 859,717
(156,442)

¥33,753 ¥ (14,365)
$ 7,899,632 
(1,437,490)

$310,144 $ (131,994)

（注） 子会社のワイジェイFX（株）による外国為替証拠金取引事業によるものです。
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（b）価格リスク
当社は、事業戦略上の目的で上場株式などの活発な市場で取引される有価証券を保有しており、
市場価格の変動リスクに晒されています。
当社は、市場価格の変動リスクを管理するため、発行体の財務状況や市場価格の継続的モニタリ

ングを行っています。

ⅰ. 価格感応度分析
 　活発な市場で取引される有価証券において、他のすべての変数が一定であると仮定した上で、
市場価格が10％下落した場合の税引前利益およびその他の包括利益（税効果考慮前）に与える影
響は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

税引前利益への影響額 
（（　）は減少額） . . . . . . . . . . . . . . ¥(61,221) ¥(134,395) $(1,234,908)
その他の包括利益（税効果考慮前） 
への影響額（（　）は減少額） . . . . . . (3,399) (1,110) (10,199)

ⅱ. オプション契約
　オプション契約の詳細は、以下の通りです。

ヘッジ会計を適用していないオプション契約
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日
契約額等

（うち1年超） 資産
帳簿価額（公正価値）

負債
契約額等

（うち1年超） 資産
帳簿価額（公正価値）

負債
契約額等

（うち1年超） 資産
帳簿価額（公正価値）

負債
WeWork  
ワラント（注1） . . 

¥   277,475
(166,485)

¥       – ¥              – ¥           – ¥         – ¥        – $              – $           – $         –

WeWork 転換価格0.01
米ドルのワラント（注2） – – –

141
(141)

17,936 –
1,296

(1,296)
164,807 –

アリババ株式先渡売
買契約に含まれる
カラー取引（注3） . . 

732,534
(–)

– (749,846) – – – – – –

アリババ株式先
渡売買契約（注4） – – –

201,277
(201,277)

5,009 –
1,849,462

(1,849,462)
46,026 –

買建コール 
オプション . . . 

41,786
(41,786)

4,038 –
50,680

(49,077)
2,804 –

465,680 
(450,951)

25,765 –

売建コール 
オプション . . . – – –

9,604 
(–)

– (657)
88,248 

(–)
– (6,037)

フォワード取引 . . 379,984
(–)

– (14,390)
784

(–)
– (221)

7,204 
(–)

– (2,031)

合計 . . . . . . ¥1,431,779
(208,271) 

¥4,038 ¥(764,236)
¥262,486
(250,495)

¥25,749 ¥ (878)
$2,411,890
(2,301,709)

$236,598 $(8,068)

（注1）  2019年3月31日において、当社はWeWorkの25億米ドル相当の優先株式に転換可能なワラントを保有していました。当社はWeWorkに対し、2019年4月にワラントの対価として10億米ドルを支払い、優先株式に転換しました。また、15億米ドルのワラントにつ
いては、2019年10月に行使価格や転換日などの契約条件を変更し、転換日より前に払い込んだため減少しました。15億米ドルのワラントの詳細は「注記21．持分法で会計処理されている投資　（3）当社とWeWorkが合意した内容および進捗」をご参照ください。

（注2）  WeWorkの発行する無担保債券の買い受け、および金融機関によるWeWorkへの支払保証枠に対するクレジットサポートの対価として、当社が取得した1株当たり0.01米ドルでWeWorkの優先株に転換可能なワラントです。詳細は「注記21．持分法で会計処理
されている投資（3）当社とWeWorkが合意した内容および進捗」をご参照ください。

（注3） 2016年6月に締結したアリババ株式先渡売買契約が、2019年6月にアリババ株式の受け渡しにより決済されたため減少しました。詳細は「注記46．アリババ株式先渡売買契約決済益」をご参照ください。
（注4） 2019年11月に締結したアリババ株式先渡売買契約です。詳細は、「注記24．有利子負債（1）有利子負債の内訳（注9）」をご参照ください。
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（c）金利リスク
当社は、有利子負債による資金調達を行っています。有利子負債のうち一部は変動金利であり、
金利変動リスクに晒されています。
変動金利の有利子負債は、金利上昇によって支払利息が増加するリスクがあります。当社は、金
利変動リスクの未然防止または低減するため、固定金利と変動金利の有利子負債の適切な組み合わ
せを維持し、一部の変動金利の借入金および社債については金利変動リスクを回避し支払利息の固
定化を図るために金利スワップ契約および金利通貨スワップ契約等のデリバティブ取引を利用して
います。また、変動金利の有利子負債について、金利変動の継続的なモニタリングを行っています。

ⅰ. 金利感応度分析
変動金利の有利子負債において、他のすべての変数が一定であると仮定した上で、金利が1％

上昇した場合の連結損益計算書の税引前利益に与える影響は、以下の通りです。なお、金利スワッ
プ契約および金利通貨スワップ契約等のデリバティブ取引によって金利が固定化された変動金
利の有利子負債は除いて分析しています。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

税引前利益への影響額 
（（　）は減少額）） . . . . . . . . . . . . . ¥(35,675) ¥(53,507) $(491,657)

ⅱ. 金利契約
金利契約の詳細は、以下の通りです。

ヘッジ会計を適用している金利契約
2019年3月31日

（単位：百万円）

契約額等
（うち1年超）

帳簿価額（公正価値）
資産 負債

ヘッジ非有効部
分を認識する基礎
として用いた
ヘッジ手段の

公正価値の変動 平均利率
金利スワップ
変動受取・ 
固定支払 . . . 

¥722,480
(722,480)

¥1,419 ¥(6,824) ¥(9,760) 1.97%

2020年3月31日
（単位：百万円）

契約額等
（うち1年超）

帳簿価額（公正価値）
資産 負債

ヘッジ非有効部
分を認識する基礎
として用いた
ヘッジ手段の

公正価値の変動 平均利率

金利スワップ
変動受取・ 
固定支払 . . . 

¥500,500
(500,000)

¥ – ¥(5,325) ¥80 1.96%
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（単位：千米ドル）

契約額等
（うち1年超）

帳簿価額（公正価値）
資産 負債

ヘッジ非有効部
分を認識する基礎
として用いた
ヘッジ手段の

公正価値の変動

金利スワップ
変動受取・ 
固定支払 . . . 

$4,598,916
(4,594,321)

$         – $(48,930) $735

ヘッジ指定したヘッジ手段の帳簿価額は、連結財政状態計算書上、「その他の金融資産」又は「デ
リバティブ金融負債」に計上しています。満期までの期間が1年超の金額は非流動資産又は非流
動負債に分類しています。
上記の金利契約は、キャッシュ・フロー・ヘッジに指定しています。ヘッジ関係の開始時にヘッ

ジ対象の数量とヘッジ手段の数量に基づいて適切なヘッジ比率を設定しており、原則として1対
1となるよう設定しています。
ヘッジ有効性評価の目的上、ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が一致しているか又は密接

に合致しているかどうかの定性的な評価、あるいはヘッジ対象とヘッジ手段の価値が同一のリス
クにより価値変動が相殺しあう関係にあることの定量的評価を通じて、ヘッジ対象とヘッジ手段
の間の経済的関係の存在を確認しています。なお、ヘッジの非有効部分に金額的重要性はありま
せん。ヘッジの非有効部分を認識する基礎として用いたヘッジ対象の価値の変動はヘッジ手段の
公正価値の変動に近似しています。

ヘッジ指定したヘッジ手段に係るその他の包括利益累計額（税効果考慮後）の増減は、以下の
通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

金利スワップ
期首残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 4,458 ¥(2,039) $(18,736)
当期発生額  . . . . . . . . . . . . . . . (7,035) (5,405) (49,665)
組替調整額（注） . . . . . . . . . . . . . . 538 604 5,551
売却目的保有への振替 . . . . . . . . – 3,454 31,738
期末残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(2,039) ¥(3,386) $(31,112)

（注）  ヘッジ対象が純損益に影響を与えたことによる、その他の包括利益から純損益への振替額であり、連結損益計算書上「デ
リバティブ関連損益」に計上しています。また、2019年3月31日に終了した1年間および2020年3月31日に終了した1
年間において、ヘッジ会計を適用したが発生が見込まれなくなったためヘッジ会計を中止した取引はありません。
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ヘッジ会計を適用していない金利契約
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日
契約額等

（うち1年超） 資産
帳簿価額（公正価値）

負債
契約額等

（うち1年超） 資産
帳簿価額（公正価値）

負債
契約額等

（うち1年超） 資産
帳簿価額（公正価値）

負債
金利スワップ . . ¥131,111

(129,151)
¥    – ¥(1,011)

¥386,763
(114,688)

¥    7 ¥ (8,690)
$3,553,827
(1,053,827)

$     64 $(79,849)

金利通貨 
スワップ  . . . . 

29,564 
(29,007)

151 (561)
21,862

(21,862)
371 –

200,882
(200,882)

3,409 –

金利キャップ . . 332,970
(–)

6 – – – – – – –

合計 . . . . . . ¥493,645
(158,158)

¥157 ¥(1,572)
¥408,625
(136,550)

¥378 ¥ (8,690)
$3,754,709
(1,254,709)

$3,473 $(79,849)

b. 信用リスク
当社は、事業を営む上で、営業債権及びその他の債権、契約資産およびその他の金融資産（預金、
株式、債券およびデリバティブなど）において、取引先の信用リスクがあります。
当社は、当該リスクの未然防止または低減のため、過度に集中した信用リスクのエクスポージャー

を有していません。また、当該リスクの管理のため、当社は、グループ各社の与信管理規程に従い、
取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握して
います。デリバティブ取引の執行・管理については、デリバティブ取引管理規程に基づき運用され
ており、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用格付の高い金融機関
とのみ取引を行っています。
当社の連結財政状態計算書で表示している金融資産の減損後の帳簿価額および貸出コミットメン

トならびに保証債務は、当社の金融資産の信用リスクに対するエクスポージャーの最大値です。な
お、保有する担保の評価およびその他の信用補完は考慮していません。
営業債権、契約資産および貸出コミットメントについては、全期間の予想信用損失を測定していま

す。営業債権、契約資産および貸出コミットメント以外の債権等については、信用リスクの著しい増
加を評価のうえ、将来の予想信用損失を測定しています。信用リスクが著しく増加しているか否か
は、債務不履行発生リスクの変動に基づいて判断しており、その判断にあたって、取引先の期日経
過情報や経営成績の悪化、外部信用格付等を考慮しています。営業債権および契約資産以外の債
権等は、原則として12カ月の予想信用損失と同額で予想信用損失を測定していますが、信用リスク
が当初認識時点より著しく増加した場合には、全期間の予想信用損失と同額で測定しています。
当社は、金融資産が個別に重要でない場合は、信用リスクの特性や発生した取引の性質に基づい

て、過去の貸倒実績率などに基づき、集合的評価により検討しています。金融資産の見積将来キャッ
シュ・フローへのマイナスの影響を与える以下のような債務不履行の事象等が発生した場合は、信

用減損している金融資産として個別債権等ごとに予想信用損失を測定しています。
• 発行体または債務者の重大な財政的困難
• 利息または元本の遅延および支払不履行などの契約違反
• 債務者の破産または財務的再編成に陥る可能性が高くなったこと
また、信用減損している金融資産について、金融資産の全体または一部分を回収するという
合理的な予想を有していない場合には、当該金額を貸倒引当金と相殺して帳簿価額を直接減額
しています。
貸出コミットメントおよび保証債務については、「注記53．偶発事象（1）貸出コミットメント」、

および同注記「（2）保証債務」をご参照ください。
2019年3月31日に終了した1年間および2020年3月31日に終了した1年間において、

担保として保有する物件を所有またはその他の信用補完を行使したことにより取得した金融資産
または非金融資産はありません。
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（a）貸倒引当金の計上対象となる金融資産の帳簿価額
i. 営業債権
契約資産に係る信用リスクに対するエクスポージャーは、営業債権に含めています。また、クレジットカード業務より生じる営業債権は、利息収益を含むことにより営業債権以外の金融資産と同様の方法で予
想信用損失を測定しているため、その信用リスクに対するエクスポージャーは、営業債権以外の金融資産に含めています。

営業債権の年齢分析に係る帳簿価額と貸倒引当金は、以下の通りです。
2019年3月31日

（単位：百万円）
期日経過後

期日経過前 1カ月以内 1カ月超3カ月以内 3カ月超6カ月以内 6カ月超1年以内 1年超 合計

営業債権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,472,660 ¥115,705 ¥27,267 ¥17,837 ¥12,112 ¥11,267 ¥1,656,848
貸倒引当金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (27,054) (3,996) (6,882) (4,568) (4,947) (6,532) (53,979)
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,602,869

2020年3月31日
（単位：百万円）

期日経過後
期日経過前 1カ月以内 1カ月超3カ月以内 3カ月超6カ月以内 6カ月超1年以内 1年超 合計

営業債権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,105,791 ¥65,753 ¥33,181 ¥16,954 ¥8,734 ¥11,364 ¥1,241,777
貸倒引当金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (3,490) (935) (1,736) (1,858) (4,484) (7,109) (19,612)
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,222,165

（単位：千米ドル）
期日経過後

期日経過前 1カ月以内 1カ月超3カ月以内 3カ月超6カ月以内 6カ月超1年以内 1年超 合計

営業債権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $10,160,719 $604,181 $304,888 $155,784 $80,254 $104,419 $11,410,245
貸倒引当金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (32,068) (8,591) (15,951) (17,072) (41,202) (65,324) (180,208)
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $11,230,037
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ⅱ. 営業債権以外の金融資産
営業債権以外の金融資産の年齢分析は以下の通りです。なお、当該分析は貸倒引当金を控除

する前の帳簿価額を記載しています。
2019年3月31日

（単位：百万円）
帳簿価額

12カ月の予想信用損失

全期間の予想信用損失
信用減損では
ない金融資産

信用減損
金融資産

期日経過前 期日経過後 期日経過後 期日経過後 合計

その他の債権 ¥   850,533 ¥16,675 ¥2,433 ¥  7,732 ¥   877,373
投資有価証券 327,069 – – – 327,069
その他の金融資産 1,035,740 7,801 1,824 36,594 1,081,959
合計  . . . . . ¥2,213,342 ¥24,476 ¥4,257 ¥44,326 ¥2,286,401

投資有価証券は主にFVTOCIの負債性金融資産です。

2020年3月31日
（単位：百万円）

帳簿価額
12カ月の予想信用損失 全期間の予想信用損失 購入又は

組成した
信用減損
金融資産期日経過前 期日経過後

信用減損
ではない
金融資産

信用減損
金融資産 合計

その他の債権 ¥   886,355 ¥25,891 ¥  1,293 ¥11,481 ¥         – ¥   925,020
投資有価証券 331,671 – – – – 331,671
その他の金融資産 1,107,957 12,622 47,676 45,839 67,630 1,281,724
合計  . . . . . ¥2,325,983 ¥38,513 ¥48,969 ¥57,320 ¥67,630 ¥2,538,415

（単位：千米ドル）
帳簿価額

12カ月の予想信用損失 全期間の予想信用損失 購入又は
組成した
信用減損
金融資産期日経過前 期日経過後

信用減損
ではない
金融資産

信用減損
金融資産 合計

その他の債権 $  8,144,402 $237,903 $  11,881 $105,495 $           – $  8,499,681
投資有価証券 3,047,606 – – – – 3,047,606
その他の金融資産 10,180,621 115,979 438,078 421,198 621,428 11,777,304
合計  . . . . . $21,372,629 $353,882 $449,959 $526,693 $621,428 $23,324,591

投資有価証券は主にFVTOCIの負債性金融資産です。

（b）貸倒引当金の増減表
契約資産に係る貸倒引当金は、営業債権に含めています。また、クレジットカード業務より生じる
営業債権は、利息収益を含むことにより営業債権以外の金融資産と同様の方法で予想信用損失を
測定しているため、その貸倒引当金は、営業債権以外の金融資産に含めています。

ⅰ. 営業債権
営業債権に係る貸倒引当金の増減は、以下の通りです。

2019年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

貸倒引当金
全期間の予想信用損失

信用減損ではない金融資産 信用減損金融資産 合計
期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 37,640 ¥ 15,958 ¥ 53,598
新基準適用による累積的影響額  . . . 38 – 38
期首残高（修正後） . . . . . . . . . . . . 37,678 15,958 53,636
繰入  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 42,409 7,220 49,629
使用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (34,979) (10,951) (45,930)
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (7,176) 3,820 (3,356)
期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 37,932 ¥ 16,047 ¥ 53,979

2019年3月31日に終了した1年間において、貸倒引当金の変動に影響を与えるような、営業
債権の総額での帳簿価額の著しい変動はありません。

2020年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

貸倒引当金
全期間の予想信用損失

信用減損ではない金融資産 信用減損金融資産 合計
期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 37,932 ¥ 16,047 ¥ 53,979
繰入  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 58,419 7,740 66,159
使用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (52,721) (13,535) (66,256)
売却目的保有への振替 . . . . . . . . . . . (33,701) (2,772) (36,473)
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (3,768) 5,971 2,203
期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   6,161 ¥ 13,451 ¥ 19,612
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（単位：千米ドル）
貸倒引当金

全期間の予想信用損失
信用減損ではない金融資産 信用減損金融資産 合計

期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . $ 348,544 $ 147,450 $ 495,994
繰入  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 536,791 71,120 607,911
使用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (484,434) (124,369) (608,803)
売却目的保有への振替 . . . . . . . . . . (309,666) (25,471) (335,137)
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (34,625) 54,868 20,243
期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . $   56,610 $ 123,598 $ 180,208

ⅱ. 営業債権以外の金融資産
営業債権以外の金融資産に係る貸倒引当金の増減は、以下の通りです。なお、貸倒引当金は主

に貸付金等を対象にしたものです。

2019年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

貸倒引当金
全期間の予想信用損失

12カ月の
予想信用損失

信用減損では
ない金融資産

信用減損
金融資産 合計

期首残高  . . . . . . . . . . . . . . ¥3,031 ¥1,330 ¥31,889 ¥36,250
繰入  . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,275 717 16,093 19,085
使用  . . . . . . . . . . . . . . . . . (799) (4) (9,029) (9,832)
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . 554 11 1 566
期末残高  . . . . . . . . . . . . . . ¥5,061 ¥2,054 ¥38,954 ¥46,069

2019年3月31日に終了した1年間において、貸倒引当金の変動に影響を与えるような、営業債
権以外の金融資産の総額での帳簿価額の著しい変動はありません。

2020年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

貸倒引当金
全期間の予想信用損失

12カ月の
予想信用損失

信用減損では
ない金融資産

信用減損
金融資産

購入又は組成した
信用減損金融資産 合計

期首残高  . . ¥ 5,061 ¥  2,054 ¥ 38,954 ¥         – ¥  46,069
繰入  . . . . . 6,322 33,521 17,379 （注） 65,913 123,135
使用  . . . . . (1,833) (57) (11,091) – (12,981)
売却目的保有
への振替 . . (2,778) – – – (2,778)
その他 . . . . (1,006) (2,029) 451 – (2,584)
期末残高  . . ¥ 5,766 ¥33,489 ¥ 45,693 ¥65,913 ¥150,861

（単位：千米ドル）
貸倒引当金

全期間の予想信用損失
12カ月の

予想信用損失
信用減損では
ない金融資産

信用減損
金融資産

購入又は組成した
信用減損金融資産 合計

期首残高  . . $ 46,504 $  18,873 $ 357,934 $           – $   423,311
繰入  . . . . . 58,091 308,012 159,690 （注） 605,651 1,131,444
使用  . . . . . (16,843) (524) (101,911) – (119,278)
売却目的保有
への振替 . . (25,526) – – – (25,526)
その他 . . . . (9,244) (18,644) 4,144 – (23,744)
期末残高  . . $ 52,982 $307,717 $ 419,857 $605,651 $1,386,207

（注）  2020年3月31日に終了した1年間において、購入又は組成した信用減損金融資産にかかる当初認識時の割引前の予想
信用損失の合計額は、13,265百万円（121,887千米ドル）です。

貸倒引当金繰入額および戻入額は、連結損益計算書の「販売費及び一般管理費」および「その
他の営業外損益」に計上されています。
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c. 流動性リスク
当社は、流動性リスクの未然防止または低減のため、市場環境や長短のバランスを勘案して、銀
行借入やリース等による間接調達のほか、社債やコマーシャル・ペーパーの発行、債権流動化等の
直接調達を行い、資金調達手段の多様化を図っています。また、資金の運用については、主に短期
的な預金およびMMFなどにより運用しています。
また、当社は、流動性資金およびキャッシュ・フローの予算と実績について継続的にモニタリング

しています。

（a）借入コミットメントおよびその他の信用枠
当社では、複数の金融機関との間で借入コミットメントライン契約などの信用枠を保有しており、
流動性リスクの低減を図っています。当社が保有する信用枠は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

信用枠 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥3,404,119 ¥3,649,205 $33,531,241
借入実行残高  . . . . . . . . . . . . . . . 1,828,968 3,121,343 28,680,906
未実行残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,575,151 ¥   527,862 $  4,850,335

（注）  上記の借入コミットメントの一部について、財務制限条項が付されています。主な内容については、「注記24．有利子負債（2）
財務制限条項」をご参照ください。
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（b）金融負債の期日別残高
金融負債（デリバティブ金融商品を含む）の期日別残高は、以下の通りです。なお、デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は、純額で表示しています。

2019年3月31日
（単位：百万円）

帳簿残高 期日別残高合計 1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

非デリバティブ金融負債
有利子負債
短期借入金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     499,179 ¥     499,979 ¥   499,979 ¥              – ¥              – ¥              – ¥              – ¥              –
コマーシャル・ペーパー . . . . . . . . . . . . . . 42,000 42,000 42,000 – – – – –
長期借入金（1年内返済予定含む）（注1） . . . . . 5,922,990 5,988,463 822,374 1,649,701 637,052 572,225 1,103,646 1,203,465
社債（1年内償還予定含む）（注2） . . . . . . . . . . 7,581,038 7,641,406 1,041,234 326,485 1,225,718 766,176 1,129,565 3,152,228
リース債務（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 892,472 892,472 334,517 242,036 162,398 99,640 38,641 15,240
株式先渡契約金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . 730,601 732,534 732,534 – – – – –
割賦購入による未払金  . . . . . . . . . . . . . . 16,826 17,173 11,734 2,723 2,238 404 46 28

銀行業の預金（注3） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 768,048 768,224 745,953 6,038 5,951 3,160 2,773 4,349
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの 
運営するファンドにおける外部投資家持分  . . 4,136,965 （注4） 4,136,965 （注5） 29,677 – – – – （注6） 4,107,288
営業債務及びその他の債務 . . . . . . . . . . . . . 1,909,608 1,909,608 1,871,807 9,002 3,589 2,107 127 22,976
その他の金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 45,859 45,859 10,789 9,090 3,862 3,791 2,202 16,125

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥22,545,586 ¥22,674,683 ¥6,142,598 ¥2,245,075 ¥2,040,808 ¥1,447,503 ¥2,277,000 ¥8,521,699

デリバティブ金融負債（注7）

デリバティブ金融負債
為替契約（注8） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     125,627 ¥     125,627 ¥      (8,523) ¥    (11,331) ¥    (10,513) ¥15,016 ¥       2,582 ¥   138,396
オプション契約. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 764,236 764,979 764,979 – – – – –
金利契約  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,396 7,816 1,799 1,242 1,732 1,501 868 674

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     898,259 ¥     898,422 ¥   758,255 ¥    (10,089) ¥      (8,781) ¥     16,517 ¥       3,450 ¥   139,070

（注1） 当社は、無形資産のリース取引にIFRS16号を適用していません。これに伴い、当該取引に関連する負債を「リース債務」から除外し、IFRS第9号に基づく金融負債として「長期借入金（1年内返済予定含む）」に含め、上表の修正再表示を行っています。
（注2） 2013年4月23日発行の2020年満期米ドル建普通社債及び2020年満期ユーロ建普通社債につきまして、当初の償還期限は2020年4月15日でしたが、2018年5月21日に全額（345,581百万円）償還しました。
（注3） 要求払いのものについては「1年以内」に含めています。
（注4） 2019年3月31日においてソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドを清算したと仮定した場合、リミテッド・パートナーシップ・アグリーメントに基づき外部投資家に分配すべき持分の金額です。
（注5） ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドにおける外部投資家に対し、2019年3月31日時点において1年内に分配または返還されることが通知されている金額です。
（注6） 投資の処分が決定し、ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドにおける外部投資家に対する分配・返還の可能性が確実となった時点で、それぞれの期日別に分類します。
（注7） デリバティブ金融負債については、契約上の満期がキャッシュ・フローの時期の理解に不可欠である場合にのみ上表に含めて開示しています。
（注8） 為替契約に含まれる通貨スワップ契約については、期日別残高を割引後将来キャッシュ・フローにて表示しています。
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2020年3月31日
（単位：百万円）

帳簿残高 期日別残高合計 1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超
非デリバティブ金融負債
有利子負債
短期借入金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  1,529,458 ¥  1,532,008 ¥1,532,008 ¥              – ¥              – ¥              – ¥              – ¥              –
コマーシャル・ペーパー . . . . . . . . . . . . . . 206,000 206,000 206,000 – – – – –
長期借入金（1年内返済予定含む） . . . . . . . . 5,771,044 5,803,721 1,955,283 1,289,287 906,918 558,319 951,273 142,641
社債（1年内償還予定含む） . . . . . . . . . . . . 5,428,821 5,470,964 160,000 865,000 580,079 652,199 666,458 2,547,228
株式先渡契約金融負債  . . . . . . . . . . . . . . 196,101 201,277 – 201,277 – – – –
割賦購入による未払金  . . . . . . . . . . . . . . 458 458 186 146 54 44 13 15

リース負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,140,326 1,140,326 378,383 267,701 175,577 96,091 45,992 176,582
銀行業の預金（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 894,124 894,250 873,099 6,770 6,278 2,661 2,331 3,111
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの 
運営するファンドにおける外部投資家持分  . . 4,584,419 （注2） 4,584,419 （注3） 24,691 – – – – （注4） 4,559,728
営業債務及びその他の債務 . . . . . . . . . . . . . 1,585,326 1,585,326 1,560,287 7,693 2,779 158 1 14,408
その他の金融負債（注5） . . . . . . . . . . . . . . . . 304,180 304,180 248,010 9,243 20,783 2,769 3,393 19,982

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥21,640,257 ¥21,722,929 ¥6,937,947 ¥2,647,117 ¥1,692,468 ¥1,312,241 ¥1,669,461 ¥7,463,695 
デリバティブ金融負債（注6）

デリバティブ金融負債
為替契約（注7） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     122,393 ¥     122,393 ¥       2,209 ¥     (2,346) ¥     18,980 ¥    13,285 ¥        (947) ¥     91,212 
オプション契約. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 878 878 878 – – – – –
金利契約  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14,015 14,421 6,618 2,961 2,440 1,205 424 773
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 56 56 56 – – – – –
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     137,342 ¥     137,748 ¥       9,761 ¥          615 ¥     21,420 ¥     14,490 ¥        (523) ¥     91,985
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（単位：千米ドル）
帳簿残高 期日別残高合計 1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

非デリバティブ金融負債
有利子負債
短期借入金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $  14,053,643 $  14,077,074 $14,077,074 $                – $                – $                – $                – $                –
コマーシャル・ペーパー . . . . . . . . . . . . . . 1,892,860 1,892,860 1,892,860 – – – – –
長期借入金（1年内返済予定含む） . . . . . . . . 53,028,063 53,328,319 17,966,396 11,846,798 8,333,346 5,130,194 8,740,908 1,310,677
社債（1年内償還予定含む） . . . . . . . . . . . . 49,883,497 50,270,734 1,470,182 7,948,176 5,330,139 5,992,824 6,123,845 23,405,568
株式先渡契約金融負債  . . . . . . . . . . . . . . 1,801,902 1,849,462 – 1,849,462 – – – –
割賦購入による未払金  . . . . . . . . . . . . . . 4,208 4,208 1,709 1,342 496 404 119 138

リース負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,478,048 10,478,048 3,476,826 2,459,809 1,613,314 882,946 422,604 1,622,549
銀行業の預金（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,215,786 8,216,944 8,022,595 62,207 57,686 24,451 21,419 28,586
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの 
運営するファンドにおける外部投資家持分  . . 42,124,589 （注2） 42,124,589 （注3） 226,877 – – – – （注4） 41,897,712
営業債務及びその他の債務 . . . . . . . . . . . . . 14,566,994 14,566,994 14,336,920 70,688 25,535 1,452 9 132,390
その他の金融負債（注5） . . . . . . . . . . . . . . . . 2,795,001 2,795,001 2,278,875 84,931 190,968 25,443 31,177 183,607

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $198,844,591 $199,604,233 $63,750,314 $24,323,413 $15,551,484 $12,057,714 $15,340,081 $68,581,227
デリバティブ金融負債（注6）

デリバティブ金融負債
為替契約（注7） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $    1,124,626 $    1,124,626 $       20,298 $      (21,557) $     174,401 $     122,071 $        (8,702) $     838,115
オプション契約. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,068 8,068 8,068 – – – – –
金利契約  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 128,779 132,509 60,810 27,208 22,420 11,072 3,896 7,103
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 514 514 514 – – – – –
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $    1,261,987 $    1,265,717 $       89,690 $         5,651 $     196,821 $     133,143 $        (4,806) $     845,218

（注1） 要求払いのものについては「1年以内」に含めています。
（注2） 2020年3月31日においてソフトバンク・ビジョン・ファンドを清算したと仮定した場合、リミテッド・パートナーシップ・アグリーメントに基づき外部投資家に分配すべき持分の金額です。
（注3） ソフトバンク・ビジョン・ファンドにおける外部投資家に対し、2020年3月31日時点において1年内に分配または返還されることが通知されている金額です。
（注4） 投資の処分が決定し、ソフトバンク・ビジョン・ファンドにおける外部投資家に対する分配・返還の可能性が確実となった時点で、それぞれの期日別に分類します。
（注5） 「 帳簿残高」および「1年以内」には、WeWorkの発行する無担保債券の買い受けに係る貸出コミットメントの損失評価引当金145,133百万円（1,333,575千米ドル）、金融機関によるWeWorkへの支払保証枠に対するクレジットサポートの保証債務に係る損失評価

引当金89,202百万円（819,645千米ドル）が含まれています。詳細は「注記21．持分法で会計処理されている投資（3）当社とWeWorkが合意した内容および進捗」をご参照ください。
（注6） デリバティブ金融負債については、契約上の満期がキャッシュ・フローの時期の理解に不可欠である場合にのみ上表に含めて開示しています。
（注7） 為替契約に含まれる通貨スワップ契約については、期日別残高を割引後将来キャッシュ・フローにて表示しています。

上記のほか、当社は貸出コミットメントおよび保証債務を有しています。詳細は、「注記53．偶発事象（1）貸出コミットメント」、および同注記「（2）保証債務」をご参照ください。
有利子負債およびリース負債の平均利率は、「注記24．有利子負債（1）有利子負債の内訳」および「注記19．リース」をご参照ください。
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（3）金融商品の分類
金融商品（現金及び現金同等物を除く）の分類別内訳は、以下の通りです。

2019年3月31日
（単位：百万円）

FVTPLの金融資産
ヘッジ指定した
デリバティブ

FVTOCIの
負債性金融資産

FVTOCIの
資本性金融資産

償却原価で測定
する金融資産 合計

金融資産
流動資産
営業債権及びその他の債権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥              – ¥       – ¥           – ¥           – ¥2,339,977 ¥  2,339,977
その他の金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 39,044 – 45,914 1,300 117,218 203,476
非流動資産

FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの
運営するファンドからの投資 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,115,629 – – – – 7,115,629
投資有価証券  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 495,901 – 302,938 101,574 24,201 924,614
その他の金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 295,873 8,016 – 411 881,556 1,185,856
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥7,946,447 ¥8,016 ¥348,852 ¥103,285 ¥3,362,952 ¥11,769,552

FVTPLの金融負債
ヘッジ指定した
デリバティブ

償却原価で測定
する金融負債 合計

金融負債
流動負債
有利子負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥           – ¥           – ¥  3,480,960 ¥  3,480,960
銀行業の預金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 745,943 745,943
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける 
外部投資家持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 29,677 29,677
営業債務及びその他の債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 1,909,608 1,909,608
デリバティブ金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 767,714 – – 767,714
その他の金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 10,849 10,849
非流動負債
有利子負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 12,204,146 12,204,146
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける 
外部投資家持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 4,107,288 4,107,288
デリバティブ金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11,511 119,034 – 130,545
その他の金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 57,115 57,115
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥779,225 ¥119,034 ¥22,545,586 ¥23,443,845
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2020年3月31日
（単位：百万円）

FVTPLの金融資産
ヘッジ指定した
デリバティブ

FVTOCIの
負債性金融資産

FVTOCIの
資本性金融資産

償却原価で測定
する金融資産 合計

金融資産
流動資産
営業債権及びその他の債権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥              – ¥         – ¥           – ¥         – ¥2,072,326 ¥  2,072,326
その他の金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 197,194 – 46,736 1,600 67,957 313,487
非流動資産

FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの
運営するファンドからの投資 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,892,232 – – – – 6,892,232
投資有価証券  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 809,233 – 308,345 70,607 23,326 1,211,511
その他の金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 107,044 29,422 – 370 1,023,136 1,159,972
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥8,005,703 ¥29,422 ¥355,081 ¥72,577 ¥3,186,745 ¥11,649,528

FVTPLの金融負債
ヘッジ指定した
デリバティブ

償却原価で測定
する金融負債

貸出コミットメント
および金融保証契約 合計

金融負債
流動負債
有利子負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥         – ¥           – ¥  3,845,153 ¥           – ¥  3,845,153
リース負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 378,383 – 378,383
銀行業の預金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 873,087 – 873,087
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける 
外部投資家持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 24,691 – 24,691
営業債務及びその他の債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 1,585,326 – 1,585,326
デリバティブ金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,266 1 – – 9,267
その他の金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 6,122 241,888 248,010
非流動負債
有利子負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 9,286,729 – 9,286,729
リース負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 761,943 – 761,943
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける
外部投資家持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 4,559,728 – 4,559,728
デリバティブ金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14,723 113,352 – – 128,075
その他の金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 16,434 – 57,360 3,413 77,207
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥40,423 ¥113,353 ¥21,378,522 ¥245,301 ¥21,777,599
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（単位：千米ドル）

FVTPLの金融資産
ヘッジ指定した
デリバティブ

FVTOCIの
負債性金融資産

FVTOCIの
資本性金融資産

償却原価で測定
する金融資産 合計

金融資産
流動資産
営業債権及びその他の債権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $                – $         – $              – $           – $19,041,863 $19,041,863
その他の金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,811,945 – 429,440 14,702 624,433 2,880,520
非流動資産

FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの
運営するファンドからの投資 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 63,330,258 –  –  –  – 63,330,258
投資有価証券  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,435,753 – 2,833,272 648,783 214,334 11,132,142
その他の金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 983,589 270,348 – 3,400 9,401,231 10,658,568
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $73,561,545  $270,348 $3,262,712 $666,885 $29,281,861 $107,043,351

FVTPLの金融負債
ヘッジ指定した
デリバティブ

償却原価で測定
する金融負債

貸出コミットメント
および金融保証契約 合計

金融負債
流動負債
有利子負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $            – $              – $35,331,738 $              – $  35,331,738
リース負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,476,826 – 3,476,826
銀行業の預金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 8,022,485 – 8,022,485
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける 
外部投資家持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 226,877 – 226,877
営業債務及びその他の債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 14,566,994 – 14,566,994
デリバティブ金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 85,142 9 – – 85,151
その他の金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  – – 56,253 2,222,622 2,278,875
非流動負債
有利子負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  – – 85,332,436 – 85,332,436
リース負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 7,001,222 – 7,001,222
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドにおける 
外部投資家持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  – – 41,897,712 – 41,897,712
デリバティブ金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 135,283 1,041,552 – – 1,176,835
その他の金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 151,007 – 527,060 31,361 709,428
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $371,432 $1,041,561 $196,439,603 $2,253,983 $200,106,579

当社は、資本性金融商品の分類について、原則、FVTPLの金融資産に分類しています。一部の資本性金融商品については、事業用投資として、事業シナジーの創出などを目的で投資しているため、当初認識時に
公正価値の変動を純損益ではなくその他の包括利益で認識するという取消不能な選択を行い、FVTOCIの資本性金融資産に分類しています。
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FVTOCIの資本性金融資産の主な銘柄およびその公正価値は、以下の通りです。

2019年3月31日
（単位：百万円）

銘柄 公正価値

ガンホー・オンライン・エンターテイメント（株） . . . . . . . . . ¥  10,011
RPAホールディングス（株） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,308
Guidewire Software Inc . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,600
（株）Game With  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,173
（株）アイスタイル . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,695
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 82,498
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥103,285

2020年3月31日
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

銘柄 公正価値 公正価値

Retty（株） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  3,672 $  33,741
HOPU-ARM Innovation Fund, L.P. . . . . . . . . . . . . . . 2,804 25,765
ココン（株） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,129 19,563
OpenStreet（株） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,973 18,129
Zimperium, Inc  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,859 17,082
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 60,140 552,604
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥72,577 $666,884

当社の投資戦略に合致しなくなったFVTOCIの資本性金融資産については、売却（認識の中止）
を行っています。期中に売却したFVTOCIの資本性金融資産の売却日における公正価値および売
却に係る利得または損失の累計額は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

売却日における公正価値 . . . . . . . . ¥19,031 ¥26,363 $242,240
売却に係る利得または損失の累計額 . . 3,005 2,297 21,106

当社はFVTOCIの資本性金融資産について、認識を中止した場合、もしくは著しくまたは長期
に公正価値が取得原価を下回る場合に、その他の包括利益を通じて認識された利得または損失の
累計額を直接利益剰余金へ振り替えています。2020年3月31日に終了した1年間において「そ
の他の包括利益累計額」から「利益剰余金」に振り替えた金額は1,339百万円（12,304千米ドル）
（2019年3月31日に終了した1年間は275百万円）です。

31.金融商品の公正価値
（1）公正価値ヒエラルキーのレベル別分類
当初認識後に経常的に公正価値で測定する金融商品は、測定に用いたインプットの観察可能性および
重要性に応じて、公正価値ヒエラルキーの3つのレベルに分類しています。
当該分類において、公正価値のヒエラルキーは、以下のように定義しています。
レベル1：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により測定した公正価値
レベル2：レベル1以外の直接または間接的に観察可能なインプットを使用して測定した公正価値
レベル3：観察可能でないインプットを使用して測定した公正価値
公正価値測定に複数のインプットを使用している場合には、その公正価値測定の全体において重要な
最も低いレベルのインプットに基づいて公正価値のレベルを決定しています。
公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期の期首時点で発生したものとして認識しています。
なお、2019年3月31日に終了した1年間および2020年3月31日に終了した1年間において、レベル

1とレベル2の間における振替はありません。

経常的に公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーに基づくレベル別分類は、以下の通りです。

2019年3月31日
（単位：百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
金融資産

FVTPLで会計処理されている 
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファンドからの投資 ¥307,851 ¥           – ¥6,807,778 ¥7,115,629
株式 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 100,684 – 321,308 421,992
債券および貸付金 . . . . . . . . . . . . 2,703 288,015 133,144 423,862
デリバティブ金融資産
為替契約 . . . . . . . . . . . . . . . . . – 28,927 – 28,927
オプション契約. . . . . . . . . . . . . – 3,836 202 4,038
金利契約  . . . . . . . . . . . . . . . . – 1,576 – 1,576

その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,882 10,538 393,156 410,576
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥418,120 ¥332,892 ¥7,655,588 ¥8,406,600

金融負債
デリバティブ金融負債
為替契約 . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥           – ¥125,627 ¥              – ¥   125,627
オプション契約. . . . . . . . . . . . . – 764,236 – 764,236
金利契約  . . . . . . . . . . . . . . . . – 8,396 – 8,396
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥           – ¥898,259 ¥              – ¥   898,259
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2020年3月31日
（単位：百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
金融資産

FVTPLで会計処理されている 
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファンドからの投資 ¥1,104,339 ¥           – ¥5,787,893 ¥6,892,232
株式 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 82,753 – 634,157 716,910
債券および貸付金 . . . . . . . . . . . . 5,301 247,181 56,824 309,306
デリバティブ金融資産
為替契約 . . . . . . . . . . . . . . . . . – 63,175 – 63,175
オプション契約. . . . . . . . . . . . . – 7,812 17,937 25,749
金利契約  . . . . . . . . . . . . . . . . – 378 – 378
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 63 – 63

その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 168,070 6,290 280,610 454,970
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,360,463 ¥324,899 ¥6,777,421 ¥8,462,783

金融負債
デリバティブ金融負債
為替契約 . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥              – ¥122,393 ¥              – ¥   122,393
オプション契約. . . . . . . . . . . . . – 657 221 878
金利契約  . . . . . . . . . . . . . . . . – 14,015 – 14,015
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 56 – 56

その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 16,434 16,434
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥              – ¥137,121 ¥     16,655 ¥   153,776

 
（単位：千米ドル）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
金融資産

FVTPLで会計処理されている 
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファンドからの投資 $10,147,377 $              – $53,182,881 $63,330,258
株式 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 760,388 – 5,827,042 6,587,430
債券および貸付金 . . . . . . . . . . . . 48,709 2,271,258 522,135 2,842,102
デリバティブ金融資産
為替契約 . . . . . . . . . . . . . . . . . – 580,493 – 580,493
オプション契約. . . . . . . . . . . . . – 71,782 164,816 236,598
金利契約  . . . . . . . . . . . . . . . . – 3,473 – 3,473
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 579 – 579

その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,544,335 57,796 2,578,426 4,180,557
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . $12,500,809 $2,985,381 $62,275,300 $77,761,490

金融負債
デリバティブ金融負債
為替契約 . . . . . . . . . . . . . . . . . $                – $1,124,626 $                – $  1,124,626
オプション契約. . . . . . . . . . . . . – 6,036 2,031 8,067
金利契約  . . . . . . . . . . . . . . . . – 128,779 – 128,779
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 515 – 515

その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 151,006 151,006
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . $                – $1,259,956 $     153,037 $  1,412,993

経常的に公正価値で測定する金融商品の公正価値の主な測定方法は、以下の通りです。

a.  FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの投
資、株式、債券および貸付金
活発な市場における同一銘柄の相場価格が入手できる場合の公正価値は、当該相場価格を使用

して測定し、レベル1に分類しています。
活発な市場における同一銘柄の相場価格が入手できない場合、直近の独立した第三者間取引や

ファイナンス価格の情報が利用可能な場合は、公正価値はそのような直近の取引価格に基づき評価
され、評価対象銘柄の発行企業が属する市場動向や企業の業績によって調整されます。
これらの直近の取引情報が利用できない場合の企業価値評価には、マーケット・アプローチ、コス

ト・アプローチ、またはインカム・アプローチを用いています。
マーケット・アプローチは、評価対象会社と比較可能な類似会社の情報が利用可能な場合に利用

193企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



され、評価対象会社の財務諸表数値と比較対象となる他社のEV/収益やEV/EBITDA等の評価倍率
を用いた評価手法です。コスト・アプローチは、評価対象会社の貸借対照表上の純資産をベースに
株式価値を算定します。インカム・アプローチは、信頼できるキャッシュ・フロー計画が利用できる場
合に利用され、収益成長率等を加味した見積り将来キャッシュ・フローを割引率で割引くことで現在
価値を算定します。上記で算定された企業価値は、投資先の資本構成に応じて各種類株式の株主価
値に配分されます。その配分には、主として株式の権利や優先権を考慮したオプション価格法や、流
動化事象が生じた場合の優先順位を考慮したウォーターフォール・アプローチを用いています。
これらの測定に使用する相場価格や割引率などのインプットのうち、すべての重要なインプットが
観察可能である場合はレベル2に分類し、重要な観察可能でないインプットを含む場合はレベル3に
分類しています。

b. デリバティブ金融資産およびデリバティブ金融負債
デリバティブ金融商品の公正価値は、割引キャッシュ・フロー法などの評価技法や活発でない市場

における相場価格などを使用して測定しています。測定に使用する外国為替レートや割引率などの
インプットのうち、すべての重要なインプットが観察可能である場合はレベル2に分類し、重要な観
察可能でないインプットを含む場合はレベル3に分類しています。

（2）レベル3に分類した金融商品の公正価値測定
a. 評価技法およびインプット

観察可能でないインプットを使用した公正価値（レベル3）の評価技法およびインプットは、以下の
通りです。

（a）「FVTPLで会計処理されているソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドから
の投資」
公正価値（レベル3）の測定は、主に取引事例法と割引キャッシュ・フロー法を採用しています。投

資にかかる評価技法毎の公正価値は、以下の通りです。なお、複数の評価技法の組み合わせを採用
している場合、その評価技法の組み合わせ毎に公正価値を集計しています。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
公正価値

評価技法
 

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日
割引キャッシュ・フロー法 . . . . . . . . . . . . . ¥   277,615 ¥2,163,880 $19,883,120
取引事例法  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,525,146 1,567,914 14,407,002
割引キャッシュ・フロー法／類似会社比較法 97,116 1,090,088 10,016,429
取引事例法／割引キャッシュ・フロー法 . . . . 1,644,479 766,600 7,044,014
割引キャッシュ・フロー法／純資産価値 . . . . – 134,125 1,232,427
取引事例法／割引キャッシュ・フロー法／ 
その他（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,263,422 – –
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 65,286 599,890
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥6,807,778 ¥5,787,893 $53,182,882

（注1） IPOシナリオを考慮しています。

評価技法およびインプットは、以下の通りです。
観察可能でないインプットの範囲

評価技法 観察可能でないインプット 2019年3月31日 2020年3月31日
割引キャッシュ・フロー法  . . . . . 資本コスト 11.0％～50.0％ 11.0％～85.7％

EBITDA倍率（注2） 3.7倍～22.0倍 8.0倍～25.6倍
収益倍率（注2） 2.0倍～15.0倍 1.5倍～11.0倍
総流通総額倍率（注2） － 0.6倍～1.5倍
株価収益率（注2） － 9.0倍～30.0倍
永久成長率 1.4％～3.1％ 0.0％～3.2％

類似会社比較法 . . . . . . . . . . . EBITDA倍率 － 10.5倍～21.0倍
収益倍率 1.5倍 0.4倍～5.5倍

（注2） 継続価値算定のために、類似会社のEBITDA倍率、収益倍率、総流通総額倍率または株価収益率を使用しています。

（b）「その他の金融資産」および「投資有価証券」等の金融商品
公正価値（レベル3）の測定は主に取引事例法を採用し、株式の権利や優先権を考慮しています。

そのほかの観察可能でないインプットを使用した公正価値の評価技法およびインプットは、以下の
通りです。
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観察可能でないインプットの範囲
評価技法 観察可能でないインプット 2019年3月31日 2020年3月31日
株式
　類似会社比較法  . . . . . . . . . 収益倍率 1.8倍～5.0倍 1.5倍～8.5倍

総流通総額倍率 － 0.8倍
　割引キャッシュ・フロー法 . . . . 資本コスト 16.0％ 15.0％～40.0％

EBITDA倍率（注3） － 6.0倍～13.2倍
永久成長率 4.4％ －

デリバティブ金融資産
割引キャッシュ・フロー法 . . . . 資本コスト － 40.0％

EBITDA倍率（注3） － 8.0倍
その他
割引キャッシュ・フロー法 . . . . 資本コスト － 40.0％

EBITDA倍率（注3） － 8.0倍
（注3） 継続価値算定のために、類似会社のEBITDA倍率を使用しています。

b. 感応度分析
観察可能でないインプットのうち、EBITDA倍率、収益倍率、売上総利益倍率、株価収益率および
永久成長率については、上昇した場合に株式の公正価値が増加する関係にあります。
一方、資本コストについては、上昇した場合に株式の公正価値が減少する関係にあります。

c. 評価プロセス
（a）ソフトバンク・ビジョン・ファンドおよびデルタ・ファンドにおける評価プロセス

SBIAの評価チームは、毎四半期末日において、SBIA Global Valuation Policy および
International Private Equity and Venture Capital Valuation Guidelinesに基づいて、公正価値
測定の対象となる金融商品の性質、特徴およびリスクを最も適切に反映できる評価技法およびイン
プットを用いて公正価値を測定しています。また、複雑な金融商品の公正価値測定においては、必
要に応じて、高度な知識および経験を有する外部の評価専門家を利用する場合があります。公正価
値の測定後、SBIAに設置されたValuation and Financial Risk Committee（以下、「VFRC」）は、
評価に使用された重要なインプットや仮定、選択された評価技法の適正性、および評価結果の妥当
性を審議し、四半期ごとにSBIAの取締役会へ当該公正価値の審議結果を報告しています。
（b）その他の評価プロセス
当社の財務および経理部門の担当者は、毎四半期末日において、社内規定に基づいて、公正価値
測定の対象となる金融商品の性質、特徴およびリスクを最も適切に反映できる評価技法およびイン
プットを用いて公正価値を測定しています。また、測定に高度な知識および経験を必要とし、且つ、

金額的に重要性のある金融商品の公正価値測定においては、外部の評価専門家を利用しています。
当社の各部門管理者は、毎四半期末日において、公正価値の増減分析結果などのレビューを経

て、当社の担当者が実施した金融商品の公正価値の測定結果及び外部専門家の評価結果を承認し
ます。

d.レベル3に分類した金融商品の調整表
レベル3に分類した金融商品の調整表は、以下の通りです。

2019年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

金融資産

FVTPLで会計処理さ
れているソフトバン
ク・ビジョン・ファン
ド等SBIAの運営する
ファンドからの投資 株式

債券および
貸付金

デリバティブ
金融資産 その他

2018年4月1日 . . . ¥2,108,981 ¥2,206,134 ¥    3,942 ¥5,474 ¥94,302
利得または損失
純損益  . . . . . . . 1,367,746 (37,530) (6,347) 115 5,522
その他の包括利益 66,020 94,425 1,665 (54) 2,063
購入  . . . . . . . . . . 1,576,440 254,231 21,742 – 278,955
売却  . . . . . . . . . . (421,921) (45,379) (940) – (11,432)
当社からソフトバンク・
ビジョン・ファンドへ
移管または移管が 
決定した投資  . . . . 2,201,137 (2,178,879) (16,925) (5,333) –
貸付  . . . . . . . . . . – – 186,579 – –
持分法適用に 
伴う振替 . . . . . . . – (123,455) – – –
持分法適用除外に 
伴う振替 . . . . . . . – 135,477 – – –
上場によるレベル1 
への振替 . . . . . . . (90,625) (3,904) – – –
その他 . . . . . . . . . – 20,188 (56,572) – 23,746

2019年3月31日 . . ¥6,807,778 ¥321,308 ¥133,144 ¥   202 ¥393,156

2019年3月31日に
保有する金融商品に
関して純損益に認識
した利得または損失 ¥1,213,633 ¥   15,175 ¥   (7,490) ¥   115 ¥    6,296
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2020年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

金融資産

FVTPLで会計処理さ
れているソフトバン
ク・ビジョン・ファン
ド等SBIAの運営する
ファンドからの投資 株式

債券および
貸付金

デリバティブ
金融資産 その他

2019年4月1日 . . . ¥6,807,778 ¥  321,308 ¥133,144 ¥       202 ¥  393,156
利得または損失
純損益  . . . . . . . (1,510,902) (439,644) (26,130) (71,925) (201,497)
その他の包括利益 (113,201) (4,001) (3,403) 1 (6,383)
購入  . . . . . . . . . . 1,814,220 443,459 1,110 – 390,031
売却  . . . . . . . . . . (25,585) (16,917) (771) – (25,832)
貸付  . . . . . . . . . . – – 20,473 – –
当社からソフトバンク・ 
ビジョン・ファンドへ移管 
または移管が決定した投資 104,500 (104,500) – – –
上場によるレベル1 
への振替 . . . . . . . (1,288,917) (11,556) – – –
株式への転換  . . . . – 352,049 (94,358) – (257,691)
その他 . . . . . . . . . – 93,959 26,759 89,659 (11,174)
2020年3月31日 . . ¥5,787,893 ¥ 634,157 ¥  56,824 ¥  17,937 ¥  280,610
2020年3月31日に保
有する金融商品に関
して純損益に認識し
た利得または損失 . . ¥ (1,413,025) ¥ (455,201) ¥ (14,783) ¥ (76,259) ¥ (167,585)

（単位：百万円）

金融負債
デリバティブ
金融負債 その他

2019年4月1日 . . . ¥   – ¥         –
利得または損失
純損益  . . . . . . . 222 99
その他の包括利益 (1) –

その他 . . . . . . . . . – 16,335
2020年3月31日 . . ¥221 ¥16,434
2020年3月31日に保有
する金融商品に関して
純損益に認識した損失 ¥222 ¥       99

（単位：千米ドル）

金融資産

FVTPLで会計処理さ
れているソフトバン
ク・ビジョン・ファン
ド等SBIAの運営する
ファンドからの投資 株式

債券および
貸付金

デリバティブ
金融資産 その他

2019年4月1日 . . . $ 62,554,241 $2,952,384 $1,223,413 $    1,856  $ 3,612,570
利得または損失
純損益  . . . . . . . (13,883,139) (4,039,732) (240,099) (660,893) (1,851,484) 
その他の包括利益 (1,040,164) (36,764) (31,269) 9  (58,651) 
購入  . . . . . . . . . . 16,670,220 4,074,786 10,199 –  3,583,856
売却  . . . . . . . . . . (235,091) (155,444) (7,084) –  (237,361) 
貸付  . . . . . . . . . . – – 188,119 – –
当社からソフトバンク・ 
ビジョン・ファンドへ移管 
または移管が決定した投資 960,213 (960,213) – – –
上場によるレベル1 
への振替 . . . . . . . (11,843,399) (106,184) – – –
株式への転換  . . . . – 3,234,853 (867,022) – (2,367,831)
その他 . . . . . . . . . – 863,356 245,878 823,844 (102,673)
2020年3月31日 . . $ 53,182,881 $5,827,042 $   522,135 $ 164,816 $ 2,578,426
2020年3月31日に保
有する金融商品に関
して純損益に認識し
た利得または損失 . . $(12,983,782) $(4,182,679) $  (135,836) $(700,717) $(1,539,879)

（単位：千米ドル）

金融負債
デリバティブ
金融負債 その他

2019年4月1日 . . . $       – $           –
利得または損失
純損益  . . . . . . . 2,040 910
その他の包括利益 (9) –

その他 . . . . . . . . . – 150,096
2020年3月31日 . . $2,031 $151,006
2020年3月31日に保有
する金融商品に関して
純損益に認識した損失 $2,040 $       910

純損益に認識した利得または損失は、連結損益計算書の「その他の営業損益」、「ソフトバンク・ビ
ジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業利益」「デリバティブ関連損益」および「FVTPL

の金融商品から生じる損益」に含めています。その他の包括利益に認識した利得または損失のうち
税効果考慮後の金額は、連結包括利益計算書の「FVTOCIの資本性金融資産」、「FVTOCIの負債性
金融資産」および「在外営業活動体の為替換算差額」に含めています。
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（3）金融商品の帳簿価額と公正価値
金融商品の帳簿価額および公正価値は、以下の通りです。

2019年3月31日
（単位：百万円）

公正価値
帳簿価額 レベル1 レベル2 レベル3 合計

有利子負債（非流動）
長期借入金  . . . . . ¥  5,102,091 ¥1,225,008 ¥3,137,252 ¥   779,132 ¥  5,141,392
社債 . . . . . . . . . . 6,538,785 2,431,566 4,334,799 – 6,766,365
リース債務 . . . . . . 557,955 – 164 565,647 565,811
割賦購入による 
未払金 . . . . . . . . 5,315 – – 5,513 5,513
合計  . . . . . . . . ¥12,204,146 ¥3,656,574 ¥7,472,215 ¥1,350,292 ¥12,479,081

当社は、無形資産のリース取引にIFRS第16号を適用していません。これに伴い、当該取引に関連する
負債を「リース債務」から除外し、IFRS第9号に基づく金融負債として「長期借入金」に含め、上表の修正再
表示を行っています。

2020年3月31日
（単位：百万円）

公正価値
帳簿価額 レベル1 レベル2 レベル3 合計

有利子負債（非流動）
長期借入金  . . . . . ¥3,821,473 ¥ – ¥3,095,567 ¥707,064 ¥3,802,631
社債 . . . . . . . . . . 5,268,883 – 4,888,602 – 4,888,602
合計  . . . . . . . . ¥9,090,356 ¥ – ¥7,984,169 ¥707,064 ¥8,691,233

（単位：千米ドル）
公正価値

帳簿価額 レベル1 レベル2 レベル3 合計
有利子負債（非流動）
長期借入金  . . . . . $35,114,151 $ – $28,444,059 $6,496,959 $34,941,018
社債 . . . . . . . . . . 48,413,884 – 44,919,618 – 44,919,618
合計  . . . . . . . . $83,528,035 $ – $73,363,677 $6,496,959 $79,860,636

帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品は、上表には含めていません。また、経
常的に公正価値で測定する金融商品についても、公正価値は帳簿価額と一致することから、上表には含
めていません。
上記の金融負債の公正価値の主な測定方法は、以下の通りです。

a. 長期借入金
活発な市場における相場価格を利用可能な場合、当該相場価格を使用して測定しており、レベル

1に分類しています。活発な市場における相場価格を使用できない場合、市場金利等の観察可能な
インプットを用いた割引キャッシュ・フロー法により測定しているものは、レベル2に分類しています。
また、同一の残存期間で同条件の借入を行う場合の信用スプレッドを含む金利など観察可能でない
インプットを用いた割引キャッシュ・フロー法により測定しているものは、レベル3に分類しています。

b. 社債（1年内償還予定除く）
1年内償還予定を除く社債の公正価値は、主にレベル1またはレベル2に分類しています。活発な
市場における同一銘柄の相場価格で測定した場合はレベル1に分類し、観察可能な活発でない市場
における同一銘柄の相場価格により測定した場合はレベル2に分類しています。

c. リース債務
1年内返済予定を除くリース債務の公正価値は、主として支払までの期間および信用リスクを加
味した利率を用いて、割引キャッシュ・フロー法により測定しており、レベル3に分類しています。な
お、レベル2に分類されたリース債務の公正価値は僅少です。

d. 割賦購入による未払金
1年内支払予定を除く割賦購入による未払金の公正価値は、支払までの期間および信用リスクを
加味した利率を用いて、割引キャッシュ・フロー法により測定しており、レベル3に分類しています。
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32.金融資産の譲渡
当社は、営業債権および割賦債権の流動化を行っています。
流動化取引の主なものは携帯端末の販売により認識した割賦債権の流動化取引です。
当社は当該取引において、資金調達のために債権を金融機関に譲渡し、現金および譲渡した債権に対

する劣後持分を取得しています。当該取引においては、当社が劣後持分を保有することに伴い、譲渡資
産の保有に係るリスクと経済価値のほとんど全てを保持しているため、認識の中止を行っていません。ま
た、譲渡により生じた入金額は、借入金として流動負債および非流動負債の「有利子負債」に含めて表示
しています。

認識の中止の要件を満たさない方法で譲渡された金融資産および関連する負債に関する帳簿価額と、
譲渡資産に関する負債が譲渡資産のみに遡求権を有している場合の公正価値は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

譲渡資産の帳簿価額 . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,070,696 ¥ 794,514 $7,300,505
関連する負債の帳簿価額 . . . . . . . . . . . . . (949,374) (706,091) (6,488,018)

（譲渡資産のみに遡求権を有する負債に関する金融資産および金融負債の公正価値）
譲渡資産の公正価値 . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,070,696 ¥ 794,514 $7,300,505
関連する負債の公正価値 . . . . . . . . . . . . . (948,688) (706,015) (6,487,319)
正味ポジション（純額） . . . . . . . . . . . . . . ¥   122,008 ¥   88,499 $   813,186

譲渡資産と関連する負債の主な差額は、流動化にあたり当社が保有している劣後持分です。

また、当社は、カード事業を営む子会社における貸付金に含まれるマンスリークリア債権の一部につい
て流動化取引を行っています。しかし、当該流動化債権の中には、当社が回収までの信用リスクを負担し
ており、債務者が支払を行わない場合、当社に遡求的に支払義務が発生するものがあります。このよう
な流動化債権については、金融資産の認識の中止の要件を満たさないことから、認識の中止を行ってい
ません。なお、譲渡により生じた入金額は、借入金として流動負債の「有利子負債」に含めて表示してい
ます。
認識の中止の要件を満たさない方法で譲渡された金融資産のうち、2020年3月31日時点の譲渡資産

の帳簿価額は1,361百万円（12,506千米ドル）、関連する負債の帳簿価額は60,000百万円（551,319千
米ドル）です。当該負債は、譲渡資産に対して原債務者からの支払が行われた場合に重要な遅滞なしに決
済されますが、当該負債の決済または原債務者からの支払が行われるまでの間、当社は当該譲渡資産を
利用できません。なお、2020年3月31日時点の譲渡資産と関連する負債の主な差額は、カード事業の貸
付金の回収額になります。
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33.金融資産および金融負債の相殺
金融資産および金融負債について、連結財政状態計算書上での相殺権、および強制可能なマスターネッティング契約または類似の契約の対象であるが金融資産と金融負債の相殺の要件の一部または全部を満た

さないため相殺していない金額は、以下の通りです。
強制可能なマスターネッティング契約または類似の契約に関する相殺の権利は、倒産その他の事由により取引先が債務を履行できなくなるなどの特定の状況が発生した場合にのみ強制力が生じるものです。

2019年3月31日
（単位：百万円）

金融資産 金融資産の総額
連結財政状態計算書で 
相殺した金融負債の総額

連結財政状態計算書に 
表示した金融資産の純額

連結財政状態計算書で 
相殺していない金融商品 純額

営業債権及びその他の債権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥169,649 ¥(91,150) ¥78,499 ¥(33,156) ¥45,343
その他の金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,338 (462) 7,876 (7,227) 649
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥177,987 ¥(91,612) ¥86,375 ¥(40,383) ¥45,992

（単位：百万円）

金融負債 金融負債の総額
連結財政状態計算書で 
相殺した金融資産の総額

連結財政状態計算書に 
表示した金融負債の純額

連結財政状態計算書で 
相殺していない金融商品 純額

営業債務及びその他の債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥297,005 ¥(91,150) ¥205,855 ¥(32,986) ¥172,869
デリバティブ金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 137,000 (462) 136,538 (7,272) 129,266
その他の金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 294 – 294 (125) 169
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥434,299 ¥(91,612) ¥342,687 ¥(40,383) ¥302,304

2020年3月31日
（単位：百万円）

金融資産 金融資産の総額
連結財政状態計算書で 
相殺した金融負債の総額

連結財政状態計算書に 
表示した金融資産の純額

連結財政状態計算書で 
相殺していない金融商品 純額

営業債権及びその他の債権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥202,518 ¥(90,066) ¥112,452 ¥(17,110) ¥  95,342
その他の金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30,855 – 30,855 (30,660) 195
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥233,373 ¥(90,066) ¥143,307 ¥(47,770) ¥  95,537

（単位：百万円）

金融負債 金融負債の総額
連結財政状態計算書で 
相殺した金融資産の総額

連結財政状態計算書に 
表示した金融負債の純額

連結財政状態計算書で 
相殺していない金融商品 純額

営業債務及びその他の債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥294,143 ¥(90,066) ¥204,077 ¥(16,552) ¥187,525
デリバティブ金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 121,707 – 121,707 (30,691) 91,016
その他の金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 713 – 713 (527) 186
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥416,563 ¥(90,066) ¥326,497 ¥(47,770) ¥278,727
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（単位：千米ドル）

金融資産 金融資産の総額
連結財政状態計算書で 
相殺した金融負債の総額

連結財政状態計算書に 
表示した金融資産の純額

連結財政状態計算書で 
相殺していない金融商品 純額

営業債権及びその他の債権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $1,860,865 $(827,584) $1,033,281 $(157,217) $876,064
その他の金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 283,516 – 283,516 (281,724) 1,792
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $2,144,381 $(827,584) $1,316,797 $(438,941) $877,856

（単位：千米ドル）

金融負債 金融負債の総額
連結財政状態計算書で 
相殺した金融資産の総額

連結財政状態計算書に 
表示した金融負債の純額

連結財政状態計算書で 
相殺していない金融商品 純額

営業債務及びその他の債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $2,702,775 $(827,584) $1,875,191 $(152,090) $1,723,101
デリバティブ金融負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,118,322 – 1,118,322 (282,009) 836,313
その他の金融負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,552 – 6,552 (4,842) 1,710
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $3,827,649 $(827,584) $3,000,065 $(438,941) $2,561,124

34.為替レート
在外営業活動体の財務諸表の換算に用いた主要な通貨の為替レートは、以下の通りです。

（1）期末日レート
（単位：円）

2019年3月31日 2020年3月31日

米ドル  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥110.99 ¥108.83
イギリスポンド . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 144.98 133.32
中国人民元 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   16.47   15.31

（2）期中平均レート
2019年3月31日に終了した1年間

（単位：円）
2018年6月30日に
終了した3カ月間

2018年9月30日に
終了した3カ月間

2018年12月31日
に終了した3カ月間

2019年3月31日に
終了した3カ月間

米ドル  . . . . . . . . . . . ¥108.71 ¥111.55 ¥112.83 ¥110.46
イギリスポンド . . . . . . 147.54 145.84 144.48 143.99
中国人民元 . . . . . . . .   16.97   16.40   16.31   16.37

2020年3月31日に終了した1年間
（単位：円）

2019年6月30日に
終了した3カ月間

2019年9月30日に
終了した3カ月間

2019年12月31日
に終了した3カ月間

2020年3月31日に
終了した3カ月間

米ドル  . . . . . . . . . . . ¥110.00 ¥107.70 ¥108.98 ¥109.22
イギリスポンド . . . . . . 140.88 132.73 139.55 140.20
中国人民元 . . . . . . . .   16.13   15.37   15.46   15.56

（3）在外営業活動体の為替換算差額における為替感応度分析
在外営業活動体の資産、負債、および純資産に対する持分の表示通貨への換算において、他のすべて

の変数が一定であると仮定した上で、日本円が主要な通貨である米ドル、イギリスポンドおよび中国人民
元に対してそれぞれ1％高くなった場合に与える影響は、以下の通りです。

在外営業活動体の為替換算差額への影響額（（　）は資本の減少額）
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

米ドル  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(38,583) ¥(64,180) $(589,727)
イギリスポンド . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (36,275) (33,010) (303,317)
中国人民元 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (20,625) (28,609) (262,878)
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35.資本
（1）資本金

a. 授権株式総数
授権株式総数は、以下の通りです。

（単位：千株）
2019年3月31日 2020年3月31日

普通株式数（注3） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,600,000 7,200,000

b. 発行済株式数
発行済株式数の増減は、以下の通りです。

（単位：千株）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間

期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,100,660 1,100,660
期中増加（注3） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 1,044,907
期中減少（注4） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (55,753)
期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,100,660 2,089,814
（注1） 当社の発行する株式は、無額面普通株式です。
（注2） 発行済株式は、全額払込済となっています。
（注3）  2020年3月31日に終了した1年間における授権株式総数の増加および発行済株式総数の期中増加は、2019年5月9日

開催の取締役会決議に基づき、2019年6月28日付で当社株式1株を2株に分割したことによるものです。
（注4）  2020年3月31日に終了した1年間における期中減少は、2019年5月30日開催の取締役会決議に基づき、2019年6月

10日に自己株式55,753千株の消却を実施したことによるものです。

（2）資本剰余金
当社の資本剰余金は、ソフトバンクグループ（株）の法定準備金である資本準備金を含んでいます。
日本における会社法（以下「会社法」）では、資本性金融商品の発行に対しての払込みまたは給付の2分
の1以上を資本金に組み入れ、残りは資本準備金に組み入れることが規定されています。また、会社法で
は資本準備金は株主総会の決議により、資本金に組み入れることができます。

2019年3月31日に終了した1年間
a.  2018年8月に、ソフトバンク（株）は、主にAltaba Inc.からZホールディングス株式を2,210億円（所
有割合10.78％）で取得しました。またZホールディングス（株）は、自己株式を当社の100％子会社で
あるソフトバンクグループジャパン（株）から2,200億円（所有割合10.73％）で取得しました。この結
果、当社のZホールディングス（株）に対する所有割合は42.95％から48.17％となりました。
この取引に伴い56,632百万円を「支配継続子会社に対する持分変動」として「資本剰余金」から控
除しています。

b.  2018年12月19日に、当社の100％子会社であるソフトバンクグループジャパン（株）は、所有する
ソフトバンク株式の一部（所有割合33.50％）を売出しました。この結果、当社のソフトバンク（株）に
対する所有割合は99.99％から66.49％となりました。
この取引に伴い、税金考慮後の連結上のソフトバンク株式売却益相当額1,221,363百万円を「支
配継続子会社に対する持分変動」として「資本剰余金」に計上しています。

2020年3月31日に終了した1年間
Zホールディングス（株）は、2019年6月27日にソフトバンク（株）を割当先として第三者割当により新株

1,511,478,050株を4,565億円（4,194,615千米ドル）で発行しました。また、Zホールディングス（株）
は、2019年5月9日から6月5日にかけて自己株式の公開買付けを行い、ソフトバンクグループ（株）は、
本公開買付けへの応募により、100％子会社であるソフトバンクグループジャパン（株）が所有していたZ

ホールディングス（株）普通株式1,792,819,200株（5,145億円（4,727,557千米ドル）相当）を2019年6

月27日に同社へ売却しました。
本第三者割当増資と本公開買付け（以下、総称して「本取引」）の結果、当社におけるZホールディングス

（株）株式の所有割合は、2019年3月末時点の48.16％から45.52％になりました。
本取引に伴い、「支配継続子会社に対する持分変動」として「資本剰余金」が91,431百万円（840,127

千米ドル）増加しています。

（3）その他の資本性金融商品
当社は2017年7月19日に、米ドル建ノンコール6年永久劣後特約付社債（利払繰延条項付）および米

ドル建ノンコール10年永久劣後特約付社債（利払繰延条項付）（以下あわせて「本ハイブリッド社債」）を発
行しました。
本ハイブリッド社債は、利息の任意繰延が可能であり償還期限の定めがなく、清算による残余財産の分
配時を除き現金又はその他の資本性金融資産の引渡しを回避する無条件の権利を有していることから、
IFRS上資本性金融商品に分類されます。
また、利払日である2019年7月19日および2020年1月21日において利息の支払が完了しており、「そ
の他の資本性金融商品の所有者に対する分配」として、連結持分変動計算書において「利益剰余金」がそ
れぞれ15,344百万円（140,991千米ドル）および15,727百万円（144,510千米ドル）減少（2019年3月
31日に終了した1年間は、2018年7月19日および2019年1月22日において、それぞれ16,087百万
円、15,649百万円減少）しています。
なお、2020年3月31日時点において、支払が確定していないためその他資本性金融商品の所有者に
対する分配として認識していない経過利息の金額は、6,210百万円（57,061千米ドル）（2019年3月31

日時点においては、6,333百万円）です。
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（4）利益剰余金
当社の利益剰余金は、ソフトバンクグループ（株）の法定準備金である利益準備金を含んでいます。
会社法では、利益剰余金の配当として支出する金額の10分の1を、資本準備金及び利益準備金の合計

額が資本金の4分の1に達するまで資本準備金または利益準備金として積み立てることが規定されてい
ます。積み立てられた利益準備金は、欠損の填補に充当できます。また、株主総会の決議をもって、利益
準備金を取り崩すことができます。

（5）自己株式
会社法では、取締役会の決議による自己株式の取得および処分を行うことを認めています。自己株式

の取得金額は、別途定められた算式により算出される株主への分配可能額を超えることはできません。
自己株式の増減は、以下の通りです。

（単位：千株）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間

期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11,162 46,827
期中増加（注1）（注2） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36,713 33,340
期中減少（注3） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,048) (58,349)
期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 46,827 21,818
（注1）  2019年3月31日に終了した1年間における、取締役会決議に基づく自己株式の取得株式数は36,709千株で、取得価格の総額は、

384,068百万円です。
（注2）  2020年3月31日に終了した1年間において、2019年2月6日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得により、自己株式数

が19,044千株（取得価格215,931百万円（1,984,113千米ドル））、2020年3月13日開催の取締役会決議に基づく自己株式の
取得により、自己株式数が4,720千株（取得価格16,028百万円（147,276千米ドル））増加しました。また、2019年5月9日開催
の取締役会決議に基づき、2019年6月28日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行ったことにより、自己株式数が
9,573千株増加しました。

（注3）  2020年3月31日に終了した1年間における自己株式の減少は、主に2019年5月30日開催の取締役会決議に基づき、2019年6
月10日に自己株式55,753千株の消却を実施したことによるものです。この結果、「利益剰余金」および「自己株式」がそれぞれ
558,136百万円（5,128,512千米ドル）減少しました。

（6）その他の包括利益累計額
その他の包括利益累計額の増減は、以下の通りです。

（単位：百万円）
確定給付制度の

再測定 売却可能金融資産
FVTOCIの

資本性金融資産
FVTOCIの

負債性金融資産
キャッシュ・フロー・

ヘッジ
在外営業活動体の

為替換算差額 合計

2018年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥          – ¥ 63,700 ¥        – ¥    – ¥(55,286) ¥ 309,545 ¥ 317,959
新基準適用による累積的影響額（注） . . . . . . . . . . . . . . . . – (63,700) 11,127 41 – (5,296) (57,828)

2018年4月1日（修正後） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 11,127 41 (55,286) 304,249 260,131
その他の包括利益（親会社の所有者に帰属） . . . . . . . . . . (1,376) – (4,191) 226 9,495 24,882 29,036
利益剰余金への振替  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,376 – (275) – – – 1,101

2019年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥          – ¥          – ¥ 6,661 ¥267 ¥(45,791) ¥ 329,131 ¥ 290,268
その他の包括利益（親会社の所有者に帰属） . . . . . . . . . . (18,518) – (207) 313 55,465 (501,064) (464,011)
利益剰余金への振替  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 18,518 – (1,339) – – – 17,179
売却目的保有への振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – – 3,454 (209,149) (205,695)

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥          – ¥          – ¥ 5,115 ¥580 ¥ 13,128 ¥(381,082) ¥(362,259)
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（単位：千米ドル）
確定給付制度の

再測定 売却可能金融資産
FVTOCIの

資本性金融資産
FVTOCIの

負債性金融資産
キャッシュ・フロー・

ヘッジ
在外営業活動体の 

為替換算差額 合計

2019年3月31日 $              – $           – $  61,206 $2,453 $(420,757) $ 3,024,267 $ 2,667,169
その他の包括利益（親会社の所有者に帰属） . . . . . . . . . . (170,155) – (1,902) 2,876 509,648 (4,604,099) (4,263,632)
利益剰余金への振替  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 170,155 – (12,303) – – – 157,852
売却目的保有への振替 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – (1) – 31,738 (1,921,795) (1,890,058)

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $              – $           – $  47,000 $5,329 $120,629 $ (3,501,627) $(3,328,669)

上記の金額は税効果考慮後であり、その他の包括利益の各項目に係る法人所得税の金額は、「注記49．その他の包括利益」をご参照ください。
（注） IFRS第9号「金融商品」および IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」の適用に伴い、遡及修正の累積的影響を利益剰余金およびその他の包括利益累計額に係る期首残高の修正として認識しています。

36.配当金
ソフトバンクグループ（株）は、会社法の規定により、取締役会の決議によって毎年9月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めています。
配当金支払額は、以下の通りです。

2019年3月31日に終了した1年間
1株当たり配当額 配当金の総額

決議 株式の種類 （円） （百万円） 基準日 効力発生日

2018年6月20日定時株主総会 . . . . . . . . . . . . . . . . . 普通株式 （注）¥22 ¥23,969 2018年3月31日 2018年6月21日
2018年10月31日取締役会 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 普通株式 （注）　22 23,982 2018年9月30日 2018年12月10日

2020年3月31日に終了した1年間
1株当たり配当額 配当金の総額

決議 株式の種類 （円） （米ドル） （百万円） （千米ドル） 基準日 効力発生日
2019年6月19日定時株主総会 . . . . . . . . . . . . . . . . . 普通株式 （注）¥22 $0.20 ¥23,184 $213,029 2019年3月31日 2019年6月20日
2019年10月16日取締役会 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 普通株式 22 0.20 45,567 418,699 2019年9月30日 2019年12月9日
（注） 当社は、2019年6月28日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っています。1株当たり配当額は当該株式分割前の実績の配当金の額を記載しています。

配当の効力発生が、2021年3月31日に終了する1年間となるものは、以下の通りです。
1株当たり配当額 配当金の総額

決議 株式の種類 （円） （米ドル） （百万円） （千米ドル） 基準日 効力発生日

2020年6月25日定時株主総会 . . . . . . . . . . . . . . . . . 普通株式 ¥22 $0.20 ¥45,496 $418,046 2020年3月31日 2020年6月26日
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37.株式に基づく報酬
当社は、株式に基づく報酬として、ストック・オプション制度および制限付株式報酬（Restricted Stock 

Unit）制度を導入しています。
株式に基づく報酬は、当社の株主総会または取締役会において承認された内容に基づき、当社の役員

および従業員に付与しています。
株式に基づく報酬は、持分決済型株式報酬または現金決済型株式報酬として会計処理しています。株
式に基づく報酬に係る費用および負債の認識額は以下の通りです。

株式に基づく報酬に係る費用
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

持分決済型 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥12,950 ¥7,612 $69,944
現金決済型 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,771 334 3,069
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥18,721 ¥7,946 $73,103

株式に基づく報酬から生じた負債
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

負債の帳簿価額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥12,246 ¥2,491 $22,889
うち権利確定した負債 . . . . . . . . . . . . . . . 91 64 588

（1）ストック・オプション制度
a. ストック・オプション制度の内容
当社は持分決済型および現金決済型の株式に基づく報酬としてストック・オプション制度を導入して
います。

2019年3月31日に終了した1年間および2020年3月31日に終了した1年間において存在す
る当社のストック・オプション制度は、以下の通りです。
（a）ソフトバンクグループ（株）

 ソフトバンクグループ（株）は役員および従業員に対し、ストック・オプションを付与しています。
ストック・オプションの行使により付与される株式は、ソフトバンクグループ（株）が発行する株
式です。

 なお、ソフトバンクグループ（株）は、2019年6月28日付で普通株式1株につき2株の割合で株
式分割を行っています。各連結会計年度のストック・オプションについては、当該株式分割調整
後の数値を記載しています。
発行年度・名称 付与日 行使期限

2016年7月新株予約権（注1） . . . . . . . . 2016年7月28日 2022年7月31日
2017年2月新株予約権（注1） . . . . . . . . 2017年2月27日 2023年2月28日
2017年7月新株予約権（注1） . . . . . . . . 2017年7月28日 2023年7月31日
2018年8月新株予約権（注2） . . . . . . . . 2018年8月31日 2025年8月31日
2019年7月新株予約権（注3） . . . . . . . . 2019年8月13日 2025年8月31日
2019年11月新株予約権（注4） . . . . . . . 2019年12月23日 2026年12月31日
（注1） 権利確定条件

  勤務期間の要件を満たした場合に権利が確定し、権利確定期間は約2年間です。
   　権利確定に際し、付与日から権利確定日まで在籍していることが求められ、権利確定後であっても退職した場合

は権利を失効します。

（注2） 権利確定条件
   勤務期間の要件を満たした場合に権利が確定し、権利確定期間は3年間です。
   　また、当初割当てを受けた本新株予約権の付与株式数の合計が800株以上の本新株予約権の新株予約権者が

行使可能な本新株予約権の数は、以下のⅰ乃至ⅳの規定に定める数に限られる。ただし、行使可能な本新株予約権
の数に1個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

  ⅰ.  2021年9月1日から2022年8月31日までは、割り当てられた本新株予約権の数の25％まで
  ⅱ.  2022年9月1日から2023年8月31日までは、上記ⅰに掲げる期間に行使した本新株予約権とあわせて、割り当

てられた本新株予約権の数の50％まで
  ⅲ.  2023年9月1日から2024年8月31日までは、上記ⅰおよびⅱに掲げる期間に行使した本新株予約権とあわせて、

割り当てられた本新株予約権の数の75％まで
  ⅳ.  2024年9月1日から2025年8月31日までは、上記ⅰ乃至ⅲに掲げる期間に行使した本新株予約権とあわせて、

割り当てられた本新株予約権の数の100％まで

   　権利確定に際し、付与日から権利確定日まで在籍していることが求められ、権利確定後であっても退職した場合
は権利を失効します。

（注3） 権利確定条件
  勤務期間の要件を満たした場合に権利が確定し、権利確定期間は約2年間です。
   　また、当初割当てを受けた本新株予約権の付与株式数の合計が800株以上の本新株予約権の新株予約権者が

行使可能な本新株予約権の数は、以下のⅰ乃至ⅳの規定に定める数に限られる。ただし、行使可能な本新株予約権
の数に1個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

  ⅰ.  2021年9月1日から2022年8月31日までは、割り当てられた本新株予約権の数の25％まで
  ⅱ.  2022年9月1日から2023年8月31日までは、上記ⅰに掲げる期間に行使した本新株予約権とあわせて、割り当

てられた本新株予約権の数の50％まで
  ⅲ.  2023年9月1日から2024年8月31日までは、上記ⅰおよびⅱに掲げる期間に行使した本新株予約権とあわせて、

割り当てられた本新株予約権の数の75％まで
  ⅳ.  2024年9月1日から2025年8月31日までは、上記ⅰ乃至ⅲに掲げる期間に行使した本新株予約権とあわせて、

割り当てられた本新株予約権の数の100％まで

   　権利確定に際し、付与日から権利確定日まで在籍していることが求められ、権利確定後であっても退職した場合
は権利を失効します。

（注4） 権利確定条件
  勤務期間の要件を満たした場合に権利が確定し、権利確定期間は約3年間です。
   　権利確定に際し、付与日から権利確定日まで在籍していることが求められ、権利確定後であっても退職した場合

は権利を失効します。
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（b）ソフトバンク（株）
 ソフトバンク（株）は役員および従業員に対し、ストック・オプションを付与しています。ストック・
オプションの行使により付与される株式は、ソフトバンク（株）が発行する株式です。
発行年度・名称 付与日 行使期限

2018年3月新株予約権（注） . . . . . 2018年3月30日 2025年3月31日
（注） 権利確定条件

    本新株予約権は、ソフトバンク（株）の普通株式が2020年3月31日までに、金融商品取引所の開設する金融商品市
場へ上場された場合に行使することができます。

  　また、本新株予約権者が行使可能な本新株予約権の数は、以下の通りです。
  ⅰ.  当初割当てを受けた本新株予約権の付与株式数の合計が3,000株以上12,000株未満の本新株予約権者が以

下のａ乃至ｃに掲げる時期に行使可能な本新株予約権の数は、以下に定める数に限られます。
   a. 2020年4月1日から2021年3月31日までは、割り当てられた本新株予約権の数の30％まで
   b.  2021年4月1日から2022年3月31日までは、上記ａに掲げる期間に行使した本新株予約権とあわせて、割り

当てられた本新株予約権の数の60％まで
   c.  2022年4月1日から2025年3月31日までは、上記ａおよびｂに掲げる期間に行使した本新株予約権とあわ

せて、割り当てられた本新株予約権の数の100％まで
  ⅱ.  当初割当てを受けた本新株予約権の付与株式数の合計が12,000株以上の本新株予約権者が、以下のａ乃至ｅに

掲げる時期に行使可能な本新株予約権の数は、以下に定める数に限られます。
   a.  2020年4月1日から2021年3月31日までは、割り当てられた本新株予約権の数の20％まで
   b.  2021年4月1日から2022年3月31日までは、上記ａに掲げる期間に行使した本新株予約権とあわせて、割り

当てられた本新株予約権の数の40％まで
   c.  2022年4月1日から2023年3月31日までは、上記ａおよびｂに掲げる期間に行使した本新株予約権とあわ

せて、割り当てられた本新株予約権の数の60％まで
   d.  2023年4月1日から2024年3月31日までは、上記ａ乃至ｃに掲げる期間に行使した本新株予約権とあわせて、

割り当てられた本新株予約権の数の80％まで
   e.  2024年4月1日から2025年3月31日までは、上記ａ乃至ｄに掲げる期間に行使した本新株予約権とあわせて、

割り当てられた本新株予約権の数の100％まで

   　なお、ⅰおよびⅱの権利行使に際し、取締役、使用人（執行役員を含む。）の地位をいずれも喪失した場合には、未行
使の本新株予約権を行使できなくなります。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合
はこの限りではありません。

（c）Zホールディングス（株）
 Zホールディングス（株）は役員および従業員に対し、ストック・オプションを付与しています。ストッ
ク・オプションの行使により付与される株式は、Zホールディングス（株）が発行する株式です。
発行年度・名称 付与日 行使期限
2008年度（注1） 自2008年5月9日 至2009年2月10日 自2018年4月25日 至2019年1月27日
2009年度（注1） 自2009年5月12日 至2010年2月10日 自2019年4月28日 至2020年1月27日
2010年度（注1） 自2010年5月11日 至2011年2月8日 自2020年4月27日 至2021年1月25日
2011年度（注1） 自2011年6月3日 至2012年2月17日 自2021年5月20日 至2022年2月3日
2012年度
第1回（注1）

第2回（注2）
2012年5月16日
2013年3月1日

2022年5月2日
2023年2月28日

2013年度
第1回（注3）

第2回（注4）
2013年5月17日
2013年11月19日

2023年5月16日
2023年11月18日

2014年度
第1回（注4） 2014年5月26日 2024年5月25日

（注1） 権利確定条件
  主に付与日から2年経過後段階的に権利が確定します。段階的な権利確定は付与日から2年後に全体の付与数の2

分の1が、その後の2年間で各年毎に全体の付与数の4分の1ずつ確定します。
  　権利確定に際し、付与日から権利確定日まで在籍していることが求められ、権利確定後であっても退職した場合

は権利を失効します。

（注2） 権利確定条件
  2014年3月期から2019年3月期までのいずれかの期の営業利益が下記ⅰまたはⅱに掲げる各金額を超過した場合、

営業利益の水準を最初に充たした期に応じて、それぞれ定められた割合の個数が確定します。
  ⅰ. 営業利益が2,500億円を超過した場合
   達成期：2016年3月期まで行使可能割合：20％
   達成期：2017年3月期　　行使可能割合：14％
   達成期：2018年3月期　　行使可能割合：8％
   達成期：2019年3月期　　行使可能割合：2％
  ⅱ. 営業利益が3,300億円を超過した場合
   達成期：2016年3月期まで行使可能割合：80％
   達成期：2017年3月期　　行使可能割合：56％
   達成期：2018年3月期　　行使可能割合：32％
   達成期：2019年3月期　　行使可能割合：8％
  　権利確定に際し、付与日から権利確定日まで在籍していることが求められ、権利確定後であっても退職した場合

は権利を失効します。

（注3） 権利確定条件
  2014年3月期から2019年3月期までのいずれかの期の営業利益が下記ⅰまたはⅱに掲げる各金額を超過した場合、

各新株予約権者に割り当てられた新株予約権のうち、それぞれ定められた割合の個数を行使できます。
  ⅰ. ⅰ．営業利益が2,500億円を超過した場合　行使可能割合：20％
  ⅰ. ⅱ．営業利益が3,300億円を超過した場合　行使可能割合：80％
  　権利確定に際し、付与日から権利確定日まで在籍していることが求められ、権利確定後であっても退職した場合

は権利を失効します。

（注4） 権利確定条件
  2015年3月期から2019年3月期までのいずれかの期において、営業利益が3,300億円を超過した場合に行使す

ることができます。
  　権利確定に際し、付与日から権利確定日まで在籍していることが求められ、権利確定後であっても退職した場合

は権利を失効します。
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b. 期中に付与したストック・オプションの公正価値
期中に付与したストック・オプションについて、測定日時点の加重平均公正価値と公正価値の測定
方法は、以下の通りです。

（a）ソフトバンクグループ（株）
期中に付与したストック・オプションの測定日時点の加重平均公正価値は4,768円(43.81米ド

ル)（2019年3月31日に終了した1年間は5,052円）です。
公正価値の測定方法は、以下の通りです。

2019年3月31日に終了した1年間

発行年度・名称
2018年8月
新株予約権

使用した評価技法 ブラック・ショールズ式
主な基礎数値および見積方法：
加重平均株価 . . . . . . . . ¥5,150
加重平均行使価格 . . . . . ¥1
株価変動性（注） . . . . . . . . 33.89％～36.54％
予想残存期間 . . . . . . . . 3年～6年
予想配当 . . . . . . . . . . . 22円/株
無リスク利子率 . . . . . . . (0.09)%～(0.03)%

2020年3月31日に終了した1年間

発行年度・名称
2019年7月
新株予約権

2019年11月
新株予約権

使用した評価技法 ブラック・ショールズ式 ブラック・ショールズ式
主な基礎数値および見積方法： （単位：円） （単位：米ドル） （単位：円） （単位：米ドル）
加重平均株価 . . . . . . . . ¥4,895 $44.98 ¥4,663 $42.85
加重平均行使価格 . . . . . ¥1 $0.01 ¥1 $0.01
株価変動性（注） . . . . . . . . 32.10％～36.44％ 31.90％
予想残存期間 . . . . . . . . 2年～5年 3年
予想配当 . . . . . . . . . . . 22円/株 $0.20/per share 22円/株 $0.20/per share
無リスク利子率 . . . . . . . (0.31)%～(0.26)% (0.09)%

（注） 満期までの期間に応じた直近の期間に係る株価実績に基づき算定しています。

（b）ソフトバンク（株）
期中に付与したストック・オプションはありません。

（c）Zホールディングス（株）
期中に付与したストック・オプションはありません。

c. 期中におけるストック・オプションの増減および期末におけるストック・オプションの状況
期中におけるストック・オプションの増減および期末におけるストック・オプションの状況は、以下の
通りです。

（a）ソフトバンクグループ（株）
2019年3月31日に終了した1年間 2020年3月31日に終了した1年間

株式数（株）
加重平均 

行使価格（円） 株式数（株）
加重平均行使価格
　 （円） （米ドル）

期首未行使残高 . . . . . . . . 18,384,000 ¥4,016 17,561,200 ¥3,802 $34.94
期中付与  . . . . . . . . . . . . 1,439,400 1 267,000 1 0.01
期中失効  . . . . . . . . . . . . (165,400) 3,573 (170,300) 3,007 27.63
期中行使  . . . . . . . . . . . . (2,096,800) 3,080 (3,140,200) 3,206 29.46
期中満期到来  . . . . . . . . . – – – – –
期末未行使残高 . . . . . . . . 17,561,200 3,802 14,517,700 3,871 35.57

期末行使可能残高  . . . . . . 6,368,000 ¥3,121 12,902,000 ¥4,355 $40.02

なお、2020年3月31日における未行使残高の状況は以下の通りです。

行使価格帯（円）
行使価格帯 
（米ドル） 株式数（株）

加重平均行使 
価格（円）

加重平均行使 
価格（米ドル）

加重平均残存 
契約年数（年）

¥       1 $  0.01 1,615,700 ¥       1 $  0.01 5.5
3,080 28.30 3,255,000 3,080 28.30 2.3
4,446 40.85 150,000 4,446 40.85 2.9
4,791 44.02 9,497,000 4,791 44.02 3.3

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . 14,517,700 ¥3,871 $35.57 3.3
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（b）ソフトバンク（株）
2019年3月31日に終了した1年間 2020年3月31日に終了した1年間

株式数（株）
加重平均 

行使価格（円） 株式数（株）
加重平均行使価格
　 （円） （米ドル）

期首未行使残高 . . . . . . . . 120,002,300 ¥623 117,776,100 ¥623 $5.72
期中付与  . . . . . . . . . . . . – – – –
期中失効  . . . . . . . . . . . . (2,226,200) 623 (2,682,600) 623 5.72
期中行使  . . . . . . . . . . . . – – – – –
期末未行使残高 . . . . . . . . 117,776,100 623 115,093,500 623 5.72

期末行使可能残高  . . . . . . – ¥    – – ¥    – $     –

なお、2020年3月31日における未行使残高の加重平均行使価格は623円（5.72米ドル）、加重平
均残存契約年数は5年です。

（c）Zホールディングス（株）
2019年3月31日に終了した1年間 2020年3月31日に終了した1年間

株式数（株）
加重平均 

行使価格（円） 株式数（株）
加重平均行使価格
　 （円） （米ドル）

期首未行使残高 . . . . . . . . 55,987,100 ¥430 47,246,200 ¥431 $3.96
期中付与  . . . . . . . . . . . . – – – – –
期中失効  . . . . . . . . . . . . (8,171,800) 420 (45,951,600) 435 4.00
期中行使  . . . . . . . . . . . . (86,100) 306 (131,900) 305 2.80
期中満期到来  . . . . . . . . . (483,000) 424 (345,300) 305 2.80
期末未行使残高 . . . . . . . . 47,246,200 431 817,400 303 2.78

期末行使可能残高  . . . . . . 1,393,200 ¥305 817,400 ¥303 $2.78

なお、2020年3月31日における未行使残高の状況は以下の通りです。

行使価格帯（円）
行使価格帯 
（米ドル） 株式数（株）

加重平均行使 
価格（円）

加重平均行使 
価格（米ドル）

加重平均残存 
契約年数（年）

¥201 – ¥300 $1.85 – $2.76 469,500 ¥271 $2.49 1.4
  301 –   400   2.77 –   3.68 347,900 345 3.17 0.3
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . 817,400 ¥303 $2.78 1.0

d. 期中に権利が行使されたストック・オプション
期中に権利が行使されたストック・オプションの権利行使時の加重平均株価は、以下の通りです。
（a）ソフトバンクグループ（株）

2019年3月31日に終了した1年間 2020年3月31日に終了した1年間

発行年度・名称 行使株数（株）

権利行使時
の加重平均
株価（円） 発行年度・名称 行使株数（株）

権利行使時の 
加重平均株価

　 （円） （米ドル）

2016年7月 
新株予約権 2,096,800 ¥4,781

2016年7月 
新株予約権 2,900,800 ¥5,278 $48.50

2017年2月 
新株予約権 40,000 5,250 48.24

2017年7月 
新株予約権 199,400 5,366 49.31

（b）ソフトバンク（株）
該当事項はありません。

（c）Zホールディングス（株）
2019年3月31日に終了した1年間 2020年3月31日に終了した1年間

発行年度・名称 行使株数（株）

権利行使時の
加重平均株価

（円） 発行年度・名称 行使株数（株）

権利行使時の 
加重平均株価

　 （円） （米ドル）

2008年度 17,700 ¥444 2008年度 – ¥    – $     –
2009年度 18,100 429 2009年度 14,100 352 3.23
2010年度 5,300 481 2010年度 52,100 415 3.81
2011年度 30,000 364 2011年度 63,100 358 3.28
2012年度 15,000 387 2012年度 2,600 401 3.68
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（2）制限付株式報酬（Restricted Stock Unit）制度
当社は、権利確定時までに譲渡制限のある株式により報酬を付与する制限付株式報酬（Restricted 

stock unit、以下「RSU」）制度を導入しており、持分決済型として会計処理しています。
2020年3月31日に終了した1年間において存在する当社のRSU制度の内容は、以下の通りです。

アーム
2019年12月にアームはアームグループの全ての従業員に対し、Arm Limited株式を対象としたRSU

を付与しています。
当該RSUは一定の企業価値評価額の達成を要件として権利が確定し、公正価値はモンテカルロ法に基

づき付与時に測定しています。権利確定に際し、付与日から権利確定日まで継続して勤務していること
が求められます。また、権利確定期間は4.5年を見込んでいます。当該RSU制度は、持分決済型として会
計処理していますが、将来の一定の条件下において現金決済される条項が付されています。

2020年3月31日に終了した1年間に付与したRSUは16,596,749ユニットです。2020年3月31日に
終了した1年間に付与したRSUの加重平均公正価値は、1ユニットあたり10.66ポンドです。

38.売上高
（1）売上高の内訳
売上高の内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間

ソフトバンク事業
通信
コンシューマ
　通信サービス売上
　　移動通信  . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,591,009 ¥1,649,551 $15,157,135
　　ブロードバンド . . . . . . . . . . . . . . 361,076 383,783 3,526,445
　物品等売上  . . . . . . . . . . . . . . . . . 690,759 636,059 5,844,519
法人  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 615,496 626,795 5,759,395

流通 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 377,051 439,674 4,040,007
ヤフー
　広告  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 323,272 340,693 3,130,506
　ビジネス . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 396,827 472,655 4,343,058
　パーソナル . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 201,792 215,544 1,980,557
　その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,648 2,585 23,753
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 67,667 76,318 701,259
小計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,626,597 4,843,657 44,506,634

アーム事業
ライセンス収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . 60,823 60,567 556,529
ロイヤルティー収入  . . . . . . . . . . . . . . . 122,725 120,725 1,109,299
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19,068 24,985 229,578
小計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 202,616 206,277 1,895,406

ブライトスター事業
物品の販売  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 385,901 369,788 3,397,850
サービスの提供 . . . . . . . . . . . . . . . . . . 696,768 585,627 5,381,117
小計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,082,669 955,415 8,778,967

その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 181,666 179,744 1,651,603
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥6,093,548 ¥6,185,093 $56,832,610

　2020年3月31日に終了した1年間の売上高には、IFRS第15号以外のその他の源泉から生じた収益
が121,149百万円（1,113,195千米ドル）（2019年3月31日に終了した1年間は101,659百万円）含ま
れています。
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（2）契約残高
契約残高の内訳は、以下の通りです。
なお、2020年3月31日において、スプリントの契約残高を売却目的保有に分類された処分グループに
分類しています。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2018年4月1日 2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

顧客との契約から生じた債権 . ¥1,312,989 ¥1,336,584 ¥999,951 $9,188,193
契約資産 . . . . . . . . . . . . . . . 72,484 140,586 66,538 611,394
契約負債 . . . . . . . . . . . . . . . 253,101 274,252 167,615 1,540,154

契約資産は、通常、顧客が対価を支払うか又は支払期限が到来する前に、当社が商品又はサービスを
顧客へと移転する場合（対価に対する権利が無条件である債権を除く）に増加し、当社が顧客へと請求す
ることにより減少します。
契約負債は、通常、当社が商品又はサービスを顧客に移転する前に、顧客から対価を受領した場合に
増加し、当社が履行義務を充足することにより減少します。

2020年3月31日に終了した1年間において、顧客との契約から生じた債権について認識した減損損
失は、13,412百万円（123,238千米ドル）（2019年3月31日に終了した1年間は15,371百万円）です。

2020年3月31日に終了した1年間に認識した売上高のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた
金額は91,174百万円（837,765千米ドル）（2019年3月31日に終了した1年間は92,129百万円）です。

（3）未充足の履行義務に配分した取引価格
2020年3月31日における未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の総額は

157,100百万円（1,443,535千米ドル）（2019年3月31日は798,528百万円）です。
なお、スプリントの資産および負債を売却目的保有に分類された処分グループに分類したことに伴い、

2020年3月31日における未充足の履行義務に配分した取引価格の金額にはスプリントを含めていません。
当該履行義務の主なものは、ソフトバンク事業の移動通信サービスおよび携帯端末レンタルサービス

から生じており、主に3年以内に認識されると見込まれています。
当社は、実務上の便法を適用し、当初の予想期間が1年以内である契約の取引価格およびサービス提

供量に直接対応する金額で顧客から対価を受ける契約の取引価格は、上記の未充足の履行義務に配分し
た取引価格には含めていません。

39.売上原価および販売費及び一般管理費
売上原価および販売費及び一般管理費の性質別内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間

商品売上原価  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(2,180,837) ¥(2,039,336) $(18,738,730)
減価償却費及び償却費  . . . . . . . . . . . . . . (653,229) (832,017) (7,645,107)
従業員給付 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (591,653) (622,265) (5,717,771)
販売手数料及び販売促進費  . . . . . . . . . . . (442,401) (483,367) (4,441,487)
業務委託費 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (228,292) (261,948) (2,406,947)
通信設備使用料 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (215,662) (216,304) (1,987,540)
契約獲得コスト及び契約履行コスト償却費 . . (175,151) (191,585) (1,760,406)
オペレーティング・リース料  . . . . . . . . . . . (157,317) – –
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (835,155) (948,865) (8,718,781)
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(5,479,697) ¥(5,595,687) $(51,416,769)

「減価償却費及び償却費」は、有形固定資産、使用権資産および無形資産の除却額、ならびに連結財政
状態計算書上の「その他の非流動資産」に含まれる長期前払費用の償却額を含みます。
連結損益計算書上の「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業利益」に
含まれる営業費用を含みます。詳細については、「注記8．ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営
するファンド事業」をご参照ください。

IFRS第16号の適用を開始したことに伴い、従来費用として計上していた「オペレーティング・リース料」
は、認識した使用権資産の減価償却費として計上しています。

2020年3月31日に終了した1年間において、「減価償却費及び償却費」に含まれる、使用権資産の減
価償却費は345,525百万円（3,174,906千米ドル）です。

40.子会社の支配喪失に伴う利益
2019年3月31日に終了した1年間

2018年6月26日に、当社の英国子会社であるArm Limitedは、中国における同社の半導体テクノロ
ジーIP事業を合弁で行うことを目的として、同社の中国完全子会社であるArm Technology (China) Co., 

Ltd.（以下「Arm China」）の持分の51％を、845百万米ドルで複数の機関投資家およびアームの顧客な
らびにその代理会社へ売却しました。
この結果、Arm Chinaは当社の子会社に該当しないこととなり、新たに当社の持分法適用関連会社と
なりました。
本取引に基づき認識した子会社の支配喪失に伴う利益は176,261百万円です。
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41.その他の営業損益
その他の営業損益の内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間

ソフトバンク事業
資産の減損損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥	 (6,669) ¥	 (3,404) $	 (31,278)
企業結合に伴う再測定による利益 . . . . . . 3,751 – –
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (81) – –

その他
ラテンアメリカにおけるファンド事業の損益 . – (62,212) (571,644)
資産の減損損失（注1） . . . . . . . . . . . . . . . – (46,044) (423,082)
フォートレスにおける持分法による投資損益 (1,473) (14,442) (132,702)
子会社清算損失（注2） . . . . . . . . . . . . . . . (14,842) – –
その他. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 5,051 46,412
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥	 (19,314) ¥	(121,051) $	(1,112,294)

（注1）  2020年3月31日に終了した1年間における主な内容は、マネジメント契約の回収可能価額が帳簿価額を下回ったため、当該資
産について認識した減損損失25,710百万円（236,240千米ドル）です。

（注2）  2019年3月31日に終了した1年間において、当社100%子会社のKahon 2 Oyを清算したことにより、当該子会社に係る為替
換算調整勘定が実現したことによるものです。

42.財務費用
財務費用の内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間

支払利息（注） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(341,937) ¥(300,948) $(2,765,304)
（注）  「支払利息」は、主に償却原価で測定する金融負債から生じています。なお、2020年3月31日に終了した1年間において、「支払利息」

に含まれる、リース負債から生じる利息費用は（20,268）百万円（（186,235）千米ドル）です。

43.持分法による投資損益
2020年3月31日に終了した1年間
アリババは、Ant Small and Micro Financial Services Group Co., Ltd （以下「Ant Financial」）など

との間で2014年に締結した契約（その後の変更を含む）に基づき、2019年9月に保有する知的財産の一
部をAnt Financialおよびその子会社へ譲渡し、その対価をもってAnt Financialの新規発行株式（33％
の持分）を取得しました。
これによりアリババは、Ant Financialおよびその子会社への当該知的財産の譲渡益と、Ant Financial

株式の取得価額とAnt Financialの時価純資産のアリババ持分との差額（税効果影響控除後）の、合計716

億中国人民元を利益として認識しました。
この取引について、持分法による投資利益を286,473百万円（2,632,298千米ドル）計上しました。

44.持分変動利益
2020年3月31日に終了した1年間
アリババが、2019年11月26日に香港証券取引所へ上場したことに伴い、同社が新株発行を行いまし
た。これにより、当社はアリババに係る持分変動利益を291,551百万円（2,678,958千米ドル）計上しま
した。

45.デリバティブ関連損益
2019年3月31日に終了した1年間
ソフトバンク・ビジョン・ファンドにおいてデリバティブ関連利益を177,373百万円計上しました。詳細
は「注記8．ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業（1）連結損益計算書に含まれ
るソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業の損益ｂ．ソフトバンク・ビジョン・ファ
ンド等SBIAの運営するファンド事業の損益」をご参照ください。
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46.アリババ株式先渡売買契約決済益
当社の100％子会社であるWRH LLCが2016年6月にMandatory Exchangeable Trust（以下

「Trust」）との間で締結したTrustへのアリババ株式の売却に係る先渡売買契約が、2019年6月3日に、
アリババ株式73,240,200株（2019年3月31日現在のアリババの議決権数の2.8％に相当）の受け渡し
により決済されました。これに伴い、2020年3月31日に終了した1年間において、「アリババ株式先渡売
買契約決済益」を1,218,527百万円（11,196,609千米ドル）計上しました。
なお、当該先渡売買契約に基づき、WRH LLCは保有するアリババ株式をTrustへ担保として提供して
いましたが、決済に伴い担保契約は終了しました。担保に供していたアリババ株式は、2019年3月31日
における連結財政状態計算書上、「売却目的保有に分類された資産」に224,201百万円、「持分法で会計
処理されている投資」に39,256百万円含まれています。

当該先渡売買契約の詳細は以下の通りです。
WRH LLCは、2016年6月10日、Trustとの間で、当該先渡売買契約を締結し、売却代金の前受けとし

て578,436百万円（54億米ドル）を受領しました。
一方、Trustは、当該先渡売買契約に基づき決済時にWRH LLCより将来引き渡される予定のアリバ

バ株式を活用し、アリババの米国預託株式（以下「アリババADS」）へ強制転換される他社株強制転換証券
（Mandatory Exchangeable Trust Securities 以下「Trust Securities」）を総額66億米ドル発行しまし
た。

WRH LLCがTrustより受領した54億米ドルは、Trust Securitiesの発行総額66億米ドルから、Trustが
Trust Securitiesの購入者への利払いに備えた米国債の購入金額およびTrust Securitiesの発行のため
に必要な諸経費を除いた金額です。
当該先渡売買契約に基づくアリババ株式の決済は、Trust Securitiesの転換日（2019年6月3日）にお

いて、1証券当たり一定数のアリババADS（当該時点におけるアリババADSの取引価格を参照して決定）
に転換され、当該先渡売買契約で受け渡されたアリババ株式の数はこのアリババADSの数に基づき決定
されます。決済株数にはキャップおよびフロアの設定があり、当該先渡売買契約はカラー取引の組込デ
リバティブを含む混合金融商品です。
当社は当該先渡売買契約について主契約と組込デリバティブに分離して会計処理を行い、578,436

百万円の入金に対し、当初認識額として株式先渡契約金融負債を674,023百万円、デリバティブ資産を
95,587百万円計上しました。当初認識後は、株式先渡契約金融負債は償却原価で測定し、組込デリバ
ティブは公正価値により測定していました。

＜本取引の概略図＞

47.FVTPLの金融商品から生じる損益
2019年3月31日に終了した1年間
主にFVTPLの金融資産に分類した金融資産の配当収益、利息収益、売却益および評価損益です。

2020年3月31日に終了した1年間
WeWork投資用100％子会社が保有するWeWork株式の公正価値が下落したことにより、488,479

百万円（4,488,459千米ドル）の損失を計上しました。
なお、ソフトバンク・ビジョン・ファンドが保有するWeWork株式の評価損益は、連結損益計算書上「ソ

フトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業利益」に含まれています。

アリババ株式先渡売買契約
売却代金の前受け　約54億米ドル

Trust Securities発行総額
66億米ドル

アリババ株式先渡売買 
契約に基づくアリババ株式 
担保提供

他社株強制転換証券
（Trust Securities）発行

子会社

外部

West Raptor Holdings, LLC
（100%子会社）

Mandatory Exchangeable Trust

投資家
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48.その他の営業外損益
その他の営業外損益の内訳は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間

受取利息  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 14,016 ¥	 34,587 $	 317,808 
貸倒引当金繰入額（注1） . . . . . . . . . . . . . . . (357) (102,947) (945,943)
ローンコミットメント損失評価引当金繰入額（注2）

 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (90,210) (828,907)
持分法投資の減損損失（注1） . . . . . . . . . . . . (54,977) (73,721) (677,396)
金融保証契約損失評価引当金繰入額（注3） . . . – (59,902) (550,418)
持分法適用除外に伴う再測定益（注4） . . . . . . 24,842 – – 
社債償還損 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (14,538) – –
その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2,178) 6,631 60,929

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ (33,192) ¥	(285,562) $	(2,623,927)
（注1）  2019年3月31日に終了した1年間において、OneWeb Global Limitedへの持分法投資について、業績および直近の事業計

画が当社の当初出資時の事業計画と比べ下回っていることから減損テストを実施し、49,549百万円の減損損失を認識しました。
  OneWeb Global Limitedは、2020年3月27日（米国東部時間）に連邦破産法11条に基づく手続きを申請しました。このため、

当社は、2020年3月31日に終了した1年間において、OneWeb Global Limitedへの持分法投資について、回収可能価額を零
と見積り、49,198百万円（452,063千米ドル）の減損損失を計上しました。また、同社への貸付金65,913百万円（605,651千
米ドル）については、回収することが困難と判断し全額貸倒引当金を計上しました。なお、2020年3月31日に終了した1年間に
おいて、同社の株式に転換可能なワラントについては、公正価値を零と見積り、連結損益計算書上「FVTPLの金融商品から生じ
る損益」に54,455百万円（500,368千米ドル）の損失を計上しています。

（注2）  2020年3月31日に終了した1年間において、WeWorkの発行する無担保債券の買い受けに係る貸出コミットメントについて、
予想信用損失が当初認識額から償却累計額を控除した金額を上回ったため、90,210百万円（828,907千米ドル）の損失評価引
当金繰入額を計上しました。詳細は「注記27．その他の金融負債（流動）（注1）」をご参照ください。

（注3）  2020年3月31日に終了した1年間において、金融機関によるWeWorkへの支払保証枠に対するクレジットサポートに係る保証
債務について、予想信用損失が当初認識額から償却累計額を控除した金額を上回ったため、52,349百万円（481,016千米ドル）
の損失評価引当金繰入額を計上しました。詳細は「注記27．その他の金融負債（流動）（注2）」をご参照ください。

（注4）  2019年3月31日に終了した1年間において、当社の持分法適用関連会社であったインドネシアのPT Tokopediaに関連して発
生した持分法適用除外に伴う再測定益を21,903百万円計上しました。当社は、PT Tokopediaについて、2018年9月に当社の
議決権の一部の行使を他の株主に委任する契約を締結しました。これにより、当社がPT Tokopediaに対し行使できる議決権数
が減少し重要な影響力がなくなったことから、同社を持分法適用関連会社から除外し、保有する資本持分を持分法適用除外日
の公正価値で再測定しました。その後、2018年12月31日に終了した3カ月間において、同社に対する投資の全てが、当社から
ソフトバンク・ビジョン・ファンドへ移管されました。

  同社の持分法適用関連会社からの除外およびソフトバンク・ビジョン・ファンドへの移管に伴い、持分法適用除外直前の帳簿価
額から移管価額までの差額21,903百万円を「持分法適用除外に伴う再測定益」に、移管価額から持分法適用除外日の公正価値
までの差額67,306百万円を「ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンドからの営業利益」に計上しています。
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49.その他の包括利益
その他の包括利益に含まれている、各項目別の当期発生額および損益の組替調整額ならびに税効果の影響は、以下の通りです。

2019年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

当期発生額 組替調整額 税効果考慮前 税効果 税効果考慮後

純損益に振り替えられることのない項目
確定給付制度の再測定 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥	 (2,094) ¥	 – ¥	 (2,094) ¥	 890 ¥	 (1,204)
FVTOCIの資本性金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (5,934) – (5,934) 2,270 (3,664)
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (8,028) – (8,028) 3,160 (4,868)

純損益に振り替えられる可能性のある項目
FVTOCIの負債性金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,775 (124) 1,651 (506) 1,145
キャッシュ・フロー・ヘッジ . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (10,312) 16,298 5,986 2,780 8,766
在外営業活動体の為替換算差額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11,491 16,470 27,961 (733) 27,228
持分法適用会社のその他の包括利益に対する持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15,536 – 15,536 (130) 15,406
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 18,490 32,644 51,134 1,411 52,545

その他の包括利益合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥	10,462 ¥	32,644 ¥	43,106 ¥	4,571 ¥	47,677

2020年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

当期発生額 組替調整額 税効果考慮前 税効果 税効果考慮後

純損益に振り替えられることのない項目
確定給付制度の再測定 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥	 (27,264) ¥	 – ¥	 (27,264) ¥	 5,983 ¥	 (21,281)
FVTOCIの資本性金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (10,658) – (10,658) 4,413 (6,245)
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (37,922) – (37,922) 10,396 (27,526)

純損益に振り替えられる可能性のある項目
FVTOCIの負債性金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,501) (516) (2,017) 515 (1,502)
キャッシュ・フロー・ヘッジ . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 20,879 43,817 64,696 (8,539) 56,157
在外営業活動体の為替換算差額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (574,539) 8 (574,531) 52,911 (521,620)
持分法適用会社のその他の包括利益に対する持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,989 – 3,989 923 4,912
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (551,172) 43,309 (507,863) 45,810 (462,053)

その他の包括利益合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥	(589,094) ¥	43,309 ¥	(545,785) ¥	56,206 ¥	(489,579)
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（単位：千米ドル）
当期発生額 組替調整額 税効果考慮前 税効果 税効果考慮後

純損益に振り替えられることのない項目
確定給付制度の再測定 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $	 (250,519) $	  – $	 (250,519) $	 54,975 $	 (195,544)
FVTOCIの資本性金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (97,933) – (97,933) 40,550 (57,383)
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (348,452) – (348,452) 95,525 (252,927)

純損益に振り替えられる可能性のある項目
FVTOCIの負債性金融資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (13,792) (4,741) (18,533) 4,732 (13,801)
キャッシュ・フロー・ヘッジ . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 191,850 402,618 594,468 (78,461) 516,007
在外営業活動体の為替換算差額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (5,279,234) 74 (5,279,160) 486,180 (4,792,980)
持分法適用会社のその他の包括利益に対する持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36,653 – 36,653 8,481 45,134
合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (5,064,523) 397,951 (4,666,572) 420,932 (4,245,640)

その他の包括利益合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $	(5,412,975) $	397,951 $	(5,015,024) $	516,457 $	(4,498,567)
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50.1株当たり純利益
基本的1株当たり純利益および希薄化後1株当たり純利益は、以下の通りです。

（1）基本的1株当たり純利益
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

親会社の普通株主に帰属する純利益
親会社の所有者に帰属する純利益. . . . . . . ¥1,411,199 ¥(961,576) $(8,835,578)
親会社の普通株主に帰属しない金額（注2） . . . (32,007) (30,948) (284,370)
基本的1株当たり純利益の算定に用いる純
利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,379,192 ¥(992,524) $(9,119,948)

基本的1株当たり純利益の算定に用いる純利益
親会社の普通株主に帰属する継続事業から
の純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,370,749 ¥(960,975) $(8,830,057)
親会社の普通株主に帰属する非継続事業 
からの純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,443 (31,549) (289,892)
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,379,192 ¥(992,524) $(9,119,949)

（単位：千株）

発行済普通株式の加重平均株式数  . . . . . . . . 2,175,123 2,074,225

（単位：円） （単位：米ドル）

基本的1株当たり純利益
継続事業 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥630.19 ¥(463.29) $(4.26)
非継続事業 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3.89 (15.21) $(0.14) 
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥634.08 ¥(478.50) $(4.40)

（2）希薄化後1株当たり純利益
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

2020年3月31日に
終了した1年間

希薄化後の普通株主に帰属する純利益
継続事業
基本的1株当たり純利益の算定に用いる継続
事業からの純利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥	1,370,749 ¥	 (960,975) $	(8,830,057)
子会社および関連会社の潜在株式に係る利
益調整額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (10,087) (14,151) (130,028)
小計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥	1,360,662 ¥	 (975,126) $	(8,960,085)

非継続事業
基本的1株当たり純利益の算定に用いる非継
続事業からの純利益 . . . . . . . . . . . . . . . ¥	 8,443 ¥	 (31,549) $	 (289,892)
子会社および関連会社の潜在株式に係る利
益調整額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (134) – –
小計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥	 8,309 ¥	 (31,549) $	 (289,892)

合計������������������������������������������������� ¥	1,368,971 ¥	(1,006,675) $	(9,249,977)

（単位：千株）

希薄化後1株当たり純利益の算定に用いる普通
株式の加重平均株式数
発行済普通株式の加重平均株式数 . . . . . . . 2,175,123 2,074,225
調整
新株予約権（注3） . . . . . . . . . . . . . . . . 3,844 –
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,178,967 2,074,225

（単位：円） （単位：米ドル）

希薄化後1株当たり純利益
継続事業������������������������������������������������� ¥	624.45 ¥	(470.12) $	(4.32)

非継続事業��������������������������������������������� 3.82 (15.21) (0.14)

合計 ��������������������������������������������������� ¥	628.27 ¥	(485.33) $	(4.46)
（注1）  2019年6月28日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っています。2019年3月31日に終了した1年間の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、「基本的1株当たり純利益」および「希薄化後1株当たり純利益」を算定しています。
（注2） 親会社の普通株主に帰属しない金額はその他の資本性金融商品の所有者の持分相当額です。
（注3）  2020年3月31日に終了した1年間において、新株予約権は逆希薄化効果を有するため「希薄化後1株当たり純利益」の算定に含め

ていません。
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51.連結キャッシュ・フロー計算書の補足情報
（1）有形固定資産及び無形資産の取得による支出の範囲
「有形固定資産及び無形資産の取得による支出」は、連結財政状態計算書上の「その他の非流動資産」
に含まれる長期前払費用の取得による支出を含みます。

（2）法人所得税の支払額および還付額
2019年3月31日に終了した1年間
グループ会社間の配当に係る源泉所得税の還付額87,094百万円が「法人所得税の還付額」に含まれ

ています。

2020年3月31日に終了した1年間
グループ会社間の配当に係る源泉所得税の納付額470,259百万円（4,321,042千米ドル）、ソフトバン

クグループジャパン（株）において主に2018年12月のソフトバンク株式売出し時の株式売却益から発生
した法人税の納付額321,290百万円（2,952,219千米ドル）、およびZホールディングス（株）が行った自
己株式の公開買付けで発生したソフトバンクグループジャパン（株）のZホールディングス株式売却のみな
し配当に対する法人税の納付額78,801百万円（724,074千米ドル）が「法人所得税の支払額」に含まれて
います。
また、グループ会社間の配当に係る源泉所得税の還付額422,648百万円（3,883,562千米ドル）が「法
人所得税の還付額」に含まれています。

（3）非支配持分への子会社持分の一部売却による収入
2019年3月31日に終了した1年間
「非支配持分への子会社持分の一部売却による収入」には、ソフトバンク（株）の株式を売却したことによ
り受領した2,349,832百万円が含まれています。

（4）財務活動から生じる負債の変動
財務活動から生じる負債の主な変動は、以下の通りです。

2019年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

有利子負債
社債に関連する 
デリバティブ

ソフトバンク・
ビジョン・ファンド
等SBIAの運営する
ファンドにおける
外部投資家持分

2018年4月1日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥17,042,188 ¥139,191 ¥1,844,679
（a）財務キャッシュ・フローによる変動
短期有利子負債の収入（（　）は支出） . . . . . (65,411) – –
有利子負債の収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,189,112 – –
有利子負債の支出 . . . . . . . . . . . . . . . . . (7,128,379) – –
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営
するファンドにおける外部投資家からの払込
による収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 2,133,682
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営
するファンドにおける外部投資家に対する分
配額・返還額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – (486,388)
その他（解約による支出） . . . . . . . . . . . . – (24,098) –

（b）外国為替レートの変動の影響 . . . . . . . . . 277,581 – 58,840
（c）公正価値の変動 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 377 –
（d）ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの 
運営するファンドにおける外部投資家持分の 
増減額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 586,152

（e）非資金取引（注） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (621,938) – –
（f）その他の変動 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (8,047) – –

2019年3月31日 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥15,685,106 ¥115,470 ¥4,136,965

（注）  NVIDIA株式を借入金の返済に充当したことによるものです。詳細は「（6）重要な非資金取引」をご参照ください。
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2020年3月31日に終了した1年間
（単位：百万円）

有利子負債 リース負債
社債に関連する 
デリバティブ

ソフトバンク・
ビジョン・ファンド
等SBIAの運営する
ファンドにおける
外部投資家持分

2019年4月1日 . . . . . . . . . . . . . ¥15,685,106 ¥              – ¥115,470 ¥4,136,965
新基準適用による累積的影響額  . . (892,472) 2,341,798 – –
2019年4月1日（修正後） . . . . . . . 14,792,634 2,341,798 115,470 4,136,965
（a）財務キャッシュ・フローによる変動
短期有利子負債の収入 
（（　）は支出） . . . . . . . . . . . . 133,173 – – –
有利子負債の収入 . . . . . . . . . . 8,601,926 – – –
有利子負債の支出 . . . . . . . . . . (5,646,727) – – –
リース負債の支出 – (695,370) – –
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファンドにおける
外部投資家からの払込による 
収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – 1,843,660
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファンドにおける
外部投資家に対する分配額・ 
返還額  . . . . . . . . . . . . . . . . – – – (771,282)

（b）子会社又は他の事業に対する支
配の獲得又は喪失により生じた変動 
（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21,989 21,497 – –
（c）外国為替レートの変動の影響  . . (145,545) (84,075) – (83,994)
（d）公正価値の変動 . . . . . . . . . . . – – (27,007) –
（e）ソフトバンク・ビジョン・ファンド
等SBIAの運営するファンドにおける
外部投資家持分の増減額 . . . . . . – – – (540,930)

（f）非資金取引（注2）（注3） . . . . . . . . . (715,044) 325,554 – –
（g）売却目的保有への振替 . . . . . . (3,923,658) (786,091) – –
（h）その他の変動  . . . . . . . . . . . . 13,134 17,013 (9,857) –

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . ¥13,131,882 ¥1,140,326 ¥  78,606 ¥4,584,419

 
（単位：千米ドル）

有利子負債 リース負債
社債に関連する 
デリバティブ

ソフトバンク・
ビジョン・ファンド
等SBIAの運営する
ファンドにおける
外部投資家持分

2019年4月1日 . . . . . . . . . . . . . $144,124,837 $                – $1,061,013 $38,013,094
新基準適用による累積的影響額  . . (8,200,607) 21,517,945 – –
2019年4月1日（修正後） . . . . . . . 135,924,230 21,517,945 1,061,013 38,013,094
（a）財務キャッシュ・フローによる変動
短期有利子負債の収入 
（（　）は支出） . . . . . . . . . . . . 1,223,679 – – –
有利子負債の収入 . . . . . . . . . . 79,040,026 – – –
有利子負債の支出 . . . . . . . . . . (51,885,758) – – –
リース負債の支出 . . . . . . . . . . – (6,389,507) – –
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファンドにおける
外部投資家からの払込による 
収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – 16,940,733
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等
SBIAの運営するファンドにおける
外部投資家に対する分配額・ 
返還額  . . . . . . . . . . . . . . . . – – – (7,087,035)

（b）会社又は他の事業に対する支配
の獲得又は喪失により生じた変動 
（注1） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 202,049 197,528 – –
（c）外国為替レートの変動の影響  . . (1,337,361) (772,535) – (771,790)
（d）公正価値の変動 . . . . . . . . . . . – – (248,158) –
（e）ソフトバンク・ビジョン・ファンド
等SBIAの運営するファンドにおける
外部投資家持分の増減額 . . . . . . – – – (4,970,413)

（f）非資金取引（注2）（注3） . . . . . . . . . (6,570,284) 2,991,399 – –
（g）売却目的保有への振替 . . . . . . (36,053,092) (7,223,109) – –
（h）その他の変動  . . . . . . . . . . . . 120,685 156,327 (90,573) –

2020年3月31日 . . . . . . . . . . . . $120,664,174 $10,478,048 $   722,282 $42,124,589
（注1）  主に（株）ZOZOを子会社化したことによるものです。詳細は「注記9．企業結合」をご参照ください。
（注2）  有利子負債の減少は、アリババ株式を借入金の返済に充当したことによるものです。詳細は「（6）重要な非資金取引」をご参照くだ

さい。
（注3）  リース負債の増加は、主にリース負債の再測定とIFRS第16号の適用開始日以降に実行したリース取引によるものです。
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（5）リースに係るキャッシュ・アウトフロー
2020年3月31日に終了した1年間のリースに係るキャッシュ・アウトフローの合計額は787,726百万
円（7,238,133千米ドル）です。

（6）重要な非資金取引
重要な非資金取引（現金及び現金同等物を使用しない投資および財務取引）は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間

顧客に貸与するリース携帯端末の棚卸資産か
ら有形固定資産への振替  . . . . . . . . . . . . ¥547,491 ¥548,375 $5,038,822
リース取引に係る使用権資産の増加 . . . . . . – 332,066 3,051,236

上記のほかに、2019年3月31日に終了した1年間において、ソフトバンク・ビジョン・ファンドの保有す
るNVIDIA株式を活用した借り入れによるカラー取引を解消し、対象であったNVIDIA株式を借入金の返
済に充当しました。当該取引は、純額決済の差額として一部現金収入を伴うものの、株式を用いた借入
金の返済であるため、非資金取引に該当します。2019年3月31日に終了した1年間の連結キャッシュ・
フロー計算書において、株式の処分額466,270百万円、カラー取引決済額171,449百万円、借入金返
済額（621,938）百万円、利息の支払額（13,147）百万円の純額である2,634百万円を、財務活動による
キャッシュ・フローの「その他」として計上しています。

また、2020年3月31日に終了した1年間において、アリババ株式先渡売買契約で認識していた1年内
決済予定の株式先渡契約金融負債715,044百万円（6,570,284千米ドル）およびデリバティブ金融負債
（流動）474,468百万円（4,359,717千米ドル）を、保有するアリババ株式で決済しました。詳細は「注記

46．アリババ株式先渡売買契約決済益」をご参照ください。

52.関連当事者
（1）関連当事者との取引
当社と関連当事者との取引は、以下の通りです。

2019年3月31日
a. インセンティブプラン

当社はインセンティブプランの一環として、2018年8月に当社の一部の役員に対して、ソフトバン
クグループ（株）の株式の購入を資金使途に指定した、総額22,220百万円の資金の貸付を実施しまし
た。
本取引に関する当社と関連当事者との取引は以下の通りです。

（単位：百万円）
2019年 

3月31日に 
終了した1年間

2019年 
3月31日

会社等の名称または氏名 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 未決済残高
マルセロ・クラウレ 当社取締役 資金の貸付（回収との 

純額）（注1）（注3）（注4）（注5） ¥11,109 ¥11,109
貸付金利息の受取 
（注1）（注3）（注4）（注5） 213 213

佐護　勝紀 当社取締役 資金の貸付（回収との 
純額）（注2）（注3）（注5） 5,554 5,554
貸付金利息の受取
（注2）（注3）（注5） 52 52
資金の借入（注2） 3,000 3,000
借入金利息の支払（注2） 27 27

宮内　謙 当社取締役 資金の貸付（回収との 
純額）（注2）（注3）（注5） 5,555 5,555
貸付金利息の受取
（注2）（注3）（注5） 52 52

（注1）  貸付利率は市場金利および借入期間に類似する当社での実績借入利率等を勘案して合理的に算定した固定金利2.94％、返済条件
は2028年5月31日を弁済期日とする満期一括返済で、合意による2033年5月31日までの5年間の期間延長および借入人の選択
による期限前弁済が可能です。また、借入人は本貸付金残高を上限として資金を当社へ預託することが可能で、預託した場合、本預
託金は借入金として計上します。当該借入利率は貸付利率と同一です。

（注2）  貸付利率は市場金利および借入期間に類似する当社での実績借入利率等を勘案して合理的に算定した固定金利1.45％、返済条件
は2023年5月31日を弁済期日とする満期一括返済で、合意による2033年5月31日までの5年間ごとの2回の期間延長および借
入人の選択による期限前弁済が可能です。また、借入人は本貸付金残高を上限として資金を当社へ預託することが可能で、本預託
金は借入金として計上しています。当該借入利率は貸付利率と同一です。

（注3）  本取引については、借入人の以下の資産が担保として設定されています。
 ・本貸付金により購入したソフトバンクグループ（株）の株式および当該株式より生じる資金・果実
  また、債務不履行時には、当社は一定の範囲で借入人の将来の当社グループからの報酬等の一部を留保し、貸付金の弁済に充てる

権利（以下「追加的権利」）を有しています。
（注4）  弁済期日前に担保の公正価値が貸付金残高の70％を下回った場合には、当社は借入人に対し追加担保資産の差し入れを要求するこ

とができます。
（注5）  弁済期限到来金額のうち担保実行および追加的権利を行使した後の不足額の全額について、当社代表取締役である孫　正義によ

る保証が付与されています。
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上記の関連当事者との取引の他、当社は当社の取締役以外の役職員に対して、5,555百万円の資金の
貸付を実施しました。
当該役職員は当社の関連当事者には該当しません。
2019年3月31日に終了した1年間の当社と当該役職員との取引金額および未決済残高は以下の通り

です。
（単位：百万円）

2019年3月31日に終了した1年間 2019年3月31日
取引の内容 取引金額 未決済残高

資金の貸付（回収との純額） 
（注2）（注3）（注5） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥5,554 ¥5,554
貸付金利息の受取 
（注2）（注3）（注5） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 52 52

b. その他の関連当事者取引
（単位：百万円）

2019年 
3月31日に 

終了した1年間
2019年 

3月31日
会社等の名称または氏名 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 未決済残高

WeWork（注6） 関連会社 Convertible Noteを通じ
た貸付

¥111,550
（10億米ドル）

¥108,992
（10億米ドル）

投資の前払い 165,690
（15億米ドル）

166,485
（15億米ドル）

孫　正義
（孫アセットマネージメント
合同会社他4社）

当社代表取締役お
よび本人が議決
権の過半数を保有
している会社

ソフトバンクグループ（株）
からの配当金の支払 11,487 －
経費の一時立替 296 24
設備使用料（注7） 42 －
預り保証金の受取 － 174

Mistletoe Venture 
Partners（株）（注8）

当社代表取締役の
近親者が議決権の
過半数を保有して
いる会社

当社の子会社への出資の
受け入れ（注9）

75 （注10）76

（注6）  当社およびシェアオフィスサービスを展開する当社の関連会社であるWeWorkは、当社がWeWorkの発行済株式および発行予定
株式について総額60億米ドルで取得することに2019年3月31日に終了する1年間に合意し、このうち25億米ドルについては2019
年3月31日までに、20億米ドルについては2019年4月に支払いを実施しました。取引価格については、第三者評価機関による企
業価値評価を参考に、交渉の上決定しています。

（注7）  設備使用料については、利用割合に応じて決定しています。
（注8）  当社代表取締役である孫　正義の近親者である孫　泰蔵氏が議決権の過半数を保有しています。
（注9）  DEEPCORE TOKYO 1号 投資事業有限責任組合への出資の受け入れであり、取引条件は他の有限責任組合員と同様です。
（注10）  未決済残高は2019年3月31日現在の出資額の総額に累積の投資事業組合益を加算した金額です。

2020年3月31日
a. インセンティブプラン

当社はインセンティブプランの一環として、当社の一部の役員に対して、ソフトバンクグループ（株）
の株式の購入を資金使途に指定した資金の貸付を実施しています。
（a） 2018年4月・7月インセンティブプラン

当社は、2018年4月の取締役会で承認されたインセンティブプランに基づき、2020年2月に
新たに10,992百万円（101,002千米ドル）の貸付を実施しました。2018年4月および同年7月
の取締役会で承認されたインセンティブプランに係る、2020年3月31日に終了した1年間におけ
る当社と関連当事者との取引金額および未決済残高は以下の通りです。

（単位：百万円）
2020年 

3月31日に 
終了した1年間

2020年 
3月31日

会社等の名称または氏名 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 未決済残高
マルセロ・クラウレ 当社取締役 資金の貸付（回収との純額）

（注1）（注3）（注4）（注5） ¥   　　– ¥11,109
貸付金利息の受取 
（注1）（注3）（注4）（注5） 327 274

佐護　勝紀 当社取締役 資金の貸付（回収との純額）
（注2）（注3）（注5） – 5,554
貸付金利息の受取
（注2）（注3）（注5） 81 67
借入金の返済（注2） 3,000 –
借入金利息の支払（注2） 42 –

ラジーブ・ミスラ 当社取締役 資金の貸付（回収との純額）
（注1）（注3）（注4）（注5） 10,992 10,992
貸付金利息の受取
（注1）（注3）（注4）（注5） 43 43

宮内　謙 当社取締役 資金の貸付（回収との純額）
（注2）（注3）（注5） – 5,555
貸付金利息の受取 
（注2）（注3）（注5） 81 67
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（単位：千米ドル）
2020年 

3月31日に 
終了した1年間

2020年 
3月31日

会社等の名称または氏名 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 未決済残高
マルセロ・クラウレ 当社取締役 資金の貸付（回収との純額）

（注1）（注3）（注4）（注5） $� – $102,077 
貸付金利息の受取 
（注1）（注3）（注4）（注5） 3,005 2,518 

佐護　勝紀 当社取締役 資金の貸付（回収との純額）
（注2）（注3）（注5） – 51,034 
貸付金利息の受取 
（注2）（注3）（注5） 744 616
借入金の返済（注2） 27,566 –
借入金利息の支払（注2） 386 –

ラジーブ・ミスラ 当社取締役 資金の貸付（回収との純額）
（注1）（注3）（注4）（注5） 101,002 101,002 
貸付金利息の受取 
（注1）（注3）（注4）（注5） 395 395 

宮内　謙 当社取締役 資金の貸付（回収との純額）
（注2）（注3）（注5） – 51,043 
貸付金利息の受取 
（注2）（注3）（注5） 744 616

（注1）  貸付利率は市場金利および借入期間に類似する当社での実績借入利率等を勘案して合理的に算定した固定金利2.94％、返済条件
は2028年5月31日を弁済期日とする満期一括返済で、合意による2033年5月31日までの5年間の期間延長および借入人の選択
による期限前弁済が可能です。また、借入人は本貸付金残高を上限として資金を当社へ預託することが可能で、預託した場合、本預
託金は借入金として計上します。当該借入利率は貸付利率と同一です。

（注2）  貸付利率は市場金利および借入期間に類似する当社での実績借入利率等を勘案して合理的に算定した固定金利1.45％、返済条件
は2023年5月31日を弁済期日とする満期一括返済で、合意による2033年5月31日までの5年間ごとの2回の期間延長および借
入人の選択による期限前弁済が可能です。また、借入人は本貸付金残高を上限として資金を当社へ預託することが可能で、本預託
金は借入金として計上しています。当該借入利率は貸付利率と同一です。

（注3）  本取引については、借入人の以下の資産が担保として設定されています。
  ・本貸付金により購入したソフトバンクグループ（株）の株式および当該株式より生じる資金・果実
  また、債務不履行時には、当社は一定の範囲で借入人の将来の当社グループからの報酬等の一部を留保し、貸付金の弁済に充てる

権利（以下「追加的権利」）を有しています。
（注4）  弁済期日前に担保の公正価値が貸付金残高の70％を下回った場合には、当社は借入人に対し追加担保資産の差し入れを要求するこ

とができます。
（注5）  弁済期限到来金額のうち担保実行および追加的権利を行使した後の不足額の全額について、当社代表取締役である孫　正義によ

る保証が付与されています。

上記の関連当事者との取引の他、当社は当社の取締役以外の役職員に対して、同インセンティブプラ
ンに基づき資金の貸付を実施しています。
当該役職員は当社の関連当事者には該当しません。
2020年3月31日に終了した1年間の当社と当該役職員との取引金額および未決済残高は以下の通り

です。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2020年3月31日に

終了した1年間 2020年3月31日
2020年3月31日に

終了した1年間 2020年3月31日
取引の内容 取引金額 未決済残高 取引金額 未決済残高

資金の貸付（回収との純額） 
（注2）（注3）（注5） . . . . . . . . ¥    – ¥5,554 $        – $51,034
貸付金利息の受取 
（注2）（注3）（注5） . . . . . . . . 81 67 744 616
資金の借入 
（注2） . . . . . . . . . . . . . 700 700 6,432 6,432
借入金利息の支払 
（注2） . . . . . . . . . . . . . 7 7 64 64

（b） 2020年2月インセンティブプラン
当社は、2020年2月の取締役会で承認されたインセンティブプランに基づき、同月に新たに

32,976百万円（303,004千米ドル）の貸付を実施しました。当該インセンティブプランにかかる
2020年3月31日に終了した1年間における当社と関連当事者との取引金額および未決済残高は
以下の通りです。

（単位：百万円）
2020年 

3月31日に 
終了した1年間

2020年 
3月31日

会社等の名称または氏名 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 未決済残高
マルセロ・クラウレ
（Claure Holdings 

LLC）

当社取締役および本人
が議決権の過半数を
保有している会社

資金の貸付（回収との純額）
（注6）（注7）（注8）（注9） ¥16,488 ¥16,488
貸付金利息の受取 
（注6）（注7）（注8）（注9） 43 43

ラジーブ・ミスラ 当社取締役 資金の貸付（回収との純額）
（注6）（注7）（注8）（注9） 16,488 16,488
貸付金利息の受取 
（注6）（注7）（注8）（注9） 43 43
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（単位：千米ドル）
2020年 

3月31日に 
終了した1年間

2020年 
3月31日

会社等の名称または氏名 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 未決済残高
マルセロ・クラウレ
（Claure Holdings 

LLC）

当社取締役および本人
が議決権の過半数を
保有している会社

資金の貸付（回収との純額）
（注6）（注7）（注8）（注9） $151,502 $151,502
貸付金利息の受取 
（注6）（注7）（注8）（注9） 395 395

ラジーブ・ミスラ 当社取締役 資金の貸付（回収との純額）
（注6）（注7）（注8）（注9） 151,502 151,502
貸付金利息の受取 
（注6）（注7）（注8）（注9） 395 395

（注6）  貸付利率は市場金利および借入期間に類似する当社での実績借入利率等を勘案して合理的に算定した固定金利1.93%、返済条件
は貸付実行日から7年後の日を弁済期日とする満期一括返済です。また、借入人は本貸付金残高を上限として資金を当社へ預託する
ことが可能で、預託した場合、本預託金は借入金として計上します。当該借入利率は貸付利率と同一です。

（注7）  契約発効日より12カ月間は、本貸付金により購入したソフトバンクグループ（株）の株式の譲渡が制限されています。その後、3カ月
ごとに譲渡可能となる株式が20%増加し、24カ月後に全ての株式が譲渡可能となります。

（注8）  債務不履行時には、当社は借入人の将来の当社グループからの報酬等を留保し、貸付金の弁済に充てる権利（以下「追加的権利」）を
有しています。

（注9）  弁済期限到来金額のうち担保実行および追加的権利を行使した後の不足額の全額について、当社代表取締役である孫　正義によ
る保証が付与されています。

b. その他の関連当事者取引
当社と関連当事者との取引は、以下の通りです。

（単位：百万円）
2020年 

3月31日に 
終了した1年間

2020年 
3月31日

会社等の名称または氏名 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 未決済残高

WeWork（注1） 関連会社 Convertible Noteの優先
株式への転換（注2）

¥107,700
（10億米ドル） ¥         –

投資の前払いの優先株式
への転換（注3）

161,550
（15億米ドル） –

投資の前払いを通じた優
先株式投資

131,796
（12億米ドル） –

投資の前払い（注4） 141,674
（13億米ドル）

44,161
（4億米ドル）

支払保証枠に対するクレ
ジットサポート（注5） – –

WeWork 転換価格0.01米
ドルのワラントの受領（注6） – –

孫　正義 
（孫アセット 
マネージメント合同会社
他4社）

当社代表取締役 
および 
本人が議決権の
過半数を保有して
いる会社

ソフトバンクグループ（株）
からの配当金の支払 17,230 –
経費の一時立替 359 127
設備使用料（注7） 39 –
預り保証金の受取 – 174
グループ内貸付金に対す
る保証 （注8） –

宮内　謙 当社取締役 ソフトバンクグループ（株）
からの配当金の支払 103 –
新株予約権の行使 1,540 –

孫　泰蔵
（SON Financial株式会
社他3社（注9））

当社代表取締役の
近親者および 
近親者が議決権の
過半数を保有 
している会社

ソフトバンクグループ（株）
からの配当金の支払 173 –
当社の子会社への出資の
受け入れ（注10）

75 （注11）146

221企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



（単位：千米ドル）
2020年 

3月31日に 
終了した1年間

2020年 
3月31日

会社等の名称または氏名 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 未決済残高

WeWork（注1） 関連会社 Convertible Noteの優先
株式への転換（注2） （注12）$1,000,000 $         –
投資の前払いの優先株式
への転換（注3） （注12）   1,500,000 –
投資の前払いを通じた優
先株式投資 （注12）   1,200,000 –
投資の前払い（注4） （注12）   1,300,000 405,780

支払保証枠に対するクレ
ジットサポート（注5） – –

WeWork 転換価格0.01米
ドルのワラントの受領（注6） – –

孫　正義 
（孫アセット 
マネージメント合同会社
他4社）

当社代表取締役 
および 
本人が議決権の
過半数を保有して
いる会社

ソフトバンクグループ（株）
からの配当金の支払 158,320 –
経費の一時立替 3,299 1,167
設備使用料（注7） 358 –
預り保証金の受取 – 1,599
グループ内貸付金に対す
る保証 （注8） –

宮内　謙 当社取締役 ソフトバンクグループ（株）
からの配当金の支払 946 –
新株予約権の行使 14,151 –

孫　泰蔵
（SON Financial株式会
社他3社（注9））

当社代表取締役の
近親者および 
近親者が議決権の
過半数を保有 
している会社

ソフトバンクグループ（株）
からの配当金の支払 1,590 –
当社の子会社への出資の
受け入れ（注10）

689 （注11）1,342

（注1）  2019年3月31日においてWeWorkは当社の関連会社でしたが、WeWorkのガバナンス変更により、2019年6月30日に終了した
3カ月間にWeWorkは当社の関連会社から除外されました。その後、2019年12月31日に終了した3カ月間において、WeWorkの
ガバナンス変更により、WeWorkは当社の関連会社となりました。上表においては、WeWorkが当社の関連会社ではなかった期間
の取引を含めて記載しています。

（注2）  2019年3月31日に終了した1年間において、当社がConvertible Noteを通じた10億米ドルの貸付を行い、2020年3月31日に終
了した1年間において、優先株式に転換しました。

（注3）  2019年3月31日に終了した1年間において、当社が投資の前払い15億米ドルの貸付を行い、2020年3月31日に終了した1年間
において、優先株式に転換しました。

（注4）  2020年3月31日において、優先株式に未転換の投資の前払いです。未決済残高は2020年3月31日における当該投資の前払い
の公正価値を記載しています。

（注5）  当社は金融機関によるWeWorkへの17.5億米ドルの支払保証枠に対するクレジットサポートを行っています。詳細は「注記21．持
分法で会計処理されている投資（3）当社とWeWorkが合意した内容および進捗」および「注記53．偶発事象（2）保証債務」をご参照
ください。

（注6）  WeWorkの発行する無担保債券の買い受け、および金融機関によるWeWorkへの支払保証枠に対するクレジットサポートの対価
として受領した、1株当たり0.01米ドルでWeWorkの優先株に転換可能なワラントです。詳細は「注記21．持分法で会計処理されて
いる投資（3）当社とWeWorkが合意した内容および進捗」および「注記30．金融商品（2）財務リスク管理　a．市場リスク　（b）価格
リスク　ⅱ．オプション契約」をご参照ください。

（注7）  設備使用料については、利用割合に応じて決定しています。
（注8）  ソフトバンク・ビジョン・ファンドに関連するインセンティブ・スキームに係る当社子会社間での特定の貸借取引に関し、最大で20億

米ドルの貸付元本及びこれに係る利息（利率は3.674％）について、孫　正義による支払保証が付与されています。当該支払保証の
履行は、当該インセンティブ・スキームの清算後に、その時点における支払保証対象貸付金及び未収利息の回収不能額に対して実
行されます（2020年3月31日における保証の対象となる貸付金及び未収利息残高は181,215百万円（1,665,120千米ドル））。な
お、当該支払保証について、保証料は課されていません。また、支払保証履行に係る当社子会社に対する求償権はありません。

（注9）  当社代表取締役である孫　正義の近親者である孫　泰蔵氏が議決権の過半数を保有しています。
（注10）  Mistletoe Venture Partners（株）によるDEEPCORE TOKYO 1号 投資事業有限責任組合への出資の受け入れであり、取引条件

は他の有限責任組合員と同様です。
（注11）  未決済残高は2020年3月31日現在の出資額の総額から累積の投資事業組合損を減算した金額です。
（注12）  当該金額は、日本円金額から米ドル金額へ換算した金額ではなく、米ドル建の契約金額です。

（2）主要な経営幹部に対する報酬
主要な経営幹部に対する報酬は、以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間
2020年3月31日に

終了した1年間

短期報酬  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥5,455 ¥6,077 $55,839
株式報酬  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,979 6 55
退職給付  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 34 16 148
合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥9,468 ¥6,099 $56,042

（注）  主要な経営幹部に対する報酬は、ソフトバンクグループ（株）の取締役（社外取締役を含む）に対する報酬です。

上記のほか、ソフトバンクグループ（株）の主要な経営幹部の一部は、SBIAが運営する当社の関連会社
であるファンドに、リミテッド・パートナーとして参画しています。当該ファンドのリミテッド・パートナー
シップ・アグリーメント上、当該経営幹部は、他のリミテッド・パートナーが負担する管理報酬及び成功報
酬を課されないこととされています。

2020年3月31日に終了した1年間における分配に関し、当該経営幹部は合計で964百万円（8,858千
米ドル）相当の成功報酬について課されていません。

53.偶発事象
（1）貸出コミットメント
当社における貸出コミットメントは、主にソフトバンク事業におけるクレジットカード会員へのショッピン

グおよびキャッシングの利用限度額です。
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

貸出コミットメント . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥4,184,284 ¥5,083,157 $46,707,314
貸出実行残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 327,376 511,092 4,696,242
未実行残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥3,856,908 ¥4,572,065 $42,011,072
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なお、当該利用限度額は、クレジットカード会員がその範囲内で随時利用できるため利用されない額も
あり、かつ、当社が任意に増減させることができるため、貸出未実行残高は必ずしも全額が貸出実行さ
れるものではありません。また、当該貸出コミットメントの未実行残高の期日は、要求払いのため1年以
内となります。
上記、貸出コミットメントの実行により発生しうる予想信用損失については、「注記30．金融商品（2）財

務リスク管理　b．信用リスク」をご参照ください。

このほか、WeWork投資用100％子会社は、2020年4月以降、WeWorkの発行する最大22億米ド
ルの無担保債券を買い受けます。2020年3月31日において、当該貸出コミットメントに係る損失評価
引当金を、連結財政状態計算書上「その他の金融負債（流動）」に145,133百万円（1,333,575千米ドル）
（2019年3月31日はなし）計上しています。詳細は「注記21．持分法で会計処理されている投資（3）当
社とWeWorkが合意した内容および進捗」をご参照ください。

（2）保証債務
当社における保証債務は以下の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2019年3月31日 2020年3月31日 2020年3月31日

保証契約の総額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥15,030 ¥304,478 $2,797,740
保証残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,810 244,482 2,246,458

2020年3月31日に終了した1年間より、当社は金融機関によるWeWorkへの17.5億米ドルの支払
保証枠に対するクレジットサポート（金融保証契約）を行っています。2020年3月31日において、当該金
融保証契約に係る保証契約の総額190,453百万円（17.5億米ドル）（2019年3月31日はなし）および保
証残高145,338百万円（1,335,459千米ドル）（2019年3月31日はなし）が含まれています。なお2020

年3月31日において、当該金融保証契約に係る損失評価引当金を、連結財政状態計算書上「その他の金
融負債（流動）」に89,202百万円（819,645千米ドル）（2019年3月31日はなし）計上しています。詳細は
「注記21．持分法で会計処理されている投資（3）当社とWeWorkが合意した内容および進捗」をご参照
ください。
このほか、当社100%子会社が、金融機関等が資金提供する際の債務保証等を行っています。
なお、当該保証債務の保証残高の期日は、要求払いのため1年以内となります。

（3）訴訟
ソフトバンクグループ（株）および一部の子会社は、現在係争中の複数の訴訟等の当事者となっていま
す。その最終結果について合理的に見積ることが困難な訴訟等については、引当金は計上していませ
ん。当社は、これらの訴訟等の結果が、現在入手可能な情報に基づき、当社の財政状態及び経営成績に
重大な悪影響を及ぼすものであるとは想定していません。

a. WeWork公開買付訴訟
　2020年4月7日に、WeWorkの取締役会の特別委員会は、当社以外の株主を対象とする
WeWork株式にかかる最大30億米ドルの公開買付（以下「本公開買付け」）の取りやめが、契約
違反及び信認義務違反に該当すると主張し、WeWorkを代表して、デラウエア州の衡平法裁判所
（Chancery Court）に、ソフトバンクグループ（株）及びSoftBank Vision Fund（AIV M1）L.P.に
対する訴状（The We Company v. SoftBank Group Corp. et al.、以下「4月7日付訴訟」）を提
出しました。ソフトバンクグループ（株）は、2020年4月2日、本公開買付けの完了に必要な条件の
一部が充足されなかったことを理由に、WeWork、ソフトバンクグループ（株）、SoftBank Vision 

Fund（AIV M1）L.P.、アダム・ニューマン及びWe Holdings LLC間の2019年10月22日付Master 

Transaction Agreementに定められた条項に従い本公開買付けを取りやめました。
　また、2020年5月4日、アダム・ニューマン及びThe We Holdings LLCは、本公開買付けを取り
やめたことが、契約違反及び信認義務違反に該当すると主張して、デラウエア州衡平法裁判所に、
ソフトバンクグループ（株）及びSoftBank Vision Fund（AIV M1）L.P.に対する訴状（Neumann, et 

al. v. SoftBank Group, Corp., et al.、以下「5月4日付訴訟」）を提出しました。2020年5月5日、
アダム・ニューマン及びThe We Holdings LLCは、5月4日付訴訟を4月7日付訴訟と併合するよう
に申し立てました。
　両訴訟の原告らは、契約違反及び信認義務違反等の確認、公開買付の完了（または、予備的にそ
れらの義務違反によって発生した損害の賠償）、及び弁護士費用の支払いを求めています。ソフトバ
ンクグループ（株）は、両訴訟共に根拠がないと考えており、両訴訟の原告らの主張を全面的に争う
方針です。

b. ソフトバンク（株）を当事者とする訴訟
（a） ソフトバンク（株）は、2015年4月30日に、日本郵政インフォメーションテクノロジー株式会社（以下
「JPiT」）を被告として、全国の郵便局等2万7千拠点を結ぶ通信ネットワークを新回線（5次PNET）
へ移行するプロジェクトに関してJPiTから受注した通信回線の敷設工事等の追加業務に関する報
酬等の支払いを求める訴訟を東京地方裁判所に提起しました。
 　ソフトバンク（株）は、2013年2月7日付で締結した契約により、全国の日本郵政グループの事
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業所拠点へ通信回線を整備する業務等をJPiTから受注し、その業務を遂行してきましたが、JPiT

からの要請により、当初の契約における受注業務の範囲を超える業務も実施してきました。
 　ソフトバンク（株）は、この追加業務に関する報酬等（約149億円）について、JPiTとの間で、これ
まで長期間にわたり交渉を継続してきましたが、協議による解決には至りませんでした。このた
め、やむを得ず、当該追加業務に関する報酬等の支払いを求めて訴訟を提起したものです。

（b） ソフトバンク（株）は、2015年4月30日に、JPiTを原告、ソフトバンク（株）および株式会社野村総
合研究所（以下「NRI」）を共同被告とする訴訟の提起を受けました。
 　JPiTは、当該訴訟において、ソフトバンク（株）およびNRIに対し、上記（a）に記載の5次PNETへ
移行するプロジェクトに関して両社に発注した業務の履行遅滞等に伴い損害（161.5億円）が生じ
たとして、連帯してその賠償をするように求めています。
 　ソフトバンク（株）は、当該訴訟において、JPiTの主張を全面的に争う方針です。

 　なお、2015年7月29日付で、上記（b）の訴訟を上記（a）の訴訟に併合する決定がありました。
また、ソフトバンク（株）は上記（a）の訴訟について追加業務に関する報酬等を精査した結果、2015

年11月13日に請求額を約149億円から約204億円に変更し、さらにJPiTに対して提供中の回
線の仕入価格の変更等を受けて、2016年10月12日に請求額を約204億円から約223億円に、
2017年9月7日に約223億円から約240億円に変更しました。

c. ブライトスターおよびその子会社を当事者とする訴訟等
　ブライトスターおよびその子会社は、ラテンアメリカ諸国を中心とする世界各地において、税務紛
争、労働紛争、契約紛争その他現在係争中の複数の紛争を含む法的手続及び行政手続の当事者と
なっています。主なものとして、ブラジルの税務当局とブライトスターの子会社との間で、複数の行
政手続又は訴訟が係属し、税務当局との認識の違い等により同会社が本来支払うべきであった税
金の一部等として、合計約110百万米ドルの支払い等を求められています。

（4）その他
2018年4月29日（米国東部時間）に当社がスプリント、TモバイルおよびDeutsche Telekom AG（以
下「ドイツテレコム」）を含む当事者との間で締結した事業統合合意（2019年7月26日および2020年2月
20日の各変更契約と併せ、以下「事業統合合意」）に基づき、Tモバイルおよびその子会社において、特定
の事項に起因する金銭的損失、および特定の状況下でのスプリントおよびその子会社の周波数へのTモ
バイルおよびその子会社のアクセス停止に起因する損失が発生した場合、原則として当社はTモバイルお
よびその子会社に対し補償を行う可能性があります。当社は、2020年3月31日において、当該事象に
対して引当金を計上していません。

54.購入コミットメント
WeWork投資用100％子会社が、WeWorkの当社以外の株主を対象として2019年11月に最大金額

30億米ドル（326,490百万円）の公開買い付けを開始しました。買付期間の期限である2020年4月1日ま
でに必要な条件のうち複数が充足されなかったため、同日、本公開買付けを取りやめました。詳細は「注
記21．持分法で会計処理されている投資（3）当社とWeWorkが合意した内容および進捗」をご参照くだ
さい。

また、2019年12月23日、ソフトバンク（株）、Naver Corporation、ソフトバンク（株）の子会社であるZ

ホールディングス（株）およびNaver Corporationの子会社であるLINE（株）はZホールディングス（株）お
よびその子会社とLINE（株）およびその子会社の経営統合（以下「本経営統合」）に関する法的拘束力のあ
る経営統合契約書を締結し、また、ソフトバンク（株）およびNaver Corporationの両社間において、本経
営統合契約に関連して法的拘束力のある取引契約書および合弁契約書を締結しました。
本経営統合を実現するための取引の一環として、ソフトバンク（株）およびNaver Corporationまたはそ

の完全子会社は、共同して、LINE（株）の非公開化を目的とした共同公開買付けの実施やソフトバンク（株）
の子会社である汐留Zホールディングス（株）（注）を吸収合併消滅会社、LINE（株）を吸収合併存続会社とす
る吸収合併（以下「本合併」）を行い、本合併の対価として、LINE（株）は180,882,293株の新株を発行し、
その全てをソフトバンク（株）に対して割当て交付する等の取引を行う予定です。
なお、本経営統合は、競争法、外為法その他法令上必要なクリアランス・許認可等の取得が完了するこ

とを前提としています。
本経営統合に関する詳細については、「注記55．追加情報　Zホールディングス（株）とLINE（株）の経営

統合について」をご参照ください。
（注） 汐留Zホールディングス（株）は2020年3月31日付で合同会社に組織変更しています。
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上記以外の、2020年3月31日の財・サービスの購入に関するコミットメントは1,244,242百万円
（11,432,895千米ドル）（2019年3月31日は3,044,846百万円）です。主として出資、通信設備の購入
および携帯端末の購入に関する未履行の契約によるものです。なお、「契約しているがまだ開始してい
ないリース」については、購入コミットメントの金額に含めていません。詳細は「注記19．リース（4）契約し
ているがまだ開始していないリース」をご参照ください。
また、スプリントを非継続事業に分類したことに伴い、2020年3月31日における購入コミットメントの
金額にはスプリントを含めていません。

55.追加情報
（Zホールディングス（株）とLINE（株）の経営統合について）
ソフトバンク（株）、NAVER Corporation（以下「NAVER」、ソフトバンク（株）とNAVERを総称して「両
社」）、Zホールディングス（株）（以下「ZHD」）およびNAVERの連結子会社であるLINE（株）（以下「LINE」）
は、ZHDおよびその子会社（以下「ZHDグループ」）とLINEおよびその子会社（以下「LINEグループ」）の経
営統合（以下「本経営統合」）に関して協議・検討を進めてきました。

2019年12月23日、4社間において、本経営統合に関する法的拘束力のある最終契約である経営統
合契約書（以下「本統合最終契約」）を締結し、また、同日、両社間において、本統合最終契約に関連して
法的拘束力のある取引契約書および合弁契約書を締結しました。
本経営統合を実現するための取引の一環として、両社が共同して、日本および米国において公開買付

け（以下「本件共同公開買付け」）を実施することをそれぞれ決定しました。
本経営統合後の上場統合会社であるZHD（以下「統合会社」）は、当社の連結子会社となる予定です。
本経営統合は、必要とされる各国における競争法、外為法その他法令上必要なクリアランス・許認可等の
取得が完了していること、その他本統合最終契約において定める前提条件が充足されることを条件とし
て行われ、2020年10月を目途に完了予定です。なお、本経営統合の方式は「（2）本経営統合の概要」を
ご参照ください。

（1）本経営統合の目的
本経営統合は、ZHDグループおよびLINEグループがそれぞれの経営資源を集約し、本経営統合後の

統合会社グループにおいて、それぞれの事業領域におけるシナジーを追求するとともに、AI、コマース、
FinTech（注1）、広告・O2O（注2）、その他の新規事業領域における成長を目指して事業投資を実行すること
で、日本およびグローバルにおける熾烈な競争を勝ち抜くことができる企業グループへと飛躍すること
を目的として、ZHDおよびLINEが対等の精神に則って経営統合を行うものです。
（注1）  FinTech（フィンテック）とは、FinanceとTechnologyを組み合わせた造語で、スマートフォン・タブレット端末等のスマートデバイスや

ビッグデータ活用技術の活用により、既存の金融サービスの非効率性を解消し、金融サービスのイノベーションを提供しようとする
活動をいいます。

（注2）  O2O（オー・ツー・オー）とは、Online to Offlineの略語で、オンライン（インターネット）の情報がオフライン（実世界）の購買活動に影
響を与える施策をいいます。

（2）本経営統合の概要
本統合最終契約において、ソフトバンク（株）、NAVER、ZHDおよびLINEの4社間で、本経営統合の方

式について、大要以下の通り合意しています。
①　 ソフトバンク（株）およびNAVERまたはその完全子会社（日本法人）（NAVERと併せて、以下
「NAVERら」）は、共同して、LINEの非公開化を目的として、本件共同公開買付けを実施する。

②　 本件共同公開買付けが成立し、本件共同公開買付けにおいて本対象株式等（注1）の全てが取得され
なかった場合には、LINEの株主をソフトバンク（株）およびNAVERらのみとし、LINEを非公開化す
るための、株式の併合その他の方法を用いたスクイーズアウト手続（以下「本件スクイーズアウト手
続」）を行い、LINEの株主に対して本件共同公開買付けにおける公開買付価格と同額の対価を交付
する。

③　 ソフトバンク（株）の連結子会社である汐留Zホールディングス（株）（以下「汐留Zホールディングス」）
（注2）が保有するZHD株式の全部（以下「応募予定株式」）を取得することを目的として、LINEがZHD

株式に対する公開買付け（以下「ZHD株式公開買付け」）（注3）を行う。
④　 ZHD株式公開買付けの決済に先立ち、LINEは、ZHD株式公開買付けの買付代金を確保するため
に、ソフトバンク（株）を引受先、引受金額をZHD株式公開買付けの買付代金相当額とする社債の
発行（以下「本社債発行」）を行う。

⑤　 ZHD株式公開買付けの決済の完了後、汐留Zホールディングスを吸収合併消滅会社、LINEを吸
収合併存続会社とする吸収合併（以下「本合併」）を行い、LINEは、2019年9月30日時点における
LINEおよびZHDの各発行済株式総数（自己株式を除く）を前提として、本合併の対価として、LINE

株式180,882,293株の新株を発行し（注4）、その全てを汐留Zホールディングスの親会社であるソフ
トバンク（株）に対して割当て交付する。

⑥　 ZHD株式公開買付けの決済開始日の前日までに、ソフトバンク（株）およびNAVERらの間において
ソフトバンク（株）の保有するLINE株式の一部のNAVERらに対する譲渡を行い、本合併の効力発生
直後におけるソフトバンク（株）およびNAVERらの保有するLINEの議決権割合を50：50とする（以
下「本件JV化取引」）。なお、本合併および本件JV化取引を経て、LINEはソフトバンク（株）の連結子
会社（予定）となる。

⑦　 本合併の効力発生と同時に、LINEが新たに設立するその完全子会社（以下「LINE承継会社」）に対
してLINEの全事業（ただし、ZHD株式および本経営統合に関してLINEが締結した契約に係る契約
上の地位その他吸収分割契約において定める権利義務を除く。）を承継させる吸収分割（以下「本
会社分割」）を行う。

⑧　 本会社分割の効力発生後、ZHDを株式交換完全親会社、LINE承継会社を株式交換完全子会社、
その対価をZHD株式とする株式交換（以下「本株式交換」）を行う。

（注1）  LINEの普通株式、新株予約権、新株予約権付社債および米国預託証券（NAVER所有分およびLINE保有の自己株式を除きます。)を
総称して、「本対象株式等」といいます。
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（注2）  ソフトバンク（株）は、本経営統合に関連して、2019年12月18日を実行日として、ソフトバンク（株）が保有していたZHD株式の全部に
ついてソフトバンク（株）の連結子会社である汐留Zホールディングスに譲渡しました。なお、汐留Zホールディングス（株）は2020年3
月31日付で合同会社に組織変更しています。

（注3）  ZHD株式公開買付けは、2020年9月上旬には開始することを目指していますが、応募予定株式を汐留ZホールディングスからLINE
へ移管することを目的としてソフトバンク（株）およびNAVERの合意に基づき実施されるものですので、ZHD株式公開買付けの開始
までの状況の変化等により、法令等で許容される範囲で応募予定株式を汐留ZホールディングスからLINEへ移管する方法または条
件が変更になる可能性があります。また、ZHD株式公開買付けは、直接間接を問わず、米国内においてまたはZHD株式公開買付け
から明確に除外される米国株主に向けてもしくはその利益のために行われるものではありません。

（注4）  ただし、本件スクイーズアウト手続の結果およびその他合理的に調整を要する事由が生じた場合には当該事由に応じてソフトバンク
（株）およびNAVERが別途合意するところにより適切に調整される予定です。

なお、本経営統合の方式の詳細については、以下スキーム図もご参照ください。
＜本経営統合のスキーム図＞
2019年12月23日時点

27.4% 72.6%

NAVER

LINE

LINE
少数株主

100%

100%

55.4%
44.6%

ソフトバンク

汐留Z
ホールディングス

ZHD

ヤフー株式会社

ZHD
少数株主

①本件共同公開買付け（LINE株式等の共同公開買付け）および②本件スクイーズアウト手続

13.7% 86.3%

NAVERらLINE
少数株主

100%

100%

55.4% 44.6%

ソフトバンク

汐留Z
ホールディングス

ZHD

ヤフー株式会社

ZHD
少数株主

LINE

①　 ソフトバンク（株）およびNAVERらは、共同して、LINEの非公開化を目的として、本件共同公開買
付けを実施します。なお、本件共同公開買付けについて、2020年5月から6月には開始すること
を目指しており、公開買付期間は30営業日以上とすることを予定していますが、国内外の競争当
局における手続等に要する期間を正確に予想することが困難な状況ですので確定されたものでは
ありません。また、買付代金は、約3,720億円を見込んでおり、ソフトバンク（株）およびNAVERら
がそれぞれ50%の買付けを行う予定です。

②　 本件共同公開買付けが成立し、本件共同公開買付けにおいて本対象株式等の全てが取得されな
かった場合には、LINEの株主をソフトバンク（株）およびNAVERらのみとし、LINEを非公開化する
ための、株式の併合その他の方法を用いたスクイーズアウト手続を行い、LINEの株主に対して本
件共同公開買付けにおける公開買付価格と同額の対価を交付します。
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③ZHD株式公開買付けおよび④本社債発行（LINEによる社債の発行）

13.7% 86.3%

100%

55.4%
44.6%

汐留Z
ホールディングス

ZHD

ヤフー株式会社

NAVERらソフトバンクZHD
少数株主

LINE

③　 汐留Zホールディングスが保有するZHD株式の全部を取得することを目的として、LINEがZHD株式
公開買付けを行います。なお、ZHD株式公開買付けについて、2020年9月上旬には開始すること
を目指していますが、国内外の競争当局における手続等に要する期間を正確に予想することが困難
な状況ですので確定されたものではありません。また、買付代金は、買付予定数（2,125,366,950

株）にZHD株式公開買付けに係る公開買付価格（348円（ただし、（i）ZHD株式公開買付け開始日
の前営業日のZHD株式の東京証券取引所市場第一部における終値または（ii）同日までの過去1カ
月間の終値の単純平均値のうち低い金額に対して5%ディスカウントした金額（1円未満の金額に
ついては切り捨てます。）が348円を下回る場合には、当該金額））を乗じた金額となりますが、具
体的な金額は未定です。

④　 ZHD株式公開買付けの決済に先立ち、LINEは、ZHD株式公開買付けの買付代金を確保するため
に、ソフトバンク（株）を引受先とする社債の発行を行います。なお、ソフトバンク（株）およびNAVER

は、本社債発行に係る払込金額をZHD株式公開買付けにおける買付代金相当額とすることに合
意しています。

⑤本合併（汐留ZホールディングスとLINEの合併）および⑥本件JV化取引（ソフトバンク（株）および
NAVERらのLINEの議決権割合を50：50とする調整取引）

50% 50%

100%

55.4% 44.6%

汐留Z
ホールディングス

ZHD

ヤフー株式会社

NAVERらソフトバンクZHD
少数株主

LINE

⑤　 ZHD株式公開買付けの決済の完了後、汐留Zホールディングスを吸収合併消滅会社、LINEを吸収
合併存続会社とする吸収合併を行い、LINEは、2019年9月30日時点におけるLINEおよびZHDの
各発行済株式総数（自己株式を除く）を前提として、本合併の対価として、LINE株式180,882,293

株の新株を発行し、その全てを汐留Zホールディングスの親会社であるソフトバンク（株）に対して
割当て交付します。

⑥　 ZHD株式公開買付けの決済開始日の前日までに、ソフトバンク（株）およびNAVERらの間における
ソフトバンク（株）の保有するLINE株式の一部のNAVERらに対する譲渡を行い、本合併の効力発生
直後のソフトバンク（株）およびNAVERらの保有するLINEの議決権割合を50：50とします。なお、
ZHD株式公開買付けおよび本件JV化取引を経て、LINEはソフトバンク（株）の連結子会社となる予
定です。
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⑦本会社分割（LINEによる全事業のLINE承継会社への分割）

50%50%

100%

100%

55.4%
44.6%

ZHD

ヤフー株式会社

NAVERらソフトバンクZHD
少数株主

JV
(LINE)

LINE承継会社

⑦　 本合併の効力発生と同時に、LINEが新たに設立するLINE承継会社に対してLINEの全事業（ただ
し、ZHD株式および本経営統合に関してLINEが締結した契約に係る契約上の地位その他吸収分
割契約において定める権利義務を除く。）を承継させる吸収分割を行います。

⑧本株式交換（ZHDとLINE承継会社の株式交換）

50%50%

100%
100%

34.7%
65.3%

ZHD

ヤフー株式会社

NAVERらソフトバンクZHD
少数株主

JV
(LINE)

LINE承継会社

⑧　 本会社分割の効力発生後、ZHDを株式交換完全親会社、LINE承継会社を株式交換完全子会社、
その対価をZHD株式とする株式交換を行います。なお、本株式交換の交換比率（LINE承継会社
の株式1株に対して交付するZHDの株式の割当比率）は11.75であり、本株式交換の効力発生は
2020年10月を予定しています。

本経営統合後

50%50%

100% 100%

34.7%
65.3%

ZHD
（統合会社）

ヤフー株式会社

NAVERらソフトバンク

ZHD
少数株主 JV

(LINE)

LINE承継会社
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（3）当事会社の概要
a. 本経営統合に係る当事会社
（a） 異動する子会社の概要

① 名称 LINE（株）
② 所在地 東京都新宿区新宿四丁目1番6号
③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　出澤　剛
④ 事業内容 モバイルメッセンジャー・アプリケーション「LINE」を基盤とした広告

サービス、スタンプ販売およびゲームサービス等を含むコア事業なら
びにFinTech、AIおよびコマースサービスを含む戦略事業の展開

⑤ 資本金 96,535百万円（887,026千米ドル）（2019年9月30日）
⑥ 大株主および持分比率
　 （2019年6月30日時点）

NAVER 72.64%
MOXLEY & CO LLC 3.64%
日本トラスティ・サービス信託銀行（株） 2.11%

b. 本合併の当事会社
（a） 吸収合併消滅会社

① 名称 汐留Zホールディングス（株）
② 所在地 東京都港区東新橋一丁目9番1号
③ 代表者の役職・氏名 代表取締役　藤原　和彦
④ 事業内容 事業準備会社
⑤ 資本金 10百万円（92千米ドル）（（2019年3月31日現在）
⑥ 大株主および持分比率
　 （2019年9月30日時点）

ソフトバンク（株） 100%

（注） 汐留Zホールディングス（株）は2020年3月31日付で合同会社に組織変更しています。

（b） 吸収合併存続会社
 　吸収合併存続会社であるLINEの概要については、前記「（3）当事会社の概要」の「ａ．本経営統合
に係る当事会社」の「（a）異動する子会社の概要」をご参照ください。

（c） 本合併後の吸収合併存続会社の状況
① 名称 LINE（株）
② 所在地 東京都新宿区新宿四丁目1番6号
③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　出澤　剛
④ 事業内容 モバイルメッセンジャー・アプリケーション「LINE」を基盤とした広告

サービス、スタンプ販売およびゲームサービス等を含むコア事業なら
びにFinTech、AIおよびコマースサービスを含む戦略事業の展開

⑤ 資本金 96,535百万円（887,026千米ドル）（2019年9月30日）

（注）  本会社分割の効力発生前の状況を記載しています。LINEは、本会社分割により、その全事業をLINE承継会社に承継させる
予定であり、本会社分割の効力発生後、LINE（本JV）は、ZHD（統合会社）株式を保有することにより、その事業活動を支配、
管理する事業およびそれに付随する業務を行う予定です。また、本会社分割の効力発生後、LINE（本JV）の名称は変更され
る予定ですが、変更後の名称は未定です。

c. 本株式交換の当事会社
（a） 株式交換完全親会社および株式交換完全子会社

株式交換完全親会社 株式交換完全子会社
① 名称 Zホールディングス（株） LINE分割準備（株）
② 所在地 東京都千代田区紀尾井町1番3号

東京ガーデンテラス紀尾井町
紀尾井タワー

東京都新宿区新宿四丁目1番6号

③  代表者の役職・ 
氏名

代表取締役社長・最高経営責任者
川邊　健太郎

代表取締役　出澤　剛

④ 事業内容 グループ会社の経営管理、ならびに
それに付随する業務

事業準備会社

⑤ 資本金 237,404百万円（2,181,421千米ドル）
（2019年9月30日現在）

150万円（1,378千米ドル）
（2019年12月13日設立時点）

⑥  大株主および持株
比率（注） （2019年
9月30日現在）

ソフトバンク（株） 44.6% LINE（株） 100%
STATE STREET BANK 
AND TRUST 
COMPANY 505325

3.0%

SSBTC CLIENT 
OMNIBUS ACCOUNT

1.9%

日本トラスティ・サービス
信託銀行（株）（信託口）

1.8%

日本マスタートラスト信託
銀行（株）（信託口）

1.8%

GOLDMAN, SACHS & 
CO. REG

1.7%

JP MORGAN BANK 
LUXEMBOURG S. A. 
1300000

1.5%

JP MORGAN CHASE 
BANK 385632

1.2%

BBH FOR FIDELITY 
LOW- PRICED STOCK 
FUND（PRINCIPAL ALL 
SECTOR 
SUBPORTFOLIO）

1.1%

日本トラスティ・サービス
信託銀行（株）（信託口9）

1.0%

（注） ZHDについては、上記のほかZHD所有の自己株式60,021,000株があります。
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（b） 本株式交換後の株式交換完全親会社の概要
① 名称 Zホールディングス（株）
② 所在地 東京都千代田区紀尾井町1番3号

東京ガーデンテラス紀尾井町
紀尾井タワー

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役　Co-CEO　出澤　剛
代表取締役社長　Co-CEO　川邊　健太郎

④ 事業内容 グループ会社の経営管理、ならびにそれに付随する業務
⑤ 資本金 現時点では確定していません。

（4）今後の業績に与える影響
本件共同公開買付けおよび本経営統合による業績等への影響については確定していません。

56.重要な後発事象
（1）スプリントのTモバイルとの合併完了について
当社がスプリント、Tモバイルおよびドイツテレコムを含む当事者との間で締結した事業統合合意に基づ

き、2020年4月1日、スプリントとTモバイルの全ての対価を株式とする合併による取引（以下「本取引」）
が完了しました。
本取引の完了に関して、カリフォルニア州の公益事業委員会（California public utility commission、
以下「CPUC」）による最終的な承認の取得が本取引の完了の前提条件として事業統合合意に定められて
いましたが、事業統合合意の当事者間においてかかる前提条件が放棄されたことにより、本取引の完了
に必要なすべての規制当局の承認に係る条件が、2020年4月1日までに充足されました。なお、2020

年4月16日にCPUCは本取引を承認しています。
本取引の完了に伴い、2020年4月1日から、スプリントは当社の子会社ではなくなり、合併後の新会社

であるT-Mobile US, Inc.（以下「新Tモバイル」）が、その株式の約24％（完全希薄化ベース）を当社が保
有する持分法適用関連会社となりました。

a. 合併の目的
当社は、本取引により想定される大きなシナジーによる統合会社の価値の増大が当社の保有資産
価値向上に貢献し、結果として当社の株主にとっての株式価値の向上につながると考えています。
当社は、新Tモバイルが、米国の移動通信、動画、ブロードバンド市場における変革の原動力とな

り、コストの低減とともに規模の経済性を確保することにより、米国の消費者や企業に、より手ごろ
な価格、高い品質、比類の無い価値やさらなる競争をもたらすと考えています。

b. 本取引の概要
本取引は、2件の連続し、かつ関連する合併を伴う株式を対価とする取引として実行されました。

（a） 合併

ドイツテレコムTモバイルの 
一般株主当社

Starburst 
及び 

Galaxy

スプリントの 
一般株主

Tモバイル

スプリント
Huron Merger Sub LLC  

（「Tモバイル Merger Co.」）

間接保有： ＝

1

2 Superior Merger Sub Corp.  
（「Tモバイル Merger Sub」）

= =

2020年4月1日、Starburst I, Inc.とGalaxy Investment Holdings, Inc.は、それぞれ、Tモバ
イルが直接保有する米国子会社であるHuron Merger Sub LLC（以下「TモバイルMerger Co.」）
との間で同社を存続会社とする吸収合併（以下、総称して「第一合併」）を行いました。
第一合併の直後、TモバイルMerger Co.が直接保有する米国子会社であるSuperior Merger 

Sub Corp.（以下「TモバイルMerger Sub」）は、スプリントとの間で同社を存続会社とする吸収合
併（以下、第一合併と総称して「本合併取引」）を行いました。 

本合併取引の結果として、以下の通りとなりました。
・スプリントは、新Tモバイルが間接的に保有する完全子会社となりました。
・ スプリントの普通株式を購入する権利（スプリントの従業員株式購入プランに基づくものを除
きます。）は、新Tモバイルの普通株式を購入する権利に転換されました。
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（b） 本取引実行後

ドイツテレコム Tモバイルの 
旧一般株主

スプリントの 
旧一般株主当社

間接保有： ＝

Tモバイル
（「新Tモバイル」）

Huron Merger Sub LLC 

スプリント

約43% 約24%
= =

本取引における株式の交換比率は、Tモバイル株式1株当たりスプリント株式約9.75株で
す。但し、当社は、本取引の実行後すみやかに、本取引により受領する新Tモバイルの普通株式
353,357,606株のうち、48,751,557株を新Tモバイルに引き渡しました。これに伴い、本取引
の完了および当該引き渡しが有効となった直後において、新Tモバイルの普通株式は、ドイツテ
レコムが約43%、当社が約24%、一般株主が約33%をそれぞれ保有することになり（各割合
は完全希薄化ベースであり、間接保有分を含みます。）、この時点における実質交換比率は、T

モバイル株式1株当たりスプリント株式約11.00株（当社および当社子会社保有スプリント株式
についてはTモバイル株式1株当たりスプリント株式約11.31株）となりました。しかしながら、
本取引完了日の2年後の応当日から2025年12月31日の期間に、NASDAQ Global Select 

Marketにおける新Tモバイル普通株式の45日間の出来高加重平均価格が150米ドル以上と
なった場合、原則として、新Tモバイルは当社に対し無償で上記の引き渡し株式数と同数の普通
株式（以下「条件付対価」）を再発行することとなっています（但し、事業統合合意に定められる一
定の条件に服します。）。
新Tモバイルの取締役会は、14名の取締役からなり、内9名はドイツテレコムによる指名、3

名は当社による指名となっていますが、2020年に開催される新Tモバイルの定時株主総会以降
は、9名はドイツテレコムによる指名、4名は当社による指名となる予定です。
一定の除外事由の適用を受ける場合を除き、①当社および子会社が直接的または間接的に
保有する新Tモバイルの株式については、ドイツテレコムに対して、議決権行使に係る指図権（当

社が直接または間接的に保有する新Tモバイルの議決権について、ドイツテレコムが当社にその
行使内容／方法を指図する権利）が付与されているほか、一定の譲渡制限およびドイツテレコム
のための先買権が付されており、②ドイツテレコムおよびその支配する関係会社が直接的また
は間接的に保有する新Tモバイルの株式については、当社のための先買権および一定の譲渡制
限が付されています。さらに、当社およびドイツテレコム（それぞれの一定の関係会社を含みま
す。）は、それぞれ、新Tモバイル株式の保有割合が合意された一定の基準を下回るまで、一定
の競業制限に服します。
なお、本取引完了後、（i）特定の事項に起因する金銭的損失、および（ii）特定の状況下でのス
プリントおよびその子会社の周波数への新Tモバイルおよびその子会社のアクセス停止に起因
する損失について、原則として当社は新Tモバイルおよびその子会社に対し補償を行う可能性
があります。

c. 新Tモバイルの概要
（a） 社名 T-Mobile US, Inc.
（b） 所在地 米国ワシントン州ベルビュー（本店所在地）

米国カンザス州オーバーランドパーク（従たる本店所在地）
（c） 代表者の役職・氏名 Chief Executive Officer

Mike Sievert
（d） 事業内容 通信事業
（e） 大株主および持株比率 

   （完全希薄化ベース（注））
ドイツテレコム 約43%
当社 約24%

（注）潜在株式数を含めた株式数（間接保有分を含む。）を基に算出

d. 本合併取引の前後における当社所有株式の状況
（a）  本合併取引前のスプリントの 

所有株式数 
（2020年3月31日現在）

3,445,374,483株
（議決権の数： 3,445,374,483個）
（議決権所有割合： 83.7%）

（b）  本合併取引後の新Tモバイルの 
所有株式数（注1）

304,606,049株
（議決権の数： 304,606,049個）（注2）

（議決権所有割合： 約24%（完全希薄化ベース））
（注1）  間接保有分を含む株式数（ワラント行使に係る潜在株式数を含む。）を基に算出
（注2）  当該議決権の行使に係る指図権がドイツテレコムに付与されています。

e. 今後の業績に与える影響
本取引の完了に伴い、2021年3月31日に終了する1年間の連結損益計算書において、取得した
新Tモバイル株式（304,606,049株）と条件付対価（48,751,557株）の2020年4月1日時点の公正
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価値合計と、当社の連結財政状態計算書上のスプリントの帳簿価額との差額を支配喪失利益として
「非継続事業からの純利益」に約7,500億円（6,891,482千米ドル）（税金費用考慮前）計上する見
込みです。

（2）自己株式取得と負債削減のための4.5兆円のプログラムの一部実施について
当社は、2020年3月23日に公表した「自己株式取得と負債削減のための4.5兆円のプログラムを決定」

（以下「本発表」）の通り、本発表後4四半期にわたって最大4.5兆円の当社保有資産を売却または資金化
する方針です。
当社は当該プログラムの一環として、保有資産の売却または資金化を目的に「a．アリババ株式先渡売

買契約の締結」、「c．ソフトバンク（株）株式の一部譲渡の実施」、および「d．Tモバイル株式の売却取引の
開始」を行いました。これらで得られた資金については、本発表の通り最大2兆円の自己株式取得（「b．
自己株式取得の決議」を含む）にくわえ、残額を負債の償還、社債の買入れ、現預金残高に充当する予定
です。なお、自己株式の取得や負債の削減に充当するまでの間、現預金で保有するだけでなく、従来か
ら掲げているLTVや手元流動性に関する財務方針を堅持しつつ、流動性の高い優良有価証券等で運用す
ることもあります。本有価証券報告書提出日現在、調達した資金のうち約1兆円をこうした流動性の高
い有価証券で運用しています。

a. アリババ株式先渡売買契約の締結
　当社の100％子会社であるWest Raptor Holdings2, LLC（以下「WRH2 LLC」）、Skybridge LLC

およびSkylark 2020 Holdings Limited (以下「Skylark Limited」)は2020年4月から6月に、保有
するアリババ株式を利用した、以下の複数の先渡売買契約を金融機関との間で締結し、総額で137

億米ドルを調達しました。

（a） 先渡契約：調達金額　15億米ドル
　当該先渡売買契約に基づくアリババ株式の決済は2024年4月に実施されます。将来の市場
株価の変動に関わらず、決済株数および決済株価は固定されています。

（b） フロア契約：調達金額　15億米ドル
　当該先渡売買契約に基づくアリババ株式の決済は2023年12月および2024年1月に実施さ
れます。その決済株数は決済日に先立つ評価日におけるアリババ株式の市場価格に基づき決定
され、決済株価にはフロアの設定があります。

（c） カラー契約：調達金額　85億米ドル
　当該先渡売買契約に基づくアリババ株式の決済は2022年1月から2022年9月にかけて実施
されます。その決済株数は決済日に先立つ評価日におけるアリババ株式の市場価格に基づき決
定され、決済株価にはキャップおよびフロアの設定があります。

（d） カラー契約およびコールスプレッド：調達金額　22億米ドル
　当該先渡売買契約に基づくアリババ株式の決済は2024年5月から2024年6月にかけて実施
されます。その決済株数は決済日に先立つ評価日におけるアリババ株式の市場価格に基づき決
定され、決済株価にはキャップおよびフロアの設定があります。また当該先渡売買契約とともに、
アリババ株式の将来の株価の上昇に備えたコールスプレッド（権利行使価格の異なる買建コール
オプションと売建コールオプションの組み合わせ）契約を締結し、調達金額の一部をオプションプ
レミアムの支払いに充当しています。

上記の先渡売買契約は、すべてフォワード取引の組込デリバティブを含む混合金融商品であり、組込デ
リバティブは公正価値により測定され、同様にコールスプレッドについても公正価値により測定されます。

なお、WRH2 LLC、Skybridge LLCおよびSkylark Limitedは当該すべての先渡売買契約を現金、ま
たは現金およびアリババ株式の組み合わせによって決済するオプション（以下「現金決済オプション」）を
保有しています。WRH2 LLC、Skybridge LLCおよびSkylark Limitedが現金決済オプションを選択し
た場合は、決済株数のアリババ株式の公正価値と同額の現金が支払われます。
当該すべての先渡売買契約に基づき、WRH2 LLC、Skybridge LLCおよびSkylark Limitedは保有す

るアリババ株式を金融機関へ担保として提供しており、当該アリババ株式についての使用権を与えてい
ますが、現金決済により当社の裁量で担保を解除することが可能です。当社は議決権を通じてアリババ
に対する重要な影響力を引き続き保持していることから、これらの取引後においてもアリババは継続して
当社の持分法適用関連会社です。当社がこれらの取引によって担保に供したアリババ株式の2020年3

月31日における帳簿価額は364,170百万円（3,346,228千米ドル）です。
これらの取引による2021年3月31日に終了する1年間の業績に与える影響は、現時点では確定して
いません。
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b. 自己株式取得の決議
ソフトバンクグループ（株）は、2020年5月15日開催の取締役会において、会社法第165条第3

項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを以
下の通り決議しました。

取得の内容
取得する株式の種類 当社普通株式
取得する株式の総数 135,000,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合：6.70％）
株式の取得価額の総額 5,000億円（4,594.3百万米ドル）（上限）
取得期間 2020年5月18日～2021年3月31日

c. ソフトバンク（株）株式の一部譲渡
当社は、2020年5月21日に100％子会社であるソフトバンクグループジャパン（株）（以下

「SBGJ」）を通じて保有する当社子会社ソフトバンク（株）の普通株式3,182,919,470株の一部で
ある240,000,000株を譲渡すること（以下「本譲渡」）を決定しました。
なお、本譲渡は2020年5月22日に譲渡価額3,102億円で完了しています。

（a）譲渡対象会社の概要
名称 ソフトバンク株式会社
所在地 東京都港区東新橋1丁目9番1号
代表者の役職・氏名 代表取締役社長 執行役員 兼 CEO 宮内　謙
事業内容 移動通信サービスの提供、携帯端末の販売、固定通信サービスの提

供、インターネット接続サービスの提供
資本金 204,309百万円（1,877,322千米ドル）（2020年3月31日現在）

（b）譲渡株式数および譲渡前後の当社がSBGJを通じ間接的に所有する株式の状況
譲渡前の所有株式数 3,182,919,470株（所有割合：67.1％）
譲渡株式数 240,000,000株（所有割合：5.0％）
譲渡後の所有株式数 2,942,919,470株（所有割合：62.1％）

（注）  所有割合は、ソフトバンクの2020年3月期決算短信に記載された2020年3月31日時点の発行済株式（自己株式を除く）の
総数4,741,145,170株に対する割合です。

（c）当社連結業績への影響
　本譲渡後もソフトバンクは引き続き当社の子会社であるため、本譲渡における売却益相当額
（税金考慮後）は、連結財政状態計算書の資本剰余金として計上されます。これに加え、本譲渡
に伴いSBGJで生じるソフトバンク株式売却益に対して、繰延税金資産を認識していなかった繰
越欠損金が使用されることなどにより、法人所得税の押し下げ効果が純利益へのプラス影響と
して認識されますが、これらの取引による2021年3月31日に終了する1年間の業績に与える影
響は、現時点では確定していません。

d. Tモバイル株式の売却取引の開始
当社は2020年6月23日に、当社子会社を通じて保有する当社の持分法適用関連会社Tモバイ

ルの普通株式について、売却取引を開始することを決定しました。

（a）本売却の概要
　当社はTモバイルの普通株式最大198,314,426株（以下「本売却対象株式」）を当社子会社を
通じて同社に売却します（以下「本売却」）。
　Tモバイルは当社子会社から購入した株式を米国内における公募、現金強制転換証券（Cash 

Mandatory Exchangeable Trust Securities）を発行する信託を通じた私募、株主割当による株
式募集（注）および同社取締役のマルセロ・クラウレへの売却（以下「本件関連取引」）を通じて処分
し、その手取金は当社子会社に引渡されます。
　当社は本売却および本件関連取引の実施に関連して、Tモバイルに対して3億米ドルを支払う
ことおよび本件関連取引に係る費用をTモバイルに対して支払うことに合意しました。
　なお、本売却における売却価額の総額は、本件関連取引におけるTモバイルの手取金と同額で
あり、（b）に記載の本件関連取引における売却価額の総額の合計である最大20,115百万米ドル
から引受手数料その他一定の費用を差し引いた金額となります。
（注）  当社、ドイツテレコム、マルセロ・クラウレおよびその関連当事者は、割当てを受ける権利を放棄します。
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（b）本売却売却株式数および売却価額
ⅰ  Tモバイルによる米国内
における公募の対象株
式数および売却価額

143,392,582株
（ただし、引受証券会社が追加購入オプションを行使した場合には最大

154,147,026株）

1株当たりの売却価額　103.00米ドル
売却価額の総額　14,769百万米ドル
（ただし、上記オプションが行使された場合には最大15,877百万米ドル）

ⅱ  Tモバイルによる信託を
通じた私募においてTモ
バイルが信託に対して
売却する株式数および
売却価額

18,062,698株
（ただし、当初買受人が追加購入オプションを行使した場合には最大

19,417,400株）

売却価額の総額1,570百万米ドル（ただし、上記オプションが行使され
た場合には最大1,689百万米ドル）（注1）

ⅲ  Tモバイルによる株主割
当による株式募集の売
却対象株式数および売
却価額（注2）

最大19,750,000株

1株当たりの売却価額　103.00米ドル（注3）

売却価額の総額　2,034百万米ドル
ⅳ  Tモバイルによる同社取
締役のマルセロ・クラウ
レへの売却対象株式数
および売却価額

5,000,000株

1株当たりの売却価額　103.00米ドル（注3）

売却価額の総額　515百万米ドル
（注1）  売却価額の一部としてTモバイルは債券を受領し、これに応じて、Tモバイルは当社子会社にかかる債券を引渡すことによ

り支払いを行います。
（注2）  株主割当による株式募集の引受権は、期限が延長されない場合、2020年7月27日の午後5時（米国東部時間）に消滅し

ます。
（注3）  Tモバイルによる米国内における公募の1株当たりの売却価額と同額。

（c）ドイツテレコムのオプション行使に伴う株式売却の概要
　ドイツテレコムは当社が当社子会社を通じて保有するTモバイル株式101,491,623株を対象
株式とする株式購入オプション（以下「本オプション」）を受領します。
ⅰ． 上記101,491,623株のうち44,905,479株を対象とするオプションについては、オプション行
使価額は、2020年6月19日のTモバイル株式市場終値、または本売却対象株式について引受
けを伴う公募が行われた場合の募集価格を加重平均した金額のいずれか低い金額となります。

ⅱ． 上記101,491,623株のうち56,586,144株を対象とするオプションについては、オプション行
使価額は、行使に先立つ20日間のTモバイル株式市場株価の加重平均価額の平均となります。

（注）  上記ｉは当社子会社がTモバイルの完全子会社であるTモバイルの代理人に対してオプションを付与し、当該代理人がドイツ
テレコムに対してオプションを付与する仕組みであり、それぞれのオプションの行使に伴い、ドイツテレコムはTモバイルの代
理人から、Tモバイルの代理人が当社子会社から取得するのと同数の株式を、同一の経済条件で取得します。上記ⅱは当社
子会社がドイツテレコムに対してオプションを付与し、オプションの行使に伴いドイツテレコムが当社子会社から株式を取得
します。本オプションは、早期終了をもたらす一定の事象が発生しない限り、2024年6月22日に行使期限が到来します。

（d）本売却株式数、本オプションの対象株式数および本取引前後の当社が保有する株式の状況
ⅰ 本売却前の所有株式数 304,606,049株
ⅱ 本売却対象株式数 最大198,314,426株
ⅲ 本売却後の所有株式数（注1） 106,291,623株
ⅳ 本オプションの対象株式数 101,491,623株
ⅴ 本オプションが行使された場合の所有株式数（注2） 4,800,000株

（注1）  ⅱ記載の最大株数が売却されたと仮定して算出しています。
（注2）  本オプションの全てが行使されたと仮定して算出しています。

（e）今後の見通しおよび当社連結業績への影響
　当社子会社を通じたTモバイル普通株式の同社への受渡完了は2020年6月26日（米国東部時
間）を予定していますが、上記（b）ⅲおよびⅳの取引については、2020年7月以降に完了する見込
みです。2020年6月26日の取引完了後、Tモバイルは当社の持分法適用関連会社ではなくなる
見込みですが、本売却に伴う関連会社株式売却損益と引き続き保有する株式に係る再評価損益
が、2021年3月31日に終了する1年間の業績に与える影響は、現時点では確定していません。

57.連結財務諸表の承認
本連結財務諸表は、2020年6月24日に当社代表取締役会長 兼 社長 孫 正義によって承認されてい

ます。

234企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020



235企業情報財務セクション成長を支える経営基盤さらなる成長に向けてソフトバンクグループとは目次 トップメッセージSoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020

独立監査人の監査報告書（訳文）

監査意見
当監査法人は、日本円で表示されたソフトバンクグループ株式会社及び連結子会社の2020
年3月31日現在の連結財政状態計算書、同日をもって終了した連結会計年度の連結損益計算
書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び重要な会
計方針の要約を含む連結財務諸表注記について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、国際会計基準に準拠して、ソフトバンクグループ株
式会社及び連結子会社の2020年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結
会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利用者の便宜のための換算
当監査法人は、日本円金額から米ドル金額への換算についても監査を行った結果、換算は連
結財務諸表注記2（3）に記載された基準に従っていると認める。米ドル金額は、国外の利用者
の便宜の目的のみのために表示されている。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社
及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
・ 注記56.重要な後発事象（1）に記載されているとおり、子会社であるSprint Corporation
は、2020年4月1日にT-Mobile US, Inc.と合併し、合併後のT-Mobile US, Incは持分法
適用関連会社となった。

・ 注記56.重要な後発事象（2）d.に記載されているとおり、会社は2020年6月23日にT-Mobile 

US, Inc.の株式について、その一部を売却することを決定した。本取引実行後、T-Mobile 

US, Inc.は持分法適用関連会社ではなくなる見込みである。
・ 注記56.重要な後発事象（2）a.に記載されているとおり、会社は100％子会社であるWest 

Raptor Holdings2, LLC ,Skybridge LLCおよびSkylark 2020 Holdings Limitedが保
有するAlibaba Group Holding Limitedの普通株式の一部を資金化する一連の資金調達
取引を完了した。

 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、国際会計基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成

することが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準に基づいて継続企業に関する事項を開
示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。また、会社及び連結子会社が清
算若しくは事業停止の意図があるか、又はそれ以外に現実的な代替案がない場合を除いて、継
続企業を前提として財務諸表を作成する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。合理的な保証は、高い水
準の保証であるが、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して行った
監査がすべての重要な虚偽表示を常に発見することを保証するものではない。虚偽表示は、不
正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の意
思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

ソフトバンクグループ株式会社
取締役会御中

（注） 本監査報告書は、『SoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020』に掲載されている“Independent Auditor’s Report”を翻訳したものです。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。不正は共謀、
改竄、意図的な除外、虚偽の陳述、及び内部統制の無効化を伴うことがあるため、不正に
よる重要な虚偽表示を発見できないリスクは、誤謬による重要な虚偽表示を発見できない
リスクよりも高い。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切で
ない場合は、連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監
査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準に準拠しているかどうかとともに、関
連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社における企業又は事
業活動についての財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連
結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監
査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求
められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、
及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について
報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、我が国における公認会計
士法の規定により記載すべき利害関係はない。

デロイト　トウシュ　トーマツ
2020年6月25日

（注） 本監査報告書は、『SoftBank Group Corp. ANNUAL REPORT 2020』に掲載されている“Independent Auditor’s Report”を翻訳したものです。



主要な子会社および関連会社
2020年3月末現在

子会社
社名 資本金

（百万円）
議決権所有割合

（％） 主な事業内容

ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業
SB Investment Advisers （UK） Limited 576千米ドル 100 ソフトバンク・ビジョン・ファンドの運営

ソフトバンク事業
ソフトバンク株式会社*1 204,309 67.1 日本国内での移動通信サービスの提供、携帯端末の販売、ブロードバンドなど固定通信サービスの提供
SB C&S株式会社 500 100 IT関連製品の製造・流通・販売、IT関連サービスの提供
Wireless City Planning株式会社 18,899 32.2 モバイルブロードバンド通信サービスの企画・提供
SBテクノロジー株式会社*2 1,176 53.3 オンラインビジネスのソリューションおよびサービスの提供
アイティメディア株式会社 1,735 52.8 IT総合情報サイト「ITmedia」の運営
株式会社ベクター 1,018 42.4 パソコン用ソフトウエアのダウンロード販売、広告販売
Zホールディングス株式会社*3 237,422 45.5 持株会社
ヤフー株式会社*3 199,250 100 インターネット広告やイーコマースサービスの提供
バリューコマース株式会社 1,728 52.0 アフィリエイトマーケティングサービス事業、ストアマッチサービス事業
株式会社ZOZO 1,359 50.1 ファッション通販サイトの企画・運営、ブランドの自社ECサイトの運営支援、ファッションコーディネートアプリの運営
株式会社ジャパンネット銀行 37,250 46.6 銀行業
アスクル株式会社 21,189 45.1 文房具等およびサービスにおける通信販売事業
株式会社イーブックイニシアティブジャパン 900 43.5 電子書籍の配信

アーム事業
Arm Limited 1,025千ポンド 100 マイクロプロセッサーのIPおよび関連テクノロジーのデザイン、ソフトウエアツールの販売、ソフトウエアサービスの提供

Arm PIPD Holdings One, LLC*4 *5 500,166千ポンド 100 持株会社

Arm PIPD Holdings Two, LLC*4 *5 343,203千ポンド 100 持株会社
ブライトスター事業

Brightstar Global Group Inc. 3千米ドル 89.9 持株会社
Brightstar Corp. 0千米ドル 100 海外での携帯端末の流通事業

全社
ソフトバンクグループジャパン株式会社 25 100 持株会社

SoftBank Group Capital Limited 5,508千米ドル 100 持株会社

SB Group US, Inc. 0千米ドル 100 海外投資先の管理
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https://corp.itmedia.co.jp/
https://www.softbanktech.co.jp/corp/
https://www.wirelesscity.jp/
https://cas.softbank.jp/corp/
https://www.softbank.jp/corp/
https://visionfund.com/
https://corp.zozo.com/
https://www.valuecommerce.co.jp/
https://about.yahoo.co.jp/
https://www.z-holdings.co.jp/company/overview/
https://ir.vector.co.jp/
https://corp.ebookjapan.jp/
https://www.askul.co.jp/kaisya/
https://www.japannetbank.co.jp/
https://www.brightstar.com/
https://www.brightstar.com/
https://www.arm.com/


主要な子会社および関連会社
2020年3月末現在

社名 資本金
（百万円）

議決権所有割合
（％） 主な事業内容

その他
Fortress Investment Group LLC*5 *6 ー 100 オルタナティブ投資の資産運用事業

福岡ソフトバンクホークス株式会社 100 100
プロ野球球団の保有、野球競技の運営、野球などのスポーツ施設の経営・管理、各種メディアを利用した映像・音声・データな
どのコンテンツ配信サービス

SLA ADVISERS CORP. 0千米ドル 100 ラテンアメリカにおけるファンドの運営
SBエナジー株式会社 4,770 100 自然エネルギーによる発電、電気の供給および販売
PayPay株式会社 81,000 100 スマートフォン決済事業
Boston Dynamics, Inc. 256,805千米ドル 100 モバイルロボットの設計・開発
ソフトバンクロボティクスグループ株式会社 20,600 74.5 持株会社
スカイウォークファイナンス合同会社*5 *7 0 100 持株会社
SoftBank Ventures Asia Corp. 18,000百万ウォン 100 アジアにおけるファンドの運営
SoftBank Korea Corp. 2,200百万ウォン 100 持株会社
SB Pan Pacific Corporation 48,248 100 持株会社
STARFISH I PTE. LTD. 101,386 100 持株会社
Starburst I, Inc.*9 216千米ドル 100 持株会社
West Raptor Holdings, LLC*4 *5 *8 1,251,768千米ドル 100 持株会社
Hayate Corporation 77,842 100 持株会社

スプリント事業（非継続事業）
Sprint Corporation*9 41,161千米ドル 83.7 持株会社
Sprint Communications, Inc.*9 1,180,954千米ドル 100 米国での移動通信サービスの提供、携帯端末の販売やリース、アクセサリーの販売、固定通信サービスの提供

*1 2020年5月22日付で、当社100%子会社であるソフトバンクグループジャパン（株）は、保有するソフトバンク（株）株式の一部を譲渡し、当社による議決権の所有割合は62.1％となりました。
*2 2019年10月1日付で、ソフトバンク・テクノロジー（株）は社名をSBテクノロジー（株）へ変更しました。
*3  ヤフー（株）（現Zホールディングス（株））は2019年5月9日から6月5日にかけて自己株式の公開買付け（以下「本公開買付け」）を行い、ソフトバンクグループジャパン（株）は本公開買付けに応募し保有株式の一部を譲渡しました。また、2019年6月27日、ヤフー（株）（現Zホールディングス（株））
はソフトバンク（株）に対して第三者割当による新株式発行（以下「本第三者割当増資」）を行い、ソフトバンク（株）はこの全てを取得しました。本公開買付けおよび本第三者割当増資（以下「本取引」）により、ソフトバンクグループ（株）のヤフー（株）（現Zホールディングス（株））に対する議決権所
有割合は48.2％から45.5％となりました。本取引と併せて、ソフトバンク（株）がヤフー（株）（現Zホールディングス（株））に役員派遣等を行うことで同社を実質的に支配していると判断されることから、ヤフー（株）（現Zホールディングス（株））はソフトバンク（株）の子会社となりました。

  さらに、2019年10月1日を効力発生日として、ヤフー（株）（現Zホールディングス（株））は持株会社体制への移行を目的とした会社分割（吸収分割）により紀尾井町分割準備（株）および紀尾井町金融分割準備（株）へ事業を承継し、社名をZホールディングス（株）へ変更しました。同日付で、
紀尾井町分割準備（株）は、社名をヤフー（株）に、紀尾井町金融分割準備（株）は、社名をZフィナンシャル（株）にそれぞれ変更しました。

*4 資本金の欄には出資金の額を掲載しています。
*5 議決権所有割合の欄には当社の出資割合を掲載しています。
*6 Fortress Investment Group LLCは、単体財務書類を作成していないため、出資金を表示していません。
*7 スカイウォークファイナンス合同会社は、保有するアリババ株式を担保にした借入れを行っています。
*8 2019年6月3日付で、West Raptor Holdings, LLCは、保有するアリババ株式の一部を譲渡しました。
*9  2020年4月1日（米国東部時間）に、スプリントとTモバイルは、スプリントとTモバイルの全ての対価を株式とする合併による取引を完了しました。これに伴い、スプリントはソフトバンクグループ（株）の子会社でなくなり、統合後の新会社であるT-Mobile US, Inc.はソフトバンクグループ（株）
の持分法適用関連会社となりました。
スプリントの株式を保有していたStarburst I, Inc.およびGalaxy Investment Holdings, Inc.は、Tモバイルが直接保有する米国子会社であるHuron Merger Sub LLCとの間で同社を存続会社とする吸収合併を行いました。
 2020年6月23日に、ソフトバンクグループ（株）は子会社が保有するT-Mobile US, Inc.の普通株式について、売却取引（以下「本取引」）を開始することを公表しました。本取引において、当社は保有株式の一部をT-Mobile US, Inc.へ売却（以下「本売却」）します。なお本売却に関し、2020
年６月26日（米国東部時間）に、Tモバイルによる米国内におけるTモバイル株式の公募および信託を通じた私募の各取引が完了し、その結果Tモバイルは当社の持分法適用関連会社から除外されました。また本取引において、Deutsche Telekom AGは、当社が保有するT-Mobile US, 
Inc.株式の一部を対象株式とする株式購入オプション（以下「本オプション」）を受領しました。本オプションが行使された場合、対象株式はDeutsche Telekom AGに売却されます。本オプションは、早期終了をもたらす一定の事象が発生しない限り、2024年6月22日に行使期限が到来しま
す。
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https://about.paypay.ne.jp/
https://www.sbenergy.co.jp/
https://www.softbankrobotics.com/ja/
https://www.bostondynamics.com/
https://www.softbankhawks.co.jp/company/company_profile.html
https://www.fortress.com/
http://www.softbank.co.kr/
http://www.softbank.co.kr/


主要な子会社および関連会社
2020年3月末現在

関連会社
社名 資本金

（百万円）
議決権所有割合

（％） 主な事業内容

ソフトバンク事業

サイジニア株式会社 800 32.1
EC事業者および小売業向けのパーソナライズ・エンジン「デクワス」を利用したインターネットマーケティング支援サービス
を提供

株式会社ジーニー 1,545 31.3 アドテクノロジー事業
SREホールディングス株式会社 3,538 24.3 不動産事業、ITプラットフォーム事業、AIソリューション事業

その他
Alibaba Group Holding Limited*7 *8 1,000千人民元 25.1 イーコマース事業、コンテンツサービス、クラウドサービスなどを提供する会社に出資している会社
The We Company 197千米ドル 20.1 コワーキングスペースサービスの提供
InMobi Pte. Ltd. 379千米ドル 45.0 携帯端末向け広告配信サービスの提供

Foxconn Ventures Pte. Ltd. 46千米ドル 36.4 持株会社

主な海外ファンドの基礎情報
子会社
ファンド名 受入資本金 出資割合（％） 主な事業内容
ソフトバンク・ビジョン・ファンド等SBIAの運営するファンド事業

SoftBank Vision Fund L.P.*10 73十億米ドル 33.6 ソフトバンク・ビジョン・ファンドによる投資

*10 SoftBank Vision Fund L.P.の受入資本金は、SoftBank Vision Fund L.P.の代替の投資ビークルの受入資本金を含んでいます。
SoftBank Vision Fund L.P.の出資割合は、ソフトバンク・ビジョン・ファンドに関連するインセンティブ・スキームによる出資を含んでいます。
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https://visionfund.com/
https://www.inmobi.com/company/
https://www.wework.com/newsroom
https://www.alibabagroup.com/en/global/home
https://sre-group.co.jp/
https://geniee.co.jp/company/
http://www.scigineer.co.jp/


会社概要
2020年3月末現在

社長室株主総会

CEOプロジェクト室
取締役会

海外事業統括
代表取締役会長 兼 社長

孫 正義 CSO室

取締役副会長
ロナルド・フィッシャー

取締役副社長 COO
マルセロ・クラウレ

取締役副社長 CSO
佐護 勝紀

取締役副社長
ラジーブ・ミスラ

取締役専務 CFO 兼 
CISO 兼 CSusO

後藤 芳光

投資企画部投資戦略統括

プリンシパル投資部

CFO室

財務企画部

キャピタルマーケット部財務統括

IR部

関連事業部

人事部

監査役会

総務部管理統括

監査役

情報システム部

監査役室

経理部
経理統括

税務室

コンプライアンス部

プロジェクト法務部法務統括

コーポレート法務部

広報室広報統括

内部監査室

社名（商号） ソフトバンクグループ株式会社
（英文社名）SoftBank Group Corp.

設立年月日 1981年9月3日

本社所在地 〒105-7303

東京都港区東新橋1-9-1

代表電話番号 03-6889-2000

代表者 代表取締役会長 兼 社長　孫 正義

資本金 2,388億円

子会社数 1,475社

関連会社数 455社

共同支配企業数 27社

従業員数 224人（連結ベース 80,909人）

事業内容 純粋持株会社

会計監査人 有限責任監査法人トーマツ

組織図
2020年6月25日現在
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株式情報
2020年3月末現在

株主名簿管理人 三菱 UFJ 信託銀行

上場証券取引所 東京証券取引所 市場第 1 部

証券コード 9984

株式数
　発行可能株式総数
　発行済株式総数

7,200,000,000 株
2,089,814,330 株

（自己株式 21,818,471 株を含む）

株主数 218,820 名

株式の所有者別分布状況

大株主

株価と出来高

株主名 所有株式数（千株） 所有株式数の割合（%）
孫 正義 439,409 21.25
日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 211,993 10.25
日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口） 121,332 5.87
JP MORGAN CHASE BANK 385632 58,990 2.85
J. P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S. A. 1300000 37,678 1.82
日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口5） 31,717 1.53
SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 30,908 1.49
JP MORGAN CHASE BANK 380763 29,066 1.41
JP MORGAN CHASE BANK 385151 28,352 1.37
CITIBANK, N.A.-NY, AS DEPOSITARY BANK FOR DEPOSITARY SHARE HOLDERS 23,617 1.14
大株主上位10名の合計 1,013,062 48.99

（注）
1.  2019年6月10日付で自己株式55,753,200株の消却を行っています。
2.  2019年6月28日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っています。
3. 所有株式数の割合は自己株式（21,818,471株）を控除して計算しています。
4.  上記の所有株式数のうち、日本マスタートラスト信託銀行（株）および日本トラスティ・サービス信託銀行（株）の所有株式数は、全て信託業務に係るものです。
5.  大株主について、ソフトバンクグループ（株）として実質所有を確認できた孫 正義氏の所有株式数については、従来通り合算（名寄せ）して表示していますが、その他については、株

主名簿の記載通りに記載しています。
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0

（円）

（百万株）

（円）

（年）

’15 ’16 ’17 ’18 ’19 （年度末）
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33.7 31.7 31.2 32.9

20.6 22.4 22.8 23.3

4.2 5.2 5.2 5.1
2.7 1.9 1.3 1.3

38.7

30.5

23.7

5.0
2.1

0

（%）

    外国法人など　　    個人・その他　　    金融機関
    その他の法人　　    金融商品取引業者

    株価（左軸）　　    出来高（右軸）　　    日経平均株価（右軸）
（注） 株価は各月の平均株価、出来高は各月の平均出来高を表示。上記の株価および出来高については、2019年6月28日付の株式分割を考慮し調整しています。
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東京証券取引所市場第一部：9984

https://group.softbank/
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